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1. 計画の目的及び位置づけ 

1.1 はじめに 

本市は、平成 18 年度に制定された「住生活基本法」による新たな住宅政策の枠組み等を背景に、平

成 19 年 3 月に「一関市住宅政策基本計画」を策定しました。 

その後、この計画の計画期間が終了したほか、少子高齢化や人口減少の急速な進展などの社会情勢の

変化、東日本大震災による被災、藤沢町との合併、新しい一関市総合計画の策定、住生活基本計画（全

国計画）の改訂など、本市を取り巻く環境が大きく変化したことから、これらに対応するため、今回、

第二次計画を策定することとしました。 

本計画においては、前計画から引き続き、本市における市民の住生活の基盤となる良好な住宅の供給、

良好な居住環境の形成、住宅の供給等に係るサービスの提供を受ける者の利益の擁護・増進、住宅の確

保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保（住宅セーフティネット）を図ることを目的とします。 

その実現に向け、本計画において、公営住宅を提供する市と住宅関連事業者や福祉サービス提供者等

の関係者が相互に連携・協働し、現在及び将来の市民の住生活の安定の確保及び向上の促進に向け必要

となる施策の基本的な展開方針を示すこととします。 

住宅セーフティネットの機能の向上を図るためには、公営住宅における当該機能を強化するとともに、

民間賃貸住宅における枠組みの充実も進め、市場全体を見据えた視点から、重層的な住宅セーフティネ

ットの構築を図っていく必要があることから、本計画の視点としては、健全な賃貸住宅市場の形成、既

存ストックの有効活用、良質なファミリー向け賃貸住宅の確保、住宅の確保に特に配慮を要する者への

公営住宅等の的確な供給、福祉・まちづくり等との連携強化及び地域の実情への配慮等を重視すること

とします。 

本計画では、本市の住宅政策に関係する現状を踏まえ、各地域の現状と課題を分析し、住宅政策の課

題と目標を明らかにし、今後の施策展開の方向性、重点的な施策、及び市内のエリアの特性に応じた施

策の展開の基本的な方針を示すとともに、関係主体による施策の総合的かつ計画的な推進の方向性を示

すものです。また、市営住宅等について、その現状を踏まえ、課題を明らかにし、ストックの今後の活

用に関する基本的な考え方を示すとともに、地域別の施策の展開に関する基本的な方向性を示すもので

す。 
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1.2 本計画の位置づけ 

 

国が策定した住生活基本計画は、従来の公的住宅の建設戸数目標に代わって、社会経済情勢などの変

化や市場動向を踏まえ、住宅の質の向上等の成果を示す指標を設定し、量的評価から質的評価へ転換す

るとともに、住宅に関連する民間事業者や国民等の各主体の役割・責務を示しています。 

都道府県の策定する住生活基本計画は、国の基本計画を都道府県において展開し、地域の実情を踏ま

え、住宅政策を総合的かつ計画的に推進するものです。 

本市においては、一関市総合計画等を踏まえつつ、福祉や地域振興等の関連施策との調整・連携を図

りながら、本市の状況や地域の課題に総合的かつ効率的に対応していくため、住生活基本計画の市計画

として「一関市住宅政策基本計画」を位置づけます。 

なお、本計画は、一次計画（計画期間：平成 18 年度～平成 27 年度）を継承する二次計画であり、一

次計画の内容を評価しつつ、社会情勢、上位計画、統計データ、住宅市場、市民ニーズの変化を踏まえ

て策定するものです。 

また、本計画は本市の施策体系のなかでは「まちづくりの目標４．郷土の恵みを未来へ引き継ぐ自然

豊かなまち」を実現するための分野別計画の一つとしても位置づけられます。 

これにより、住宅政策の目標の明確化とその達成を通じて、将来像の形成を目指すとともに、今後の

具体的な施策展開の基本的な指針として役割を果たしていきます。本計画の計画期間は、平成 30 年度

（2018 年度）から平成 39 年度（2027 年度）までの 10 年間とします。社会情勢等の変化に対応するた

め、原則として 5 年ごとに見直しを行うこととします。 

 

 
計画の位置づけ 
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1.3 本計画の構成 

 

本計画の構成は以下のとおりとします。 

タイトル 概要 

1 計画の目的及び位置づけ 本計画の目的、位置づけ、構成を示します。 

2 上位計画・関連計画等 上位計画、関連計画を整理し、一次計画の評価を行います。 

3 本市の現状 統計調査等をもとに本市の住宅事情等を分析します。 

4 各地域の現状 市内 8 地域の特徴・課題を整理します。 

5 近年の動向 住宅に関する近年の全国データ等を整理します。 

6 住宅政策の課題と目標 現状分析を踏まえ、本市の住宅政策の課題と目標を整理します。 

7 施策展開の方針 今後展開する施策の方向性を体系的に示し、その背景、方向性、展

開する施策を整理します。 

8 エリア特性に応じた施策

の展開 

4 つのエリアを設定し、エリア別に重点的に進める施策を示します。 

9 関係団体等との連携に向

けた体制整備 

施策を展開していく上で、関係団体等と市の連携が重要となるた

め、その体制の整備・構築のあり方を示します。 

10 施策の総合的かつ計画的

な推進 

本計画を実現していくためのそれぞれの主体の責務と役割を整理

するとともに、今後、計画的に施策を展開していくための考え方を

示します。 

11 市営住宅編 市営住宅等に関する各種データを分析するとともに、需要予測目標

管理戸数を推計します。 

12 参考資料 各種データ分析、調査結果を整理します。 
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2. 上位計画・関連計画等 

2.1 国・県の計画 

(1) 住生活基本計画（全国計画）（計画期間：平成 28 年度～平成 37 年度） 

住生活基本計画（全国計画）は、住生活基本法（平成 18 年法律第 61 号）第 15 条第１項に規定する

国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画です。平成 37 年度までを計画期間と

して平成 28 年 3 月に計画を改訂しています。 

今後 10 年の課題としては、以下が挙げられています。 

 少子高齢化・人口減少の急速な進展。大都市圏における後期高齢者の急増 

 世帯数の減少により空き家がさらに増加 

 地域のコミュニティが希薄化しているなど居住環境の質が低下 

 少子高齢化と人口減少が、住宅政策上の諸問題の根本的な要因 

 リフォーム・既存住宅流通等の住宅ストック活用型市場への転換の遅れ 

 マンションの老朽化・空き家の増加により、防災・治安・衛生面での課題が顕在化するおそれ 

これらの課題に対し、以下の 8 つの目標を掲げ、各種施策を位置づけています。 

 目標１）結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現 

 目標２）高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現 

 目標３）住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

 目標４）住宅すごろく1を超える新たな住宅循環システムの構築 

 目標５）建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新 

 目標６）急増する空き家の活用・除却の推進 

 目標７）強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長 

 目標８）住宅地の魅力の維持・向上 

 
出典：国土交通省資料 

                                                  
1人の一生における住宅の住み替えをすごろくになぞらえたもの。  
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(2) 岩手県住宅マスタープラン（岩手県住生活基本計画）（計画期間：平成 24 年度～平成 32 年度） 

岩手県は平成 7 年度に住宅マスタープランを策定しました。その後、平成 18 年 6 月の住生活基本法

の施行、平成 21 年 5 月の「高齢者の居住の安定確保に関する法律」の改正、平成 23 年 3 月の国の住生

活基本計画（全国計画）の改訂、平成 21 年度の「いわて県民計画」の策定、平成 23 年度の岩手県居住

支援協議会の設立、平成 23 年 3 月 11 日には東日本大震災の発生等を背景として、計画期間を平成 32

年度までとして、平成 25 年 1 月に計画を改訂しています。 

課題は 4 分野で整理しています。 

(1)人口・世帯 (2)住宅ストック等の活用 

 急速かつ本格的な人口減少社会への対応 

 人口減少の速度等の地域毎の状況に応じた

対応 

 高齢者が安心して生活できるような環境の

整備及び子育て世帯への支援の充実化 

 被災者をはじめとした住宅確保要配慮者に

対する支援の充実化 

 空き家の有効活用の促進 

 中心市街地や郊外等の住宅地の持続的な再

生 

 借家数・共同住宅等の減少 

 耐震性・防災性の向上 

 伝統的建造物の保存 

(3)住宅供給状況 (4)公営住宅等ストック 

 住宅着工戸数の大幅な落ち込み 

 地域固有の木造住宅の供給・継承 

 県営住宅の更新ペースの低下への対応 

 災害復興公営住宅の供給 

施策の具体的展開として 9 つの重点施策を挙げています。 

１．岩手の地域性を反映した岩手型住宅の創造と普及（良質な住宅供給の推進） 

２．高齢者等の住宅確保要配慮者の居住の安定確保 

３．既存住宅ストックの有効活用（住宅リフォームの推進） 

４．耐震化の促進 

５．作り手育成 

６．住み手支援 

７．住環境の整備と地域の活性化 

８．公営住宅におけるストック活用と新たな取組（公営住宅供給目標量） 

９．東日本大震災津波からの住宅復興 

 
出典：岩手県住宅マスタープラン 
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2.2 市の計画（上位計画等） 

(1) 一関市総合計画 前期基本計画（計画期間：平成 28 年度～平成 32 年度） 

平成 27 年 12 月に策定しました。一関市総合計画基本構想に基づき、まちづくりの目標ごとの柱とな

る基本施策として、３つのプロジェクトと分野毎の計画を掲げています。 

 

出典：一関市総合計画 前期基本計画 

住宅政策に関しては分野別計画「4-5 住環境、市営住宅、景観」のなかで、「良好な住環境の形成」

「市営住宅の適切な管理」「景観形成の推進」の 3 つの施策展開を掲げています。 

 

(2) 一関市人口ビジョン 

平成 27 年 10 月に策定しました。人口の将来展望として「人口減少に歯止めをかけ、長期的な人口の

安定も視野に入れて、平成 52 年（2040 年）に８万６千人程度の人口を確保」を掲げており、以下の 4

つを取組みの柱としています。 

Ⅰ 市民が力を発揮でき

る仕事を創出し、若者や

女性が集うまちを目指し

ます 

地域資源や地域特性を生かした事業の創出や誘致に取り組むとともに、既

存産業の振興を図ることで安定した雇用を創出し、若者が地域に定着する

まちを目指します。 
また、市民活動や経済活動を活性化させていくため、若者をはじめ多くの

方々が本市に移住定住する、新たな人の流れを生み出します。 

Ⅱ 社会全体で子育てを

支援し、次代の担い手を

応援するまちを目指しま

す 

多様な人生観や結婚観を持つ市民が人生のパートナーと出会い、結婚して

このまちで暮らし、出産できるような環境づくりに取り組みます。 
子どもの成長過程に合わせて、保健、医療、保育、教育、就職、結婚など

の各分野において、それぞれが線でつながる切れ目のない子育て支援を行

い、安心して子育てを楽しむことができる環境づくりを進めます。 

Ⅲ 心豊かに安心して暮

らせる、住みたい、住ん

でよかったまちを目指し

ます 

医療、福祉や防災、防犯など地域で安全に安心して暮らせる環境を築くと

ともに、高齢者の生きがいづくりや健康寿命を延ばすための取組を進め、

心豊かに暮らせるまちづくりを進めます。 

Ⅳ 未来へ引き継がれる、

誇りと愛着が持てるまち

を目指します 

ＩＬＣを基軸としたまちづくり、資源やエネルギーが循環するまちづくり

を進めるとともに、市民、地域、企業及び行政の協働や、関係する自治体

等との協力、連携により、未来へ引き継がれるまちづくりを進める必要が

あります。 
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(3) 一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

平成 27 年 10 月に策定しました。「一関市人口ビジョン」の 4 つの取組みの柱に基づき、施策展開の

方向性、主な取組み、具体的な事業を整理しています。住宅政策に関しては以下の事業を挙げています。 

Ⅰ－②－２ 移住定住の促進 ▽ 移住定住環境整備事業（移住者住宅取得補助） 

▽ 移住定住環境整備事業（空き家バンク登録住宅改修補助） 

Ⅲ－①－３ 暮らしの安全対策 ▽ 木造住宅耐震改修工事助成事業 

 

(4) 一関市空家等対策計画（計画期間：平成 28 年度～平成 32 年度） 

「空家等対策の推進に関する特別措置法（H26.11 公布、

H27.5 全面施行）」の制定に伴い、平成 28 年 10 月に策

定したものです。空家対策は一義的には所有者が行うこ

とを前提とした上で、住宅等の状態に応じて、各段階の

取組と方向性を整理しています。 

計画策定に先立ち実施した空家調査では、危険な損傷

がみられる C ランク、D ランクに該当する空家は 950 戸

あることが判明しています。 

 

 

本市の空家調査結果（平成 25～26 年度） 

 

出典：一関市空家等対策計画 

 

  

A 目立った損傷は認められない 430 21%
B 危険な損傷は認められない 664 32%
C 部分的に危険な損傷が認められる 918 45%
D 建築物全体に危険な損傷が認められ、放置すれば倒壊の危険性が高まると考えられる 32 2%
計 2,044 100%

出典：一関市空家等対策計画 
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2.3 第一次計画の概要及び検証 

(1) 概要 

「一関市住宅政策基本計画（平成 19 年 3 月）」は、本市における住生活基本計画として位置づけられ、

平成 18 年度から平成 27 年度までの 10 年間を計画期間としました。課題は以下の 3 つの分野で整理し

ています。 

全市的な課題 ○人口減少・高齢化に対応した地域づくり 
○中山間地域等の周辺地域における定住人口の増加に向けた対応 
○生活のための拠点の形成と街なか居住のニーズへの対応 

住宅政策全般の課題 ○多く存在する持家ストックの性能向上や高齢者が居住する住宅のバリアフリー化 
○増加する空家等の住宅ストックの活用 
○未成熟な賃貸住宅市場への対応 
○良好な景観や風景の保全への対応 

市営住宅の課題 ○公営住宅法に基づく市営住宅の適切な運営 
○老朽化した木造・簡易耐火構造住宅の更新 
○耐火構造住宅の適切な管理・更新 
○住戸の高齢化への対応 
○団地を核とした良好なコミュニティの維持・形成 
○入居者管理の適正化 

 

計画の基本理念、基本目標、基本方針、基本施策の構成は以下のとおりです。 

基本理念 人と人、地域と地域が結び合い、安心して住み続けることができる住まい・居住環境

の実現 

基本目標 1. 一関市にふさわしい住宅づくり 
2. 安心して暮らせる居住環境づくり 
3. ニーズに対応して住宅を選択できる市場づくり 
4. 誰もが適切な住宅を確保できる住宅セーフティネットづくり 

基本方針 
～基本施策 

1. 良質な住宅ストックの整備 
 住宅ストックの適切な改修や維持管理 
 新規に供給される「一関市の住まい」の誘導 

2. 安心した生活を実現する居住環境の形成 
 まち・集落の防災性・防犯性の向上 
 一関らしい風景・景観の維持・向上 
 高齢者や子育て世帯等が安心して暮らせるまち・集落の形成 

3. 市民が安心して住宅を選択できる市場環境の整備 
 「一関市の住まい」に関する適切な情報の提供 
 関係団体が中心となった一関市の住宅市場の形成 
 空家ストックの活用・流通促進 

4. 重層的な住宅セーフティネットの確保 
 低廉で家賃で入居可能な民間賃貸住宅等の供給・活用方策の検討 
 地域の状況に応じた市営住宅の適切な活用 

5. 立地・役割等に応じた地域づくり 
 エリア特性に応じた施策の展開 
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(2) 成果指標の達成状況 

第一次計画に掲げた成果指標及び達成状況は以下のとおり、市営住宅関係はほぼ達成していますが、

民間住宅の耐震確保については、未達成となっています。これは、本指標の達成状況として把握出来る

のが、全体の耐震改修したもののうち、本市が実施する耐震診断補助を利用したうえで、耐震改修補助

を利用した人の割合であるためです。 

 

 
出典：一関市資料 
 

(3) 施策の実施状況 

H18～H27 年度の「主要な施策の成果に関する説明書」から、住宅政策に関連する事業費を抽出、整

理しました。10 年間での住宅政策関連の事業費は 3,731 百万円です。うち、10 年間で 5 百万円以上の

事業費を執行した施策は以下の 5 つです。 

 

 耐震・バリアフリー化等の改修やリフォームの促進（324 百万円） 

 関係団体等の景観の保全・形成活動の参加の促進（24 百万円） 

 講習会・イベント等を通じた住情報の提供（8 百万円） 

 中層耐火構造ストックの改善事業の推進（1,303 百万円） 

 災害公営住宅整備等、災害対応（2,070 百万円） 

 

なお、「空家活用に向けた情報提供の仕組みづくり」の施策でも多数の事業を実施しています。 

 

 

 

 

 

単位 現状 ⽬標 評価 備考

H17年度末 H27年度末

＜市営住宅関係＞

市営住宅管理

⼾数
公営住宅及び特定公共賃貸住宅の管理⼾数 ⼾ 1,257 1,257 1,224

H28年度当初管

理⼾数。

耐震性を確認

した住宅⼾数

新耐震基準（昭和56年度基準）以後に建築され

た耐震性を有する⼾数、及びそれ以前に建築さ

れた住宅で耐震診断により耐震性があることを

確認した住宅⼾数

⼾ 586 800 731
H28年8⽉31⽇現

在の⼾数。

⾼齢社会対応

住宅⼾数

⾼齢者等の⾃⽴⽣活を前提に、円滑・安全な移

動を可能とする基礎的⽔準として、「⼿すり

（2箇所以上）」⼜は「段差のない屋内」を満

たす住宅の⼾数

⼾ 290 350 354

「⼿すりあり」

または「段差な

し」を満たす⼾

数。H28年度当

初⼾数。

＜⺠間住宅関係＞

耐震性が確保

された⽊造住

宅数

耐震診断の結果、倒壊のおそれのある⽊造住宅

とされたもののうち、改修等により耐震性が確

保された住宅の⽐率

％ 0 90 14

耐震診断及び改

修の補助対象よ

り算定
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一次計画において実施した事業の整理 

 

出典：一関市資料 （ ）は参考となる事業や取組など 

 

 

 

H18〜H27年度の施策 記載⾦額合計

10年間 千円

1 耐震・バリアフリー化等の改修やリフォー

ムの促進

住宅改修⽀援事業費／⾼齢者及び障害者にやさしい住まいづくり

推進事業費補助⾦／⽊造住宅耐震診断助成／⽊造住宅耐震改修⼯

事助成事業補助⾦／緊急経済対策住宅リフォーム助成⾦

323,695

2 住宅の維持管理活動の促進

1 住宅性能表⽰制度等の利⽤の促進 （⺠間住宅メーカーで活⽤）

2 ⾼齢者等が暮らしやすいユニバーサルデザ

インの促進

（⾼齢者及び障害者にやさしい住まいづくり推進事業費補助⾦）

3 ⼀関の気候・⾵⼟等に適合した住宅供給の

促進

（住宅祭における建築⼠会、建設業協会、宅地建物取引業協会等

関係団体の活動等）

1 地域の危険情報の把握と提供 （⼀関市防災マップのウェブサイト作成）

2 災害発⽣時における迅速な対応に向けた体

制の構築

（⼀関市地域防災計画の更新、⼀関市⽔防計画、⼀関市国⺠保護

計画の策定）

3 住⺠主体の⾃主的な防災・防犯活動の促進 ⾃主防災組織育成事業 2,898

1 景観計画の策定推進と市⺠の意識啓発 資源保全管理推進事業／景観形成事務／景観形成基本計画策定

2 関係団体等の景観の保全・形成活動の参加

の促進

本寺地区景観形成事業補助⾦／景観まちづくり事業補助⾦／いち

のせき景観まちづくりフォーラム／いちのせき景観めぐり

23,763

1 地域の状況に適合した施設整備の推進 （各地域における集会施設、福祉施設等の整備）

2 福祉や⼦育て⽀援等の居住⽀援サービスを

⾏う組織への⽀援

（地域振興費として地域おこし事業、市⺠活動推進事業、地域協

働体⽀援事業を実施）

1 講習会・イベント等を通じた住情報の提供 ⼀関地⽅住宅施策推進事業／住宅祭運営業務委託料 8,398

2 相談等の体制の充実化等によるリフォーム

市場の整備

（「耐震・バリアフリー化等の改修やリフォームの促進」の各種

事業と重複）

1 関係団体による市場の適正化に向けた⾃⽴

的な活動の展開の働きかけ

（住宅祭における建築⼠会、建設業協会、宅地建物取引業協会等

関係団体の活動等）

2 賃貸住宅市場の適正化の誘導 （宅地建物取引業者等による原状回復ガイドライン等の普及）

1 農家の賃貸化等の活⽤⽅策の検討 （空き家バンク等の空家等対策により推進）

2 空家活⽤に向けた情報提供の仕組みづくり いちのせきファンクラブ事業／移住定住専⾨ホームページの運営

／空き家バンクの運営／いちのせき暮らし体験ツアーの実施／⾸

都圏での移住フェアへの出展及び相談会の開催／移住定住奨励助

成事業／空家等実施調査事業

-

1 ⾼齢者等が安⼼して賃貸住宅に⼊居できる

環境の整備

（サービス付き⾼齢者向け住宅の登録）

2 ⺠間賃貸住宅や他の公的賃貸住宅を活⽤し

た住宅の安定の確保

（特定公共賃貸住宅の維持管理）

1 適切な⼊居管理を可能とする応募⽅針等の

⼿法の検討

（⼀関市営住宅条例第8条第3項による優先⼊居の運⽤）

2 多様な条件・⼿法を考慮した⽊造住宅の建

替え等の事業の推進

（建替事業は未着⼿、維持管理修繕を実施）

3 中層耐⽕構造ストックの改善事業の推進 市営住宅管理事務／⼭⾕地区都市再⽣整備事業／維持管理等修繕

料／維持管理等修繕料（臨時交付⾦）／浄化槽清掃等委託料／給

湯器交換⼯事／改修及び補修等⼯事／改修及び補修等⼯事（社総

交・地住交）／改修及び補修等⼯事（臨時交付⾦）／外壁改修⼯

事（社総交）／⽼朽化住宅解体⼯事／デジタル対応改修⼯事実施

設計／⻑寿命化計画策定（社総交）

1,302,660

災害公営住宅整備事業費／宅地災害復旧⼯事補助⾦／住宅災害復

旧⼯事補助⾦／災害復興住宅新築等補助⾦／被災住宅復旧資⾦利

⼦補給補助⾦／宅地災害復旧⼯事補助⾦（H25.7⼤⾬）

2,069,671

計 3,731,085

⼀次計画の施策の体系

基本⽅針 基本施策

2

⾼齢者や⼦育て

世帯等が安⼼し

て暮らせるま

ち・集落の形成

3

良質な住

宅ストッ

クの整備

1 住宅ストックの

適切な改修や維

持管理

1

新規に供給され

る「⼀関市の住

まい」の誘導

2

まち・集落の防

災性・防犯性の

向上

1

⼀関らしい⾵

景・景観の維

持・向上

2

安⼼した

⽣活を実

現する居

住環境の

形成

市⺠が安

⼼して住

宅を選択

できる市

場環境の

整備

3

低廉な家賃で⼊

居可能な⺠間賃

貸住宅等の供

給･活⽤⽅策の

検討

1

地域の状況に応

じた市営住宅の

適切な活⽤

2

重層的な

住宅セー

フティ

ネットの

確保

4

「⼀関市の住ま

い」に関する適

切な情報の提供

1

関係団体が中⼼

となった⼀関市

の住宅市場の形

成

2

空家ストックの

活⽤・流通促進

3
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(4) 課題への対応状況 

 

一次計画で挙げた課題について、統計データ等により現状を整理します。 

 

 課題 現状 

全市的な

課題 

人口減少・高齢化に対応した地域づくり 市全体の人口減少・高齢化はさらに進展し

ています 

中山間地域等の周辺地域における定住人口

の増加に向けた対応 

一関地域以外では著しく人口が減少してい

ます 

生活のための拠点の形成と街なか居住のニ

ーズの対応 

一関地域に賃貸住宅需要、新規持家取得需

要が集中しています 

住宅政策

全般の課

題 

多く存在する古い持家ストックの性能向上

や高齢者が居住する住宅のバリアフリー化 

県や他市と比べ建築時期の古い持家ストッ

クが多い状況です 

増加する空家等の住宅ストックの活用 県や他市と比べると空家率は同等ですが、

「別荘、賃貸用、売却用ではない空家」の

比率が高い状況です 

未成熟な賃貸住宅市場への対応 持家と賃貸住宅では面積や高齢者等対応設

備の設置率の格差は依然としてあります

が、県や他市と比べ本市の賃貸住宅の水準

が低いとはいえない状況です。また、賃貸

住宅の立地は一関地域に偏っていますが、

需要に応じて他地域でも供給されていま

す。 

良好な景観や風景の保全への対応 景観まちづくり事業等を実施しました 

市営住宅

の課題 

公営住宅法に基づく市営住宅の適切な運営 一次計画策定時点と状況に大きな変化はあ

りません 老朽化した木造・簡易耐火構造住宅の更新 

耐火構造住宅の適切な管理・更新 

住戸の高齢化への対応 

団地を核とした良好なコミュニティの維

持・形成 

入居者管理の適正化 
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(5) 第 1 次計画の実施状況に関する評価 

以下、各方針について評価します。 

1) 方針１）良質な住宅ストックの整備 

方針 1 については、改修補助事業を中心として民間住宅ストック

の質の向上に貢献する施策を推進しました。本市は全体的に住宅の

老朽化が進んでいるため、民間住宅ストックの改修の需要は高いと

考えられます。補助制度があることにより、改修投資の呼び水にな

る効果がありました。データによれば 75 歳以上の高齢者がいる世

帯 16,600 世帯のうち、70.2％に高齢者等のための設備（主に手す

り）があり、リフォームで設置されたものが多いと考えられ、住宅

のユニバーサルデザイン化は着実に進んでいるといえます。 

その他の施策、特に「一関市の住まい」の誘導に関する施策につ

いては、後述のとおり、ハウスメーカー主導の住宅市場のなかでは、

具体的な「一関に相応しい住宅モデル」が普及したとはいえないも

のの、このような公民連携で取り組むことを前面に出した施策を掲げたことで、「住宅祭」のように関係

団体、事業者と連携できた意義は大きいといえます。 

ただし、「一関市の住まい」の誘導のなかで位置づけていた住宅性能表示制度2の利用促進については、

ヒアリング調査によると、新築住宅においては積極的に取り組んでいるハウスメーカー等の事業者はい

るものの、新築住宅の買主・施主はあまり関心を示していない実態がうかがえ、既存住宅については、

さらに関心が低い実態があります。供給側には一定の浸透がありますが、需要側の意識啓発は引き続き

必要です。 

2) 方針２）安心した生活を実現する居住環境の形成 

方針 2 については、一次計画の本方針に関連した計画、施策を多数実施しました。 

防災性・防犯性の向上に関しては、一関市防災マップのウェブサイト作成、一関市地域防災計画の更

新、一関市水防計画、一関市国民保護計画の策定等を実施しました。 

景観形成に関しては、景観形成計画を策定し景観形成基準や景観形成重点地区を定めたことにより、

景観形成に根拠が与えられました。 

まち・集落の形成に関しては、図書館、保健センターを整備しました。また、一関保健センター内に

は子育て支援のワンストップ化を図るため、こどもセンターを設置しました。 

3) 方針３）市民が安心して住宅を選択できる市場環境の整備 

方針 3 については、空き家バンク、移住促進を中心とした施策を先駆的に推進しました。 

また、特筆すべき施策として公民連携を進める取組みである「住宅祭」の開催が挙げられます。 

4) 方針４）重層的な住宅セーフティネットの確保 

方針 4 については、市営住宅の維持管理及び改善事業を推進しました。東日本大震災等の災害対策事

業を優先的に推進する必要があったこと等から、老朽化した市営住宅の建替整備には着手できませんで

した。 

                                                  
2 住宅性能表示制度とは、住宅の基本的な性能について、共通のルール（国が定める性能評価項目・性能評価基準）に基づき、公正中

立な第三者機関（登録住宅性能評価機関）が設計図書の審査や施工現場の検査を経て等級などを評価する制度です。評価書（建設住宅

性能評価書に限ります）が交付された住宅については、迅速に専門的な紛争処理が受けられます。評価は、①構造の安定、②火災時の

安全、③劣化の軽減、④維持管理・更新への配慮、⑤温熱環境（温熱環境・消費量エネルギー）、⑥空気環境、⑦光・視環境、⑧音環

境、⑨高齢者等への配慮、⑩防犯の 10 項目に関することについて行います。また新築住宅だけでなく既存住宅の性能表示制度もあ

り、既存住宅では現況の劣化や不具合も評価項目となります。 

平成 29 年度住宅祭チラシ 
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2.4 東日本大震災からの復興状況 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災からの復興状況について整理します。 

(1) 県内の被害状況 

平成 24 年 12 月 22 日時点における県内の住宅の被害状況をみると沿岸部の被害が大きいのは明らか

ですが、内陸部では本市が 4,199 戸と最も多く被害を受けています。特に一部損壊が多い状況です。 

 

東日本大震災による住宅の被害状況（平成 24 年 12 月 22 日時点） 

 

出典：岩手県住宅マスタープラン 
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平成 24 年 12 月 7 日時点の被災者の居住状況をみると、内陸部では盛岡市に次いで 701 名の被災者

が本市内に避難していたことがわかります。特に「みなし仮設住宅」として民間賃貸住宅に入居した人

数が 443 名で 63.2％を占めており、本市の住宅ストックが活用されたことがわかります。 

 

東日本大震災の被災者の居住状況（平成 24 年 12 月 7 日時点） 

 

出典：岩手県住宅マスタープラン 
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(2) 市内の主な被害状況 

東日本大震災では、市内では震度 6 弱の揺れが感じられました。また、同年 4 月 7 日の最大余震にお

いても、本震と同じ震度 6 弱の揺れが感じられました。主な被害状況は以下のとおりです。 

 

 
各分野の被害額（平成 25 年 9 月 30 日現在） 

出典：東日本大震災 復興への道程 

 

(3) 住宅の提供 

被災者にさまざまな形で住まいを提供しました。概要は以下の

とおりです。 

 雇用促進住宅、市営住宅、民間賃貸住宅などを応急仮設住

宅として貸し出し。陸前高田市、大船渡市、気仙沼市等か

ら避難者が入居。 

 宮城県及び気仙沼市からの要請に基づき、仮設住宅建設用

地を提供。場所は旧千厩中学校、旧折壁小学校の跡地。気

仙沼市からの避難者を中心に入居。なお、仮設住宅内で地

上デジタル放送を視聴できるよう、市内の中継局、光ファ

イバーを活用した共同受信設備も整備。 

 平成 28 年 5 月には沢内地区に市営の災害公営住宅 27 戸

を整備し同月より入居開始。 
 

出典：東日本大震災 復興への道程 
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(4) 避難者の推移 

本市への避難者は気仙沼市から避難された方が多く、ピーク時は平成 24 年 1 月 1 日時点で 2,571 名

でした。その後減少傾向となり、平成 29 年 10 月 1 日時点では 434 名となっています。 

 

出典：一関市資料 
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3. 本市の現状 

3.1 住宅・住環境を巡る現況 

3.1.1 データ分析の考え方 

本計画の策定にあたり、国勢調査、住宅・土地統計調査を中心とした統計データの分析を行っていま

す。網羅的に分析するのではなく、住生活基本計画（全国計画）の目標にあわせた分析を行い、全国で

問題となっている事象について、本市ではいかなる状況なのかを把握するためのデータ分析としていま

す。各種データの分析項目と、住生活基本計画（全国計画）の各目標との関係性は以下のとおりです。 

 

 

 

本章では上記のデータのうち、課題について関係するデータのみを記載し、その他は参考資料に掲載

しています。  

住⽣活基本計画（全国計画） ⽬標１） ⽬標２） ⽬標３） ⽬標４） ⽬標５） ⽬標６） ⽬標７） ⽬標８）

結婚・出

産を希望

する若年

世帯・⼦

育て世帯

が安⼼し

て暮らせ

る住⽣活

の実現

⾼齢者が

⾃⽴して

暮らすこ

とができ

る住⽣活

の実現

住宅の確

保に特に

配慮を要

する者の

居住の安

定の確保

住宅すご

ろくを超

える新た

な住宅循

環システ

ムの構築

建替えや

リフォー

ムによる

安全で質

の⾼い住

宅ストッ

クへの更

新

急増する

空き家の

活⽤・除

却の推進

強い経済

の実現に

貢献する

住⽣活産

業の成⻑

住宅地の

魅⼒の維

持・向上

⼈⼝、世帯 ●

住宅ストック

・住宅数、空家数 ●

・住宅の建築時期 ●

・住宅の所有関係 ●

・建て⽅・構造 ●

・住宅の⾯積 ●

・⾼齢者等対応設備 ● ●

・耐震化 ●

・省エネルギー設備 ●

住宅と世帯

・家族類型と年収 ● ●

・世帯⼈員と住宅の所有関係、居住室の畳数 ● ● ● ●

・⾼齢者のみ世帯の居住状況 ●

・⾼齢者がいる世帯の状況 ●

・住宅⽴地の利便性 ● ●

・居住⾯積⽔準 ●

住宅供給 ●

住宅市場（ヒアリング調査） ●

市⺠意向（アンケート調査） ● ● ● ●

市営住宅 ●
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3.1.2 位置・地勢・気候等 

本市は、岩手県の南端に位置し、南は宮城県、西は秋田県と接しています。首都圏からは 450km の

距離で、東北地方のほぼ中央、盛岡と仙台の中間地点に位置しています。 

本市の総面積は 1,256.42km2であり、東西は約 63km、南北は約 46km の広がりがあります。 

気候は、内陸型の特徴を示し、気候の日較差、年較差は大きいものの、県内では比較的温暖な地域と

なっています。市の西側、奥羽山脈沿いは標高が高く日本海側の気候の影響を受け、降水量も多く、冬

は雪に覆われます。市の中央から東側にかけては、太平洋側の気候に属しており、冬も晴れやすい地域

となっています。 

 本市における災害を大別すると次のようになります。 

 北上川増水による災害 

 磐井川、砂鉄川、千厩川、黄海川その他河川の本支流の増水による災害 

 地震による災害 

 土砂崩れ、崖崩れ 

 本市の過去の災害の発生は、大雨による洪水が多く、大きな水害に見舞われ、未曾有の損害を被りま

した。 

過去の大きな水害一覧 

 
出典：一関市資料 
 

 

 

また、本市には 1,415 箇所の土砂

災害危険箇所があり、今後も地震や

大雨等に伴う地すべり・土砂災害へ

の警戒が必要です。 

土砂災害危険箇所数 

出典：一関市資料（平成 29 年 10 月） 

 

発生日 被害内容

昭和22年 9月15日 カスリン台風により、磐井川が氾濫。北上川狐禅寺の最高水位17.58メートル、死者・行方不明者100人

昭和23年 9月16日 アイオン台風により、磐井川が氾濫。北上川狐禅寺の最高水位15.58メートル、死者・行方不明者473人

昭和56年 8月 15号台風で一関地域を中心に大きな被害。北上川狐禅寺の最高水位は12.5メートル

平成14年 7月 6号台風で北上川狐禅寺の最高水位13.51メートルと戦後３番目を記録。砂鉄川を中心に大きな被害となった

平成19年 9月17日 大雨洪水警報発令に伴う災害。北上川狐禅寺の最高水位は12.18メートル

土石流
急傾斜地

の崩壊
地すべり 合計

土砂災害危険箇所 746 633 36 1,415

土砂災害警戒区域指定済箇所 222 393 0 615

土砂災害危険箇所 38 213 23 274

土砂災害警戒区域指定済箇所 19 145 0 164

土砂災害危険箇所 14 72 1 87

土砂災害警戒区域指定済箇所 13 72 0 85

土砂災害危険箇所 231 132 7 370

土砂災害警戒区域指定済箇所 116 76 0 192

土砂災害危険箇所 38 63 3 104

土砂災害警戒区域指定済箇所 3 32 0 35

土砂災害危険箇所 123 55 2 180

土砂災害警戒区域指定済箇所 50 51 0 101

土砂災害危険箇所 94 24 0 118

土砂災害警戒区域指定済箇所 2 3 0 5

土砂災害危険箇所 72 45 0 117

土砂災害警戒区域指定済箇所 12 10 0 22

土砂災害危険箇所 136 29 0 165

土砂災害警戒区域指定済箇所 7 4 0 11

一関地域

千厩地域

大東地域

花泉地域

一関市

藤沢地域

川崎地域

室根地域

東山地域



3. 本市の現状 

19 
 

3.1.3 人口、世帯 

(1) 一関市人口ビジョンによる分析 

本市では人口ビジョンを策定するにあたり、人口・世帯の現状分析を行っています。概要は以下のと

おりです。 

 総人口は減少傾向。平成７年（1995 

年）には老年人口が年少人口を上

回る 

 子育て世代の割合が低く、総人口

は減少傾向 

 男女とも 20 歳前後の減少が著し

い 

 死亡数が出生数を上回る自然減が

続く 

 出生率は全国や県を上回る 

 15～49 歳女性人口は減少 

 著しい転出超過傾向が続く 

 宮城県、東京圏への転出超過が多

い 

 転入、転出とも 20 歳～24 歳が最も多い 

 20 年間で高齢単身世帯は約 3 倍、高齢夫婦世帯は約 2 倍に増加 

出典：一関市人口ビジョン 

 

 

また、人口のシミュレーションを

踏まえ、平成 52 年（2040 年）に 8

万 6 千人程度の人口を確保すること

を将来展望としています。 

 
シミュレーションによる総人口・年齢 3 区分別人口 

出典：一関市人口ビジョン 
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(2) 年齢別の人口増減 

5 年間（平成 22 年から平成 27 年まで）の年齢別増加人口の、平成 27 年人口に対する比率（1000 人

あたり）を比較します。本市の特徴は、16 歳、24 歳から 28 歳は増加（市外から流入）していること、

22 歳の減少（市外への流出）が他と比べても多いことです。20 代前半の流出は大学卒業後の就職、20

代後半の流入は居住地としての選択と考えられます。 

 
5 年間（平成 22 年から平成 27 年まで）の年齢別増加人口（平成 27 年人口 1000 人あたり） 

出典：平成 22 年、27 年国勢調査 

 

持家取得の可能性が高い 25 歳から 50 歳を抽出すると、30 代前半までは、北上市は本市に比べプラ

スが大きく、これは若い世代の居住地として、北上市が選択されている傾向がみられます。 

 
5 年間（平成 22 年から平成 27 年まで）の年齢別増加人口 

（平成 27 年人口 1000 人あたり、25 歳から 50 歳） 

出典：平成 22 年、27 年国勢調査 
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3.1.4 住宅ストック 

(1) 住宅数、空家数 

平成 25 年の本市の住宅総数

は 48,100 戸、うち居住世帯あ

りは 41,570 戸で 86.4％を占め

ます。空家率は 13.2％であり、

県平均とほぼ同等です。ただ

し、空家のなかでの区分をみる

と、その他の住宅（別荘等でも

賃貸用、売却用でもない空家）

が 73.3％を占めており、他と比

べて多い状況です。 

 

居住の有無別住宅数 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

本市の空家 6,340戸のうち、腐朽･破損の有無をみると、腐朽･破損ありが 2,390戸で空家全体の 37.7％

を占めています。 

特に空家のなかでも多い「その他の住宅」4,650 戸のうち、46.0％が腐朽･破損ありとなっており、県

平均 34.6％と比べ 11.4 ポイント高い状況です。 

 

空家（その他住宅）のうち腐朽･破損がある比率 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

腐朽･破損の有無別空家数、比率 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

 

 

一関市 北上市 奥州市 登米市 栗原市 岩手県 表区分

住宅総数 48,100 41,320 47,850 26,680 24,560 552,100 1
居住世帯あり 41,570 34,690 41,020 24,610 22,450 472,800 1
居住世帯なし 6,530 6,630 6,830 2,080 2,110 79,300 1

一時現在者のみ 160 430 60 20 60 2,400 1
空き家 6,340 6,180 6,750 2,030 2,040 76,300 1

二次的住宅 180 150 230 150 10 4,100 1
賃貸用の住宅 1,420 3,660 2,340 410 510 30,200 1
売却用の住宅 90 90 90 60 30 1,000 1
その他の住宅 4,650 2,290 4,100 1,410 1,490 41,000 1

建築中 30 10 20 30 10 600 1
住宅以外 70 40 150 40 10 1,200 1
住宅総数 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 2

居住世帯あり 86.4% 84.0% 85.7% 92.2% 91.4% 85.6% 2
居住世帯なし 13.6% 16.0% 14.3% 7.8% 8.6% 14.4% 2

一時現在者のみ 0.3% 1.0% 0.1% 0.1% 0.2% 0.4% 2
空き家 13.2% 15.0% 14.1% 7.6% 8.3% 13.8% 2

二次的住宅 0.4% 0.4% 0.5% 0.6% 0.0% 0.7% 2
賃貸用の住宅 3.0% 8.9% 4.9% 1.5% 2.1% 5.5% 2
売却用の住宅 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.1% 0.2% 2
その他の住宅 9.7% 5.5% 8.6% 5.3% 6.1% 7.4% 2

建築中 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.1% 2
空き家 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 3

二次的住宅 2.8% 2.4% 3.4% 7.4% 0.5% 5.4% 3
賃貸用の住宅 22.4% 59.2% 34.7% 20.2% 25.0% 39.6% 3
売却用の住宅 1.4% 1.5% 1.3% 3.0% 1.5% 1.3% 3
その他の住宅 73.3% 37.1% 60.7% 69.5% 73.0% 53.7% 3

表区分1：実数、区分2：住宅総数に対する比率、区分3：空家総数に対する比率

表

あり なし 区分

総数 6,340 2,390 3,950 1
二次的住宅 180 50 130 1
賃貸用の住宅 1,420 190 1,220 1
売却用の住宅 90 - 90 1
その他の住宅 4,650 2,140 2,510 1
総数 100.0% 37.7% 62.3% 2
二次的住宅 2.8% 0.8% 2.1% 2
賃貸用の住宅 22.4% 3.0% 19.2% 2
売却用の住宅 1.4% 0.0% 1.4% 2
その他の住宅 73.3% 33.8% 39.6% 2
総数 100.0% 37.7% 62.3% 3
二次的住宅 100.0% 27.8% 72.2% 3
賃貸用の住宅 100.0% 13.4% 85.9% 3
売却用の住宅 100.0% 0.0% 100.0% 3
その他の住宅 100.0% 46.0% 54.0% 3
表区分1：実数、区分2：対空家総数比、区分3：各総数比

腐朽・破損の有無「不詳」を含むため、表中の総数と内訳の合計は

必ずしも一致しない

腐朽･破損
空家総数
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(2) 住宅の建築時期 

居住世帯のある住宅 41,570 戸の建築時期を県平均と比較しますと、昭和 36 年以前の住宅の比率は本

市が高く、平成 3 年から平成 7 年と平成 18 年以降は本市が低い状況です。全体的に老朽化が進んでお

り、築浅の物件が少ないことがわかります。 

 

住宅の建築時期別比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

建築基準法に基づく現行の耐震基準は､昭和 56 年 6 月 1 日に導入されています。よって昭和 55 年以

前の住宅の比率をみると、本市は 41.6％を占め、県平均 34.1％より 7.5 ポイント高い状況です。 

 
昭和 55 年以前建築の戸数比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 
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(3) 高齢者等対応設備 

高齢者等のための設備の有無をみると、設備ありが

24,970 戸で 60.1％を占めています。特に持家は 21,840

戸、69.0％に設備があります。反面、借家は 27.3％にと

どまっています。 

 

 

高齢者等のための設備の有無別住宅数 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

高齢者等のための設備状況別住宅数をみると、設備のなかで最も多いのは階段の手すりであり、

12,940 戸、住宅全体の 31.1％です。 

 

高齢者等のための設備状況別住宅数 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

県と比較すると、本市は県平均 53.6％より 6.5 ポイント高い状況です。また新築当初から設置しない

と難しい設備として「廊下などが車いすで通行可能な幅」に着目すると、本市は 21.6％で県平均 18.7％

とほぼ同程度です。 

高齢者等のための設備がある比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

廊下などが車いすで通行可能な幅を持つ住宅の比率  

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

あり なし
住宅総数 41,570 24,970 16,390
持家 31,670 21,840 9,830
借家 8,610 2,350 6,250
住宅総数 100.0% 60.1% 39.4%
持家 100.0% 69.0% 31.0%
借家 100.0% 27.3% 72.6%
高齢者等のための設備の有無「不詳」を含むため、

表中の総数と内訳の合計は必ずしも一致しない

高齢者等のための設備
総数

12,940

12,490

11,500

11,350

8,990

8,770

4,730

4,280

3,910

2,420

660

520

16,390

0戸 2,000戸 4,000戸 6,000戸 8,000戸 10,000戸 12,000戸 14,000戸 16,000戸 18,000戸

1）手すりがある：階段

2）手すりがある：トイレ

3）またぎやすい高さの浴槽

4）手すりがある：浴室

5）廊下などが車いすで通行可能な幅

6）段差のない屋内

7）道路から玄関まで車いすで通行可能

8）手すりがある：玄関

9）手すりがある：廊下

10）手すりがある：脱衣所

11）手すりがある：居住室

12）手すりがある：その他

高齢者等のための設備はない
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(4) 耐震化 

本市の持家 32,680 戸のうち、平成 21 年以降に耐震診断を実施したのは 2,070 戸、6.3％です。また

平成 21 年以降に耐震改修工事を実施したのは 1,640 戸、5.0％です。耐震診断を実施した持家のうち、

耐震性が確保されていなかったのは 510 戸ですが、耐震改修工事をしたのはその 3 割程度にとどまって

います。 

 

平成 21 年以降における住宅の耐震診断の有無、耐震改修工事の状況別持家数 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 
 
 

 

平成 21 年以降に住宅の耐震診断を行った持

家の比率を対持家数、対建築時期昭和 55 年以

前の持家数の 2 つでみると、対持家数では県平

均と同じ 6.3％ですが、対建築時期昭和 55 年

以前の持家数でみると、13.7％であり、県平均

よりやや低い状況です。旧耐震基準の持家にお

いて耐震診断があまり進んでいないことがわ

かります。 

 

平成 21 年以降に住宅の耐震診断を行った持家の比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

総数
壁の新
設・補強

筋かいの
設置

基礎の
補強

金具に
よる補強

その他

持家総数 32,680 1,640 640 320 510 420 400 31,050 1

　耐震診断をした 2,070 390 170 140 190 100 60 1,680 1

　　耐震性が確保されていた 1,560 240 70 90 130 90 40 1,330 1

　　耐震性が確保されていなかった 510 150 100 40 50 10 20 350 1

　耐震診断をしていない 30,610 1,240 480 180 330 320 340 29,370 1

持家総数 100.0% 5.0% 2.0% 1.0% 1.6% 1.3% 1.2% 95.0% 2

　耐震診断をした 6.3% 1.2% 0.5% 0.4% 0.6% 0.3% 0.2% 5.1% 2

　　耐震性が確保されていた 4.8% 0.7% 0.2% 0.3% 0.4% 0.3% 0.1% 4.1% 2

　　耐震性が確保されていなかった 1.6% 0.5% 0.3% 0.1% 0.2% 0.0% 0.1% 1.1% 2

　耐震診断をしていない 93.7% 3.8% 1.5% 0.6% 1.0% 1.0% 1.0% 89.9% 2

持家総数
　耐震診断をした 100.0% 18.8% 8.2% 6.8% 9.2% 4.8% 2.9% 81.2% 3

　　耐震性が確保されていた 100.0% 15.4% 4.5% 5.8% 8.3% 5.8% 2.6% 85.3% 3

　　耐震性が確保されていなかった 100.0% 29.4% 19.6% 7.8% 9.8% 2.0% 3.9% 68.6% 3

　耐震診断をしていない 100.0% 4.1% 1.6% 0.6% 1.1% 1.0% 1.1% 95.9% 3

表区分1：実数、区分2：対持家総数比、区分3：各総数比

複数回答であるため、表中の総数と内訳の合計は必ずしも一致しない

耐震改修
工事をして

いない

表

区

分

耐震改修工事をした
総数
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(5) 省エネルギー設備 

本市の住宅のうち、太陽熱を利用した温水

機器等がある住宅は 2,520 戸で 6.1％、太陽

光を利用した発電機器がある住宅は 1,850

戸で 4.5％です。二重サッシ又は複層ガラス

の窓がある住宅は、「すべての窓にあり」「一

部の窓にあり」あわせると約半数となり、他

の設備に比べ設置率が高い状況です。 

所有関係でみると、持家での設置率が高く

借家では低い状況ですが、「二重サッシ又は

複層ガラスの窓」では借家でも約 1/3 が設置

しています。 

省エネルギー設備等の有無別住宅数 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

省エネルギー設備等を設置した住宅の建築時期別比率をみると、太陽熱温水機器等では昭和 35 年以

前が 22.2％、昭和 46 年～55 年が 20.2％と比較的古い住宅に設置されています。太陽光発電機器、「二

重サッシ又は複層ガラスの窓」は、平成 3 年以降でそれぞれ 57.8％を占めており、比較的新しい住宅に

設置されています。 

 

省エネルギー設備等を設置した住宅の建築時期別比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

  

総数 持家 借家
総数 41,570 32,680 8,680

あり 2,520 2,490 30
なし 38,840 30,190 8,650
あり 1,850 1,840 10
なし 39,510 30,850 8,670
すべての窓にあり 7,390 6,110 1,280
一部の窓にあり 11,760 10,170 1,590
なし 22,210 16,400 5,800

総数 100.0% 100.0% 100.0%
あり 6.1% 7.6% 0.3%
なし 93.4% 92.4% 99.7%
あり 4.5% 5.6% 0.1%
なし 95.0% 94.4% 99.9%
すべての窓にあり 17.8% 18.7% 14.7%
一部の窓にあり 28.3% 31.1% 18.3%
なし 53.4% 50.2% 66.8%

住宅所有の関係「不詳」を含むため、表中の総数と内訳の合計は必ずしも一致しない

太陽熱を利用した
温水機器等

太陽熱を利用した
温水機器等
太陽光を利用した
発電機器

二重サッシ又は
複層ガラスの窓

二重サッシ又は
複層ガラスの窓

太陽光を利用した
発電機器
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各省エネルギー設備の設置率を県等と比較する

と、太陽熱温水機器等、太陽光発電機器とも県平

均より高い状況です。二重サッシ又は複層ガラス

の窓については、県平均 62.5％より 16.4 ポイン

ト低い状況です。 

隣接する奥州市と比較すると 17.1 ポイントの

差があり、建築時期が古い住宅の割合が、奥州市

に比べて本市が高いことに起因していると考えら

れます。 太陽熱温水機器等設置率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

太陽光発電機器設置率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

二重サッシ又は複層ガラスの窓設置率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

3.1.5 住宅と世帯 

(1) 家族類型と年収 

普通世帯3総数 41,630 世帯のなかで最も多いのは、単独世帯 8,480 世帯 20.4％（うち高齢単身世帯

3,620世帯 9.0％4）、夫婦と子どもから成る世帯（夫婦のいずれかが家計を主に支える）8,430世帯 20.2％、

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯）5,040 世帯 12.1％です5。 

年収も含めて家族類型別をみると、世帯の中で最も多いのは年収 300 万円未満の単独世帯 6,290 世帯

15.1％です。 

各家族類型別の年収別比率をみると、どの家族類型でも 300 万円未満の世帯が最も多くなっていま

す。特に単独世帯は 74.2％が 300 万円未満に該当します。一人親と子どもから成る世帯では、親が家計

を主に支える世帯、子どもが家計を主に支える世帯ともに 300 万円未満が 6 割を超えており、「子ども

の貧困」問題に直結しているものと思われます。 

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯除く）、夫婦と子どもから成る世帯（夫婦のいずれかが家計を主に支え

る）は、若年の夫婦、ファミリーの世帯といえます。これらで最も多いのは年収 300～500 万円の世帯

であり、単独世帯や一人親世帯と比べ貧困度合いは緩和されています。 

                                                  
3 住宅・土地統計調査の定義は次のとおり。「普通世帯」とは，住居と生計を共にしている家族などの世帯をいう。家族と一緒に間借

りや同居している世帯及び一人で一戸を構えて暮らしている世帯も「普通世帯」とした（主世帯は，すべて「普通世帯」である）。住

宅に住む同居世帯や住宅以外の建物に住む世帯の場合は，家族と一緒に住んでいたり、寮・寄宿舎の管理人の世帯であれば「普通世

帯」とした。 
4 「参考資料 12.3.2 住宅と世帯 (3)高齢者のみの居住状況」の「高齢者のみ世帯の住宅の所有関係」の表による。 
5 家族類型は詳細には 10 区分されているが、ここでは量的に多い類型を取り上げている。 
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家族類型別世帯年間収入階級別世帯数（普通世帯） 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

持家世帯 32,680 世帯でも同様の分析を行うと、夫婦と子どもから成る世帯（夫婦のいずれかが家計

を主に支える）が 5,900 世帯で 18.1％を占めるものの、夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯）は 4,840 世帯

14.8％、単独世帯 4,400 世帯 13.5％（うち高齢単身 3,070 世帯 9.0％6）で、あわせると 9,240 世帯 28.3％

となります。つまり持家の約 3 割に面積のミスマッチが生じています。 

また持家に住む一人親と子どもから成る世帯（親が家計を主に支える）においても 56.2％が 300 万円

未満であり、持家居住＝中堅所得がある、という図式が成り立たないことがわかります（親世代の家の

相続と想定されます）。 

 

家族類型別世帯年間収入階級別世帯数（持家世帯） 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

 

 

                                                  
6 「参考資料 12.3.2 住宅と世帯 (3)高齢者のみの居住状況」の「高齢者のみ世帯の住宅の所有関係」の表による。 

総数
～300 300～500 500～700

700～
1000

1000～
1500

1500～ 不詳

普通世帯総数 41,630 18,390 11,440 5,480 3,760 1,270 650 660 1

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯除く） 3,170 1,210 860 530 330 180 30 30 1

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯） 5,040 3,450 1,220 190 90 30 60 -
夫婦と子どもから成る世帯：夫婦のいずれかが家計を主に支える 8,430 2,010 3,180 1,720 940 370 200 10 1

一人親と子どもから成る世帯：親が家計を主に支える 1,930 1,180 460 150 70 - 30 40 1

一人親と子どもから成る世帯：子どもが家計を主に支える 2,030 1,220 520 140 100 20 10 - 1

単独世帯 8,480 6,290 1,070 260 130 60 120 550 1

普通世帯総数 100.0% 44.2% 27.5% 13.2% 9.0% 3.1% 1.6% 1.6% 2

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯除く） 7.6% 2.9% 2.1% 1.3% 0.8% 0.4% 0.1% 0.1% 2

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯） 12.1% 8.3% 2.9% 0.5% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0%
夫婦と子どもから成る世帯：夫婦のいずれかが家計を主に支える 20.2% 4.8% 7.6% 4.1% 2.3% 0.9% 0.5% 0.0% 2

一人親と子どもから成る世帯：親が家計を主に支える 4.6% 2.8% 1.1% 0.4% 0.2% 0.0% 0.1% 0.1% 2

一人親と子どもから成る世帯：子どもが家計を主に支える 4.9% 2.9% 1.2% 0.3% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 2

単独世帯 20.4% 15.1% 2.6% 0.6% 0.3% 0.1% 0.3% 1.3% 2

普通世帯総数 3

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯除く） 100.0% 38.2% 27.1% 16.7% 10.4% 5.7% 0.9% 0.9% 3

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯） 100.0% 68.5% 24.2% 3.8% 1.8% 0.6% 1.2% 0.0%
夫婦と子どもから成る世帯：夫婦のいずれかが家計を主に支える 100.0% 23.8% 37.7% 20.4% 11.2% 4.4% 2.4% 0.1% 3

一人親と子どもから成る世帯：親が家計を主に支える 100.0% 61.1% 23.8% 7.8% 3.6% 0.0% 1.6% 2.1% 3

一人親と子どもから成る世帯：子どもが家計を主に支える 100.0% 60.1% 25.6% 6.9% 4.9% 1.0% 0.5% 0.0% 3

単独世帯 100.0% 74.2% 12.6% 3.1% 1.5% 0.7% 1.4% 6.5% 3

表区分1：実数、区分2：対普通世帯総数比、区分3：対総数比

家族類型「不詳」を含むため、表中の総数と内訳の合計は必ずしも一致しない

表

区

分

世帯の年間収入階級（単位：万円）

総数
～300 300～500 500～700

700～
1000

1000～
1500

1500～ 不詳

持家世帯総数 32,680 14,230 8,940 4,430 3,310 1,070 580 130 1

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯除く） 2,160 940 540 270 230 120 30 20 1

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯） 4,840 3,280 1,200 190 90 30 60 -
夫婦と子どもから成る世帯：夫婦のいずれかが家計を主に支える 5,900 1,500 2,000 1,200 670 310 200 10 1

一人親と子どもから成る世帯：親が家計を主に支える 1,370 770 380 110 70 - 30 - 1

一人親と子どもから成る世帯：子どもが家計を主に支える 1,910 1,140 480 140 100 20 10 - 1

単独世帯 4,400 3,840 300 70 50 30 50 70 1

持家世帯総数 100.0% 43.5% 27.4% 13.6% 10.1% 3.3% 1.8% 0.4% 2

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯除く） 6.6% 2.9% 1.7% 0.8% 0.7% 0.4% 0.1% 0.1% 2

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯） 14.8% 10.0% 3.7% 0.6% 0.3% 0.1% 0.2% 0.0%
夫婦と子どもから成る世帯：夫婦のいずれかが家計を主に支える 18.1% 4.6% 6.1% 3.7% 2.1% 0.9% 0.6% 0.0% 2

一人親と子どもから成る世帯：親が家計を主に支える 4.2% 2.4% 1.2% 0.3% 0.2% 0.0% 0.1% 0.0% 2

一人親と子どもから成る世帯：子どもが家計を主に支える 5.8% 3.5% 1.5% 0.4% 0.3% 0.1% 0.0% 0.0% 2

単独世帯 13.5% 11.8% 0.9% 0.2% 0.2% 0.1% 0.2% 0.2% 2

持家世帯総数 3

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯除く） 100.0% 43.5% 25.0% 12.5% 10.6% 5.6% 1.4% 0.9% 3

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯） 100.0% 67.8% 24.8% 3.9% 1.9% 0.6% 1.2% 0.0%
夫婦と子どもから成る世帯：夫婦のいずれかが家計を主に支える 100.0% 25.4% 33.9% 20.3% 11.4% 5.3% 3.4% 0.2% 3

一人親と子どもから成る世帯：親が家計を主に支える 100.0% 56.2% 27.7% 8.0% 5.1% 0.0% 2.2% 0.0% 3

一人親と子どもから成る世帯：子どもが家計を主に支える 100.0% 59.7% 25.1% 7.3% 5.2% 1.0% 0.5% 0.0% 3

単独世帯 100.0% 87.3% 6.8% 1.6% 1.1% 0.7% 1.1% 1.6% 3

表区分1：実数、区分2：対普通世帯総数比、区分3：対総数比

家族類型「不詳」を含むため、表中の総数と内訳の合計は必ずしも一致しない

表

区

分

世帯の年間収入階級（単位：万円）
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民営借家世帯 6,810 世帯でも同様の分析を行うと、最も多いのは単独世帯 3,260 世帯 47.9％、次は夫

婦と子どもから成る世帯（夫婦のいずれかが家計を主に支える）1,850 世帯 27.2％で、この 2 つで約 3/4

を占めます。また 300 万円未満の世帯の比率は 47.3％で、普通世帯 44.2％、持家世帯 43.5％と比べ著

しく高いわけではありません。民営借家に住む一人親と子どもから成る世帯（親が家計を主に支える）

は 310 世帯 4.6％と量的には多くないものの、そのうちの 77.4％は 300 万円未満となっています。 

 

家族類型別世帯年間収入階級別世帯数（民営借家世帯） 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

(2) 年収と住宅の所有関係 

 

持家世帯、民営借家世帯の世帯年収別比率を図

としてみると、700 万円未満ではほぼ同じ比率を

示しており、持家世帯だからといって世帯年収が

高い、というわけではないことがわかります。こ

れは持家世帯における高齢者のみ世帯が多いこ

と、一人親世帯など低所得世帯が転居する必要な

く親世代の家を相続してそのまま持家として住

み続けている傾向があることなどが理由として

考えられます。 

 
持家世帯、民営借家世帯の世帯年収別比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

総数
～300 300～500 500～700

700～
1000

1000～
1500

1500～ 不詳

持家世帯総数 6,810 3,220 2,030 850 270 130 - 320 1

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯除く） 810 180 290 250 60 40 - - 1

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯） 90 60 30 - - - - -
夫婦と子どもから成る世帯：夫婦のいずれかが家計を主に支える 1,850 370 920 370 150 40 - - 1

一人親と子どもから成る世帯：親が家計を主に支える 310 240 50 20 - - - - 1

一人親と子どもから成る世帯：子どもが家計を主に支える 100 60 40 - - - - - 1

単独世帯 3,260 2,060 650 170 60 - - 320 1

持家世帯総数 100.0% 47.3% 29.8% 12.5% 4.0% 1.9% 0.0% 4.7% 2

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯除く） 11.9% 2.6% 4.3% 3.7% 0.9% 0.6% 0.0% 0.0% 2

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯） 1.3% 0.9% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
夫婦と子どもから成る世帯：夫婦のいずれかが家計を主に支える 27.2% 5.4% 13.5% 5.4% 2.2% 0.6% 0.0% 0.0% 2

一人親と子どもから成る世帯：親が家計を主に支える 4.6% 3.5% 0.7% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

一人親と子どもから成る世帯：子どもが家計を主に支える 1.5% 0.9% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

単独世帯 47.9% 30.2% 9.5% 2.5% 0.9% 0.0% 0.0% 4.7% 2

持家世帯総数 3

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯除く） 100.0% 22.2% 35.8% 30.9% 7.4% 4.9% 0.0% 0.0% 3

夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯） 100.0% 66.7% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
夫婦と子どもから成る世帯：夫婦のいずれかが家計を主に支える 100.0% 20.0% 49.7% 20.0% 8.1% 2.2% 0.0% 0.0% 3

一人親と子どもから成る世帯：親が家計を主に支える 100.0% 77.4% 16.1% 6.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3

一人親と子どもから成る世帯：子どもが家計を主に支える 100.0% 60.0% 40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3

単独世帯 100.0% 63.2% 19.9% 5.2% 1.8% 0.0% 0.0% 9.8% 3

表区分1：実数、区分2：対普通世帯総数比、区分3：対総数比

家族類型「不詳」を含むため、表中の総数と内訳の合計は必ずしも一致しない

表

区

分

世帯の年間収入階級（単位：万円）
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(3) 高齢者がいる世帯の状況 

最高齢者の年齢が 65 歳以上の主世帯7における高齢者等のための設備設置率をみると、本市は 68.6％

であり、県平均及び他市と同程度です。同様に最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離が 500m

未満8の世帯の比率をみると、本市は 14.4％で県平均 17.2％と他市とほぼ同程度です。高齢者のいる世

帯において、住戸内のバリアフリー化は進んでいますが、徒歩圏内にデイサービスセンターがある世帯

は 2 割にも満たないことがわかります。 

65 歳以上の世帯における高齢者等のための設備設置率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

65 歳以上の世帯における 

最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離が 

500m 未満の世帯の比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

(4) 住宅立地の利便性 

 

500m を徒歩圏内と想定してその距離までに医

療機関、公園、公民館・集会所がある住宅の比率

をみると、医療機関 26.2％、公園 17.3％、公民

館・集会所 59.1％であり、県平均と比べると、特

に公園が徒歩圏内に充足していないことがわか

ります。 

 

最寄りの医療機関までの距離が 500m 未満の住宅の比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

                                                  
7 住宅に住む一般世帯のうち、「間借り」以外の、「持家」「公営借家」「都市再生機構（UR）・公社等の借家」「民営借家」「給与住

宅」に居住する世帯 
8 近隣住区理論で概ね半径 500m（1km 四方）が 1 住区とされるため、500m を徒歩で移動できる目安としました。例えば札幌市の住

区整備基本計画における小学校配置基準、国交省が定める近隣公園の配置基準が該当する。 

68.6%

63.5%

68.7%

66.4%

66.3%

64.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一関市

北上市

奥州市

登米市

栗原市

岩手県

14.4%

18.5%

8.7%

15.9%

21.5%

17.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

一関市

北上市

奥州市

登米市

栗原市

岩手県
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最寄りの公園までの距離が 500m 未満の住宅の比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

最寄りの公民館・集会所までの距離が 

500m 未満の住宅の比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 
 

公共交通便利区域の定義9から、駅までの距離

が 1km 未満にある住宅の比率をみると、本市は

13.1％で県平均 21.0％より 7.9ポイント低くなっ

ています。 

駅までの距離が 1km 未満にある住宅の比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

 

最寄りの保育所までの距離が500m未満である

住宅の比率をみると、持家では、本市は 9.0％で

県平均 13.4％とくらべ 4.4 ポイント低く、北上

市、奥州市と比べても低くなっています。ただし、

比較的乳幼児の子育て世帯が多いと思われる民

営借家で比較すると、本市は 23.8％で県平均と大

きな差はなく、北上市と奥州市の中間にあり、保

育所が必要な時期にある世帯において、保育所の

利便性はそれほど低くないといえます。 

最寄りの保育所までの距離が 500m 未満である住宅の比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

                                                  
9 国土交通省の「立地適正化計画作成の手引き」のなかで公共交通便利区域を「駅から 1km 圏内」「駅から 1km 圏外であるが、バス

停から 300m 圏内かつ運行本数 15 回／日（往復）以上」と定めている。

http://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/toshi_city_plan_tk_000035.html 
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同様に最寄りの小学校までの距離が 500m 未満である住宅の比率をみると、持家では、本市 2.5％で

県平均 5.5％の半分以下です。ただし、民営借家では、本市は 11.9％で県平均よりも高い状況です。民

営借家が小学校の利便性を重視した立地となっている傾向があるといえます。 

中学校までの距離も、小学校と同様の傾向があります。 

本市におけるこれらの施設の近接性をみると、持家は徒歩圏の利便性をあまり考慮せず薄く広く立地

する傾向があり、逆に民営借家は利便性を重視して立地する傾向があるといえます。 

 

最寄りの小学校までの距離が 500m 未満である住宅の比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

最寄りの中学校までの距離が 500m 未満である住宅の比率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

(5) 居住面積水準 

主世帯 41,570 世帯における居住面積水準の達成状況を

みると、最低居住面積水準10未満は 640 世帯、1.5％とほぼ

達成しています。誘導居住面積水準11未満は 9,990 世帯、

24.0％を占めていす。 

居住面積水準の達成状況 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 
 

 

住生活基本計画（全国計画）では、「子育て世帯

（18 歳未満が含まれる世帯）における誘導居住面

積水準達成率」を平成 37 年度に 50％とすること

を成果指標の一つとしています12。平成 25 年での

達成率をみると、本市は 52.4％ですでに達成して

おり、県平均より 6.1 ポイント高い状況です。 

子育て世帯（18 歳未満が含まれる世帯）における 

誘導居住面積水準達成率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

                                                  
10 世帯人員に応じて，健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面積に関する水準。 
11 世帯人員に応じて，豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積に関す

る水準。都市居住型と一般型の２区分からなります。 
12 「目標１ 結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現」の指標として位置づけられています。 

総数 水準以上 水準未満
最低居住面積水準 41,570 40,720 640

100.0% 98.0% 1.5%
誘導居住面積水準 41,570 31,380 9,990

100.0% 75.5% 24.0%
最低居住面積水準及び誘導居住面積水準状況「不詳」を含むため、

表中の総数と内訳の合計は必ずしも一致しない
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3.1.6 住宅市場 

住宅市場の分析のために宅地建物取引業者のヒアリング調査を実施しました。調査概要は以下のとお

りです。 

 

調査期間：平成 29 年 10 月～11 月 

調査対象：賃貸住宅の媒介を中心とした事業者（3 社）、新築戸建て持家供給事業者（2 社） 

調査方法：事業所を訪問しヒアリング 

 

項目 ヒアリング概要 

エリア特性  人気があるのは一関地域の一関小学校、山目小学校の学区。 

 一関地域以外は物件も少ない。 

住居費  単身はワンルーム月 5 万円、夫婦向けアパートは 6.5 万円。 

 大手の価格の安い戸建て持家だと 7.5 万円から 8 万円のローン負担。年収 300
万円台でもローンを組むことができる。 

 3,000 万円以上のローンを組む人は高所得層に限られる。 

居住地の選択  勤務先のアクセス性を重視。徒歩圏内の利便性は重視していない。 

 子どもの交友関係を第一に考えて、賃貸住宅に住む時点で学区を選び、そこか

ら離れず住み続ける傾向がある。よって特定の学区に人気が集中する。 

賃貸住宅  大手賃貸住宅メーカーのサブリース物件が多い。 

 老朽化した賃貸住宅はオーナーも高齢化しており管理も不十分になりがち。 

 相続税対策として物件も見ずに購入する（県外）資産家もいる。 

 投資物件として流通している。 

 原状回復費用や賃料未払いのリスクは保証会社が負う仕組みが一般化。 

 原状回復ガイドラインはかなり周知されている。 

持家  低価格帯が売れ筋なので、賃貸との住居費負担の差が小さい。 

 資産形成の意識が薄いため、住宅性能表示など国で進めている制度についての

関心は低い。 

中古住宅  新築持家ではなく中古住宅を選ぶのは、資金面の制約が大きい。 

 現状有姿で売買されるため、買主側のリスクが大きい。 

震災の影響  震災直後は千厩地域や一関地域で需要が高まり空室が少なかったが、すでに落

ち着いている。 

 震災により住宅に損傷が発生したことによるリフォーム需要が発生した。 

広域的な位置

づけ 
 一関地域は地価が高く、奥州市エリアに割安感があるため、新築市場としては

奥州市のほうが大きい。その他の地域は分譲宅地もほとんどない。 

建設産業  地域の工務店等への注文住宅は稀になっている。買主にとってリスクが大きい

とみられている。 

 工務店側も履行保証などのリスクを負いたくないのでハウスメーカーの下請け

的な存在になっている。 

 注文住宅の建設を元請として施工した場合、顧客と継続的なつきあいができる

ため、リフォーム需要を喚起できる。 

施策  移住補助金は新築持家でも活用できるので、好評。 

 空き家バンクについては、売主・買主・価格がほぼ確定した段階で宅建業者が

関与しても、物件調査が十分でないので業者としてリスクが大きい。宅建業者

が早い段階で関与する仕組みとしたほうが良い。 
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3.1.7 市民意向 

(1) 市民向けアンケート調査の実施 

市民の住まいに対する現状や不満な点、今後の住まいに対する考え方など、住まいに対する意向を把

握し、本市における住宅施策の基礎資料とすることを目的にアンケート調査を実施しました。 

なお、平成 29 年 11 月に郵送配布・回収により実施しています。配布数 2,000 世帯に対して、回答数

は 993 世帯、回収率は 49.7％です。 

 

(2) 現在の住まいについて 

現在の住まいは「持家（戸建・長屋建）」が最も多く、85.5％となっています。 

また、住まいの築年数は、昭和 55 年以前建築の 40 年以上である住宅が約 3 割以上を占めています。 

 

 
現在住んでいる住宅 

 

 

 
現住宅の築年数 

  

持家

（戸建・長屋建）

85.5%

分譲マンション

0.4%

民営賃貸住宅

（戸建・長屋建）

3.2%

民営賃貸住宅

（木造アパート）

3.0%

民営賃貸住宅

（非木造アパー

ト）

1.7%
市営住宅

2.0%

県営住宅

0.5%

給与住宅

（社宅・官舎・公

務員住宅等）

0.7% 独身寮・間借り・

住み込みなど

0.5%
その他

2.3%

１年未満

0.9%

１年以上

３年未満

1.2%

３年以上

５年未満

2.1%
５年以上

１０年未満

5.8%

１０年以上

１５年未満

8.3%

１５年以上

２０年未満

8.1%

２０年以上

２５年未満

8.7%

２５年以上

３０年未満

8.0%

３０年以上

４０年未満

15.7%

４０年以上

５０年未満

16.4%

５０年以上

18.5%

不明

6.3%
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現在の住まいに対する満足度を尋ねたところ、「非常に不満または多少不満」で「K 冷暖房などの省エ

ネルギー性」が 59.5％と最も多くなっています。 

 
現在の住まいに対する満足度 

 

現住宅の総合的満足度は、「満足」「まあ満

足」でそれぞれ 15.2％、49.4％となっており、

約 6 割を占めています。 

 
現在の住まいに対する総合的満足度 

  

36.7%

33.6%

24.8%

25.1%

26.1%

27.6%

22.8%

16.2%

21.4%

19.1%

14.9%

18.8%

12.%

11.1%

9.5%

10.9%

13.6%

10.1%

39.5%

40.1%

48.6%

46.2%

43.8%

42.%

44.1%

48.2%

40.8%

40.2%

42.6%

34.8%

41.5%

37.8%

35.3%

33.7%

30.1%

30.4%

16.9%

21.1%

21.2%

21.%

22.9%

22.8%

24.8%

25.9%

30.8%

31.2%

32.3%

33.7%

34.8%

35.8%

36.%

37.6%

31.8%

37.2%

6.9%

5.1%

5.3%

7.6%

7.2%

7.6%

8.4%

9.8%

7.%

9.5%

10.2%

12.7%

11.7%

15.2%

19.2%

17.8%

24.5%

22.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R 水害時の住宅の安全性

A 住宅の広さや間取り

Q 外部からのプライバシーの確保

N 居間など、主な居住室の採光

P 上下階や隣戸の生活音などに対する遮音性

C 台所、トイレ、浴室などの使いやすさ、広さ

O 外部からの騒音に対する遮音性

M 換気性能

B 収納の多さ、使いやすさ

E 台風時の住宅の安全性

F 火災に対する安全性

D 地震時の住宅の安全性

G 住宅の防犯性

I 住宅の維持管理のしやすさ

L 高齢者などへの配慮

H 住宅のいたみの少なさ

J 住宅の断熱性や気密性

K 冷暖房などの省エネルギー性

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満

満足

15.2%

まあ満足

49.4%

多少不満

28.0%

非常に不満

7.5%
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現在の住まいの周辺環境に対する満足度を尋ねたところ、「非常に不満または多少不満」で「I 子ども

の遊び場、公園など」が 53.4％と最も多くなっています。次いで、「G 敷地やまわりのバリアフリー化

の状況」が 49.0％と多くなっています。 

 
現在の住まいの周辺環境に対する満足度 

 

 

周辺環境の総合的満足度は、「満足」「まあ満

足」でそれぞれ 11.0％、60.6％となっており、

約 7 割を占めています。 

 
現在の住まいの周辺環境に対する総合的満足度 

 

 

  

46.1%

29.3%

24.1%

14.%

29.6%

23.2%

14.5%

12.3%

11.%

15.9%

17.8%

15.9%

10.%

17.%

7.5%

13.9%

11.%

10.1%

36.3%

51.%

54.4%

63.1%

46.%

50.3%

55.4%

57.6%

58.7%

51.7%

45.6%

46.3%

50.1%

41.7%

50.%

40.2%

40.%

36.5%

13.7%

15.5%

17.1%

18.6%

20.1%

20.5%

24.5%

22.9%

24.7%

27.3%

27.9%

30.%

31.1%

26.7%

34.4%

30.1%

38.7%

35.7%

3.9%

4.3%

4.4%

4.3%

4.3%

6.%

5.5%

7.2%

5.6%

5.2%

8.8%

7.7%

8.9%

14.6%

8.1%

15.8%

10.3%

17.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

B 水害・津波の受けにくさ

E 騒音、大気汚染などの少なさ

J 緑、水辺などの自然とのふれあい

Q 近隣の人たちやコミュニティとの関わり

H 敷地の広さや日当たり、風通しなど空間のゆとり

A 災害時の避難のしやすさ

K まちなみ、景観

P 親、子、親せきなどの住宅との距離

R 子どもの教育環境

D 治安、犯罪発生の防止

C 火災の延焼の防止

F まわりの道路の歩行時の安全性

N 福祉、介護などの生活支援サービスの状況

L 通勤、通学などの利便

O 子育て支援サービスの状況

M 日常の買物､医療・福祉・文化施設などの利便

G 敷地やまわりのバリアフリー化の状況

I 子どもの遊び場、公園など

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満

満足

11.0%

まあ満足

60.6%

多少不満

25.0%

非常に不満

3.4%
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 現在のお住まいへの定住意向について尋ねたところ、「（持家で）現状のまま住み続けたい」が最も多

く、46.3％となっています。次いで、「（持家で）リフォームをして住み続けたい」が 25.2％と多くなっ

ています。 

 
現在のお住まいへの定住意向について 

 

(3) 子育て期の住まいの周辺環境について 

 子育て期の住まいの周辺環境として重視すべき点を尋ねたところ、「小中学校等が徒歩圏内にあるこ

と」が最も多く、13.4％となっています。 

 
 

 
子育て期の住まいの周辺環境として重視すべき点 

 

  

転居したい

9.7%

（持家で）

リフォームをし

て住み続けたい

25.2%

（持家で）

建替えして住み

続けたい

5.4%

（持家で）

現状のまま住み

続けたい

46.3%

（借家で）

現状のまま住み

続けたい

4.0%

未定

9.5%

1.6%

1.7%

1.8%

2.4%

2.5%

3.0%

3.6%

6.8%

7.7%

8.9%

9.8%

10.9%

11.5%

13.4%

0% 5% 10% 15%

図書館等の公共施設が充実していること

親の通勤が短時間ですむこと

その他

塾や習い事等、教育環境が充実していること

遊び場、公園等が近くにあること

幼稚園、保育園等が徒歩圏内にあること

親世帯など子育てを支援する親族が近いこと

土地柄、地域イメージが良いこと

周辺にも同世代の子どもが多いこと

小児科など医療機関が近くにあること

自然環境が豊かであること

犯罪等が少ないこと

周辺道路が歩行者にとって安全であること

小中学校等が徒歩圏内にあること
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(4) 本市の住宅施策について 

本市が取り組むべき住生活に関する施策を尋ねたところ、「高齢者や障がい者が安心できる住宅・住

環境づくりへの支援」が最も多く、46.6％となっています。次いで「若者等の定住への支援」が 39.3％

と多くなっています。 

 

 
本市の住生活に関する施策について 

 

1.8%

3.1%

4.3%

5.5%

5.9%

7.3%

7.4%

8.2%

9.7%

11.3%

11.5%

16.7%

22.6%

25.5%

25.8%

39.3%

46.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

その他

住まいに関する情報の提供

安心して選択できる民間賃貸住宅の

市場環境の整備

防犯性の高い住宅・住環境づくりへの支援

地域に相応しい街並み、景観形成の支援

健康的な住まいづくりへの支援

（有害物質による健康への影響低減）

多様な需要に対応した公的賃貸住宅の整備

多世帯同居への支援

住宅の耐震診断・耐震改修への支援

災害に強い住宅・住環境づくりへの支援

環境にやさしい住宅・住環境づくりへの支援

（太陽光発電、省エネルギー対策など）

荒廃した空家の解体撤去

空家の有効活用支援

子育てしやすい住宅・住環境づくりへの支援

住宅の建替えや改修への支援

若者等の定住への支援

高齢者や障がい者が安心できる

住宅・住環境づくりへの支援
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3.1.8 市営住宅等 

 

平成 29 年 4 月時点の本市の市営住宅及び特定

公共賃貸住宅の戸数は 1,243 戸であり、その内、

耐火構造が 544 戸で 43.8％、木造が 492 戸で

39.6％を占めます。 

耐用年数13の経過状況をみると、全体では 50％

以下が 24.6％、50％超 100％以下が 41.5％、

100％超 150％以下が 5.8％、150％超が 28.1％

となっており、平均経過率は 93.1％と老朽化が

進んでいます。構造別にみると、100％を超えて

いるのは木造、簡平の市営住宅です。 

 
構造別経過率別戸数 

出典：一関市資料 

市営住宅等の耐用年数経過率別戸数 

 
出典：一関市資料 「準耐火・簡二」は「準耐火構造」及び「簡

易耐火構造二階建て」、「簡平」は「簡易耐火構造平屋建て」 

竣工年と構造別に市営住宅数をみると、耐火構造は昭和 43 年から昭和 56 年まで連続して建設してお

り、その後も平成 12 年までは各年に 20 戸程度を建設しています。木造は昭和 43 年以前と昭和 60 年

以降に竣工したものに大きく分かれています。近年は平成 28 年に耐火構造 27 戸が建設されているのみ

です。 

 
竣工年別構造別戸数 

出典：一関市資料 

                                                  
13 公営住宅法施行令第 12 条では耐火構造 70 年、準耐火構造 45 年、木造 30 年と定められており、本市では、運用上、準耐火構造を

準耐火・簡二（準耐火構造及び簡易耐火構造二階建て）、簡平（簡易耐火構造平屋建て）の 2 つに区分し、それぞれの耐用年数を 45
年、30 年と設定します。国税庁が定める建物の耐用年数は鉄骨鉄筋コンクリート造・鉄筋コンクリート造 47 年、れんが造・石造・ブ

ロック造 38 年、木造 22 年と定められており、公営住宅法上の耐用年数とは異なります。 

計 耐火
準耐火・

簡二
簡平 木造

10% 以下 27 27 0 0 0
20% 以下 0 0 0 0 0
30% 以下 90 82 0 0 8
40% 以下 92 60 0 0 32
50% 以下 97 71 10 0 16
60% 以下 205 136 0 0 69
70% 以下 223 168 0 0 55
80% 以下 56 0 20 0 36
90% 以下 22 0 12 0 10

100% 以下 10 0 0 0 10
110% 以下 15 0 0 0 15
120% 以下 0 0 0 0 0
130% 以下 8 0 0 8 0
140% 以下 22 0 0 22 0
150% 以下 27 0 0 27 0
160% 以下 16 0 0 16 0
170% 以下 129 0 0 66 63
180% 以下 94 0 0 24 70
190% 以下 50 0 0 2 48
200% 以下 42 0 0 0 42
210% 以下 7 0 0 0 7
220% 以下 0 0 0 0 0
230% 以下 11 0 0 0 11

計 1,243 544 42 165 492
43.8% 3.4% 13.3% 39.6%

50% 以下 306 240 10 0 56
100% 以下 516 304 32 0 180
150% 以下 72 0 0 57 15
150% 超 349 0 0 108 241
50% 以下 24.6% 44.1% 23.8% 0.0% 11.4%

100% 以下 41.5% 55.9% 76.2% 0.0% 36.6%
150% 以下 5.8% 0.0% 0.0% 34.5% 3.0%
150% 超 28.1% 0.0% 0.0% 65.5% 49.0%

平均経過率 93.1% 48.4% 73.4% 158.0% 122.4%

経過率
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4. 各地域の現状 

4.1 統計データからみる地域別の現状 

 

(1) 地域別人口 

市内 8 地域の平成 16 年と 29 年の人

口、世帯の増減をみると、一関地域以外

は約 17～20％人口が減少しています。

世帯数は一関地域が市平均の倍の増加

率ですが、その他の地域も微減若しく

は増加となっており、世帯の小規模化

が進んでいることがわかります。 

地域別人口・世帯の推移 

 
出典：住民基本台帳（各年 3 月末現在） 

 

市内 8 地域の年齢 3 区分別人口をみると、最も高齢化率が高いのは大東地域の 40.5％、最も低いのは

一関地域の 30.2％です。一関地域以外は高齢化率が 35％以上となっています。 

 

地域別人口の年齢 3 区分別比率 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 

 

年齢 5 歳階級別に 5 年間の人口増減をみると、どの地域でも 20 歳から 24 歳の人口減少が多く、その

中では、一関地域の減少が最も少なく、川崎地域の減少が最も多い状況です。藤沢地域では、30 歳から

39 歳の人口減少が他地域より多いのが目立ちます。また、川崎地域では 10 歳から 14 歳の人口増加が

みられます。若い子育て世帯が流入したことによるものと考えられます。 

平成16年 平成29年 増減率 平成16年 平成29年 増減率

一関市 137,989 120,028 -13.0% 44,247 46,188 4.4%

一関地域 61,640 57,679 -6.4% 21,941 23,894 8.9%

花泉地域 16,059 13,342 -16.9% 4,631 4,713 1.8%

大東地域 17,510 13,987 -20.1% 5,100 5,069 -0.6%

千厩地域 13,362 11,207 -16.1% 4,164 4,180 0.4%

東山地域 8,348 6,797 -18.6% 2,393 2,350 -1.8%

室根地域 6,227 5,127 -17.7% 1,723 1,797 4.3%

川崎地域 4,634 3,742 -19.2% 1,316 1,307 -0.7%

藤沢地域 10,209 8,147 -20.2% 2,979 2,878 -3.4%

一関市 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一関地域 44.7% 48.1% 3.4% 49.6% 51.7% 2.1%

花泉地域 11.6% 11.1% -0.5% 10.5% 10.2% -0.3%

大東地域 12.7% 11.7% -1.0% 11.5% 11.0% -0.6%

千厩地域 9.7% 9.3% -0.3% 9.4% 9.0% -0.4%

東山地域 6.0% 5.7% -0.4% 5.4% 5.1% -0.3%

室根地域 4.5% 4.3% -0.2% 3.9% 3.9% 0.0%

川崎地域 3.4% 3.1% -0.2% 3.0% 2.8% -0.1%

藤沢地域 7.4% 6.8% -0.6% 6.7% 6.2% -0.5%

人口 世帯数
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5 年間（平成 24 年から平成 29 年まで）の 5 歳階級別年齢別増加人口 

（平成 29 年人口 1000 人あたり、5 歳から 50 歳） 

出典：住民基本台帳(各年 3 月末現在) 

 

各地域の人口の年齢別比率を全市と比較すると、一関地域は 50 歳以下の年齢では全市より比率が高

く、60 歳以上の比率が低い状況です。他 7 地域は概ね逆の傾向であり、若い年齢の比率が低く、高齢の

比率が高くなっています。特に大東、室根、川崎の各地域において 50 歳以下の各年齢で全市より比率

が低い状況です。 

人口の年齢別比率（一関地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 
人口年齢別比率（花泉地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 
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人口の年齢別比率（大東地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 

 

人口の年齢別比率（千厩地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 

 

人口の年齢別比率（東山地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 

 

人口の年齢別比率（室根地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 
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人口の年齢別比率（川崎地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 

 

人口の年齢別比率（藤沢地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 

 

 

平成 24 年から平成 29 年の各地域の人口及び年齢 3 区分別の比率の推移をみると、どの地域におい

ても、人口が減少し、0～14 歳、15 歳～64 歳の比率は減少、65 歳以降の高齢化率は増加傾向にありま

す。 

 

人口及び年齢 3 区分別比率の推移（一関地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 

 

人口及び年齢 3 区分別比率の推移（花泉地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 
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人口及び年齢 3 区分別比率の推移（大東地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 

 

人口及び年齢 3 区分別比率の推移（千厩地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 

 

人口及び年齢 3 区分別比率の推移（東山地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 

 

人口及び年齢 3 区分別比率の推移（室根地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 

 

人口及び年齢 3 区分別比率の推移（川崎地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 

人口及び年齢 3 区分別比率の推移（藤沢地域） 

出典：住民基本台帳（平成 29 年 3 月末現在） 
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(2) 地域別世帯 

市の一般世帯のうち、５割以上は一関地域に

居住しています。 

世帯人員数は地域によって差が見られ、一関

地域では 2.5 人／世帯と一関市の 2.7 人／世帯

より下回っている一方で、花泉地域、東山地域、

川崎地域では 3.1 人／世帯と高い値になってい

ます。 

 

 
地域別一般世帯数・世帯人員数 

出典：平成 27 年国勢調査 

高齢者がいる世帯の割合は、一関地域では約

５割にとどまっているのに対し、他の地域では

６割を超えているところが多い状況です。特に

大東地域、藤沢地域、東山地域、室根地域、川

崎地域ではその割合は高く、７割程度となって

います。 

 
地域別高齢者の有無 

出典：平成 27 年国勢調査 
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(3) 住宅の所有関係  

平成 27 年国勢調査に基づき、地域別

の住宅の所有関係別世帯数をみると、一

関地域の持家世帯が 14,337 世帯で全体

42,353 世帯の 33.9％を占めており、一

関地域の比率が高いことがわかります。

民営借家の比率を都市化の指標として

みると、一関地域が 26.6％を占め都市的

市街地となっており、千厩地域も 12.1％

で他の地域に比べ都市化している傾向

がみられます。 

地域別住宅の所有関係別世帯数14 

 

出典：平成 27 年国勢調査 

 

平成 22年と平成 27年の世帯数の増減

をみると、持家世帯は千厩地域以外では

減少しています。民営借家は多くの地域

で増加しており、東日本大震災における

復興需要が影響しているものと想定さ

れます。 

地域別住宅の所有関係別世帯数の増減 

出典：平成 27 年国勢調査 

                                                  
14 主世帯：住宅に住む一般世帯のうち、「間借り」以外の、「持家」「公営借家」「都市再生機構（UR）・公社等の借家」「民営借家」

「給与住宅」に居住する世帯 

住宅に住む

世帯総数 持家 公営借家等 ⺠営借家 給与住宅

⼀関市 42,353 32,298 1,712 7,035 872 436

⼀関地域 22,071 14,337 941 5,875 629 289

花泉地域 4,142 3,702 116 283 13 28

⼤東地域 4,685 4,295 134 166 38 52

千厩地域 4,021 3,190 195 486 130 20

東⼭地域 2,108 1,907 117 60 13 11

室根地域 1,627 1,461 108 22 27 9

川崎地域 1,160 1,097 28 16 4 15

藤沢地域 2,539 2,309 73 127 18 12

⼀関市 100.0% 76.3% 4.0% 16.6% 2.1% 1.0%

⼀関地域 100.0% 65.0% 4.3% 26.6% 2.8% 1.3%

花泉地域 100.0% 89.4% 2.8% 6.8% 0.3% 0.7%

⼤東地域 100.0% 91.7% 2.9% 3.5% 0.8% 1.1%

千厩地域 100.0% 79.3% 4.8% 12.1% 3.2% 0.5%

東⼭地域 100.0% 90.5% 5.6% 2.8% 0.6% 0.5%

室根地域 100.0% 89.8% 6.6% 1.4% 1.7% 0.6%

川崎地域 100.0% 94.6% 2.4% 1.4% 0.3% 1.3%

藤沢地域 100.0% 90.9% 2.9% 5.0% 0.7% 0.5%

主世帯
間借り

住宅に住む

世帯総数 持家 公営借家等 ⺠営借家 給与住宅

平成27年 ⼀関市 42,353 32,298 1,712 7,035 872 436

⼀関地域 22,071 14,337 941 5,875 629 289

花泉地域 4,142 3,702 116 283 13 28

⼤東地域 4,685 4,295 134 166 38 52

千厩地域 4,021 3,190 195 486 130 20

東⼭地域 2,108 1,907 117 60 13 11

室根地域 1,627 1,461 108 22 27 9

川崎地域 1,160 1,097 28 16 4 15

藤沢地域 2,539 2,309 73 127 18 12

平成22年 ⼀関市 42,171 32,893 1,645 6,239 1,040 354

⼀関地域 21,637 14,462 1,004 5,161 769 241

花泉地域 4,242 3,803 144 238 19 38

⼤東地域 4,824 4,439 132 187 38 28

千厩地域 3,874 3,183 83 440 142 26

東⼭地域 2,155 1,950 133 55 17 -

室根地域 1,595 1,507 54 19 11 4

川崎地域 1,190 1,133 30 19 3 5

藤沢地域 2,654 2,416 65 120 41 12

増減 ⼀関市 182 ▲ 595 67 796 ▲ 168 82

⼀関地域 434 ▲ 125 ▲ 63 714 ▲ 140 48

花泉地域 ▲ 100 ▲ 101 ▲ 28 45 ▲ 6 ▲ 10

⼤東地域 ▲ 139 ▲ 144 2 ▲ 21 0 24

千厩地域 147 7 112 46 ▲ 12 ▲ 6

東⼭地域 ▲ 47 ▲ 43 ▲ 16 5 ▲ 4 -

室根地域 32 ▲ 46 54 3 16 5

川崎地域 ▲ 30 ▲ 36 ▲ 2 ▲ 3 1 10

藤沢地域 ▲ 115 ▲ 107 8 7 ▲ 23 0

主世帯
間借り
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(4) 各地域の福祉 

高齢者数（平成 28 年 10 月１日時点）に対する福祉施設の定員数（平成 29 年 8 月 1 日時点）の割合

を施設の充足率とすると、東山地域では入所施設等の充足率が比較的高い傾向にあります。一方で、通

所施設であるデイサービスセンター等は一関地域で充足率が高い状況です。 

 

地域別高齢者向け福祉施設等の整備状況 

 
出典：平成 29 年度社会福祉の現況（一関市福祉事務所） 

  

 

保育所等施設数は全

市で 58 施設であり、一

関地域に約半数の施設

があります。 

なお、市内では平成 29

年 4 月 1 日時点で待機児

童はありませんでした。 

 

地域別保育所等の整備状況 

 
出典：平成 29 年度社会福祉の現況（一関市福祉事務所）、一関市教育委員会資料 

 

 

特別養護老

人ホーム

養護老人

ホーム

軽費老人

ホーム

介護老人保

健施設

介護療養型

医療施設

グループ

ホーム

生活支援ハ

ウス

デイサービ

スセンター

小規模デイ

サービス

小規模多機

能型居宅介

護

小規模特別

養護老人

ホーム

地域密着型

特定施設入

居生活介護

特定施設入

居者生活介

護

施設数合計（一関市） 14 2 2 7 2 24 2 36 14 6 6 2 4
定員合計（一関市） 810 125 50 592 19 324 18 1062 207 149 174 56 173
定員/高齢者数（一関市） 2.0% 0.3% 0.1% 1.4% 0.0% 0.8% 0.0% 2.6% 0.5% 0.4% 0.4% 0.1% 0.4%
施設数合計（一関） 5 0 2 2 2 10 1 17 6 3 2 1 3
定員合計（一関） 251 0 50 186 19 135 10 523 90 74 58 29 103
定員/高齢者数（一関） 1.4% 0.0% 0.3% 1.1% 0.1% 0.8% 0.1% 3.0% 0.5% 0.4% 0.3% 0.2% 0.6%
施設数合計（花泉） 3 0 0 1 0 3 0 4 2 0 2 0 0
定員合計（花泉） 140 0 0 86 0 45 0 119 33 0 58 0 0
定員/高齢者数（花泉） 2.9% 0.0% 0.0% 1.8% 0.0% 0.9% 0.0% 2.5% 0.7% 0.0% 1.2% 0.0% 0.0%
施設数合計（大東） 1 1 0 1 0 3 0 6 2 0 1 0 0
定員合計（大東） 70 55 0 80 0 36 0 152 28 0 29 0 0
定員/高齢者数（大東） 1.2% 1.0% 0.0% 1.4% 0.0% 0.6% 0.0% 2.7% 0.5% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0%
施設数合計（ 千厩） 1 0 0 1 0 2 0 3 0 2 1 1 0
定員合計（ 千厩） 80 0 0 80 0 36 0 85 0 50 29 27 0
定員/高齢者数（ 千厩） 2.0% 0.0% 0.0% 2.0% 0.0% 0.9% 0.0% 2.1% 0.0% 1.2% 0.7% 0.7% 0.0%
施設数合計（東山） 1 1 0 1 0 1 0 2 0 0 0 0 1
定員合計（東山） 50 70 0 100 0 18 0 65 0 0 0 0 70
定員/高齢者数（東山） 1.9% 2.7% 0.0% 3.9% 0.0% 0.7% 0.0% 2.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.7%
施設数合計（室根） 1 0 0 0 0 2 1 1 2 1 0 0 0
定員合計（室根） 80 0 0 0 0 27 8 30 28 25 0 0 0
定員/高齢者数（室根） 4.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.3% 0.4% 1.5% 1.4% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0%
施設数合計（川崎） 1 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0
定員合計（川崎） 52 0 0 0 0 9 0 25 10 0 0 0 0
定員/高齢者数（川崎） 3.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.6% 0.0% 1.8% 0.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
施設数合計（藤沢） 1 0 0 1 0 2 0 2 1 0 0 0 0
定員合計（藤沢） 87 0 0 60 0 18 0 63 18 0 0 0 0
定員/高齢者数（藤沢） 2.8% 0.0% 0.0% 1.9% 0.0% 0.6% 0.0% 2.0% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合計
保育所・

認定こども園

小規模

保育事業

家庭的

保育事業

へき地保育所・

児童館
幼稚園

施設数合計（一関市） 58 35 4 3 4 12

定員合計（一関市） 4502 3187 75 15 150 1075

定員/0～5歳児童数（一関市） 95.3% 67.5% 1.6% 0.3% 3.2% 22.8%

施設数合計（一関） 29 14 3 2 2 8
定員合計（一関） 2337 1485 57 10 60 725
定員/0～5歳児童数（一関） 88.8% 56.4% 2.2% 0.4% 2.3% 27.5%

施設数合計（花泉） 6 4 1 0 0 1
定員合計（花泉） 498 390 18 0 0 90
定員/0～5歳児童数（花泉） 98.6% 77.2% 3.6% 0.0% 0.0% 17.8%

施設数合計（大東） 7 6 0 0 0 1
定員合計（大東） 450 390 0 0 0 60
定員/0～5歳児童数（大東） 103.2% 89.4% 0.0% 0.0% 0.0% 13.8%
施設数合計（ 千厩） 6 4 0 0 1 1
定員合計（ 千厩） 507 317 0 0 50 140
定員/0～5歳児童数（ 千厩） 126.8% 79.3% 0.0% 0.0% 12.5% 35.0%

施設数合計（東山） 4 2 0 0 1 1
定員合計（東山） 225 125 0 0 40 60
定員/0～5歳児童数（東山） 97.8% 54.3% 0.0% 0.0% 17.4% 26.1%

施設数合計（室根） 1 1 0 0 0 0
定員合計（室根） 110 110 0 0 0 0
定員/0～5歳児童数（室根） 78.6% 78.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

施設数合計（川崎） 2 1 0 1 0 0
定員合計（川崎） 95 90 0 5 0 0
定員/0～5歳児童数（川崎） 84.1% 79.6% 0.0% 4.4% 0.0% 0.0%

施設数合計（藤沢） 3 3 0 0 0 0
定員合計（藤沢） 280 280 0 0 0 0
定員/0～5歳児童数（藤沢） 105.3% 105.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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4.2 人口の将来推計による各地域の分析 

一関市人口ビジョン（平成 27 年 10 月）では各地域において人口の将来推計を行っています。一関

市人口ビジョンを基とした各地域の将来推計の分析を行いました。 

 

(1) 一関地域 

一関地域の人口は減少を続け、平成 52

年（2040 年）に 40,641 人と推計されま

す。65 歳以上の人口の地域の人口に占め

る構成比は増加し、平成 52 年（2040 年）

には 39.9％と推計されます。 

 
(2) 花泉地域 

花泉地域の人口は減少を続け、平成 52

年（2040 年）に 7,155 人と推計されま

す。65 歳以上の人口の地域の人口に占め

る構成比は増加し、平成 52 年（2040 年）

には 46.9％と推計されます。 

 
(3) 大東地域 

大東地域の人口は減少を続け、平成 52

年（2040 年）に 7,253 人と推計されま

す。平成 36 年以降、65 歳以上の人口が

15～64 歳の人口を上回ります。65 歳以

上の人口の地域の人口に占める構成比

は増加し、平成 52 年（2040 年）には

50.8％と推計されます。 

 

(4) 千厩地域 

千厩地域の人口は減少を続け、平成 52

年（2040 年）に 7,133 人と推計されま

す。65 歳以上の人口の地域の人口に占め

る構成比は増加し、平成 52 年（2040 年）

には 46.9％と推計され、15～64 歳の人

口の構成比 45.6％を上回ります。 
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(5) 東山地域 

東山地域の人口は減少を続け、平成 52

年（2040 年）に 3,439 人と推計されま

す。平成 44 年以降、65 歳以上の人口が

15～64 歳の人口を上回ります。65 歳以

上の人口の地域の人口に占める構成比

は増加し、平成 52 年（2040 年）には

50.6％と推計されます。 

 
(6) 室根地域 

室根地域の人口は減少を続け、平成 52

年（2040 年）に 3,012 人と推計されま

す。平成 37 年以降、65 歳以上の人口が

15～64 歳の人口を上回ります。65 歳以

上の人口の地域の人口に占める構成比

は増加し、平成 52 年（2040 年）には

53.0％と推計されます。 

 

(7) 川崎地域 

川崎地域の人口は減少を続け、平成 52

年（2040 年）に 1,984 人と推計されま

す。平成 37 年以降、65 歳以上の人口が

15～64 歳の人口を上回ります。65 歳以

上の人口の地域の人口に占める構成比

は増加し、平成 52 年（2040 年）には

50.9％と推計されます。 

 

(8) 藤沢地域 

藤沢地域の人口は減少を続け、平成 52

年（2040 年）に 4,440 人と推計されま

す。65 歳以上の人口の地域の人口に占め

る構成比は増加し、平成 52 年（2040 年）

には 47.6％と推計されます。 
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4.3 各地域の住宅事情 

(1) 一関地域 

 人口規模が市内で最も大きく、商業、業務、医療等の多様な機能が集積するなど、市の拠点とし

て位置づけられています。 

 高齢化率も市内では低く、小規模世帯が多いなど、都市化の傾向が見られる地域となっています。 

 持家、民間賃貸住宅の供給が活発にみられる一方で、丘陵部に計画的に整備された住宅市街地に

おいては、住宅が老朽化し、空家が発生する傾向にあります。 

 国道沿道における商業、住宅立地により、一ノ関駅西口周辺の旧来からの中心部が衰退する傾向

にあります。 

 市営住宅等の戸数は 721 戸で、全体 1,243 戸の 58.0％を占めており、昭和 20、30 年代の木造住

宅や、建築後 35 年を経過した中層耐火構造の住棟があります。 

 

(2) 花泉地域 

 市内で 3 番目の人口規模を有する地域となっています。 

 約 90％が持家ですが、近年は東日本大震災の復興需要等により民間賃貸住宅に住む世帯が増え

ています。 

 市営住宅等戸数は 86 戸で全体の 6.9％を占めており、すべて耐用年数を超過しています。 

 

(3) 大東地域 

 市内で 2 番目の人口規模を有し、地域内での交通環境は整備されています。 

 高齢化率は 40.5％、世帯の中の高齢単身世帯の割合は 14.2％であり、市内では最も高い状況で

す。 

 持家率は 90％以上であり、近年も民間賃貸住宅に住む世帯は減少しています。 

 破風や 2階を持つ農家住宅や蔵づくりの町家住宅などの従来の住宅様式を継承する民家が多く残

っています。 

 市営住宅等の戸数は 118 戸で全体の 9.5％を占めており、特徴的な景観をもつ大明神住宅があり

ます。 

 

(4) 千厩地域 

 人口規模は市内で 4 番目であり、東磐井の拠点となっています。 

 高齢化率は 36.4％で一関地域・花泉地域に次いで低い状況です。 

 下水道処理区域のなかで下水道に直結したことを示す水洗化率は 27.9％で、市内では最も低い状

況です。 

 近年は東日本大震災の復興需要等により民間賃貸住宅に住む世帯が増えています。 

 市営住宅等の戸数は 58 戸で全体の 4.7％を占めており、すべて耐用年数を超過しています。 

 

(5) 東山地域 

 水洗化率は 79.4％で最も高い状況です。 

 観光拠点が地域内に存在しています。 

 持家率は 90％以上ですが、近年、若干民間賃貸住宅に住む世帯が増えています。 
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 市営住宅等の戸数は 109 戸で全体の 8.8％を占めており、特定公共賃貸住宅と市営住宅をあわせ

て整備することにより、良好な街並みを形成している住宅団地もあります（山谷住宅、山谷特定

公共賃貸住宅）。 

 

(6) 室根地域 

 高齢化率は 39.6％で、大東地域に次いで高い地域となっています。 

 室根山の南側に広がる田園地帯で、一関地域や千厩地域等の拠点とは、幹線道路によってつなが

っています。 

 約 90％が持家ですが、近年、若干民間賃貸住宅に住む世帯が増えています。 

 市営住宅等の戸数は 60 戸で全体の 4.8％を占めています。また、特定公共賃貸住宅を整備してお

り、主に若年層が居住しています。 

 

(7) 川崎地域 

 高齢者がいる世帯の割合が 75.5％で、市内で最も高い地域となっています。 

 国道等の整備により、地域の利便性は向上しています。 

 約 95％が持家であり、近年、若干、民間賃貸住宅に住む世帯が減少しています。 

 市営住宅は近年に建設されたものが多く、戸数は 31 戸で全体の 2.5％を占めています。 

 

(8) 藤沢地域 

 高齢化率が 38.2％で、市内のなかでも高い水準にあります。 

 持家率は 90％以上ですが、近年、民間賃貸住宅に住む世帯が増えています。 

 体育館のみならず、屋内プール・ゲートボール場、モトクロス場など多様なスポーツが楽しめる

場があります。 

 市営住宅等の戸数は 60 戸で全体の 4.8％を占めています。 
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4.4 各地域の市営住宅等 

各地域の市営住宅及び特定公共賃貸住宅の戸数をみると、一関地域が 721 戸で市全体 1,243 戸の

58.0％を占めています。その他の地域は 10％未満であり、最も少ないのは川崎地域の 31 戸です。 

地域別世帯数に対する市営住宅等戸数の比率をみると、全市では 2.7％ですが、一関地域は 3.0％、藤

沢地域は 4.6％と多く、その他の地域は少ない状況です。最も少ないのは川崎地域の 1.7％です。 

耐用年数経過状況をみると、経過率 200％を超える住戸があるのは一関地域だけです。平均経過率が

最も高いのは花泉地域の 168.4％であり、続いて千厩地域 165.7％、藤沢地域 155.3％となっています。

最も低いのは大東地域の 69.1％、続いて東山地域 71.1％です。 

 
市営住宅等の地域別耐用年数経過別戸数 

 
出典：市資料、世帯数は平成 29 年 3 月末住民基本台帳、市営住宅等は平成 29 年 4 月時点 

 

大東地域（大明神住宅）平成 2～15 年建設 東山地域（山谷住宅、山谷特定公共賃貸住宅） 

平成 17～20 年建設 

計 一関 花泉 大東 千厩 東山 室根 川崎 藤沢

10% 以下 27 27 0 0 0 0 0 0 0
20% 以下 0 0 0 0 0 0 0 0 0
30% 以下 90 82 0 0 0 8 0 0 0
40% 以下 92 60 0 0 0 32 0 0 0
50% 以下 97 71 0 16 0 0 0 10 0
60% 以下 205 136 0 38 0 21 10 0 0
70% 以下 223 168 0 26 0 29 0 0 0
80% 以下 56 20 0 16 0 0 0 20 0
90% 以下 22 0 0 12 0 0 0 0 10

100% 以下 10 0 0 0 0 0 0 0 10
110% 以下 15 0 0 0 0 0 15 0 0
120% 以下 0 0 0 0 0 0 0 0 0
130% 以下 8 0 0 0 0 0 8 0 0
140% 以下 22 0 0 0 0 0 22 0 0
150% 以下 27 0 0 10 12 0 5 0 0
160% 以下 16 0 16 0 0 0 0 0 0
170% 以下 129 46 46 0 25 0 0 0 12
180% 以下 94 45 18 0 21 10 0 0 0
190% 以下 50 22 6 0 0 9 0 0 13
200% 以下 42 26 0 0 0 0 0 1 15
210% 以下 7 7 0 0 0 0 0 0 0
220% 以下 0 0 0 0 0 0 0 0 0
230% 以下 11 11 0 0 0 0 0 0 0

計 1,243 721 86 118 58 109 60 31 60
58.0% 6.9% 9.5% 4.7% 8.8% 4.8% 2.5% 4.8%

50% 以下 306 240 0 16 0 40 0 10 0
100% 以下 516 324 0 92 0 50 10 20 20
100% 超 421 157 86 10 58 19 50 1 40
50% 以下 24.6% 33.3% 0.0% 13.6% 0.0% 36.7% 0.0% 32.3% 0.0%

100% 以下 41.5% 44.9% 0.0% 78.0% 0.0% 45.9% 16.7% 64.5% 33.3%
100% 超 33.9% 21.8% 100.0% 8.5% 100.0% 17.4% 83.3% 3.2% 66.7%

平均経過率 93.1% 78.7% 168.4% 71.1% 165.7% 74.0% 115.2% 69.1% 155.3%
世帯数 46,188 23,894 4,713 5,069 2,878 4,180 2,350 1,797 1,307
　市営住宅戸数率 2.7% 3.0% 1.8% 2.3% 2.0% 2.6% 2.6% 1.7% 4.6%

経過率
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5. 近年の動向 

(1) 住宅セーフティネット法 

平成 29 年 4 月に改正された「住宅確保要配慮者15に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住

宅セーフティネット法）」が同年 10 月 25 日に施行され、①住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住

宅を都道府県（政令市及び中核市の区域ではその市）へ登録する制度、②登録住宅への経済的支援、③

住宅確保要配慮者のマッチング・入居支援を 3 本柱とする「新たな住宅セーフティネット制度」が創設

されました。 

 

出典：国土交通省資料 

 

                                                  
15 国土交通省資料によれば「高齢者、子育て世帯、低額所得者、障がい者、被災者など住宅の確保に特に配慮を要する者」。詳細は住

宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第 2 条第一項及び住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関す

る法律施行規則第 3 条により定義されている。 
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(2) 賃貸住宅の賃貸人の拒否感 

国土交通省資料16によると、高齢者、障がい者、外国人の入居に対して、賃貸住宅の賃貸人の 6 割以

上が拒否感を示しています。 

 

住宅確保要配慮者に対する賃貸人の入居制限の状況 

出典：国土交通省資料 

 

(3) 賃貸住宅の経営 

賃貸住宅経営の融資保証等各種サポート事業を行っている一般財団法人の調査17によると、賃貸住宅

の経営上の悩みとしては、「建物の老朽化」42.3％、「空室の増加」29.1％、「資産価値の低下」25.1％と

なっており、老朽化に伴う空室増、家賃収入低下により資産価値が低下していることが悩みであること

がうかがえます。 

その対応策としては、計画的な修繕等が必要ですが、経営している賃貸住宅の長期修繕計画の作成状

況をみると、「まったく作成していない」が 36.0％で最も高く、次に「わからない」が 21.7％となって

おり、長期的・継続的な経営意識があまり高くないことがうかがえます。 

また、経営をはじめたきっかけとしては「賃貸住宅を相続した・譲り受けたため」26.9％、「今後の安

定した収入、老後の保障を得るため」22.9％、「相続税などの節税対策」17.1％が多く、安定収入と税金

                                                  
16 図版出典：「居住支援協議会の取り組み等について」平成 29 年 2 月 国土交通省関東地方整備局  データ出典：（公財）日本賃貸

住宅管理協会（平成 26 年度）家賃債務保証会社の実態調査報告書 
17 資料及び図版出典：平成 25 年度「賃貸住宅市場の現況と中長期見通し」に関する調査研究報告書 2014 年 3 月 一般財団法人住

宅改良開発公社 
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対策の両方を期待して始めたものの、老朽化により収入が低下し、投資意欲・管理意欲も減退している

状況がうかがえます。 

 

 
賃貸住宅経営上の悩み（複数回答、n=175） 

出典：一般財団法人住宅改良開発公社資料 

 

 
長期修繕計画の作成状況（n=175） 

出典：一般財団法人住宅改良開発公社資料 

 

 
賃貸住宅経営をはじめたきっかけ（n=175） 

出典：一般財団法人住宅改良開発公社資料 
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(4) 若年者の消費者相談 

（独）国民生活センター資料18によれば、若年層の相談内容の上位に賃貸アパートがあります。特に 20

～22 歳では男女とも 2 位となっており、若年層が正確な知識がないまま賃貸借契約を締結しているこ

とがうかがえます。 

 

表 国民生活センターに寄せられた相談内容の商品・役務別件数（20～22 歳） 

 

出典：国民生活センター資料 

 

また、賃貸住宅関連の相談事例19として以下のものがあります。 

 

（独）国民生活センターにおける賃貸住宅関係の最近の事例 

家賃の滞納 
 

 賃貸アパートの家賃の支払いが何度か遅れたことがある。更新時、大家が家賃保証契約をす

る等の条件を付けて来た。応じる必要があるのか。 
 賃貸マンションの家賃を滞納したら保証会社から強引な督促が始まった。来月に払うと言っ

ても督促を止めない。 
 私と娘が入居する賃貸アパートの家賃を別居の夫が支払っている。夫が滞納し、家主から玄

関に退去を求める張り紙を貼られた。一方的だ。 
 単身赴任の夫が住んでいる賃貸マンションの家賃の支払いに遅れたところ、管理会社から督

促状と家賃のほか手数料の請求を受けている。手数料の請求に納得できない。 

賃 貸 住 宅 の 敷

金、ならびに原

状回復トラブル 
 

 2 年間入居したアパートを退去したところ、敷金が返還されないばかりか高額な原状回復費

用を請求されたが、どうしたらよいか。 
 借家を退去したが、クロスと床に傷があるとして高額なリフォーム代を請求された。金額が

妥当か知りたい。 
 2 年間居住した賃貸アパートを退去した。当初から傷が付いていた扉の修理代を敷金から差

し引かれ不満だ。返金してほしい。 
 築年数十年の戸建て住宅に 3 年間居住し退去したところ、約 33 万円の退去費用を請求され

た。高額すぎる。 
 借家から退去した。きちんと清掃をして引き渡しをしたが、ハウスクリーニング費用 15 万円

を請求された。払いたくない。 
出典：国民生活センター資料 

 

                                                  
18 図版出典：「成人になると巻き込まれやすくなる消費者トラブル－きっぱり断ることも勇気！」平成 28 年 10 月 27 日 （独）国民

生活センター PIO-NET における契約当事者「18 歳～19 歳」と「20 歳～22 歳」に関する相談情報の比較詳細（2011 年度～2016 年

度） 
19 資料出典：（独）国民生活センター http://www.kokusen.go.jp/soudan_topics/index.html 
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(5) シェア居住 

近年多様な居住ニーズへの対応として、シェアハウス、シェア居住が増えているといわれていますが、

統計上把握することは困難です。国土交通省では、シェア居住の実態を、アンケート調査を通じて市場

規模や運営状況を把握しています20。 

まず、当該調査における用語の定義は以下のとおりです。 

 

共同居住形態の用語の定義 

 

出典：国土交通省資料 

 

次に物件数ですが、シェアハウスを多く取り扱う企業のホームページに登録された新規物件数を調べ

ると、平成 17 年以降急激に増加し、当該調査が実施された平成 24 年 3 月現在では累計で 1,000 件を超

えています。 

 

 
シェア住居新規物件数と累計 

出典：国土交通省資料 

                                                  
20 民間賃貸住宅における共同居住形態に係る実態調査報告書 平成 24 年 3 月 国土交通省住宅局 
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シェアハウスの貸主である運営事業者ごとの運営部屋数は「0-9 部屋」が 28.6％で最も多いものの、

「100 部屋以上」が 19.8％を占めており、運営事業者の規模は多岐にわたります。 

典型的な物件における個室専用部屋数については、「5-9 部屋」40.7％が最も多くなっています。2 階

建てのアパート的な物件が多いものと想定されます。 

 

 
運営事業者ごとの運営部屋数 

（個室、平成 23 年度末） 

出典：国土交通省資料 

 
典型的なシェア住居における 

物件あたりの専用部屋数（個室） 

出典：国土交通省資料 

 

シェア住居の建物は、元戸建て住宅または共同住宅・寄宿舎をリノベーション21したものが多くなっ

ています。 

典型的な物件の築年数は「20-30 年未満」が 27.5％を占め、30 年以上、40 年以上も 10％を超えてい

ます。建物の状況をあわせると、戸建の空家も活用されていると推測されます。 

 

 
シェア住居の建物の状況 

出典：国土交通省資料 

 
典型的な物件の築年数 

出典：国土交通省資料 

 

                                                  
21 「リノベーション」とは、既存の建物に大規模な工事を行うことで、性能を新築の状態よりも向上させたり、価値を高めたりする

ことです。リフォームがマイナスの状態のものをゼロの状態に戻すための機能の回復という意味合いに対して、リノベーションはプラ

スαで新たな機能や価値を向上させることを意味します。よりデザイン性の高いものに改良したり、住環境を現代的なスタイルに合わ

せて間取りや内外装などを変更したりすることなどが含まれます。例えば、耐久性や耐震性を高めるために壁の補修を行ったり、家族

が増えたので、仕切りの壁をなくして、広々としたリビングダイニングキッチンにしたりすることなどが「リノベーション」に該当し

ます。また、設備の変更や修繕など、システムキッチンやユニットバスの入れ替えや壁紙の貼り替え程度の比較的小規模な工事は「リ

フォーム」に分類されます。一方、間取り、水道管、排水管、冷暖房換気設備の変更など大規模な工事は「リノベーション」に分類さ

れます。 
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(6) ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス） 

我が国の家庭部門における最終エネルギー消費量は石油危機以降約 2 倍に増加し、全体の 15％程を

占めています。また、東日本大震災後の電力需給の逼迫やエネルギー価格の不安定化などを受け、家庭

部門における省エネルギーの重要性が再認識されています。 

加えて、2015 年 7 月に策定された長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）では、省エネル

ギーについて、石油危機後並の効率改善（35％程度）を見通しとして示しており、その実現のためには、

住宅そのものの省エネが不可欠となっています。 

そのため、国では ZEH（ゼッチ）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の普及により、家庭部門に

おけるエネルギー需給構造を抜本的に改善することが期待されます。 

ZEH（ゼッチ）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）とは、「外皮の断熱性能等を大幅に向上させる

とともに、高効率な設備システムの導入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現

した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、年間の一次エネルギー消費量の収支がゼロとす

ることを目指した住宅」です。 

 
ZEH の概念 

出典：経済産業省 

 

ZEH 普及に向けた政府の目標 

エネルギー

基本計画 

平成26年4月

閣議決定 

2020 年までに標準的な新築住宅で、2030 年までに新築住宅の平均で

ZEH の実現を目指す 

地球温暖化

対策計画 

平成26年5月

閣議決定 

2020 年までにハウスメーカー等が新築する注文戸建住宅の半数以上

を ZEH にすることを目指す 

未来投資戦

略 2017 

平成29年6月

閣議決定 

「2030 年までに新築住宅・建築物について平均で ZEH・ZEB22 相当

となることを目指す」こととし、中短期工程表の KPI23として「2030

年の新築住宅及び新築建築物について平均で ZEH、ZEB の実現を目

指す」こと、及び「2020 年の新築住宅の省エネ基準適合率を 100％と

し、ハウスメーカー等の新築注文戸建住宅の過半数をネット・ゼロ・

エネルギー・ハウス化する」ことを位置付けている 

出典：経済産業省 

                                                  
22 ZEB（ネット・ゼット・エネルギー・ビル）は ZEH と同じ概念を建築すべてにあてはめたもの。 
23 KPI とは key performance indicator の略で、組織の目標の達成度を評価するための主要業績評価指標のことをいう。 
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(7) 省エネルギー基準の義務化 

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）」が、平成 27 年 7 月 8 日に公

布されました。これにより、「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」で措置されていた 300 ㎡以

上の建築物の新築等の「省エネ措置の届出」や住宅事業建築主が新築する一戸建て住宅に対する「住宅

トップランナー制度」等の措置に加え、新たに「大規模非住宅建築物の適合義務」、「特殊な構造・設備

を用いた建築物の大臣認定制度」、「性能向上計画認定・容積率特例」や「基準適合認定・表示制度」等

を措置したものとなっています。 

平成 29 年 4 月からは、延べ面積 2000 ㎡以上の新築の非住宅建築物に対し、建築物のエネルギー消

費性能基準（省エネルギー基準）の適合義務化が始まりました。平成 32 年（2020 年）までに、戸建て

住宅も含む全ての新築の建築物で適合義務化が段階的に拡大していきます。義務化されると、耐震や防

耐火などと同様、省エネルギーに関しても基準に満たない建物は建築確認が下りなくなります。 

住宅の省エネルギー性能については、「住宅の窓や外壁などの外皮性能を評価する基準」「設備機器等

の一次エネルギー消費量を評価する基準」の 2 つの基準により評価することとなっています。 

 

 
住宅の省エネルギー基準の概念 

 

出典：一般財団法人建築環境・省エネルギー機構 
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(8) 建設産業 

国土交通省資料24によると、建設資材の工場製作化（プレハブ化、プレカット化）は進んでおり、木

造軸組工法でも近年のプレカット材のシェアは 80％を超えています。 

出典：国土交通省資料 

 

一方、全国の大工・

工務店を組織してい

る団体の調査25によ

れば、元請けの新築

住宅の約 9 割が在来

工法です。 

 

 
新築住宅元請け戸数の工法別比率 

出典：全国建設労働組合総連合資料 

以上から、従来型の工務店は資本力のあるハウスメーカーの下請けでプレカット材の施工を行うか、

少ないながらも元請として在来工法の注文住宅を行うかの 2 つの方向に分かれているものと思われま

す。 

                                                  
24 建設業を取り巻く主な情勢 平成 28 年 1 月 27 日 国土交通省 
25 住宅新築・リフォーム実態調査 平成 25 年 3 月 全国建設労働組合総連合 
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(9) 住宅に関する教育 

文部科学省では、「学校と社会及び学校間の

円滑な接続を図るためのキャリア教育（望まし

い職業観・勤労観及び職業に関する知識や技能

を身につけさせるとともに、自己の個性を理解

し、主体的に進路を選択する能力・態度を育て

る教育）」26を進めています。 

岩手県でも学校教育のなかの重要な要素と

位置づけ、キャリア教育優良学校として岩手県

立千厩高等学校、キャリア教育優良教育委員会

として一関市教育委員会を選定しています27。 

住宅に関しては、家庭科における「自己理解・

自己管理能力」を高める指導内容例として「消

費生活の現状と消費者問題や消費者の権利と

責任を理解し、生涯を見通した経済計画につい

て考える」「ライフステージごとの衣食住の生

活を科学的に理解し、持続可能な社会を目指し

て安全と環境に配慮して、主体的に衣食住を営

むことができる」等において触れられていま

す。 

 

 
キャリア教育が必要となった背景と課題 

出典：文部科学省資料28 

 

市内のキャリア教育の取組み 

岩手県立

千厩高等

学校 
平 成 28
年度表彰 

同校は明治 34 年の創立以来、時代の変化に応じた幾多の変遷を経て、114 年目を迎える

「普通科」、農業系の「生産技術科」、工業系の「産業技術科」の 3 学科から構成されてい

る岩手県で唯一の普通科・専門学科併置校です。 
同校が全ての学科の生徒に共通する取組として平成 17 年度から実施しているのが、NIE
（新聞記事を活用した教育実践）です。同校の特徴は、「キャリア教育」の機能を持つ NIE
の実践をベースに、日常の教育活動を「キャリア教育」の視点で捉え直し、社会的・職業

的自立に必要な能力を育成する「キャリア教育」を PDCA に基づき継続的に推進してき

ました。また、3 学科が 1 つの学校として融合し、地域とともに歩んできた同校は、地域

と触れ合い地域を活性化しながら、普通科生徒の職業理解を促進させるとともに、専門学

科に通う生徒の進路選択肢を広げ、有為な人材の育成を実現させるなど、3 学科併置の特

徴を有効に活用しながら、キャリア教育を実践してきた取り組みが評価されました。 

一関市教

育委員会 
平 成 20
年度受賞 

一関市教育委員会は、平成 18 年度「いきいき いわいっ子 2006」を策定し、「キャリ

ア・ソーシャルスキルアップ体験事業」に取り組みました。平成 19 年度には「中学生の

社会体験学習」を実施し、市内全中学校第 2 学年が 3 日から 5 日間の体験学習に取り組

みました。また、ジョブカフェとの共催でシンポジウムを開催するなど市全体のキャリア

教育の実践が高く評価されたものです。 

出典：岩手県資料 

 

                                                  
26 1999 年の中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育との接続の改善について」より 
27 岩手県 HP  http://www.pref.iwate.jp/kyouiku/gakkou/career/003266.html 
28「高等学校キャリア教育の手引き」文部科学省 http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/career/1312816.htm 
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住宅に関するキャリア教育は、消費者教育と重複するところも多く、消費者教育については、消費者

庁が「消費者教育ポータルサイト」29により、消費者教育の教材、講座、取組の情報を提供しています。

住宅に関しては、高校生及び成人向けに東京都が作成した教材30があり、賃貸契約のトラブルや対処方

法についてまとめています。 

 

 

ちょっと待った！その契約  賃貸住宅の契約トラブルを防ぐために 

（教材の目的） 

賃貸契約の相談内容のうち、特に、退去時のハウスクリーニング、クロス

張り替え、フローリングの傷、畳表換え、ふすま張り替え等といった原状

回復費用および敷金に関する相談が、例年多い傾向にあります。またイン

ターネットの普及やシェアハウス・ドミトリー、家賃保証会社の出現など

により、住居の探し方や契約形態などが多様化していることを踏まえ、ト

ラブル事例と対処方法および未然防止のためのポイントをまとめていま

す。 

東京都が作成した賃貸住宅に関する消費者教育の教材 

出典：東京都資料 

 

また、資産として住宅を見る場合には住宅ローンに関する知識も重要です。住宅ローンに関する消費

者教育の教材としては、金融広報中央委員会の刊行物などが「消費者教育ポータルサイト」で紹介され

ています。 

 
金融広報中央委員会による住宅ローンの説明資料「金融商品なんでも百科」31 

出典：金融広報中央委員会資料 

                                                  
29 消費者庁 HP http://www.caa.go.jp/kportal/index.php 
30 東京都 HP http://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/manabitai/kyouzai/main/012.html 
31 金融広報中央委員会 HP https://www.shiruporuto.jp/public/data/magazine/hyakka/part2/jutaku_loan/ 
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また近年では「住教育」という言葉もあります。一般社団法人住教育推進機構では、住生活基本計画

に基づき、「住むことは、人と人、人ともの・こと、人と空間、人と環境など、さまざまな関わりの中で

成り立っています。住教育では、そういった関わりを学び、考え、実践することで、社会の中で多様な

価値観と出会いながら、自らの住生活を創造し、夢や希望を実現していく力をつけることをめざしてい

ます」32と「住教育」の必要性を述べています。 

住宅情報提供協議会では、「住教育ガイドライン」を策定しています。このガイドラインでは、住教育

の領域を下表のとおり示すほか、さまざまな授業の展開事例を掲載しています。 

 

住教育の領域33 

領域 概要 具体的な内容 

人と住まい 住まいの安全・安心、家族の語らいやくつろ

ぎ・団らんなど、住まいの機能や構造、生活と

の関係を学習します。 

・住まいの機能 

・住まいの構造・建て方 

・住まいの変遷 

・住生活様式 

住まいの空間と構

成 

人が住む器は、人体寸法が基本です。それに動

作空間が加わること、へやとへやをつなぐ原

理があることなど、暮らしに対応した住まい

の空間や構成を学習します。 

・人、もの、空間の寸法 

・へや、住まいの規模 

・住まいの構成 

・仕上げと色彩 

住まいと社会 住生活に必要なライフライン、地域の中での

住まい、まちの良好な景観など、住まいと社会

のつながりを学習します。 

・住宅水準、住宅事情 

・住宅の需要と供給 

・住宅政策 

・地域環境、まちづくり 

住まいと環境 気候風土と住まい・住文化、環境と共生する住

まい、そして住まいの維持管理のあり方を学

習します。 

・住居の衛生、室内環境 

・住宅の性能、設備 

・環境と共生する住まい 

・住まいの維持管理 

 

住宅に関する消費者教育は契約や法律、金融の側面、住教育は建築文化の側面が強いといえます。 

                                                  
32 一般社団法人住教育推進機構「住教育の必然性について」より引用。http://www.jyukyoiku.org/img/pdf/201606exp.pdf 
33 一般社団法人日本住宅協会 HP「学校で住教育に取り組んでみませんか」より引用。http://www.jh-
a.or.jp/contents/gekkan/jukyouiku/ 
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(10) 買物弱者問題 

経済産業省では、「流通機能や交通網の弱体化とともに、食料品等の日常の買物が困難な状況に置か

れている人々」を「買物弱者」と定義34し、平成 27 年の調査では、買物弱者数は増加傾向にあり、全国

に約 700 万人いると推計しています。 

また、内閣府の調査35によれば、高齢者が地域の不便な点として挙げていることの第 1 位が「日常の

買物に不便」となっており、高齢者の 17.1％が買物弱者と想定しています。 

 
買物に困難を感じている人の割合 

出典：経済産業省資料 

 

特に経済産業省の調査では、農村・山間部における買物弱者問題の発生要因として、「過疎化等を原因

とした地元小売店の衰退による買物弱者が早期に発生してきた。また、高齢者を中心とする移動の難化

等により、さらに問題が進行している」と指摘しています。 

 
農村・山間部における買物弱者問題の発生要因 

出典：経済産業省資料 

                                                  
34 経済産業省 HP http://www.meti.go.jp/press/2015/04/20150415005/20150415005.html 
35 内閣府「平成 22 年度高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果」 
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(11) 外国人雇用状況 

厚生労働省岩手労働局の調査によれば、平成 25 年と 28 年の各 10 月の比較で、岩手県内で外国人を

雇用している事業所は 31.5％増加、外国人労働者数は 37.2％増加しています。一関労働基準監督署管内

においても事業者は 38.7％増、労働者数は 12.3％増と高い伸びを示しており、特に事業所数が増えてい

ます。 

 

岩手県における「外国人雇用状況」の届出状況（各年 10 月 1 日現在、労働基準監督署管内別） 

 

出典：厚生労働省岩手労働局 

 

 

  

H25 H26 H27 H28 H26 H27 H28

岩⼿労働局計 505 528 572 664 4.6% 8.3% 16.1% 31.5%

盛岡 165 163 174 215 ▲1.2% 6.7% 23.6% 30.3%

釜⽯ 30 31 36 45 3.3% 16.1% 25.0% 50.0%

宮古 14 22 26 30 57.1% 18.2% 15.4% 114.3%

花巻 39 30 37 37 ▲23.1% 23.3% 0.0% ▲5.1%

⼀関 62 69 68 86 11.3% ▲1.4% 26.5% 38.7%

⽔沢 54 57 66 72 5.6% 15.8% 9.1% 33.3%

北上 48 51 52 56 6.3% 2.0% 7.7% 16.7%

⼤船渡 45 50 54 61 11.1% 8.0% 13.0% 35.6%

⼆⼾ 34 37 37 39 8.8% 0.0% 5.4% 14.7%

久慈 14 18 22 23 28.6% 22.2% 4.5% 64.3%

H25 H26 H27 H28 H26 H27 H28

岩⼿労働局計 2,492 2,697 2,822 3,418 8.2% 4.6% 21.1% 37.2%

盛岡 734 833 930 1,170 13.5% 11.6% 25.8% 59.4%

釜⽯ 109 142 167 198 30.3% 17.6% 18.6% 81.7%

宮古 77 94 126 163 22.1% 34.0% 29.4% 111.7%

花巻 85 55 86 107 ▲35.3% 56.4% 24.4% 25.9%

⼀関 375 363 352 421 ▲3.2% ▲3.0% 19.6% 12.3%

⽔沢 190 187 232 274 ▲1.6% 24.1% 18.1% 44.2%

北上 286 299 185 244 4.5% ▲38.1% 31.9% ▲14.7%

⼤船渡 292 394 388 437 34.9% ▲1.5% 12.6% 49.7%

⼆⼾ 192 223 215 241 16.1% ▲3.6% 12.1% 25.5%

久慈 152 107 141 163 ▲29.6% 31.8% 15.6% 7.2%

H25-H28

同⽉⽐

H25-H28

同⽉⽐

外国⼈雇⽤事業所数 （単位：所） 対前年同⽉⽐

外国⼈労働者数 （単位：⼈） 対前年同⽉⽐
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6. 住宅政策の課題と目標 

6.1 本計画における課題 

6.1.1 社会情勢の変化からみた課題 

(1) 少子高齢化による住宅余り時代への対応 

個人における住宅の変遷は、親の家→独立して単身用賃貸住宅→結婚してやや広めの賃貸住宅→持家

購入という「住宅すごろく」と呼ばれるステップアップが一般的でした。つまり持家購入は「あがり」

であり、おおよそ 30 代、40 代での購入が多い状況です。 

しかし、少子高齢化は、住宅市場でいえば、大きな需要層である 30 代、40 代の減少であり、新築住

宅の建設を基本としてきたこれまでの住宅産業は大きな曲がり角にあります。持家だけでなく賃貸住宅

の需要も基本的には縮小傾向にあります。 

一方、住宅の性能は向上しており、耐用年数（木造は 22 年）を超過しても十分に活用、居住できる

住宅が増えています。 

現在、住宅というモノは溢れ、かつ需要が減る「住宅余り」の時代になっており、いずれは住宅がい

つでも入手できるありふれた商品になる傾向にあると考えられます。つまり、立地特性や設計により個

別性・独自性が高いと考えられてきた「住宅」という商品が、交通の変化（将来的には自動車の自動運

転機能の普及）、通信環境の変化（通信回線容量の増大）により、個別性、独自性を喪失し、「どの住宅

を選んでも大差ない商品」になるということです。おそらく、今後は複数の場所で住まいを持ち、状況

に応じて移動するような住まい方が増えてくるものと考えられます。 

このような時代の到来を踏まえ、人々が本市に住んでもらうためには、魅力のないありふれた住宅で

はなく、選択してもらえるような魅力ある住まい方、暮らし方をつくりあげる必要があります。 

 

(2) シェアハウス等新しい住まい方への対応 

近年の社会経済情勢における住宅市場の変化として特筆すべきことは、シェアハウス、シェア居住と

いった新たな住まい方が増加し、また社会的な認知度も高くなってきたことです。 

地域的には首都圏が中心であり、単なる居住だけでなく、コワーキングスペース36を設置して起業家

が職住一体で生活できる、テーマを設定し同じ趣味の人が集まる、ラウンジ等の豊かな共用空間により

多様な居住者が気軽にコミュニケーションできる等、様々なかたちのシェアハウスが出現しています。 

特にシェアハウスは高経年の戸建て住宅、共同住宅、寄宿舎を活用して整備されているものが多く、

全国的にも空家問題の解決方法の一つとして注目されています。 

地方部においても、空家を使って複数の起業家や NPO 団体が拠点としてシェアする動きなど、震災

復興にあわせた新しい人の動き方として着目されており、本市でも活用が望まれます。 

ただし、実態としては、低家賃の狭小な賃貸住宅という側面もあるため、運営事業者が適切に運営す

るよう支援、指導することも必要です。 

 

(3) 地球温暖化問題への対応 

産業活動や日常生活から生じる環境への負荷が増大した結果、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガ

スの排出増加が地球温暖化をもたらし、地球規模で環境問題が深刻化しています。 

                                                  
36 コワーキング（Coworking）とは、事務所スペース、会議室、打ち合わせスペースなどを共有しながら独立した仕事を行う共働ワ

ークスタイルを指す。一般的なオフィス環境とは異なり、コワーキングを行う人々は同一の団体には雇われていないことが多い。通

常、在宅勤務を行う専門職従事者や起業家、フリーランス、出張が多い職に就く者など、比較的孤立した環境で働くことになる人が興

味を持つことが多い。コワーキングスペースとはそのようなワークスタイルができる環境、場のこと。 
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このような中、東京電力福島第一原子力発電所事故に起因した放射性物質汚染は、日本はもとより、

世界各国のエネルギー政策を見直す転機となり、自然エネルギーの推進による循環型社会の構築に対す

る関心はますます高まっています。 

本市においても、「一関市環境基本計画」「一関市地域新エネルギービジョン」「一関市地域省エネルギ

ービジョン」「一関市バイオマス産業都市構想」等を策定し、環境問題に取り組んでいます。 

住宅分野においては、国も「長期優良住宅制度37」や「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）」

等の制度や「省エネルギー基準の義務化」により、良質で耐久性、省エネルギー性の高い住宅の供給を

促進しています。 

また、平成 12 年の建築基準法改正を契機に、3 階以上の木造耐火建築物を建てることが可能となっ

たことから、国は、「木のまち・木のいえ担い手育成プロジェクト38」や「顔の見える木材での家づくり

39」等の事業により地域産材の活用も積極的に進めています。 

本市は、土地利用のうち 56.9％が山林で占められており、これらの木材を積極的に住宅や住戸内のエ

ネルギーに活用し、循環型社会の構築に貢献することが求められています。 

 

6.1.2 全市的な課題 

(1) 地域社会の担い手としての子育て世帯の確保 

人口動向をみると、年少人口が長期的に減少しており、今後もその傾向が続くことが想定されており、

市全体での子育て世帯の確保が課題となっています。 

地域別にみると、一関地域以外での 7 地域において、年少人口割合は全市と比較すると少ない状況に

あります。 

また、ヒアリング調査においては、住宅需要が一関地域に集中し、一関地域以外の 7 地域に対する住

宅需要が乏しいことが指摘できます。市民アンケートにおいても、転居意向を持つ人のうち、37.4％が

一関地域への転居を希望しており、一関地域以外の 7 地域の転居希望者については、2～3 割が県内他

市町村を転居先と考えている状況です。 

今後は、地域コミュニティの担い手、特に次世代の担い手となる子育て世帯を中心とした若年世帯を

確保することが必要です。 

 

(2) 本市で活動する新たな人材の居住の場の確保 

本市の総合計画前期基本計画ではプロジェクト 2 として「ILC を基軸としたまちづくり」を挙げてい

ます。また、まち・ひと・しごと創生総合戦略において、「人材の育成」「若者定着の促進」「移住定住の

促進」「交流人口の拡大」が施策として挙げられており、今後、ILC に関する人材や、企業の生産現場で

活躍する海外の人材、複数の拠点を持ち生活する IT 系の起業家等、様々な人材が本市に流入すること

が想定されます。実際に外国人を雇用する事業所、外国人労働者数も増加傾向にあります。それら新た

な人材が居住するための仕組みが必要です。特に、全国的に賃貸住宅の賃貸人の、外国人に対する拒否

感が 6 割以上になることから、海外人材への居住の場の確保に関する配慮が必要です。 

                                                  
37 （国土交通省資料）長期優良住宅とは、長期にわたり良好な状態で使用するための措置がその構造及び設備に講じられた優良な住

宅のことです。長期優良住宅の建築および維持保全の計画を作成して所管行政庁に申請することで、基準に適合する場合には認定を受

けることができます。 
38 （農林水産省資料）木造建築の設計・施工に通じた人材確保に向けた具体的な方向性を示す取組を募集し、高い目標を掲げて先駆

的な取り組みを「木のまち・木のいえ担い手育成拠点」として選定し、林野庁と国土交通省とがその活動を支援しています。 
39（農林水産省資料）林野庁では、住宅への地域材利用の促進のため、森林所有者から住宅生産者までの関係者が一体となって、消費

者の納得する家づくり（「顔の見える木材での家づくり」）を推進しています。 
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6.1.3 住宅政策全般の課題 

(1) 高経年持家ストックの性能向上 

本市では昭和 55 年以前建築の住宅が約 4 割を占めており、耐震化や省エネルギー化（サッシ・ガラ

ス窓の断熱性向上）が進んでいない状況です。理由として持家世帯の約 4 割が年収 300 万円未満、持家

世帯の約 1/4 が単身または高齢夫婦となっており、耐震化、省エネルギー化の資金不足、意欲不足があ

ると思われます。 

住戸内のバリアフリー化は県平均と同様の水準ですが、持家世帯の高齢化が進んでいるため引き続き、

バリアフリー化の推進が必要です。また、デイサービスセンター、医療機関、公園、駅までの距離が遠

い住宅が多く、高齢者にとって生活必要サービスへの交通の利便性の問題があります。市民アンケート

においても、高齢期の望ましい居住場所として 44.5％が「徒歩圏内での利便性のよい場所」を望んでお

り、「多少不便でも、長年住んでいる場所」34.9％よりも多いという結果となっています。 

 

(2) 増加する空家等の住宅ストックの活用 

空家の中でも「別荘、賃貸用、売却用ではない空家」の比率が高く、売買や賃貸による活用が望まれ

ることから、本市では空き家バンク制度を設けて空家の活用を推進しています。空き家バンクによる、

移住の成功例がある一方、宅建業者の意見として「売主・買主・価格がほぼ確定した段階で宅建業者が

関与しても、物件調査が十分でないので業者としてリスクが大きい」ことが指摘されており、一定の制

度改善による更なる制度の普及が求められます。 

ただし、市民アンケートでは、今後の住まいの活用について「子世帯が住んでもらいたい」と考える

人が 29.2％を占めていますが、阻害要因として 28.0％「子世帯が遠方に住んでいること」、13.4％が「子

世帯が親の住宅の維持管理に関心がないこと」を挙げており、実際に子世帯が居住するのは難しいと考

えられます。そのため、空家となった場合の流通促進が必要ですが、活用の阻害要因として 10.4％が「借

り手、買い手がいないように思えること」、3.7％が「住宅の維持管理や処分について誰に頼んでいいか

わからないこと」を挙げており、流通促進のための仕組みづくりが求められています。 

また、売買の場合、リスクを減らすためには既存住宅の性能表示制度の活用や建物状況調査（インス

ペクション）の実施が求められますが、実際には現状有姿で売買されており、買主のリスクは大きい状

況といえます。宅建業法における重要事項説明では、売主に建物状況調査を行う建築士を斡旋すること

が法改正により定められたものの、実際に建物状況調査をするかどうかは売主の判断に任せられていま

す。中古住宅の流通を活性化するには、売主及び仲介する宅建業者への啓発も必要です。 

 

(3) 民間賃貸住宅の適切な維持管理の促進 

年収 300 万円から 400 万円の世帯でも持家を取得している現状があり、賃貸住宅との負担の差が小

さくなっています。そのため、市場では賃貸住宅の質や規模が拡大することは難しい状況です。 

賃貸住宅の家賃の幅が狭いということは、老朽化すると市場において競争力を失うため、管理不十分

になるということです。ただし、相続税対策40を目的として老朽住宅でも購入者がいることから、管理

不十分な賃貸住宅がそのまま温存されることが今後想定されます。個人の資産保全という点では適切な

                                                  
40 相続財産評価額は時価で行いますが、土地の場合、時価の把握が困難なため、通常路線価をベースに評価されます。路線価は時価

の概ね 8 割と言われています。さらに賃貸物件の敷地は「貸家建付地」として「土地の評価額 ×｛1 －（借地権割合×借家権割合×

賃貸割合）｝」により評価額を算定することとなっており、さらに 2～3 割の評価減があります。つまり購入価格の 5～6 割の評価額とな

る。新築建物の固定資産税評価額は建築費の 6～7 割で評価され、経年により減価します。例えば、2 億円の金融資産を持つ人が借金

して 1 億円のアパートを購入する場合、アパートの評価額を 5000 万円とすると、資産 2.5 億円、負債 1 億円で、評価額は 1.5 億円と

なり、当初からすると 5000 万円の評価減となります。 
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選択ですが、管理不十分な老朽賃貸住宅を放置することは空家問題と同様の問題が発生する恐れがあり

ます。さらに、賃貸住宅所有者が高齢化し、管理意欲が減退するケースも増えています。民間賃貸住宅

の管理不全を防ぐための方策が必要です。 

 

(4) 住環境阻害要因としての空家等への対応 

全国での空家の増加を踏まえ、本市においても空家調査を行い、「空家等対策計画」を策定していま

す。空家調査においては、危険な損傷があると認められる C ランク、D ランクの空家が 950 戸あるとさ

れています。 

空家は管理が不十分であるため、倒壊、崩壊、火災発生など防災性が低下するととともに、犯罪の誘

発、ごみの不法投棄の誘発、衛生の悪化、悪臭の発生、風景、景観の悪化など住環境の低下につながる

可能性があります。市民アンケートにおいても、本市が取り組むべき施策の第 6 位に「荒廃した空家の

解体撤去」16.7％が挙げられており、市民の関心も高く、積極的な対応が求められます。 

 

(5) 住宅確保要配慮者に対するセーフティネットの形成 

本市では持家が取得しやすい、または親世帯の持家を相続できる環境にあることから、年収が比較的

低い世帯でも居住水準がそれほど低くありません。しかし民営借家に住む一人親と子どもから成る世帯

（親が家計を主に支える）が 310 世帯あり、そのうちの 77.4％は 300 万円未満となっているなど、住

宅確保に配慮が必要な世帯は存在します。また、住宅セーフティネット法では、低額所得者、高齢者、

障がい者、18 歳未満の子を育てている世帯、生活困窮者、外国人のみならず、統計上把握は難しい犯罪

被害者、DV（ドメスティックバイオレンス）被害者も「住宅確保要配慮者」として位置づけられており

41、「公的賃貸住宅の供給の促進」「民間賃貸住宅への円滑な入居の促進」が求められています。 

 

6.1.4 市営住宅の課題 

(1) 老朽化した木造・簡易耐火構造住宅の更新 

現在管理している市営住宅等 1,243 戸のうち、既に耐用年数を経過した簡平・木造の住宅は 421 戸あ

り、全ストックの 33.9％を占めています。これらのストックの規模は狭小であり、また、老朽化も著し

く、更新や統廃合等の対応を早急に進める必要があります。 

財政状況等を背景に、これらの事業の進捗は遅れる傾向にありますが、他の施策との連携に基づき建

替事業を推進することで、公有地の有効活用や、団地の周辺ニーズに適合した施設整備等を効率的に図

ることが可能となることもあることから、団地や住戸の状況のみに配慮した事業の実施から、他の政策

目的と連携した事業の展開への転換が重要となります。 

 

(2) 耐火構造住宅の適切な管理・更新 

耐火構造の住宅のうちの 55.9％（全体の 24.5％）を占める 304 戸が経過率 50％を超えており、建替

事業の対象となります。これらの住宅は、規模の狭小さ、かつ設備の現在の生活様式との不整合、耐震

性やバリアフリー性能面での不安等の問題を抱えていいます。しかし、耐用年数を経過した木造住宅ス

トックの更新が進まない状況において、これらの中層耐火構造のストックの建替えを推進していくこと

は困難であることが予想されます。 

                                                  
41 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第 2 条第一項及び住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進

に関する法律施行規則第 3 条による定義 
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そのため、建替事業のみの更新ではなく、公営住宅等長寿命化計画をふまえ、全面的改善、住戸改善、

耐震改修等の多様な手法を活用し、住戸や施設等の質を居住者等のニーズにあわせて向上し、効率的に

団地を再生していくことが重要となります。 

あわせて、入居者の高齢化に対応した専用部分・共用部分のバリアフリー化及び屋外空間のバリアフ

リー化が必要となります。また、今後、高齢者単身世帯及び夫婦のみ世帯の公営住宅への需要は増加す

ると推察されるため、市営住宅においては、福祉施策と連携して高齢者等に対応した住居を整備・確保

していくことが重要となります。 

 

(3) 入居者管理の適正化 

市営住宅において、小規模住戸に多人数世帯が入居する状況がみられ、住戸と世帯規模との不適合が

生じています。これらの状況に対応し、居住水準を適切に確保していくことが求められます。また、収

入超過者等の入居も見られますが、市営住宅の役割として、真に住宅に困窮する世帯への対応が位置づ

けられているなか、ストックを有効に活用していくためには、こうした世帯への対応が必要となります。 

過疎化が進行している地域においては、定住人口の増加に対して、市営住宅の活用は有効な手法とし

て位置づけることも可能であることから、地域の状況に応じた柔軟な入居者管理を展開することが求め

られます。 

 

6.1.5 アンケート調査からみた課題 

(1) 高齢者や障がい者のための施策の必要性 

本市が取り組むべき住生活に関する施策では「高齢者や障がい者が安心できる住宅・住環境づくりへ

の支援」が 46.6％と最も多くなっています。現在の住まいに対する満足度のうち「高齢者などへの配慮」

については「多少不満」「不満」の合計が 55.2％と比較的高い状況にあり、施策のニーズが高いといえ

ます。 

(2) 子育て支援のための総合的な施策の必要性 

本市が取り組むべき住生活に関する施策として2番目に多い施策は「若者等の定住への支援」の39.3％

です。子育て期の住まいの周辺環境として重視すべき点として「小中学校等が徒歩圏内にあること」が

13.4％と最も多いですが、住環境の満足度として「満足」「まあ満足」の合計が「子どもの教育環境」は

9 位、「子育て支援サービスの状況」は 15 位、「子どもの遊び場、公園など」は 23 位と、比較的低い状

況にあります。住宅だけの施策ではなく、子育てしやすい住環境の形成が必要といえます。 

 

6.1.6 一次計画の評価からみた課題 

(1) 実績を踏まえた必要な事業の着実な推進 

一次計画期間中の住宅関連事業には、東日本大震災への災害対応が大きなウェイトを占めるものの、

住宅祭や住宅改修補助、耐震診断補助、景観形成補助など着実に実績を重ねた事業があり、一定の効果

をあげたといえます。本計画においても、こうした事業については引き続き推進することが必要です。 
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6.2 計画策定にあたっての視点 

計画策定にあたり以下の視点を設定します。 

 

(1) 人口減少社会に対応する 

少子高齢化の進展により、中山間地域において、世帯の消滅、住宅の空家化が予想されます。この対

応として、良質な住宅供給といった、従来型の住宅政策・施策のみでは対応が困難です。このため、地

域やエリアの状況に応じながら、新規供給を中心とした住宅政策から、これまでに形成されてきた住宅

や住環境等の資産を活かした質の確保等の新しい住宅政策を展開していくことが求められます。 

 

(2) エリアごとの役割を明確にする 

利便性の高いエリアへの高齢者等の住み替え需要が顕在化する傾向が全国的にみられる一方、中山間

地域等の過疎化が進行するエリアにおいても居住を継続するニーズは高い傾向にあります。市民の居住

ニーズの多様化に対応するためには、今ある資源等を活かし、新たな魅力を付加していきながら、エリ

アを充実させることが重要となります。これまでに形成されてきたエリアの状況や位置付け、役割を再

評価し、それにきめ細やかに施策を展開していく必要があります。 

特に、今後の人口流入策の一つとして、都市部からの U・I・J ターンの受け入れを促進するためにも、

市内の構造を活かしながら、新たなニーズに対応した住宅・住環境を形成していくことが求められます。 

 

(3) 公民連携・協働を推進する 

市民の多様な居住ニーズへの対応や本市の景観の保全に向けた住宅・住環境づくり等を展開していく

ためには、行政主導の従来型の住宅政策のみでの対応は困難です。 

居住ニーズに対応したリフォームや耐震改修の促進、中古住宅等の有効活用、賃貸住宅の良質化等に

おいては、住宅市場を形成する多様な民間事業者や関係業界等が担うべき内容です。また、市民が安心

して住宅市場を活用することが可能となる健全な市場が形成されることが重要です。そのためには、関

係団体等に対して働きかけをしていくとともに、それを利用する市民が自らの責任に基づき判断し選択

することが可能となるよう、市民が住宅を選択するための知識や情報を蓄積することが重要です。 

また、本市にふさわしい住宅・住環境づくりを進めていくためには、地域の住宅関連事業者や地域住

民との連携が必要となります。 

さらに、市民が地域に住み続けていくためには、生活支援サービス等の提供が重要であり、そのため

には、福祉活動を行う団体や地域のコミュニティとの連携・協働を推進していくことが重要となります。 
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6.3 本計画の理念・目標 

 

6.3.1 理念 

本計画は、本市総合計画の目標のうち「郷土の恵みを未来へ引き継ぐ自然豊かなまち」に連なる施策

体系の一部を成すものであるため、本計画の理念も、その実現に向けたものとし、以下のとおりとしま

す。 

 

郷土をつくり未来につながる豊かな住まいづくり 
 

6.3.2 基本目標 

課題と関連して、以下の 3 つの基本目標を設定します。なお、施策展開のあり方に係る基本目標とし

て、一次計画と同様、「立地・役割等に応じた地域づくり」を掲げます。 

 

(1) 基本目標１）未来につながる住まいづくり 

社会情勢の変化からみた課題として挙げた「(1) 少子高齢化による住宅余り時代への対応」「(2) シ

ェアハウス等新しい住まい方への対応」「(3) 地球温暖化問題への対応」、全市的な課題として挙げた

「(1) 地域社会の担い手としての子育て世帯の確保」「(2) 本市で活動する新たな人材の居住の場の確

保」は、いずれも本市全体として抱える課題であることから、これらに対応した本市の今後の発展につ

ながる目標とします。 

 

(2) 基本目標２）郷土を豊かにする住まいづくり 

住宅政策全般の課題として挙げた「(1) 高経年持家ストックの性能向上」「(2) 増加する空家等の住

宅ストックの活用」「(3) 民間賃貸住宅の適切な維持管理の促進」「(4) 住環境阻害要因としての空家等

への対応」は、現在本市が住宅政策として抱える問題であることから、これらに対応した豊かな地域社

会、郷土、コミュニティの形成に資する目標とします。 

 

(3) 基本目標３）安心して暮らせる住まいのセーフティネットづくり 

住宅政策全般の課題として挙げた「(5) 住宅確保要配慮者に対するセーフティネットの形成」及び市

営住宅の課題は、市民が安心して生活し、社会活動、経済活動を行うための、住宅基盤に関する課題で

あるので、これらに対応した住まいに安心に資する目標とします。 

 

以上の 3 つの目標の実現により、市民誰もが住みよく、また本市に住みたくなる住宅・住環境を実現

し、少子高齢化の進展を少しでも緩和するよう努めます。 

 

  



7. 施策展開の方針 

73 
 

7. 施策展開の方針 

 

本計画の基本目標に対応した施策展開の方向性を以下のとおり整理します。 

 

7.1 方針１）多様な人が惹きつけられる魅力的な住まいを提供します 

7.1.1 背景、必要性 

「一関市人口ビジョン」における人口の将来展望である「平成 52 年（2040 年）に 8.6 万人の人口確

保」を実現するためには、魅力ある住まいを提供する必要があります。本市では親世帯→民間賃貸住宅

→持家への「住宅すごろく」が比較的短期間、低価格で実現できる反面、空家や老朽住宅の改修、リノ

ベーションなど新たな住まいを模索する動きは乏しいといえます。より多様な暮らしを実現するために

も多様なニーズに対応した魅力的な住まいの提供が必要です。また、空家については、市民アンケート

調査結果の「今後市が取り組むべき住生活に関する施策」の問で、「空家の有効活用支援」が上位に位置

しており、市民からの注目度も高くなっています。 

 

7.1.2 目指す方向性 

空家の活用や良質な住宅の供給促進などにより、多様な人材を本市に惹き付ける魅力的な住まいを提

供できる環境整備を目指します。 

 

7.1.3 具体的な施策 

(1) 一関の気候・風土等に適合した「一関型住宅」の供給 

地元の関係団体等と連携し、本市の気候、風土等に適合した住宅の質に関する基準の設定や普及など、

本市の住宅の伝統的なデザイン・技法や生活様式、地場産材を取り入れた新しい地域住宅モデルの構築

を目指します。特に省エネルギー基準を遵守するだけでなく、住宅性能向上や市産材活用により、低炭

素社会の実現に努めます。 

 一関にふさわしい住宅モデルの検討に向けた連携構築（県、市、関係団体） 

 一関にふさわしい住宅モデルの検討（県、市、関係団体） 

 ゆとりのあるバリアフリーの住まい 

 ライフステージにあわせた増改築が行いやすい住まい 

 高気密・高断熱等の住宅性能向上により、健康で長生きできる資産価値のある住まい 

 景観と調和した住まい 

 「地産地消」市産材を活用した住まい 

 市産材による木質系バイオマス42を暖房に活用した住まい 等 

 一関にふさわしい住宅モデルに関する相談対応（市、関係団体、事業者） 

 市民や事業者に対する情報提供（県、市、関係団体、事業者） 

 

                                                  
42 「バイオマス」とは、生物資源（bio）の量（mass）を表す言葉であり、「再生可能な、生物由来の有機性資源（化石燃料は除

く）」のことを呼びます。そのなかで、木材からなるバイオマスのことを「木質バイオマス」と呼びます。木質バイオマスには、主

に、樹木の伐採や造材のときに発生した枝、葉などの林地残材、製材工場などから発生する樹皮やのこ屑などのほか、住宅の解体材や

街路樹の剪定枝などの種類があります。 
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(2) 中古住宅ストックの流動化の推進 

統計上約 5,000 戸ある、「別荘、賃貸用、売却用ではない空家」の、中古住宅として市場での流通促進

を図ります。これにより住宅のリユース43を推進し、低炭素社会の実現に貢献します。 

 空き家バンク登録の推進と、空き家バンクと宅地建物取引業者の緊密な連携（市、関係団体、事

業者） 

 空家の改修、リノベーションに対する支援方策の検討（市、関係団体） 

 空家の売買における建物状況調査（インスペクション）44の促進（市、関係団体、事業者） 

 優良リノベーション事例の表彰（市、関係団体） 

 空家所有者と空家入居希望者のコーディネート、マッチング活動の推進（県、市、関係団体、事

業者） 

 

(3) 本市で活躍する海外からの人材への住まいの提供 

本市の企業の生産現場で活躍する海外人材や ILC が実現すれば、世界中から訪れる研究者等とその

家族のために、多様な居住環境の整備を目指します。 

 海外人材の快適な住環境実現に向けた検討（県、市、関係団体） 

 

(4) 地域コミュニティの担い手となる子育て世帯等を支援する住まいの提供 

各地域コミュニティの維持、担い手確保を目指して、子育て世帯等、特定のターゲットに絞り込んだ

住まいづくりの支援を検討します。 

 若年夫婦世帯、子育て世帯等の居住（特に一関地域以外へ）を誘導する方策の検討（市、関係団

体） 

 若年単身者のシェアハウスによる空家活用の検討（市、関係団体） 

 

(5) 魅力的な住まいづくりを進めるための様々な事業者、団体との連携体制の構築 

本市に相応しい魅力的な住まいづくりを進めるために、行政や関係団体、民間事業者等が一体となっ

て施策を推進します。 

 住宅祭の開催（県、市、関係団体、事業者） 

 各業界団体との定期的な意見交換（県、市、関係団体） 

 

                                                  
43 Reuse（リユース）に、Recycle（リサイクル）、Reduce（リデュース）を加えて「3R」といいます。Reuse（リユース）は、使用

済みになっても、その中でもう一度使えるものはごみとして廃棄しないで再使用することです。Recycle（リサイクル）は、再使用が

できずにまたは再使用された後に廃棄されたものでも、再生資源として再生利用することです。Reduce（リデュース）は、使用済み

になったものが、なるべくごみとして廃棄されることが少なくなるように、ものを製造・加工・販売することです。住宅において、

Reuse（リユース）は補修・改修してできるだけ長く快適に住めるようにすること、Recycle（リサイクル）は再生可能な材料でつく

ること、古木を流通すること、Reduce（リデュース）は長持ちする住宅を建てること等をいいます。 
44 国土交通省の「既存住宅インスペクション・ガイドライン（平成 25 年 6 月）」では、既存住宅を対象として行われているインスペ

クションを①目視等を中心とした非破壊による現況調査、②破壊調査も含めた詳細な調査、③リフォームの実施前後に現況調査・検

査、の 3 つとしており、宅地建物取引における建物状況調査（インスペクション）のあっせんは、主に①を想定しています。 
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7.2 方針２）安心な暮らしを実現する住まいづくりを応援します 

7.2.1 背景、必要性 

本市は老朽化した持家が多いため、耐震化、省エネルギー化、バリアフリー化を進める必要がありま

す。同様に民間賃貸住宅においても、所有者は計画的な修繕を行う意欲が低く、必要な改修や維持管理

が滞りがちになることが予想されます。 

市民アンケート調査結果では、「現住宅への満足度」に関する問で「冷暖房などの省エネルギー性（省

エネルギー化）」は半数以上の方が不満、「高齢者などへの配慮（バリアフリー化）」と「地震時の住宅の

安全性（耐震化）」は半数近くの方が不満と回答しています。このため、民間の老朽住宅（持家、借家）

に対して改修・維持管理を促進することが求められます。本市が取り組むべき住生活に関する施策とし

て「高齢者や障がい者が安心できる住宅・住環境づくりへの支援」が最も多いため、住宅だけでなく総

合的な支援が必要とされています。 

また、比較的年収の低い若年世帯でも新築持家を取得する実態があり、また若者の消費者トラブルの

相談件数の上位には賃貸住宅があることから、住宅の消費者としての市民の意識啓発も必要です。 

さらに、市民が安心して生活を送るためには、災害に強い住宅市街地等の居住地を形成していくこと

が求められます。特に、震災や大雨等の災害に強い居住環境の形成が重要となるととともに、災害発生

時における被災地への迅速な対応も重要となります。 

 

7.2.2 目指す方向性 

持家に関しては住宅の安全性や快適性を高めるため、住宅の改修支援の方策を検討します。また、高

齢者や障がい者に対しては、住生活の総合的な支援方策を検討します。賃貸住宅については、適切な維

持管理促進に資する意識啓発を行います。 

災害に強い住宅市街地形成については、災害に関する意識啓発や、災害発生時に迅速な対応が可能な

体制づくりを進めます。 

住宅に関する教育については、若年者を中心に、賃貸借契約や住宅ローン、ライフステージと住宅に

ついての教育や意識啓発を進めます。 

 

7.2.3 具体的な施策 

(1) 住宅ストックの高質化に対する支援 

住宅ストックの老朽化が他市よりも進んでいることから、老朽ストックの改善を図ることにより安心

して住み続けられる施策を展開します。 

 住宅のバリアフリー化、耐震化、省エネルギー化、高質化等を目的とした改修工事の支援方策の

検討（市、関係団体） 

 バリアフリー化、耐震化等の技術の向上（関係団体、事業者） 

 関係団体が主催しているリフォーム等に関する相談窓口を活用し、税制優遇、岩手県の実施する

支援施策等の情報提供（県、市、関係団体） 

 

(2) 高齢者や障がい者が安心できる住まいづくりの推進 

高齢者や障がい者が安心して住み続けられる住まいづくりに関する施策を展開します。 

 高齢者等に配慮した住宅づくりに対する支援の検討（市、関係団体） 

 多世代が居住する住宅づくりに対する支援の検討（市、関係団体、事業者） 
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 高齢者のみ世帯や障がい者のみ世帯の見守り体制の構築（市、関係団体） 

 

(3) 高経年の民間賃貸住宅の適切な維持管理の推進 

民間賃貸住宅の老朽化、空室の増加、資産価値の低下等により、所有者の適切な維持管理に対する意

欲は低下する傾向にあります。住宅として陳腐化が進むと空家問題と同様に地域への悪影響も考えられ

ることから、適切な維持管理を促します。 

 高経年の賃貸住宅の所有者、管理者に対する意識啓発（市、関係団体、事業者） 

 

(4) 災害に強いまちづくりの推進 

地震や大雨等に伴う地すべりや土砂災害、洪水等の水害等、さまざまな自然災害により、資産として

の住宅だけでなく、暮らしも大きな被害を受けます。このため、地震や大雨等に伴う地すべり・土砂災

害、水害等の自然災害による被害の発生の恐れがある危険地域等に関する情報を把握し、それらの情報

を市民に適切に提供し、災害等への意識の啓発を目指します。 

また、災害発生時に、住宅を一時的に失うこととなった市民に対して、迅速に仮設住宅を供給できる

よう、仮設住宅を立地する場所の確保、仮設住宅を供給する関係団体との連携等による、迅速な対応体

制の構築を目指します。 

 災害危険地域等の情報把握及び市民への情報提供に関する効果的な方策の検討（県、市、関係団

体） 

 一関市防災マップ活用に係る広報、意識啓発（県、市、関係団体、事業者） 

 災害発生時の迅速な対応体制の構築に向けた関係部局との連携構築（県、市、関係団体、事業者） 

 

(5) 若年層への住宅に関する教育の推進 

住宅ローンや賃貸借契約等に対する基本的な知識に乏しいまま契約に至るケースがあるものと想定

されるため、若年層を対象とした住宅に関する消費者情報の提供に努めます。あわせて、住まいの文化

的側面も含めた住教育も推進します。 

 住宅取得におけるファイナンシャル・プランニング45の推進（関係団体、事業者） 

 若年層の意識啓発に向けた住宅祭、講演会等による住宅に関する消費者情報の提供（市、関係団

体） 

 高校での住宅ローン、賃貸借契約等に関する消費者教育の働きかけ（県、市、関係団体） 

 学校教育における住教育の働きかけ（県、市、関係団体） 

 

 

                                                  
45 個人の収入や資産・負債、保障内容などに関するあらゆるデータを集め、要望や希望・目標を聞き、現状を分析した上で、それに

基づいて顧客のライフプラン上の目標を達成するために、必要に応じて弁護士、税理士等の専門家の協力を得ながら、ライフプランに

そって貯蓄計画、保険・投資対策、税金対策など包括的な顧客の資産設計を立案することをファイナンシャル・プランニングといい、

それを実行していくための手助けを行う専門家をファイナンシャル・プランナーといいます。 



7. 施策展開の方針 

77 
 

7.3 方針３）豊かさを感じられる住環境づくりを応援します 

7.3.1 背景、必要性 

総合計画で掲げた目標の一つである「地域資源をみがき活かせる魅力あるまち」を実現するためにも、

一関らしい風景・景観の維持向上を図ることが重要です。 

 

7.3.2 目指す方向性 

「一関市景観計画」における「伝統的な農村景観を保全・継承」「賑わいと魅力のある『まち場』の景

観を創出」「潤いのある街並みを創出」等の各種景観まちづくり方針の実現を目指し、住宅の外構部を

「地域資源」ととらえ、それを豊かにする活動を進めます。 

特に、魅力的な農家・民家等の利活用に向けて適切な改修・リフォームを促進し、本市にふさわしい

風景・景観の保全・形成を目指します。そのためにも景観・歴史・建築等についての研究者や専門家等

の参画を推進し、市民や地元建築関係者等の景観形成に係る意識啓発を目指します。 

地域の景観に悪影響を与える空家問題に対しては、「一関市空家等対策計画」に基づき対応します。 

 

7.3.3 具体的な施策 

(1) 住環境を豊かにする地域活動に対する支援 

住宅の外構部を中心に景観の緑化、質の向上に貢献する地域活動への支援方策を検討します。 

 景観計画の景観形成基準に基づく、建築物、工作物等の指導（市） 

 魅力的な景観形成に寄与する外構部の設計、施工事例、活動団体の表彰、情報提供（市、関係団

体） 

 

(2) 魅力的な農家・民家等の景観形成に係る支援 

本市の景観要素として重要な農家・民家等をリフォームにより魅力的な景観を維持することを目指し

ます。 

 農家等の住宅の改修・リフォームに関する技術の向上・普及促進（関係団体、事業者） 

 専門家等の地域の景観形成への参画の推進（市、関係団体） 

 

(3) 空家等対策の総合的な推進 

一関市空家等対策計画に掲げた以下の施策を推進します。 

 空家化の予防（市、関係団体、市民） 

 空家の適正管理の推進（市、関係団体、市民） 

 空家倒壊の予防・除却（市、市民） 

 特定空家等の対策（市、関係団体） 
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7.4 方針４）多様な住宅確保要配慮者を受け入れるセーフティネットを形成します 

7.4.1 背景、必要性 

住生活基本計画（全国計画）においても、「住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保」を

目標としており、住宅を市場において自力で確保することが難しい低所得者、被災者、高齢者、障がい

者、子育て世帯等（住宅確保要配慮者）が、安心して暮らせる住環境を実現することが求められていま

す。 

 

7.4.2 目指す方向性 

住宅セーフティネット法における地方公共団体の努力規定として「公的賃貸住宅の供給の促進」「民

間賃貸住宅への円滑な入居の促進」があります。本市では市営住宅の活用とあわせて、空家等や民間賃

貸住宅等を活用したセーフティネットの形成を目指します。 

 

7.4.3 具体的な施策 

(1) 空家等を活用したセーフティネットの形成 

セーフティネット形成にあたり空家、既存の民間賃貸住宅の、積極的な活用を図ります。また、住宅

確保要配慮者が拒否感なく民間賃貸住宅に住むことができるように、貸主等の意識啓発に努め、セーフ

ティネット住宅の登録推進を図ります。 

 国が推進する「新たな住宅セーフティネット制度」の勉強会開催、登録支援及びコーディネート

（県、市、関係団体、事業者） 

 「新たな住宅セーフティネット制度」の勉強会の開催 

 「新たなセーフティネット住宅」の登録推進 

 登録住宅の改修・入居支援の検討 

 登録住宅と住宅確保要配慮者のコーディネート 

 貸主側の賃貸拒否に対する宅地建物取引業者及び賃貸住宅貸主への意識啓発（県、市、関係団体、

事業者） 

 ストック活用型のサービス付き高齢者向け住宅の供給に関する検討（関係団体、事業者） 

 

(2) 市営住宅の代替手段としての民間賃貸住宅の活用 

市営住宅の代替、補完手段として民間賃貸住宅の活用を図ります。 

 登録住宅入居者に対する家賃支援方策の検討（県、市） 

 住宅確保要配慮者を支援するための、福祉等関係団体や民生委員等との緊密な連携（市、関係団

体） 
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7.5 方針５）市民の財産としての市営住宅を適切に管理します 

7.5.1 背景、必要性 

高齢化の進展、市内の経済状況等から、今後とも本市において要支援世帯は継続的に存在することが

見込まれます。これらの世帯を含め、市場において適正な住居費負担で適切な住宅を取得することが困

難な世帯が、一定以上の質の住宅に入居するための環境（住宅セーフティネット）を形成していくこと

が重要です。 

市営住宅は、住宅セーフティネットの核としての役割を担うものと位置づけられ、適切に供給・管理

していくことが求められています。本市においては、老朽化し耐用年数を経過した木造等の市営住宅ス

トックが多く、耐震等の安全性や設備等の機能性を考慮すると、これらの団地の建替え等の対応を緊急

に行う必要があります。しかし、財政状況等を踏まえると、これらの対応を迅速に展開していくことは

困難な状況にあります。 

また、収入超過者の入居も見られ、真に住宅に困窮する世帯が確実に市営住宅に入居できるよう入居

者の適切な管理が重要となります。また、地域によっては、市営住宅を若年世帯の定住促進に活用する

などの柔軟な入居者管理の実施が重要となります。 

今後、市営住宅の低廉な家賃の賃貸住宅ストックへの需要が高まることが予想されるなか、市営住宅

の役割や本市の財政状況等から、市営住宅の管理のみで住宅の安定確保（セーフティネット）を実現し

ていくことには限界があることから、多様な主体、多様な手法によって低廉な住宅の供給を図ることが

重要となります。 

 

7.5.2 目指す方向性 

老朽住宅の適切な維持管理を行うとともに、超老朽住宅の解消を図るため、既存の民間賃貸住宅の活

用も視野に入れながら、多様な対応方策を検討します。 

 

7.5.3 具体的な施策 

(1) 超老朽市営住宅の解消 

耐用年数経過率 150％を超過している住宅 349 戸（管理戸数 1,243 戸のうちの 28.1％）を「超老朽住

宅」と位置づけ、地域の公営住宅需要を踏まえ、活用方針を検討した上で、他の住宅への住み替え支援

等を行いながら、建替えまたは用途廃止による敷地活用等を推進します。特に地域の福祉・介護ニーズ

に対応できる民間施設との併設・合築等、地域の維持、活性化に資する土地利用に努めます。 

 入居者の世帯の状況、転居意向等に係る調査の実施（市） 

 民間賃貸住宅及び空家を移転先として確保するための方策の検討（県、市、関係団体）  

 個別敷地における活用方針の検討（市） 

 建替事業の検討（市） 

 市営住宅の建替えと、余剰敷地・空間の民間活用をミックスした PFI･PPP 事業の検討（市、事

業者） 

 

(2) 老朽住宅のストック管理の適正化 

公営住宅建替事業の対象となる耐用年数経過率 50％超 150％以下の住宅 588 戸（管理戸数の 47.3％）

を「老朽住宅」と位置づけ、ストックの長寿命化を図り、適正な維持管理を行います。 

 新たなガイドラインに基づく公営住宅等長寿命化計画の見直し（市） 
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(3) 入居者管理の適正化の推進 

真に住宅に困窮する世帯に対して入居機会を提供できるよう、市営住宅の適切な入居者管理を図って

いきます。 

 収入超過や家賃未納などへの対応（市） 

 住戸面積と世帯人員がマッチする入居誘導の推進（市） 

 入居者管理における民間事業者等の活用（市、事業者） 

 収入超過者の有無や家賃の未納状況にかかる現況把握と対応の推進（市） 

 

以上の施策に関する、当面の対応事項、中長期的に進める事項、継続的に進める事項と主な関係者の

例示は次頁のとおりです。 
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施策の実施時期と主な関係者の例示 

 

 

当面の対応事項 中長期的に進める事項 継続的に進める事項 主な関係者の例示
方針１）多様な人が惹きつけられる魅力的な住まいを提供します

(1)
一関の気候・風土等に適
合した「一関型住宅」の
供給促進

・一関にふさわしい住宅モ
デルの検討に向けた連携
構築

・一関にふさわしい住宅モ
デルの検討

・一関にふさわしい住宅モ
デルに関する相談対応
・市民や事業者に対する情
報提供

県、市、建築士会、
建設業協会、商工会議所

(2)
中古住宅ストックの流動
化の推進

・空家の改修、リノベーショ
ンに対する支援方策の検討

・空家の売買における建物
状況調査（インスペクショ
ン）の促進
・優良リノベーション事例の
表彰

・空き家バンク登録の推進
と、空き家バンクと宅地建
物取引業者の緊密な連携
・空家所有者と空家入居希
望者のコーデイネート、マッ
チング活動の推進

県、市、宅地建物取引業協
会、建築士会、建設業協会

(3)
本市で活躍する海外か
らの人材への住まいの
提供

－ －
・海外人材の快適な住環境
実現に向けた検討

県、市、宅地建物取引業協
会、建築士会、建設業協
会、商工会議所

(4)
地域コミュニティの担い
手となる子育て世帯等を
支援する住まいの提供

・若年夫婦世帯、子育て世
帯等の居住（特に一関地域
以外へ）を誘導する方策の
検討

・若年単身者のシェアハウ
スによる空家活用の検討

－
市、宅地建物取引業協会、
建築士会、建設業協会、行
政区・自治会

(5)

魅力的な住まいづくりを
進めるための様々な事
業者、団体との連携体制
の構築

・各業界団体との定期的な
意見交換

－ ・住宅祭の開催
県、市、宅地建物取引業協
会、建築士会、建設業協会

方針２）安心な暮らしを実現する住まいづくりを応援します

(1)
住宅ストックの高質化に
対する支援

・住宅のバリアフリー化、耐
震化、省エネルギー化、住
宅の高質化等を目的とした
改修工事の支援方策の検
討

・バリアフリー化、耐震化等
の技術の向上

・ 関係団体が主催している
リフォーム等に関する相談
窓口を活用し、税制優遇、
岩手県の実施する支援施
策等の情報提供

県、市、宅地建物取引業協
会、建築士会、建設業協会

(2)
高齢者や障がい者が安
心できる住まいづくりの
推進

・高齢者等に配慮した住宅
づくりに対する支援の検討
・多世代が居住する住宅づ
くりに対する支援の検討

－
・高齢者のみ世帯や障がい
者のみ世帯の見守り体制
の構築

市、宅地建物取引業協会、
建築士会、建設業協会、福
祉関係団体、民生委員、行
政区・自治会

(3)
高経年の民間賃貸住宅
の適切な維持管理の推
進

－ －
・ 高経年の賃貸住宅の所
有者、管理者に対する意識
啓発

市、賃貸住宅所有者、宅地
建物取引業協会

(4)
災害に強いまちづくりの
推進

・災害危険地域等の情報把
握及び市民への情報提供
に関する効果的な方策の
検討

－

・一関市防災マップ活用に
よる広報、意識啓発
・災害発生時の迅速な対応
体制の構築に向けた関係
部局との連携構築

県、市、建築士会、建設業
協会、宅地建物取引業協
会

(5)
若年層への住宅に関す
る教育の推進

・高校での住宅ローン、賃
貸借契約等に関する消費
者教育の働きかけ

－

・住宅取得におけるファイナ
ンシャル・プランニングの推
進
・若年層の意識啓発に向け
た住宅祭、講演会等による
住宅に関する消費者情報
の提供

県、市、地元金融機関、宅
地建物取引業協会

方針～施策
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当面の対応事項 中長期的に進める事項 継続的に進める事項 主な関係者の例示
方針３）豊かさを感じられる住環境づくりを応援します

(1)
住環境を豊かにする地
域活動に対する支援

－ －

・景観計画の景観形成基準
に基づく、建築物、工作物
等の指導
・魅力的な景観形成に寄与
する外構部の設計、施工事
例、活動団体の表彰、情報
提供

県、市、地域団体

(2)
魅力的な農家・民家等の
景観形成に係る支援

－
・農家等の住宅の改修・リ
フォーム技術の向上・普及
促進

・専門家等の地域の景観形
成への参画の推進

県、市、大学、建築士会、
建設業協会

(3)
空家等対策の総合的な
推進

－ －
一関市空家等対策基本計
画に基づき推進

市、建築士会、建設業協
会、宅地建物取引業協会、
司法書士会、土地家屋調
査士会、行政区・自治会

方針４）多様な住宅確保要配慮者を受け入れるセーフティネットを形成します

(1)
空家等を活用したセーフ
ティネットの形成

・「新たな住宅セーフティ
ネット制度」の勉強会開催
・「新たなセーフティネット住
宅」の登録推進

・登録住宅の改修・入居支
援の検討

・登録住宅と住宅確保要配
慮者のコーディネート
・貸主側の賃貸拒否に対す
る宅地建物取引業者及び
賃貸住宅貸主への意識啓
発
・ストック活用型のサービス
付き高齢者向け住宅の供
給に関する検討

県、市、宅地建物取引業協
会、建築士会、福祉関係団
体・事業者

(2)
市営住宅の代替手段とし
ての民間賃貸住宅の活
用

－
・登録住宅入居者に対する
家賃支援方策の検討

・住宅確保要配慮者を支援
するための、福祉等関係団
体や民生委員等との緊密
な連携

県、市、福祉関係団体、民
生委員

方針５）市民の財産としての市営住宅を適切に管理します

(1)
超老朽市営住宅入居者
の解消

・入居者の世帯の状況、転
居意向等に係る調査の実
施

・民間賃貸住宅及び空家を
移転先として確保するため
の方策の検討
・個別敷地における活用方
針の検討
・建替事業の検討

・市営住宅の建替えと、余
剰敷地・空間の民間活用を
ミックスしたPFI･PPP事業の
検討

市、宅地建物取引業協会、
賃貸住宅所有者

(2)
老朽住宅のストック管理
の適正化

－
・新たなガイドラインに基づ
く公営住宅等長寿命化計画
の見直し

－ －

(3)
入居者管理の適正化の
推進

・収入超過者の有無や家賃
の未納状況にかかる現況
把握と対応の推進

・入居者管理における民間
事業者等の活用

・収入超過や家賃未納など
への対応
・住戸面積と世帯人員が
マッチする入居誘導の推進

市、住宅管理事業者

方針～施策
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課題から目標、方針までの関係 
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8. エリア特性に応じた施策の展開 

 

本章では、目標の一つである「立地・役割等に応じた地域づくり」に対応した施策について整理しま

す。 

 

8.1 エリア設定の考え方 

 

市街地の形成時期や開発の状況、及び市営住宅や施設の分布状況等を勘案し、下記の様に 4 つのエリ

アに分類し、各エリアの特性に対応したきめ細やかな施策の展開を目指します。 

 

名称 概要 具体的な地域 

中心エリア 一関地域の中心部で商業・工業・公共公

益施設が集積し、その周辺で持家や賃貸

住宅の供給が活発に行われているエリア 

三関～一ノ関駅～山ノ目駅～一関 IC

により囲まれたエリア 

経年住宅市街地

エリア 

一関地域の郊外部の計画的に開発された

住宅市街地で 20～30 年経過し、初期に

居住した子育て世帯が高齢期を迎えてい

るエリア 

関が丘、真柴等の丘陵部の計画的に開

発された住宅市街地 

周辺地域拠点エ

リア 

一関地域以外の旧町村の中心部で商業施

設や公共公益施設が集積しているエリア 

花泉、大東、千厩、東山、室根、川崎、

藤沢地域の中心部 

農山村エリア 中山間地域等の農山村エリア 上記以外 

 

 
エリア設定イメージ図 
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8.2 エリア別の特性と課題 

 

各エリアの現状と課題の概要を整理します。 

 

名称 現状 課題 

中 心 エ

リア 
 高速交通や広域道路網の結節点であり、公共交通拠点、

公共施設、教育施設、商業機能、医療機関が集積して

います。 
 大型空き店舗等においてチャレンジショップ事業やサ

テライトスタジオ及び市民交流教室の開設を実施して

います。 
 駅西口周辺地域の商店街では従業員数、販売額、人口

の減少傾向が見られるものの、国道 4 号、国道 342 号

沿道を中心に大型の郊外型店舗が立地しています。そ

の周辺において住宅・宅地供給が盛んに行われていま

す。 
 全国大手の製造業の工場等の企業進出があることか

ら、比較的高額所得の勤労世帯が多く、それらの世帯

が教育熱心なことが多いことから、子育て環境として

も人気があります。 
 観光拠点として利活用されている歴史的建造物があり

ます。 

 利便性も高いため、地価

も比較的高い状況です。 
 画一的な住宅が多く、一

関らしい景観が薄れて

いく傾向があります。 
 

経 年 住

宅 市 街

地 エ リ

ア 

 計画的に整備され、戸建住宅地としての水準は高いと

いえます。 
 丘陵部に整備されたため、駅や大型商業施設と高低差

による距離があり、やや利便性に劣ります。 
 一部には店舗もありましたが、平地部に大型商業施設

が増えたことにより、店舗がなくなり、徒歩圏内の利

便性が低下しています。 

 中心市街地に近いなが

らも利便性に劣るため、

若年層に人気がなく、居

住者の若返りが進んで

いません。 
 将来的な空家の増加が

予想されます。 

周 辺 地

域 拠 点

エリア 

 公共交通拠点、公共施設、教育施設、商業機能が集積

しています。 
 公共賃貸住宅は街なか及び外縁部に分布しています。 
 街なかは衰退傾向にある一方、歴史的建造物が比較的

多く残っています。 
（各地域の特徴） 

 花泉地域では、大正後期～昭和初期頃に建設された店舗兼

住宅の名残のある建物が残っています。 
 大東地域では蔵づくりの商家による街並みが見られます。 

 千厩支所の近辺には蔵群が立地しています。 

 東山地域は観光拠点である猊鼻渓に近接しています。 

 生活サービス機能が比

較的充実しているもの

の、宅地供給がほとんど

ないため、新たに定着す

る世帯、特に子育て世帯

が少ない状況です。 

農 山 村

エリア 
 自然環境に恵まれており観光拠点が点在しています。 
 景観形成の先進事例である本寺地区は、世界文化遺産

「平泉」（平泉町）の関連資産として拡張登録を目指し

ています。 
 農家住宅、町家、蔵など従来からの住宅様式が比較的

保存されていますが、減少傾向にあります。 
 農業の担い手不足により、耕作放棄地が増加傾向にあ

ります。 

 インフラ整備や生活利

便性に課題があります。 
 空家は増加傾向にあり、

特に高齢者による小規

模世帯の住宅の耐震改

修等が進んでいません。 
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8.3 エリア別の役割分担、目指すべき居住地像 

 

各エリアの現状と課題を踏まえて、本市の住宅政策上における期待される役割と目指すべき居住地像

を整理します。 

 

名称 期待される役割 目指すべき居住地像 

中心エリア  利便性の高さや、教育環境の充実によ

り、今後も新規の住宅供給が継続され

ることが期待されます。 

 地域の気候・風土等に適合した住宅づ

くりが期待されます。 

 企業も多く集積しているため、海外人

材等への住まいの提供が期待されま

す。 

 利便性を求める高齢者の移転先とし

て期待されます。 

 エリアに蓄積された各種の資産を活

かして、中心市街地や街なかの活性化

と連動しながら、暮らしやすい居住環

境の実現を目指していきます。 

経年住宅市

街地エリア 

 中心エリアに近接していることから、

車利用を前提とすれば利便性も確保

できるため、既存ストック活用によ

る、若年の子育て世帯の受け皿として

期待されます。 

 水準の高い緑豊かな戸建住宅地とし

て今後も持続可能となるよう、多様な

世代の居住を目指します。 

周辺地域拠

点エリア 

 一定の利便性を確保していることか

ら、農山村エリアの高齢者の移転先と

して期待されます。 

 農閑期や積雪期の一時的な転居先と

しての住まいの提供が考えられます。 

 本市の魅力をわかりやすく伝えるエ

リアとして良好な景観形成が期待さ

れます。 

 周辺地域におけるコンパクトな拠点

として生活機能を充実させ、本市の景

観や暮らしの魅力が感じられるエリ

アを目指します。 

農山村エリ

ア 

 豊かな自然環境があることから、田園

居住志向の移住者の定住先として期

待されます。 

 田園居住志向の移住者増加により、農

業の担い手が増加し耕作放棄地の減

少につながることが期待されます。 

 景観計画に基づき、伝統的な農村景観

を保全・継承することが求められま

す。 

 自然とあいまった美しい里山風景を

保全し、ゆとりある居住環境を形成し

て、多様な人を受け入れるエリアを目

指します。 
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8.4 エリア別の施策展開と各主体に期待される取組み 

前述の「7.施策展開の方針」及び「8.3 エリア別の役割分担、目指すべき居住地像」に基づき、各エ

リアにおいて中心的に進める方針と施策、関係団体・事業者・市民等に期待される取組みについて整理

します（特に地域に限定しない施策は全市的に取り組むものとします）。 

 

 

目指すべき居住地像 関係団体・事業者・市民等に期待される取組み
中心エリア

(1) 一関の気候・風土等に
適合した「一関型住宅」
の供給

● 一関の気候・風土に適合した「一関型」住宅の普及促進。

(3) 本市で活躍する海外か
らの人材への住まいの
提供

● ILCの動向を見据え、県、市、及び関係団体が連携し、海外
人材の住宅・住環境に関するニーズの把握や利便性の向上
についての検討。

● 中心市街地に集積している医療機関、市営住宅ストック、民
間賃貸住宅市場等を活用し、高齢者が暮らしやすい住宅の
供給、及び施設・サービスの充実。

● 高齢者が暮らしやすい居住環境の整備を軸とした中心市街
地の活性化。

方針４ (1) 空家等を活用したセー
フティネットの形成

● 中心市街地の空家等を有効活用し、住宅確保要配慮者向け
賃貸住宅やサービス付高齢者住宅等の供給の誘導を図る。

経年住宅市街地エリア ●
● 空家の改修やリノベーションの促進、空家ストックの賃貸化

や売買に向けた市場基盤の整備、空家の利活用促進等に
向けた検討。

● 空き家バンク登録の推進。

方針２ (1) 住宅ストックの高質化
に対する支援

● 高齢者世帯等に対する、既存住宅の改修等を行うための資
金面も含めた相談体制の構築による持続可能な住宅の維
持。

方針３ (1) 住環境を豊かにする地
域活動に対する支援

● 地域団体等による景観まちづくり活動による戸建て住宅地と
しての魅力の向上。

方針２ 高齢者や障がい者が
安心できる住まいづくり
の推進

(2)

中古住宅ストックの流
動化の推進

(2)方針１

中心的に進める方針と施策

エリアに蓄積された各種の資
産を活かして、中心市街地や
街なかの活性化と連動しなが
ら、暮らしやすい居住環境の実
現を目指していきます。

水準の高い緑豊かな戸建住宅
地として今後も持続可能となる
よう、多様な世代の居住を目指
します。

方針１
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目指すべき居住地像 関係団体・事業者・市民等に期待される取組み
周辺地域拠点エリア

● 空家の改修やリノベーションの促進、空家ストックの賃貸化
や売買に向けた市場基盤の整備、空家の利活用促進等に
向けた検討。

● 空き家バンク登録の推進。

● 生活サービス機能がコンパクトなエリアに充実している立地
を活用し、子育て世帯等にとって魅力ある住まいの供給、及
び施設・サービスの充実。

● 子育て世帯を中心とした移住者等にアピールする地域の魅
力の掘り起こし。

(1) 住環境を豊かにする地
域活動に対する支援

● 地域団体等による景観まちづくり活動による魅力の向上。

(2) 魅力的な農家・民家等
の景観形成に係る支援

● 街並みを形成する歴史的・文化的な民家等が、空家になら
ずに適切に住宅として活用され、特徴ある住宅市街地として
の景観が維持されるよう、建築物の保全・利活用に資する制
度やリフォーム技術の普及促進。

農山村エリア
(1) 一関の気候・風土等に

適合した「一関型住宅」
の供給

● 一関の気候・風土に適合した「一関型」住宅モデルの検討と
関係づけながら、景観形成と居住性の向上を兼ね備えた住
宅づくりの促進。

● コミュニティ活動の活性化と連携した空家等を活用する集落
の拠点づくり。

● 空き家バンク登録の推進。

(4) 地域コミュニティの担い
手となる子育て世帯等
を支援する住まいの提
供

方針２ (2) 高齢者や障がい者が
安心できる住まいづくり
の推進

(1) 住環境を豊かにする地
域活動に対する支援

● 魅力的な景観形成に資する建築事例の表彰・情報提供。

(2) 魅力的な農家・民家等
の景観形成に係る支援

● 地元建築関係者の連携体制の構築による、景観形成と暮ら
しやすさを兼ね備えた住宅の設計・施工、改修手法の検討。

(2)

●

中古住宅ストックの流
動化の推進

(2)

方針３

方針１

地場産の農作物等の加工・販売等、住民が主体となったコ
ミュニティビジネスの推進、見守りネットワーク等のコミュニ
ティ活動と連携し、高齢者や子育て世帯等の移住者等も安
心して暮らせる集落の拠点づくり。

周辺地域におけるコンパクトな
拠点として生活機能を充実さ
せ、本市の景観や暮らしの魅
力が感じられるエリアを目指し
ます。

自然とあいまった美しい里山風
景を保全し、ゆとりある居住環
境を形成して、多様な人を受け
入れるエリアを目指します。

方針３

中心的に進める方針と施策

方針１

地域コミュニティの担い
手となる子育て世帯等
を支援する住まいの提
供

(4)

中古住宅ストックの流
動化の推進
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エリア別の目指すべき居住地像、中心的に進める施策のイメージ 
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9. 関係団体等との連携に向けた体制整備 

9.1 各施策における役割分担 

住宅政策の主たる担い手が「官」から「民」に移行する状況において、住宅に関係する様々な団体や

専門家等との連携が重要となります。特に、良質な住宅の供給、耐震改修やバリアフリー化等の推進、

適正な住宅市場の形成等の今日的な施策等を展開していく上で、市場を形成する様々な主体との連携が

不可欠となります。 

今後、特に住宅生産に携わる主体や、民間賃貸住宅市場に関連する主体と連携した施策の展開の重要

性が高まることが想定されるため、当面、これに向けた研究を進め、必要な体制の整備を検討していき

ます。よって、本計画で定める施策の展開における、関係団体等との連携体制のあり方について示しま

す。 

 
関係団体等と市の連携の基本的なイメージ 
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各施策における関係団体等と市の役割分担 

 

県 市 関係団体 事業者 市民
方針１ (1) 一関の気候・風土等に適合した「一関型住宅」の供給

● 一関にふさわしい住宅モデルの検討に向けた連携構築 ○ ○ ◎
● 一関にふさわしい住宅モデルの検討 ○ ○ ◎
● 一関にふさわしい住宅モデルに関する相談対応 ◎ ○
● 市民や事業者に対する情報提供 ◎ ○ ○

(2) 中古住宅ストックの流動化の推進
● 空き家バンク登録の推進と、空き家バンクと宅地建物取

引業者の緊密な連携
◎ ○ ○

● 空家の改修、リノベーションに対する支援方策の検討 ◎ ○
● 空家の売買における建物状況調査（インスペクション）の

促進
○ ◎ ○

● 優良リノベーション事例の表彰 ◎ ○
● 空家所有者と空家入居希望者のコーディネート、マッチ

ング活動の推進
○ ○ ◎ ○

(3) 本市で活躍する海外からの人材への住まいの提供
● 海外人材の快適な住環境実現に向けた検討 ○ ◎ ○

(4)

● 若年夫婦世帯、子育て世帯等の居住（特に一関地域以
外へ）を誘導する方策の検討

◎ ○

● 若年単身者のシェアハウスによる空家活用の検討 ○ ◎

(5)

● 住宅祭の開催 ○ ○ ◎ ○
● 各業界団体との定期的な意見交換 ○ ◎ ○

方針２ (1) 住宅ストックの高質化に対する支援
● 住宅のバリアフリー化、耐震化、省エネルギー化、高質

化等を目的とした改修工事の支援方策の検討
◎ ○

● バリアフリー化、耐震化等の技術の向上 ◎ ○
● 関係団体が主催しているリフォーム等に関する相談窓口

を活用し、税制優遇、岩手県の実施する支援施策等の
情報提供

○ ○ ◎

(2) 高齢者や障がい者が安心できる住まいづくりの推進
● 高齢者等に配慮した住宅づくりに対する支援の検討 ◎ ○
● 多世代が居住する住宅づくりに対する支援の検討 ◎ ○ ○ ○
● 高齢者のみ世帯や障がい者のみ世帯の見守り体制の

構築
○ ◎ ○

(3) 高経年の民間賃貸住宅の適切な維持管理の推進
● 高経年の賃貸住宅の所有者、管理者に対する意識啓発 ○ ◎ ○

(4) 災害に強いまちづくりの推進
● 災害危険地域等の情報把握及び市民への情報提供に

関する効果的な方策の検討
○ ◎ ○

● 一関市防災マップ活用に係る広報、意識啓発 ○ ○ ◎ ○
● 災害発生時の迅速な対応体制の構築に向けた関係部

局との連携構築
○ ◎ ○ ○

(5) 若年層への住宅に関する教育の推進
● 住宅取得におけるファイナンシャル・プランニングの推進 ◎ ○
● 若年層の意識啓発に向けた住宅祭、講演会等による住

宅に関する消費者情報の提供
◎ ○

● 高校での住宅ローン、賃貸借契約等に関する消費者教
育の働きかけ

○ ◎ ○

地域コミュニティの担い手となる子育て世帯等を支援する住まい
の提供

魅力的な住まいづくりを進めるための様々な事業者、団体との連
携体制の構築

方針～施策
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県 市 関係団体 事業者 市民
方針３ (1) 住環境を豊かにする地域活動に対する支援

● 景観計画の景観形成基準に基づく、建築物、工作物等
の指導

◎

● 魅力的な景観形成に寄与する外構部の設計、施工事
例、活動団体の表彰、情報提供

◎ ○

(2) 魅力的な農家・民家等の景観形成に係る支援
● 農家等の住宅の改修・リフォームに関する技術の向上・

普及促進
◎ ○

● 専門家等の地域の景観形成への参画の推進 ◎ ○
(3) 空家等対策の総合的な推進

● 空家化の予防 ◎ ○ ○
● 空家の適正管理の推進 ◎ ○ ○
● 空家倒壊の予防・除却 ◎ ○
● 特定空家等の対策 ◎ ○

方針４ (1) 空家等を活用したセーフティネットの形成
● 国が推進する「新たな住宅セーフティネット制度」の勉強

会開催、登録支援及びコーディネート
○ ◎ ○ ○

● 貸主側の賃貸拒否に対する宅地建物取引業者及び賃
貸住宅貸主への意識啓発

○ ○ ◎ ○

● ストック活用型のサービス付き高齢者向け住宅の供給
に関する検討 ◎ ○

(2) 市営住宅の代替手段としての民間賃貸住宅の活用
● 登録住宅入居者に対する家賃支援方策の検討 ○ ◎
● 住宅確保要配慮者を支援するための、福祉等関係団体

や民生委員等との緊密な連携
◎ ○

方針５ (1) 超老朽市営住宅の解消
● 入居者の世帯の状況、転居意向等に係る調査の実施 ◎
● 民間賃貸住宅及び空家を移転先として確保するための

方策の検討
○ ◎ ○

● 個別敷地における活用方針の検討 ◎
● 建替事業の検討 ◎
● 市営住宅の建替えと、余剰敷地・空間の民間活用をミッ

クスしたPFI･PPP事業の検討
◎ ○

(2) 老朽住宅のストック管理の適正化

●
新たなガイドラインに基づく公営住宅等長寿命化計画の
見直し

◎

(3) 入居者管理の適正化の推進
● 収入超過や家賃未納などへの対応 ◎
● 住戸面積と世帯人員がマッチする入居誘導の推進 ◎
● 入居者管理における民間事業者等の活用 ◎ ○
● 収入超過者の有無や家賃の未納状況にかかる現況把

握と対応の推進
◎

方針～施策
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9.2 各方針の施策における体制整備のあり方 

(1) 「方針１）(1) 一関の気候・風土等に適合した「一関型住宅」の供給」に係る体制整備のあり方 

すでに本市においては、関係団体による地域住宅の提案が行われており、専門家等による検討体制の

基盤は形成されつつあります。今後とも、関係団体や住宅生産に携わる専門家等の担う役割は大きく、

これらの主体が連携して施策展開を図り、これらの活動と市が連携していくことが重要です。 

一関に相応しい住宅モデルや住宅性能基準等を議論し、検討する場を形成していくために、当面の対

応として、関係団体や専門家等との緊密な連携に向けたテーブルづくりとして研究組織の設立を検討し

ます。 

 
一関型住宅に係る体制イメージ 

 

 

（社）岩手県建築士会一関支部特別プロジェクトチーム「木よう会」が作成した一関地方型住宅のパンフレット 

 

 

 

 

建築士会・建設業協会
・商工会等の関係団体

関係団体が中心となった
「一関型住宅」研究会

・「住宅モデル」の検討
・「住宅性能基準」の検討

市

研究会設立

働きかけ

設立

参加

連携による

市民への

情報提供
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(2) 「方針２）(1) 住宅ストックの高質化に対する支援」に係る体制整備のあり方 

関係団体、住宅関連事業者による住宅ストックの高質化に係る技術向上を促進しつつ、税制や県の支

援方策とあわせ、本市においても改修工事の支援方策を検討します。 

 

 
住宅ストックの高質化に係る体制イメージ 

 

(3) 「方針３）(1) 住環境を豊かにする地域活動に対する支援」に係る体制整備のあり方 

地域団体や、建築士会・建設業協会等の関係団体に市から情報提供等の働きかけを行うことで、魅力

的な景観形成に寄与する外構づくりを促進します。また住環境を豊かにする設計・施工事例や活動団体

について市から表彰することで、魅力的な景観形成に対する機運を高めます。 

 

 
住環境を豊かにする地域活動に係る体制イメージ 

 

市 市民
建築士会

・建設業協会
等の関係団体

関係団体相談窓口

県

支援方策等

情報提供

連携 情報提供

情報提供

改修工事

支援

改修工事提案

住宅の高質化に係る技術向上の働きかけ
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(4) 「方針４）(1) 空家等を活用したセーフティネットの形成」に係る体制整備のあり方 

住宅確保要配慮者に対するセーフティネットの確保として国が進めている「新たな住宅セーフティネ

ット」制度の推進に向けて、宅地建物取引業者協会や福祉関係団体等と連携して、新たなセーフティネ

ット住宅の登録推進、登録住宅と住宅確保要配慮者のコーディネートを行います。 

 

「新たなセーフティネット」住宅に係る体制イメージ 
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10. 施策の総合的かつ計画的な推進 

10.1 主体別の責務と役割 

10.1.1 地方公共団体の責務と役割 

住生活基本法においては、地方公共団体は、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を策定・

実施し、教育活動、広報活動その他の活動を通じて、住生活の安定の確保及び向上の促進に関し、国民

の理解を深め、かつ、その協力を得るように努めることが責務とされています。 

そのうち、地方自治法においては、県は広域的な視野に立ち、全県的な施策を展開し、市町村は住民

の日常生活に密接に関わりながら国・県等と連携して事業等を展開することとされています。 

これらを踏まえ、県及び本市の役割分担を以下に整理します。 

 

(1) 県の責務と役割 

県は県政の方向、全国的な住宅施策の動向等を踏まえながら、住宅政策について広域的な視野から基

本的方向性を定め、講じられるべき施策の検討を行います。特に、全国的または県広域に関わる課題、

県が施策を展開することが適切な課題等については、県自らが取り組みます。 

 

(2) 本市の責務と役割 

本市は、国及び県が講じる施策や事業を県と連携して、県等からの助成や技術的指導・支援のもと、

市の状況に応じた施策を展開します。また、一関市の住宅事情や住居ニーズ、歴史・文化等に関連する

課題に関しては、その的確な把握を行うとともに、それに適切に対応すべく、独自の施策を講じ、計画

的に推進します。 

 

10.1.2 住宅関連事業者の責務と役割 

住生活基本法において、住宅関連事業者は、法の基本理念に則りその事業活動を行うにあたって、自

らが住宅の安全性その他の品質又は性能の確保について最も重要な責任を有していることを自覚する

ことが求められます。それとともに、住宅の設計、建設、流通及び維持管理の各段階において住宅の安

全性その他の品質又は性能を確保するために必要な措置を適切に講じ、また、事業活動を行うにあたっ

ては、その事業活動に関わる住宅に関する正確かつ適切な情報の提供に努めることが責務として規定さ

れています。 

今後、本市の住民の住生活に関するニーズに的確に対応していくためには、市場を活用していくこと

が重要であり、市場を構成する住宅関連事業者の責務と役割は大きいといえます。市民が安心して市場

を活用することができるよう、市場を構成する住宅関連事業者や関係団体は、自律的に市場の公正性や

健全性を確保するとともに、公共性の高い住宅の供給や居住支援・福祉サービス等の提供に積極的に参

画していくことが期待されます。 

 

10.1.3 市民や市民団体等の地域の責務と役割 

住生活基本法により、国、県・市町村、住宅関連事業者、居住者、地域において保健医療サービス又

は福祉サービスを提供する者その他の関係者は、基本理念にのっとり、現在及び将来の国民の住生活の

安定の確保及び向上の促進のため、相互に連携を図りながら協力するよう努めなければならないとされ

ています。 
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本市において計画理念の「郷土をつくり未来につながる豊かな住まいづくり」を実現していくために

は、市民一人ひとりが地域に誇りと愛着を持つとともに、地域に対する役割と責任を自覚することが基

本となります。その上で、市民が本市にふさわしい地域性や環境、風景、景観に配慮した住宅づくりや

地域づくりを主体的に行うとともに、県や市等の地方公共団体や関連する多様な担い手と連携・協力し

て、地域のあり方等を協議、検討していくことが求められます。 

また、市民は、自らの判断で住宅や居住環境を選択することが求められ、市民ひとりひとりが住宅や

住環境等を選択する知識や情報等を蓄積することが、本市の市場の適正化に寄与することとなり、ひい

ては、自らのニーズに適合した良質な住宅・住環境を獲得することにつながることとなります。 

 

10.1.4 各主体間の連携と協働 

市民の居住ニーズや地域の課題等に的確に対応した施策を展開するためには、国、県、市、住宅等に

関連する民間事業者、市民、NPO 等の多様な主体が連携・協働を図りながら、各々の責務、役割を果た

していくことが不可欠となります。市は、県と連携し、施策の目的に合わせて担い手となる新たな主体

を支援し、それらと協働していくことで、地域の状況に配慮した総合的な施策の展開を目指していきま

す。 

 

 

各主体の役割と連携のイメージ 
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10.2 計画的な施策の展開 

(1) 政策評価に基づく計画的な施策の展開 

計画の実現に向け、施策や事業が適切に実施され、効果をあげているかについて、成果指標を活用す

ることで検証しながら、事業管理を図ることが求められます。 

ただし、今後の住宅政策において、市場の果たす役割は大きく、市が行う各種施策の進捗検証だけで

は、効果等の評価を行うことは困難です。 

このため本計画では、本市が主体的に実施する施策のアウトプット指標と、それが市場全体にどのよ

うに影響を及ぼしているかを検証する統計データによるアウトカム指標を各方針に設定します。 

特にアウトカム指標の目標値は、国、県、市、住宅等に関連する民間事業者、市民、NPO 等がそれぞ

れの責任と役割分担のもとに、連携、協働することで初めて達成されるものであり、総合的に政策の進

捗状況を評価し、適切に事業等を推進していきます。 

 

(2) 指標 

各方針の指標は以下のとおりです。 

方針 アウトプット指標 アウトカム指標 

方針１）多様な人が惹きつけられる魅力

的な住まいを提供します 
空き家バンク登録物件の成約件数 空家数 

 

方針２）安心な暮らしを実現する住まい

づくりを応援します 
耐震改修助成件数 耐震化の取組み率 

方針３）豊かさを感じられる住環境づく

りを応援します 
景観まちづくり団体表彰の件数 （景観形成に関する統計データの入

手が困難なため設定しない） 
 

方針４）多様な住宅確保要配慮者を受け

入れるセーフティネットを形成します 
サービス付き高齢者向け住宅、セー

フティネット住宅の登録件数 
老人デイサービスセンターのアクセ

シビリティ 

方針５）市民の財産としての市営住宅を

適切に管理します 
耐用年数経過率 150％超過戸数 
 

（市営住宅に関する施策であり、民

間主体での取組がないためアウトプ

ット指標のみとする） 

 

各指標の概要は以下のとおりです。なお、計画期間最終年度である平成 39 年度における、住宅・土

地統計調査の値は、平成 35 年までの調査結果をもとに、推計することとします。 

 

方針 項目 概要 目標値等 把握方法 
目標値設定の

考え方 
関連事業 

方
針
１ 

空 き 家 バ

ン ク 登 録

物 件 の 成

約件数 

空き家バンクに登録

した物件のうち、売買

契約、賃貸借契約が成

約した件数。10 年間の

累積値とする。 

中間目標値（H30～
H34 年度）：35 件 
目標値（H39 年度

末）：70 件 

空き家バンク担

当課の計測によ

る。 

年7件程度の成

約を目指す。 
（「一関市空家

等対策計画」よ

り」） 

空き家バ

ンク制度 

空家数 住宅・土地統計調査の

うち居住世帯のない

住宅のなかでの別荘

や賃貸用、売却用でも

ない「その他住宅」の

戸数 

現状値*：4,650 戸 
中間目標値 
：5,250 戸 
目標値：5,850 戸 
 

平成 30 年、35 年

住宅・土地統計

調査 
 

全国計画にお

いて、現状 318
万戸を約 400
万戸にとどめ

ることを目標

としているた

め、その増加率

をもとに目標

値を算定 
 
 
 
 
 

－（統計

調査のた

め、以下

同様） 
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方
針
２ 

耐 震 改 修

助成件数 
本市の耐震改修助成

への申請件数。10 年間

の累積値とする。 

中間目標値（H30～
H34 年度）：25 件 
目標値（H39 年度

末）：50 件 

都市整備課の計

測による。 
年5件の助成を

目指す。 
（「第 2 期一関

市耐震改修促

進計画」より） 

耐震改修

助成 

耐 震 化 の

取組み率 
住宅・土地統計調査の

うち耐震診断を実施

したうえで耐震性が

確保されていなかっ

た持家のうち、耐震改

修工事を実施した割

合 

現状値*：29.4％ 
中間目標値 
：31.2％ 
目標値：33％ 
 

平成 30 年、35 年

住宅・土地統計

調査 
 

3.6 ポイントの

増を目指す。 
－ 

方
針
３ 

景 観 ま ち

づ く り 団

体 表 彰 の

件数 

地域の魅力ある景観

を守り育て、次世代へ

継承するため、優れた

景観形成に貢献して

いる建造物等及び市

民等の景観まちづく

りに寄与する活動に

対する表彰件数。 
10 年間の累積値とす

る。 

中間目標値（H30～
H34 年度）：10 件 
目標値（H39 年度

末）：20 件 

都市整備課の計

測による。 
年2件の表彰を

目指す。 
一関市景

観計画 

方
針
４ 

サ ー ビ ス

付 き 高 齢

者 向 け 住

宅、セーフ

テ ィ ネ ッ

ト 住 宅 の

登録件数 

本市内でサービス付

き高齢者向け住宅又

はセーフティネット

住宅として整備され、

登録された件数。10 年

間の累積値とする。 

中間目標値（H30～
H34 年度）：2 件 
目標値（H39 年度

末）：5 件 

サービス付き高

齢者向け住宅情

報 提 供 シ ス テ

ム、セーフティ

ネット住宅情報

提供システムに

おける本市内の

登録件数 

5 件の増を目指

す。 
サービス

付き高齢

者向け住

宅、セー

フティネ

ット住宅

に係る国

の支援制

度等 

老 人 デ イ

サ ー ビ ス

セ ン タ ー

の ア ク セ

シ ビ リ テ

ィ 

住宅・土地統計調査に

よる、最高齢者の年齢

が 65 歳以上の主世帯

における、最寄の老人

デイサービスセンタ

ーまでの距離が 500m
未満の世帯の比率。 

現状値*：14.4％ 
中間目標値 
：15.8％ 
目標値：17.2％ 
 

平成 30 年、35 年

住宅・土地統計

調査 
 

平成 25 年住

宅・土地統計調

査における県

平均値を目指

す。 

－ 

方
針
５ 

耐 用 年 数

経 過 率

150％超過

戸数 

市営住宅のうち、耐用

年数の150％を超えて

いる戸数 

現状値：349 戸 
中間目標値（H34
年度末）：324 戸 
目標値（H39 年度

末）：299 戸 

都市整備課の計

測による。 
年5戸の解消を

目指す。 
市営住宅

建替事業

等 

* 住宅・土地統計調査に係る現状値は平成 25 年調査の数値 

  

方針 項目 概要 目標値等 把握方法 
目標値設定の

考え方 
関連事業 
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11. 市営住宅編 

11.1 市営住宅等の位置づけ 

(1) 市営住宅 

公営住宅とは、「公営住宅法」（昭和 26 年施行）に基づき国及び地方公共団体が協力して、健康で文

化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸

または転貸することによって、生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とした住宅です。こ

こで、住宅に困窮する低額所得者とは、適正な住居費負担割合で、最低限の規模・設備等を有する持家

の取得、あるいは民間賃貸住宅への入居に十分な収入を有していない世帯を指します。市営住宅とはこ

の公営住宅のうち、市の条例等に基づき、市が供給・管理する住宅のことを言います。 

(2) 特定公共賃貸住宅 

特定公共賃貸住宅とは、「特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律」（平成 5 年施行）に基づき、

公営住宅の入居者よりも収入の多い中堅所得世帯に対して優良な賃貸住宅を供給するため、地方公共団

体が直接建設を行い、賃貸する住宅です。 住宅の規模・立地状況に応じて家賃が異なります。特に、中

堅所得世帯向けの適切な住宅が民間賃貸住宅市場等において供給されていない中で、供給されることが

一般的です。 

 

11.2 市営住宅等の概要 

11.2.1 地域別戸数 

平成 29 年 4 月 1 日時点での本市の市営住宅は 1,197 戸、特定公共賃貸住宅は 46 戸、計 1,243 戸で

す。地域別にみると、花泉地域と千厩地域、室根地域においてすべての市営住宅が耐用年数を経過して

います。 
地域別構造別戸数 

 
出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 「準耐火・簡二」は「準耐火構造」及び「簡易耐火構造二階建て」、「簡平」は「簡易耐火

構造平屋建て」 
 

計

耐火
準耐火・

簡二
簡平 木造 小計 耐火

準耐火・
簡二

簡平 木造 小計

70年 45年 30年 30年 70年 45年 30年 30年

戸数計 一関 544 20 52 105 721 0 0 0 0 0 721
花泉 0 0 45 41 86 0 0 0 0 0 86
大東 0 12 10 86 108 0 0 0 10 10 118
千厩 0 0 12 46 58 0 0 0 0 0 58

東山 0 0 10 73 83 0 0 0 26 26 109
室根 0 0 35 15 50 0 0 0 10 10 60
川崎 0 10 0 21 31 0 0 0 0 0 31
藤沢 0 0 1 59 60 0 0 0 0 0 60
計 544 42 165 446 1,197 0 0 0 46 46 1,243

うち 一関 0 0 52 105 157 0 0 0 0 0 157
耐用年数 花泉 0 0 45 41 86 0 0 0 0 0 86
経過戸数 大東 0 0 10 0 10 0 0 0 0 0 10

千厩 0 0 12 46 58 0 0 0 0 0 58

東山 0 0 10 9 19 0 0 0 0 0 19
室根 0 0 35 15 50 0 0 0 0 0 50
川崎 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1
藤沢 0 0 1 39 40 0 0 0 0 0 40
計 0 0 165 256 421 0 0 0 0 0 421

耐用年数 一関 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 21.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 21.8%
経過戸数 花泉 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
の割合 大東 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 9.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.5%

千厩 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

東山 0.0% 0.0% 100.0% 12.3% 22.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 17.4%
室根 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 83.3%
川崎 0.0% 0.0% 0.0% 4.8% 3.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.2%
藤沢 0.0% 0.0% 100.0% 66.1% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 66.7%
計 0.0% 0.0% 100.0% 57.4% 35.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.9%

特定公共賃貸住宅市営住宅
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施設名 竣工年度 構造 形態 種別 管理戸数
耐用年数
経過率

市営住宅 1,197 94.6%
1 一関 新山住宅 S23 木造 一戸建 木造 2 230.0%
2 中里分散 S23 木造 一戸建 木造 3 230.0%
3 沢内住宅 S23 木造 一戸建 木造 1 230.0%
4 蘭梅住宅 S23 木造 一戸建 木造 5 230.0%
5 立沢住宅 S32 木造 一戸建 木造 4 200.0%
6 S32 木造 一戸建 木造 7 200.0%
7 S33 木造 一戸建 木造 3 196.7%
8 S33 木造 一戸建 木造 5 196.7%
9 S34 木造 一戸建 木造 3 193.3%
10 S34 木造 一戸建 木造 4 193.3%
11 S36 木造 一戸建 木造 6 186.7%
12 S36 木造 一戸建 木造 2 186.7%
13 S37 木造 一戸建 木造 4 183.3%
14 S37 木造 一戸建 木造 5 183.3%
15 S38 木造 一戸建 木造 2 180.0%
16 S38 木造 一戸建 木造 3 180.0%
17 千刈田住宅 S30 木造 一戸建 木造 2 206.7%
18 S30 木造 一戸建 木造 5 206.7%
19 S39 木造 一戸建 木造 8 176.7%
20 S39 木造 一戸建 木造 5 176.7%
21 新宮沢住宅 S35 木造 一戸建 木造 2 190.0%
22 S35 木造 一戸建 木造 3 190.0%
23 駒下住宅 S40 ＣＢ 長屋 簡平 15 173.3%
24 S40 木造 一戸建 木造 5 173.3%
25 S40 木造 一戸建 木造 7 173.3%
26 S41 木造 一戸建 木造 6 170.0%
27 S41 木造 一戸建 木造 3 170.0%
28 S41 ＣＢ 長屋 簡平 18 170.0%
29 S42 ＣＢ 長屋 簡平 8 166.7%
30 S42 ＣＢ 長屋 簡平 11 166.7%
31 町浦アパート東棟 S43 ＲＣ アパート 中耐 24 70.0%
32 町浦アパート西棟 S44 ＲＣ アパート 中耐 24 68.6%
33 関が丘1号 S45 ＲＣ アパート 中耐 24 67.1%
34 関が丘2号 S46 ＲＣ アパート 中耐 24 65.7%
35 関が丘3号 S47 ＲＣ アパート 中耐 24 64.3%
36 関が丘4号 S48 ＲＣ アパート 中耐 24 62.9%
37 関が丘5号 S49 ＲＣ アパート 中耐 24 61.4%
38 関が丘6号 S50 ＲＣ アパート 中耐 24 60.0%
39 関が丘7号 S51 ＲＣ アパート 中耐 24 58.6%
40 関が丘8号 S52 ＲＣ アパート 中耐 24 57.1%
41 関が丘9号 S53 ＲＣ アパート 中耐 16 55.7%
42 中田1号 S54 ＲＣ アパート 中耐 24 54.3%
43 中田2号 S55 ＲＣ アパート 中耐 24 52.9%
44 青葉アパート S58 ＲＣ アパート 中耐 30 48.6%
45 中田住宅 S56 ＲＣ 長屋 簡二 20 80.0%
46 中田住宅（身障） S61 ＲＣ 長屋 耐平 3 44.3%
47 三反田1号 S59 ＲＣ アパート 耐二 12 47.1%
48 三反田2号 S61 ＲＣ アパート 耐二 14 44.3%
49 三反田3号 H2 ＲＣ アパート 中耐 18 38.6%
50 宮沢1号 S63 ＲＣ アパート 中耐 12 41.4%
51 宮沢2号 H4 ＲＣ アパート 中耐 24 35.7%
52 釜ヶ淵1号 H6 ＲＣ アパート 中耐 18 32.9%
53 釜ヶ淵2号 H8 ＲＣ アパート 中耐 18 30.0%
54 沢内アパート H10 ＲＣ アパート 中耐 16 27.1%
55  沢内２号災害公営 H28 ＲＣ アパート 中耐 27 1.4%
56 小沢1号 H11 ＲＣ アパート 中耐 24 25.7%
57 小沢2号 H12 ＲＣ アパート 中耐 24 24.3%
58 花泉 境 Ｓ35 木造 一戸建 木造 1 190.0%
59 Ｓ35 木造 一戸建 木造 5 190.0%
60 二ツ檀 Ｓ40 木造 一戸建 木造 4 173.3%
61 Ｓ41 木造 一戸建 木造 8 170.0%
62 Ｓ40 木造 一戸建 木造 14 173.3%
63 Ｓ41 木造 一戸建 木造 9 170.0%
64 林ノ沢 Ｓ42 ＣＢ 長屋 簡平 4 166.7%
65 Ｓ42 ＣＢ 長屋 簡平 8 166.7%
66 Ｓ43 ＣＢ 長屋 簡平 13 163.3%
67 Ｓ43 ＣＢ 長屋 簡平 4 163.3%
68 Ｓ44 ＣＢ 長屋 簡平 16 160.0%
69 大東 館山団地 Ｓ48 ＣＢ 長屋 簡平 7 146.7%
70 Ｓ48 ＣＢ 長屋 簡平 3 146.7%
71 沼田第1団地 Ｓ53 ＣＢ 長屋 簡二 12 86.7%
72 大明神団地 Ｈ5 木造 一戸建 木造 6 80.0%
73 Ｈ6 木造 一戸建 木造 6 76.7%
74 Ｈ8 木造 一戸建 木造 2 70.0%
75 Ｈ6 木造 一戸建 木造 4 76.7%
76 Ｈ8 木造 一戸建 木造 1 70.0%
77 Ｈ8 木造 一戸建 木造 7 70.0%
78 Ｈ9 木造 一戸建 木造 6 66.7%
79 Ｈ9 木造 一戸建 木造 3 66.7%
80 Ｈ15 木造 一戸建 木造 3 46.7%
81 Ｈ15 木造 一戸建 木造 1 46.7%
82 Ｈ15 木造 一戸建 木造 2 46.7%
83 Ｈ9 木造 一戸建 木造 1 66.7%

地区名
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本市における市営住宅等の耐用年数の設定 

耐火 70 年 

準耐火・簡二（準耐火構造及び簡易耐火構造二階建て） 45 年 

簡平（簡易耐火構造平屋建て） 30 年 

木造 30 年 

 

施設名 竣工年度 構造 形態 種別 管理戸数
耐用年数
経過率

84 小森団地 Ｈ10 木造 一戸建 木造 4 63.3%
85 Ｈ10 木造 一戸建 木造 2 63.3%
86 古戸前団地 Ｈ11 木造 一戸建 木造 5 60.0%
87 Ｈ11 木造 一戸建 木造 2 60.0%
88 Ｈ11 木造 一戸建 木造 1 60.0%
89 礼田団地 Ｈ12 木造 一戸建 木造 4 56.7%
90 Ｈ12 木造 一戸建 木造 1 56.7%
91 Ｈ12 木造 一戸建 木造 3 56.7%
92 Ｈ12 木造 一戸建 木造 2 56.7%
93 沼田第2団地 Ｈ13 木造 一戸建 木造 5 53.3%
94 Ｈ14 木造 一戸建 木造 1 50.0%
95 Ｈ13 木造 一戸建 木造 4 53.3%
96 Ｈ13 木造 一戸建 木造 1 53.3%
97 堀河ノ沢団地 Ｈ14 木造 一戸建 木造 5 50.0%
98 Ｈ14 木造 一戸建 木造 4 50.0%

99 千厩 北方住宅 Ｓ40 木造 一戸建 木造 4 173.3%

100 Ｓ40 木造 一戸建 木造 17 173.3%
101 新山住宅 Ｓ41 木造 一戸建 木造 14 170.0%
102 Ｓ42 木造 一戸建 木造 3 166.7%
103 Ｓ42 木造 一戸建 木造 8 166.7%
104 三島住宅 Ｓ48 ＣＢ 長屋 簡平 4 146.7%
105 Ｓ48 ＣＢ 長屋 簡平 8 146.7%
106 東山 山谷住宅 Ｈ17 木造 長屋 木造 6 40.0%
107 Ｈ17 木造 長屋 木造 4 40.0%
108 Ｈ18 木造 長屋 木造 2 36.7%
109 Ｈ18 木造 長屋 木造 4 36.7%
110 Ｈ18 木造 長屋 木造 4 36.7%
111 Ｈ19 木造 長屋 木造 6 33.3%
112 Ｈ19 木造 長屋 木造 4 33.3%
113 Ｈ19 木造 長屋 木造 2 33.3%
114 本町住宅 Ｓ35 ＣＢ 長屋 簡平 1 190.0%
115 Ｓ35 木造 一戸建 木造 6 190.0%
116 Ｓ39 木造 一戸建 木造 1 176.7%
117 Ｓ40 ＣＢ 長屋 簡平 3 173.3%
118 Ｓ40 ＣＢ 長屋 簡平 6 173.3%
119 田河津住宅 Ｓ35 木造 一戸建 木造 2 190.0%
120 松川住宅 Ｈ8 木造 一戸建 木造 10 70.0%
121 Ｈ8 木造 一戸建 木造 10 70.0%
122 Ｈ10 木造 一戸建 木造 9 63.3%
123 Ｈ11 木造 一戸建 木造 3 60.0%
124 室根 八幡団地 Ｓ49 ＣＢ 長屋 簡平 5 143.3%
125 絵図下団地 Ｓ50 ＲＣ 長屋 簡平 5 140.0%
126 折壁団地 Ｓ51 ＲＣ 長屋 簡平 10 136.7%
127 Ｓ52 ＲＣ 長屋 簡平 7 133.3%
128 Ｓ53 ＲＣ 長屋 簡平 5 130.0%
129 Ｓ54 ＲＣ 長屋 簡平 3 126.7%
130 大里団地 Ｓ60 木造 一戸建 木造 5 106.7%
131 Ｓ61 木造 一戸建 木造 10 103.3%
132 川崎 堀田住宅 Ｓ33 木造 一戸建 木造 1 196.7%
133 加妻住宅 Ｈ6 木造 一戸建 木造 10 76.7%
134 Ｈ7 木造 一戸建 木造 10 73.3%
135 漆崎住宅 Ｈ9 木造 長屋 準耐 2 44.4%
136 Ｈ9 木造 長屋 準耐 8 44.4%
137 藤沢 仁郷 S32 木造 一戸建 木造 8 200.0%
138 梅が岡（S63） S63 木造 一戸建 木造 10 96.7%
139 梅が岡（H２） H２ 木造 一戸建 木造 5 90.0%
140 梅が岡（H３） H３ 木造 一戸建 木造 5 86.7%
141 大母（S32） S32 木造 一戸建 木造 7 200.0%
142 大母（S35） S35 ＣＢ 長屋 簡平 1 190.0%
143 西古谷 S42 木造 一戸建 木造 12 166.7%
144 二日町 S35 木造 一戸建 木造 7 190.0%
145 大籠 S35 木造 一戸建 木造 5 190.0%

特定公共賃貸住宅 46 52.9%
1 大東 摺沢駅前特定公共賃貸住宅 Ｈ13 木造 アパート 木造 8 53.3%
2 Ｈ13 木造 アパート 木造 2 53.3%
3 東山 松川特定公共賃貸住宅 Ｈ11 木造 一戸建 木造 10 60.0%
4 Ｈ11 木造 一戸建 木造 2 60.0%
5 Ｈ12 木造 一戸建 木造 6 56.7%
6 山谷特定公共賃貸住宅 Ｈ20 木造 一戸建 木造 8 30.0%

7 室根 新舘前特定公共賃貸住宅 Ｈ11 木造 一戸建 木造 10 60.0%

地区名
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11.2.2 データの分析 

平成 29 年 4 月 1 日時点でのデータを分析します。 

(1) 建物の状況 

住戸専用面積別構造別戸数をみると、30 ㎡以上 35 ㎡未満が最も多く、267 戸です。木造、簡平が多

くなっていますが、耐火も 48 戸あります。次いで 55 ㎡以上 60 ㎡未満が 181 戸あり、うち耐火が 144

戸を占めます。公営住宅としては広めの 70 ㎡以上は 234 戸あります。 

 

 
住戸専用面積別構造別戸数 

出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 
 

トイレの水洗化状況別戸数を

みると、汲み取りが 408 戸で

32.8％を占めています。 

浴室の状態をみると、浴室有／

浴槽無は、738 戸で 59.4％を占め

ています。 

給湯の状況をみると、給湯無が

最も多く 923 戸、74.3％を占めて

います。 

室内のバリアフリーの状況を

みると、まったくバリアフリー化

されていない、手摺無／段差有が

804 戸で最も多く、64.7％を占め

ています。 

トイレの水洗化状況別構造別戸数 

 
出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 
 

浴室の状態別構造別戸数 

 
出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 
 

給湯の状況別構造別戸数 

 
出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 
 

室内のバリアフリー状況別構造別戸数 

 
出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 
 

 

 

 

耐火 準耐火・簡二 簡平 木造 計
汲み取り 0 12 120 276 408
水洗（下水道） 492 30 45 206 773
水洗（浄化槽） 52 0 0 10 62
計 544 42 165 492 1,243

耐火 準耐火・簡二 簡平 木造 計
浴室無 0 0 10 99 109
浴室有／浴槽無 450 32 154 102 738
浴室有／浴槽有 94 10 1 291 396
計 544 42 165 492 1,243

耐火 準耐火・簡二 簡平 木造 計
給湯無 450 32 165 276 923
給湯有 94 10 0 216 320
計 544 42 165 492 1,243

耐火 準耐火・簡二 簡平 木造 計
手摺無／段差無 12 2 12 46 72
手摺無／段差有 381 20 153 250 804
手摺有／段差無 151 8 0 106 265
手摺有／段差有 0 12 0 90 102
計 544 42 165 492 1,243
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各住戸において月額家賃の上限と下限が定められ

ています。 

戸数としては月額上限値 5,000 円以下が最も多く

212 戸で 17.1％を占めています。 
 

家賃上限値別戸数 

 
出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 

 

 

 
上限値家賃別戸数 

出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 

 

 

(2) 入居者の状況 

入居世帯の人数では

2 人以下が 694 世帯、

65.6％を占めていま

す。 

名義人年齢では 65

歳以上が 431 世帯、

40.7％を占めていま

す。 

世帯人員別市営住宅入居世帯数 

 
出典：一関市資料（平成 29 年 4 月

時点） 法人は社会福祉法人 

名義人年齢別市営住宅入居世帯数 

 
出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 
法人は社会福祉法人 

 

  

5,000円以下 212 17.1%
10,000円以下 164 13.2%
15,000円以下 147 11.8%
20,000円以下 190 15.3%
25,000円以下 96 7.7%
30,000円以下 188 15.1%
35,000円以下 44 3.5%
40,000円以下 177 14.2%
45,000円以下 17 1.4%
50,000円以下 8 0.6%
計 1,243 100.0%

212

164

147

190

96

188

44

177

17

8

0戸 50戸 100戸 150戸 200戸 250戸

5,000円以下

10,000円以下

15,000円以下

20,000円以下

25,000円以下

30,000円以下

35,000円以下

40,000円以下

45,000円以下

50,000円以下

1 ⼈ 382 36.1%

2 ⼈ 312 29.5%

3 ⼈ 171 16.2%

4 ⼈ 132 12.5%

5 ⼈ 47 4.4%

6 ⼈ 8 0.8%

7 ⼈ 1 0.1%

8 ⼈ 0 0.0%

9 ⼈ 1 0.1%

法⼈ 4 0.4%

計 1,058 100.0%

20-24 8 0.8% 65-69 119 11.2%

25-29 18 1.7% 70-74 82 7.8%

30-34 48 4.5% 75-79 99 9.4%

35-39 92 8.7% 80-84 73 6.9%

40-44 94 8.9% 85-89 37 3.5%

45-49 86 8.1% 90-94 12 1.1%

50-54 89 8.4% 95-99 8 0.8%

55-59 86 8.1% 100-104 1 0.1%

60-64 102 9.6% 法⼈ 4 0.4%

計 1,058 100.0%
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名義人年齢別に、入居している住棟の耐用年数経過率をみると、基本的に名義人が若いほど経過率が

低い傾向がありますが、建替え事業の対象となる経過率 50％以上の住宅の割合も高い状況です。高齢に

なるほどそれが顕著です。 

 
住棟の耐用年数経過率別名義人の年齢別世帯数 

出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 

 

 
名義人の年齢別住棟の耐用年数経過率別比率 

出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 
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世帯人員別に入居している住戸の専用面積をみると、１人世帯でも、50 ㎡超の住戸に住む世帯が 172

世帯で 44.7％を占めるなど、人数と面積のミスマッチが発生しています。入居当初はファミリー世帯で

したが、その後に高齢単身世帯となった世帯もあるためと思われます。 
 

 
住戸専用面積別世帯人員別世帯数 

出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 
 

 
世帯人員別住戸専用面積別比率 

出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 
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名義人に限らず、入居者全体の年齢別

構成比をみると、市全体の年齢別構成比

に比べ、明らかに 20 歳未満及び 30 歳以

上 50 歳未満が多く、高齢者が少ない構

成になっています。 

家族類型別の世帯数をみると、50 歳以

上の単身世帯が 346 世帯で 32.7％を占

めています。また、子育て世帯（長子 19

歳未満）は 245 世帯で 23.2％を占める一

方、長子が 30～49 歳の世帯も 93 世帯、

8.7％を占めています。 

 

 

 
入居者の年齢別構成比（全市との比較） 

出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 
 

家族類型別入居世帯数 

 

出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 

単⾝（20-29） 5 0.5% 名義⼈と⼦（⻑⼦0-4） 0 0.0%

単⾝（30-39） 12 1.1% 名義⼈と⼦（⻑⼦5-9） 14 1.3%

単⾝（40-49） 23 2.2% 名義⼈と⼦（⻑⼦10-14） 39 3.7%

単⾝（50-64） 110 10.4% 名義⼈と⼦（⻑⼦15-19） 54 5.1%

単⾝（65-74） 109 10.3% 名義⼈と⼦（⻑⼦20-24） 21 2.0%

単⾝（75-） 127 12.0% 名義⼈と⼦（⻑⼦25-29） 25 2.4%

名義⼈と⼦（⻑⼦30-39） 30 2.8%

夫婦（20-29） 0 0.0% 名義⼈と⼦（⻑⼦40-49） 35 3.3%

夫婦（30-39） 0 0.0% 名義⼈と⼦（⻑⼦50-59） 18 1.7%

夫婦（40-49） 12 1.1% 名義⼈と⼦（⻑⼦60-69） 9 0.9%

夫婦（50-64） 28 2.6% 名義⼈と⼦（⻑⼦70-） 0 0.0%

夫婦（65-74） 29 2.7%

夫婦（75-） 39 3.7% 3世代（⻑孫0-4） 0 0.0%

3世代（⻑孫5-9） 10 0.9%

⽗⺟と⼦（⻑⼦0-4） 0 0.0% 3世代（⻑孫10-14） 6 0.6%

⽗⺟と⼦（⻑⼦5-9） 45 4.3% 3世代（⻑孫15-19） 5 0.5%

⽗⺟と⼦（⻑⼦10-14） 41 3.9% 3世代（⻑孫20-24） 1 0.1%

⽗⺟と⼦（⻑⼦15-19） 52 4.9% 3世代（⻑孫25-29） 0 0.0%

⽗⺟と⼦（⻑⼦20-24） 26 2.5% 3世代（⻑孫30-39） 3 0.3%

⽗⺟と⼦（⻑⼦25-29） 12 1.1% 3世代（⻑孫40-49） 2 0.2%

⽗⺟と⼦（⻑⼦30-39） 16 1.5%

⽗⺟と⼦（⻑⼦40-49） 12 1.1% その他 85 8.0%

⽗⺟と⼦（⻑⼦50-59） 2 0.2%

⽗⺟と⼦（⻑⼦60-69） 0 0.0%

⽗⺟と⼦（⻑⼦70-） 1 0.1% 計 1,058 100.0%
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収入分位別世帯数をみると、収入分位 10％未満が

72.2％を占めている一方、50％以上も 3.0％を占めてい

ます。 

収入超過者・高額所得者は 89 世帯あり、全世帯の 8.4％

を占めています。 

収入超過者・高額所得者の超過年数別世帯数をみると

34.8％が超過年数１年ですが、20.2％が 5 年超過となっ

ています。 

収入分位別世帯数 

 
出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 

 

収入超過者・高額所得者の超過年数別世帯数 

 
出典：一関市資料（平成 29 年 4 月時点） 

世帯数 比率
1 0～10％ 764 72.2%
2 10～15％ 54 5.1%
3 15～20％ 44 4.2%
4 20～25％ 48 4.5%
5 25～32.5％ 43 4.1%
6 32.5～40％ 33 3.1%
7 40～50％ 22 2.1%
8 50％以上 32 3.0%
災害公営住宅関係入居者 18 1.7%
計 1,058 100.0%
うち収入超過者・高額所得者 89 8.4%

収入分位

1年 2年 3年 4年 5年
5 25～32.5％ 19 3 1 5 1 29 収入超過者
6 32.5～40％ 5 1 5 3 3 17 収入超過者
7 40～50％ 4 6 2 4 5 21 収入超過者
8 50％以上 3 4 3 3 9 22 高額所得者
計 31 14 11 15 18 89
5 25～32.5％ 21.3% 3.4% 1.1% 5.6% 1.1% 32.6% 収入超過者
6 32.5～40％ 5.6% 1.1% 5.6% 3.4% 3.4% 19.1% 収入超過者
7 40～50％ 4.5% 6.7% 2.2% 4.5% 5.6% 23.6% 収入超過者
8 50％以上 3.4% 4.5% 3.4% 3.4% 10.1% 24.7% 高額所得者
計 34.8% 15.7% 12.4% 16.9% 20.2% 100.0%

超過年数
収入分位 計
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11.3 需要予測・目標管理戸数の推計 

計画期間の末時点（平成 39 年度末）における市営住宅の需要予測と目標管理戸数を推計しました46。

具体的には将来人口推計から計画期間末時点の民営借家数を推計し、そこから年収 300 万円未満で最低

居住水準未満の世帯を「B：将来公営住宅入居層」としました。また年収 300～400 万円の世帯で主生

計者が 60 歳以上の世帯を「C：公営住宅裁量階層」としました。また平成 29 年度の市営住宅入居世帯

数のうち、収入分位 25％以下を「A：公営住宅原則階層」、30～40％の世帯を「D：その他世帯」としま

した。 

A～D の合計を需要世帯数 1,269 世帯としましたが、実際には現在の市営住宅入居者の退去が想定さ

れるため、目標管理戸数は計算上 854 戸、余裕をみて 900 戸と推計しました。さらに地域別の現状の公

営借家・民営借家の世帯数と将来人口推計から、各地域の目標管理戸数を算定しました。 

 

 
市営住宅の需要予測・目標管理戸数算定フロー 

                                                  
46 推計過程において、特に注釈のない場合は、小数点以下の数値はそのままとして計算しており、表内の数字を検算しても合わない

場合があります。 
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市営住宅等需要予測

（表1） 将来人口推計

a b c=b/a a*c平均値
推計 実績・計画 平均 想定
人 人 102.5% 人

H22 127,642
H27 120,912 121,583 100.6%
H32 112,705 115,489
H37 104,566 107,149
H42 96,789 99,180
H47 89,408 91,616
H52 82,277 85,886 104.4%
推計：日本の地域別将来推計人口　平成25年３月推計　国立社会保障・人口問題研究所

実績：平成27年国勢調査

計画：一関市人口ビジョン

（表2） 計画期間末期の人口推計

H37 107,149 （表1）より

H42 99,180 （表1）より

年あたり人口増減 ▲ 1,594
H39 103,961

（表3） 世帯数推計

年度 人口 世帯数 一世帯あたり人員

H22 127,642 42,633 2.99
H27 121,583 43,046 2.82
H39 103,961 43,000 2.42
H39の一世帯あたり人員を推計し、世帯数を推計

推計値は小数点未満切上げ、H22、H27の人口、世帯数は国勢調査より

（表4） 将来民営借家数推計

住宅に住む一般世帯、主世帯の推計
H22 H27 平均 H39

一般世帯 42,519 42,905 43,000
住宅に住む一般世帯 42,171 42,353 42,547
主世帯 41,817 41,917 42,150
一般世帯 100.0% 100.0% 100.0%
住宅に住む一般世帯 99.2% 98.7% 98.9%
主世帯 98.3% 97.7% 98.0%
国勢調査

世帯数の推移
H12 H17 H22 H27

住宅に住む一般世帯 42,316 42,607 42,171 42,353
主世帯 42,019 42,168 41,817 41,917
持家 33,040 33,080 32,893 32,298
公営借家等 2,104 2,053 1,645 1,712
民営借家 5,609 5,766 6,239 7,035
給与住宅 1,266 1,269 1,040 872
間借り 297 439 354 436
国勢調査、住宅に住む一般世帯＝主世帯＋間借り

年度
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近似式の作成（横軸：近似式の精度を高めるため、平成12年を1とし、5年でプラス1とする）

住宅に住む一般世帯

主世帯

持家

公営借家等

民営借家

給与住宅

間借り

y = ‐32.5x + 42443

R² = 0.0535

42,100

42,200

42,300

42,400

42,500

42,600

42,700

0 1 2 3 4

y = ‐65.7x + 42145

R² = 0.3202

41,700

41,800

41,900

42,000

42,100

42,200

0 1 2 3 4

y = ‐241.3x + 33431

R² = 0.7397
32,200

32,400

32,600

32,800

33,000

33,200

33,400

0 1 2 3 4

y = ‐158.4x + 2274.5

R² = 0.7671

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0 1 2 3 4

y = 475.1x + 4974.5

R² = 0.9171

0

2,000

4,000

6,000

8,000

0 1 2 3 4

y = ‐141.1x + 1464.5

R² = 0.8956

0

500

1,000

1,500

0 1 2 3 4

y = 33.2x + 298.5

R² = 0.3889

0

100

200

300

400

500

0 1 2 3 4
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近似式の一覧
決定係数

住宅に住む一般世帯 y = -32.5x + 42443 R2 = 0.0535
主世帯 y = -65.7x + 42145 R2 = 0.3202
持家 y = -241.3x + 33431 R2 = 0.7397
公営借家等 y = -158.4x + 2274.5 R2 = 0.7671
民営借家 y = 475.1x + 4974.5 R2 = 0.9171
給与住宅 y = -141.1x + 1464.5 R2 = 0.8956
間借り y = 33.2x + 298.5 R2 = 0.3889

H39 H39 H39
近似式計算 一般世帯 所有関係別

からの計算 世帯数
a b c=b/a a*c

一般世帯 43,000
住宅に住む一般世帯 42,235 42,547
主世帯 41,725 42,150 1.01020
持家 31,887 32,211
公営借家等 1,261 1,274
民営借家 8,015 8,097
給与住宅 561 568
間借り 511
持家～給与住宅計 41,724 主世帯の値とほぼ同じ
推計値は小数点未満切上げ、持家で端数調整

（表5） 公営住宅原則階層・裁量階層の世帯年収設定

収入分位と政令月収の関係

下限値 上限値
0.0% ～ 10.0% 0円 104,000円
10.0% ～ 15.0% 104,001円 123,000円
15.0% ～ 20.0% 123,001円 139,000円
20.0% ～ 25.0% 139,001円 158,000円
25.0% ～ 32.5% 158,001円 186,000円
32.5% ～ 40.0% 186,001円 214,000円
40.0% ～ 50.0% 214,001円 259,000円
50.0% ～ 259,001円

資料：国土交通省

収入分位 政令月収 給与所得控除前年収*
上限 上限 上限

円／月 千円／年
原則階層 25.0% 158,000 2,968
裁量階層 40.0% 214,000 3,888
年収の計算にあたり、高齢者等が中心的な入居階層になることを鑑み、扶養人数を0人として計算した

下限 上限
原則階層 0 300
裁量階層 300 400

Xの値を、平成12年を1とし、5年でプラス1とする考え方で近似式を求めたことから、
平成39年度は、X　= 6.4　となる。 X　= 6.4 として上記の近似式により住宅の所有関
係別の世帯数を計算する

収入分位

決定係数：独立変数（説明変数）が従属変数（被説明変数）のどれくらいを説明できるかを表す値である。

寄与率と呼ばれることもある。 標本値から求めた回帰方程式のあてはまりの良さの尺度として利用され

る。

近似式（線形近似）

政令月収

設定年収（万円／年）
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（表6） 民営借家の年間収入階級別世帯数推計

H39
実数 比率 推計

民営借家総数 6,810 100.0% 8,097 （表4）より

100万円未満 620 9.1% 738 B：将来公営住宅入居層
100～200万円 1,230 18.1% 1,463 B：将来公営住宅入居層
200～300万円 1,370 20.1% 1,629 B：将来公営住宅入居層
300～400万円 950 14.0% 1,130 C：公営住宅裁量階層
400～500万円 1,080 15.9% 1,285
500～700万円 850 12.5% 1,011
700～1000万円 270 4.0% 322
1000～1500万円 130 1.9% 155
1500万円以上 0 0.0% 0

B：将来公営住宅入居層 3,830
C：公営住宅裁量階層 1,130

平成25年住宅・土地統計調査　市38表

対象階層の推計値は小数点未満上げ、それ以外は切捨て、1500万円以上で端数調整

（表7） 借家の最低居住水準未満世帯の比率

総数
以上 未満 未満率

借家総数 8,610 8,020 580 6.7%
～300万円 4,110 3,780 330 8.0%
300～500万円 2,470 2,290 180 7.3%
500～700万円 1,020 1,000 20 2.0%
700～1000万円 420 400 20 4.8%
1000万円～ 270 240 20 7.4%
平成25年住宅・土地統計調査　市49表

（表8） 市営住宅・県営住宅負担割合

H29 比率
市営住宅 1,243 82.2% 特公賃含む
県営住宅 269 17.8%
計 1,512 100.0%

（表9） B：将来公営住宅入居層のうちの市営住宅負担分

B：将来公営住宅入居層 3,830 （表6）より

　　うち最低居住水準未満率 8.0% （表7）より

　　うち最低居住水準未満世帯 308
　　　　市営住宅負担割合 82.2% （表8）より

　　　　市営住宅 254
　　　　県営住宅 54
推計値は小数点未満切上げ、県営住宅で端数調整

H25

最低居住水準
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（表10） 市営住宅の収入分位別世帯数

H29 （４月1日現在）
実績値

104,000円以下 0～10％ 782 A：公営住宅原則階層
104,001～123,000円 10～15％ 54 A：公営住宅原則階層
123,001～139,000円 15～20％ 44 A：公営住宅原則階層
139,001～158,000円 20～25％ 48 A：公営住宅原則階層
158,001～186,000円 25～32.5％ 43 D：その他世帯
186,001～214,000円 32.5～40％ 33 D：その他世帯
214,001～259,000円 40～50％ 22
259,001円以上 50％以上 32
その他 0
計 1,058
管理戸数 1,243
空家 185

A：公営住宅原則階層 928
D：その他世帯 76
収入超過者等 54
推計値は小数点未満切上げ、不明で端数調整

（表11） 年間退去世帯数

年度 退去世帯数
H26 63
H27 59
H28 58
平均 60.0

（表12） 民営借家で主生計者が60歳以上かつ公営住宅入居基準合致層の比率

表12-1
一関市 一関市 一関市
借家 借家 借家
総数 55-64歳 65歳以上

総数 8,680 1,400 920
親族世帯 4,610 590 370

核家族世帯 4,320 500 300
夫婦のみの世帯 1,150 190 170
夫婦と子供から成る世帯 2,520 190 30

夫婦のいずれかが家計を主に支える者の世帯 2,520 190 30 子供が家計を主に支える者の世帯 0 0 0
男親又は女親と子供から成る世帯 650 120 90

男親又は女親が家計を主に支える者の世帯 530 100 60 子供が家計を主に支える者の世帯 130 10 30
その他の親族世帯 280 90 70

非親族世帯 150 0 0
単独世帯 3,920 810 550
平成25年住宅・土地統計調査　市42表
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表12-2
岩手県 岩手県 岩手県 岩手県
借家 借家 借家 借家
総数 55-60歳 60-64歳 65歳以上

総数 144,500 10,400 9,000 19,800
親族世帯 68,900 5,200 3,700 9,400

核家族世帯 63,600 4,400 3,100 8,300
夫婦のみの世帯 18,300 1,400 1,300 5,200
夫婦と子供から成る世帯 31,800 1,700 900 1,300

夫婦のいずれかが家計を主に支える者の世帯 31,500 1,700 900 1,300 子供が家計を主に支える者の世帯 300 0 0 0
男親又は女親と子供から成る世帯 13,500 1,300 900 1,700

男親又は女親が家計を主に支える者の世帯 11,300 1,100 700 1,500 子供が家計を主に支える者の世帯 2,200 200 200 200
その他の親族世帯 5,200 800 600 1,000

非親族世帯 2,000 100 0 0
単独世帯 72,700 5,100 5,300 10,300
平成25年住宅・土地統計調査　県41表

表12-3
岩手県 岩手県 岩手県 岩手県

民営借家 民営借家 民営借家 民営借家
総数 55-60歳 60-64歳 65歳以上

総数 107,400 6,900 5,800 10,700
親族世帯 46,600 3,100 2,000 4,200

核家族世帯 43,500 2,700 1,700 3,800
夫婦のみの世帯 12,300 800 600 2,400
夫婦と子供から成る世帯 22,700 1,000 600 700

夫婦のいずれかが家計を主に支える者の世帯 22,500 1,000 600 700 子供が家計を主に支える者の世帯 200 0 0 0
男親又は女親と子供から成る世帯 8,500 800 500 700

男親又は女親が家計を主に支える者の世帯 7,200 700 400 500 子供が家計を主に支える者の世帯 1,300 100 100 0
その他の親族世帯 3,000 500 400 400

非親族世帯 1,900 0 0 0
単独世帯 58,000 3,700 3,800 6,100
平成25年住宅・土地統計調査　県41表

表12-1、12-2、12-3より推計
一関市 一関市 一関市 一関市

民営借家 民営借家 民営借家 民営借家
総数 55-60歳 60-64歳 65歳以上

総数 6,451 498 419 497
親族世帯 3,118 206 133 165

核家族世帯 2,955 180 113 137
夫婦のみの世帯 773 56 42 78
夫婦と子供から成る世帯 1,799 73 44 16

夫婦のいずれかが家計を主に支える者の世帯 1,800 73 44 16 子供が家計を主に支える者の世帯 0 0 0 0
男親又は女親と子供から成る世帯 409 44 27 37

男親又は女親が家計を主に支える者の世帯 338 39 22 20 子供が家計を主に支える者の世帯 77 3 3 0
その他の親族世帯 162 32 26 28

非親族世帯 143 0 0 0
単独世帯 3,127 288 296 326

公営住宅入居基準合致層 409 457

計
一関市民営借家 総数 6,451

60歳以上かつ入居対象 867
比率 13.4%
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（表13） C：裁量階層

C：公営住宅裁量階層 （表6）より 1,130 a
60歳以上かつ入居対象比率 （表12）より 13.4% b
最低居住水準未満世帯比率 （表7）より 7.3% c
裁量世帯数 11 a*b*c

（表14） 公営住宅等需要量

A：公営住宅原則階層 既入居 928 （表10）より 市営住宅
B：将来公営住宅入居層 新規 254 （表9）より 市営住宅
　　低所得者世帯小計 1,182
C：公営住宅裁量階層 新規 11 （表13）より 公営住宅
D：その他世帯 既入居 76 （表10）より 特優賃等
計 1,269

（表15） 計画期間末時点の目標管理戸数

需要量 a 1,269
入居戸数 b 1,058 29年4月時点
需要増加分 c=a-b 211
10年間の空室発生 d 600 （表11）より

必要戸数増減 e=c-d ▲ 389
現在管理戸数 f 1,243 29年4月時点
目標管理戸数 g=e+f 854 計画期間末時点

将来的な空室発生の低下を想定した余裕設定 900 計画期間末時点

（表16） 平成29年度当初時点の耐用年数経過率別戸数

管理戸数 累積値
10.0% 以下 27 27
20.0% 以下 0 27
30.0% 以下 90 117
40.0% 以下 92 209
50.0% 以下 87 296
60.0% 以下 255 551
70.0% 以下 233 784
80.0% 以下 36 820
90.0% 以下 22 842

100.0% 以下 37 879
110.0% 以下 48 927
120.0% 以下 73 1,000
130.0% 以下 2 1,002
140.0% 以下 0 1,002
150.0% 以下 0 1,002
160.0% 以下 0 1,002
170.0% 以下 63 1,065
180.0% 以下 70 1,135
190.0% 以下 48 1,183
200.0% 以下 42 1,225
210.0% 以下 7 1,232
220.0% 以下 0 1,232
230.0% 以下 11 1,243

計 1,243

滅失してよい住戸の経過率 100.0% 以上

経過率
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（表17） 地域別配分率の設定

地域別人口と世帯数
H16 H29

人口 世帯数 人口／世帯数 人口 世帯数 人口／世帯数

一関市 137,989 44,247 3.12 120,028 46,188 2.60
一関地域 61,640 21,941 2.81 57,679 23,894 2.41
花泉地域 16,059 4,631 3.47 13,342 4,713 2.83
大東地域 17,510 5,100 3.43 13,987 5,069 2.76
千厩地域 13,362 4,164 3.21 11,207 4,180 2.68
東山地域 8,348 2,393 3.49 6,797 2,350 2.89
室根地域 6,227 1,723 3.61 5,127 1,797 2.85
川崎地域 4,634 1,316 3.52 3,742 1,307 2.86
藤沢地域 10,209 2,979 3.43 8,147 2,878 2.83

住民基本台帳（各年3月末現在）

平成39年の人口／世帯数の推計
H16 H29 年あたり増減 H39

一関市 3.12 2.60 ▲ 0.0400 2.20
一関地域 2.81 2.41 ▲ 0.0304 2.11
花泉地域 3.47 2.83 ▲ 0.0490 2.34
大東地域 3.43 2.76 ▲ 0.0518 2.24
千厩地域 3.21 2.68 ▲ 0.0406 2.28
東山地域 3.49 2.89 ▲ 0.0459 2.43
室根地域 3.61 2.85 ▲ 0.0585 2.27
川崎地域 3.52 2.86 ▲ 0.0506 2.36
藤沢地域 3.43 2.83 ▲ 0.0459 2.37

地域別人口予測
H22 H52 年あたり
人口 人口 人口増減 人口 人口／世帯数 世帯数

一関地域 59,118 40,641 ▲ 616 48,648 2.11 23,058
花泉地域 14,511 7,155 ▲ 245 10,343 2.34 4,418
大東地域 15,639 7,253 ▲ 280 10,887 2.24 4,858
千厩地域 12,144 7,133 ▲ 167 9,304 2.28 4,090
東山地域 7,525 3,439 ▲ 136 5,210 2.43 2,141
室根地域 5,627 3,012 ▲ 87 4,145 2.27 1,828
川崎地域 4,111 1,984 ▲ 71 2,906 2.36 1,233
藤沢地域 9,068 4,440 ▲ 154 6,445 2.37 2,717

計 44,343
H22、H52の数値は一関市人口ビジョンより

市全体の世帯数と地域別推計の世帯数の補正

一関市 a 43,000 （表3）より 一関市 43,000

地域別推計の計 b 44,343 一関地域 22,364

補正係数 c=a/b 0.9697 花泉地域 4,284
大東地域 4,711
千厩地域 3,965
東山地域 2,075
室根地域 1,772
川崎地域 1,195
藤沢地域 2,634

各地域の補正結果と市全体の数値をあわせるため、一関地域で調整

H39
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地域別住宅の所有関係別戸数
住宅に住む 公営借家等
世帯総数 持家 公営借家等 民営借家 給与住宅 ＋民営借家

一関市 42,353 32,298 1,712 7,035 872 8,747
一関地域 22,071 14,337 941 5,875 629 6,816
花泉地域 4,142 3,702 116 283 13 399
大東地域 4,685 4,295 134 166 38 300
千厩地域 4,021 3,190 195 486 130 681
東山地域 2,108 1,907 117 60 13 177
室根地域 1,627 1,461 108 22 27 130
川崎地域 1,160 1,097 28 16 4 44
藤沢地域 2,539 2,309 73 127 18 200
一関市 100.0% 76.3% 4.0% 16.6% 2.1% 20.7%
一関地域 100.0% 65.0% 4.3% 26.6% 2.8% 30.9%
花泉地域 100.0% 89.4% 2.8% 6.8% 0.3% 9.6%
大東地域 100.0% 91.7% 2.9% 3.5% 0.8% 6.4%
千厩地域 100.0% 79.3% 4.8% 12.1% 3.2% 16.9%
東山地域 100.0% 90.5% 5.6% 2.8% 0.6% 8.4%
室根地域 100.0% 89.8% 6.6% 1.4% 1.7% 8.0%
川崎地域 100.0% 94.6% 2.4% 1.4% 0.3% 3.8%
藤沢地域 100.0% 90.9% 2.9% 5.0% 0.7% 7.9%

地域別配分率の算定
H39 公営＋民営 公営＋民営 配分率

世帯数 借家比率 借家数
一関地域 22,364 30.9% 6,906 77.9%
花泉地域 4,284 9.6% 413 4.7%
大東地域 4,711 6.4% 302 3.4%
千厩地域 3,965 16.9% 672 7.6%
東山地域 2,075 8.4% 174 2.0%
室根地域 1,772 8.0% 142 1.6%
川崎地域 1,195 3.8% 45 0.5%
藤沢地域 2,634 7.9% 207 2.3%
計 43,000 8,861 100.0%

（表18） 地域別目標管理戸数の設定

配分率
（表17）より 計算上 余裕分設定

一関市 100.0% 854 900
一関地域 77.9% 670 705
花泉地域 4.7% 39 41
大東地域 3.4% 29 30
千厩地域 7.6% 64 68
東山地域 2.0% 16 17
室根地域 1.6% 13 14
川崎地域 0.5% 4 4
藤沢地域 2.3% 19 21

一関地域で端数調整

主世帯

目標管理戸数

平成27年国勢調査。本来であれば22年調査も含め推計すべきであるが、東日本大震災の影響があり、22年から27年のトレンドが今後も継続

することは想定しにくいため、27年調査の数値のみを使用する。
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12. 参考資料 

 

12.1 関連計画 

(1) 一関市都市計画マスタープラン 

平成 21 年 3 月に策定しました。将来都市像を「人と自然が織りなし 活力あふれる 交流拠点都市 

いちのせき」と定め、これからのまちづくりの方向性を以下の 4 つとし、分野別構想、地域別構想を整

理しています。 

 

市街地拡大の抑制 今後の人口の見通しとコスト面を考慮して、市街地の低密度な拡大を抑制し、生活空間機

能が集約された、職住が近接する効率的でコンパクトな都市を目指すとともに、既存スト

ックを有効活用しながら、新たな公共公益施設整備やその維持管理コストなどの社会的コ

ストの低い都市を実現していきます。 

中心的な市街地の魅

力の向上 

まちの顔である各地域の中心的な市街地について、地域の特色を生かしながら、商業機能

だけではなく、居住、医療、福祉、教育、レジャー等多様な機能が内在する魅力ある空間

づくりを行い、賑わいを創出していきます。また、公共公益施設については、すべての施

設を中心的な市街地に集約させることは現実的ではありませんが、できる限り中心的な市

街地へ集約化していきます。 

広域的な連携の強化 各地域がその地域資源や独自性を生かした特色あるまちづくりを進め、それらの地域の連

携や交流を促進することにより、その地域にない魅力を補完しあいながら、魅力あるまち

づくりを推進していくネットワーク型の地域構造の形成を目指していきます。 

自然との共生と地域

資源の保全・活用 

美しい田園風景をはじめとする自然環境や地域固有の文化や歴史などの次世代へ継承す

べき貴重な地域資源の保全・活用を図り、美しく環境にやさしいまちづくりを推進してい

きます。 

 

(2) 一関市公共施設等総合管理計画（計画期間：平成 29 年度～平成 58 年度） 

平成 29 年 3 月に策定しました。本

市が所有する公共施設等を長期的な

視点で総合的かつ計画的に管理して

いくため、現状と課題から、今後の公

共施設等の適正管理に向けた基本的

な考え方や取組みの方向性を示すた

めに策定したものです。 

平成 27 年 4 月 1 日現在の行政目的

で使用している建物系施設は、825 施

設、2,569 棟、総延床面積 712,398 ㎡

ですが、維持保全の最適化を図り、持

続性を確保するため、平成 58 年度

（2071 年度）までに延床面積を概ね

3割縮減することを数値目標としてい

ます。 

 
計画期間 30 年間における延床面積の縮減による更新費用の必要額及び

確保可能な財源の関係（イメージ図） 

出典：一関市公共施設等総合管理計画 

 

 

 

 

 

 



 

126 
 

 

(3) 一関市景観計画 

景観法（平成 16 年 6 月 18 日法律第 110 号）に基づき、平成 21 年 3 月に策定しました。8 つの景観

構成要素を定め、要素ごとに景観まちづくり方針を定めています。 

 

景観構成要素 景観まちづくり方針 

山  木々を守り増やし、山並み景観を保全する 
 パノラマ眺望の名所として活用する 
 山林環境の美化を推進する 

川  潤いのある親水景観や渓谷美を保全する 
 水質を浄化し、生態系のすみかを保全する 
 交流の場として活用し、PR を図る 

里  伝統的な農村景観を保全・継承する 
 自然とあいまった美しい里景観を保全・創出する 
 元気のある里の景観づくりを進める 

街  賑わいと魅力のある「まち場」の景観を創出する 
 街並み景観を保全する 
 潤いのある街並みを創出する 

道・駅  良好な道の景観を保全・創出する 
 まちの顔・地域の顔としての駅周辺景観を創出する 
 街道沿いや観光ルート沿いの景観を保全・創出する 

歴史・文化  歴史文化資源の景観を保全し活用する 
 無形民俗文化を保全継承し、景観創出を図る 

 

また、地域別にも景観まちづくり方針を定めています。 

一関 活力ある都市と自然・歴史文化が調和する広域拠点の景観づくり 

花泉 花と泉の潤いと活力みなぎる田園の景観づくり 

大東 蔵街道と祭りの映える室蓬譲水の里の景観づくり 

千厩 街道と歴史・自然が調和する交流拠点の景観づくり 

東山 自然の恵みと文化が調和する観光拠点の景観づくり 

室根 室根山と祭りの映える安らぎのある里の景観づくり 

川崎 川の恵みと歴史が調和するふるさとの景観づくり 

藤沢 豊かな自然を守り原風景を活かした縄文の景観づくり 
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全市域を「一関市景観計画区域」に定めており、以下の行為を届出対象行為として定めています。さ

らに建築物、工作物等の区分ごとに景観形成基準を定めています。 

 

 
 

特に、景観形成重点地区を定め、届出対象行為、景観形成基準の詳細化を図っています。 
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12.2 本市の概要 

 

(1) 土地の利用状況 

市の土地利用状況は、総面積のうち 56.9％が

山林で占められ、次いで田が 11.1％、畑が 6.8％

となっており、県内でみれば比較的農地の割合

が高い地域となっています。 

 
地目別面積割合 

出典：平成 28 年度版一関市統計要覧 

(2) 市内の人の移動 

通勤・通学者の移動手段は自家用車が 7 割を占

めており、自動車に依存したライフスタイルが多

いといえます。 

 

通勤・通学者の移動手段 

 
出典：平成 27 年国勢調査 

11.1%

6.8%

3.3%

56.9%

0.8%

3.4%

1.1%

16.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

田 畑 宅地 池沼 山林

牧場 原野 雑種地 その他

通勤・通学者数 割合
54,063 100.0%

利用交通手段が1種類 51,788 95.8%
徒歩だけ 3,395 6.3%
鉄道・電車 1,087 2.0%
乗合バス 493 0.9%
勤め先・学校のバス 535 1.0%
自家用車 42,036 77.8%
ハイヤー・タクシー 61 0.1%
オートバイ 458 0.8%
自転車 3,234 6.0%
その他 489 0.9%

利用交通手段が2種類 1,617 3.0%
鉄道・電車及び乗合バス 100 0.2%
鉄道・電車及び勤め先・学校のバス 16 0.0%
鉄道・電車及び自家用車 468 0.9%
鉄道・電車及びオートバイ 16 0.0%
鉄道・電車及び自転車 303 0.6%
その他利用交通手段が2種類 714 1.3%

利用交通手段が3種類以上 264 0.5%
総数に従業地、通学地「不詳」を含むため、表中の総数と内訳の合計は

必ずしも一致しない

総数
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(3) 高齢者福祉 

 要介護（要支援）認定者は、要介護 4、要介護 5 を除く区分では増加しており、特に要介護 1、要介

護 2 の軽度認定者が大きく増加しています。 

 
認定者の状況と推移 

出典：平成 29 年度社会福祉の現況（一関市福祉事務所） 
 

(4) 生活保護 

一関市全体での被保護人員では、保護率は

8.21‰で岩手県全体より低い水準になっていま

す。 

被保護世帯類型では、高齢者世帯が全体の約

53％を占めており、特に単身高齢者世帯が多い状

況です。 

高齢者世帯と傷病等世帯を併せると、全体の約 8

割となります。 

生活保護費の内訳では、医療扶助が最も多く、全

体の約 5 割、次いで生活扶助が 33.4％となってい

ます。 

 

被保護世帯数・被保護人員 

 
出典：平成 29 年度社会福祉の現況（一関市福祉事務所） 

 

 

被保護世帯類型 

出典：平成 29 年度社会福祉の現況（一関市福祉事務所） 

 

生活保護費の内訳 
出典：平成 29 年度社会福祉の現況（一関市福祉事務所） 

 

 

1,379 

1,545 

1,559 

1,053 

1,132 

1,171 

1,688 

1,809 

1,959 

1,331

1,499

1,640

1,005

1,117

1,220

1,047

1,184

1,178

1,081

1,122

1,085

0人 2,000人 4,000人 6,000人 8,000人 10,000人

平成24年3月末

(n=8,584)

平成26年3月末

(n=9,408)

平成28年3月末

(n=9,812)

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

平成28年度

世帯 46,188

被保護世帯数 759

人口 120,028

被保護人員 985

保護率(‰) 8.21

県保護率(‰) 10.68

49.1% 22.3% 10.4%

4.1%

2.1%

6.1%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者世帯(単身) 傷病者等世帯(単身)

その他単身世帯 高齢者世帯(2人以上)

母子世帯 傷病者等世帯(2人以上)

その他2人以上世帯

33.4%

9.5%

0.4%

5.1% 48.4%

出産扶助 0.0%
生業扶助 0.2%

葬祭扶助 0.2%

2.7%

就労自立給付金

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活扶助 住宅扶助 教育扶助

介護扶助 医療扶助 出産扶助

生業扶助 葬祭扶助 保護施設事務費

就労自立給付金



 

130 
 

(5) 上下水道 

水道普及率は平成 27 年度時点で 88.4％であり、一関地域、花泉地域、川崎地域がほぼ 100％となっ

ています。室根地域は 36.3％と低い状況です。 

 

各地域の水道普及状況 

 

資料：水道統計 単位：人・箇所・％ 各年度末現在 

 

平成 27 年度時点での下水道の人口普及率は全市で 36.1％です。東山地域の 60.1％が最も高く、次い

で一関地域の 52.0％となっています。また処理区域のなかで下水道に直結したことを示す水洗化率は全

市で 76.2％となっています。千厩地域が 27.9％と低い状況です。 

 

各地域の公共下水道施設の概況 

 

資料：一関市汚水処理施設整備状況他 単位：人・ha・人・％・km・㎥ 年度末現在 

行　　政
区 域 内
現在人口 施設数

（Ａ）
平．25 125,014 27 3 19 6 109,489 87.6% 5 331 87.8%

26 123,445 29 3 19 7 108,506 87.9% 5 331 88.2%
27 121,735 29 3 19 7 107,584 88.4% 5 252 88.6%

（地域別）
一関地域 58,126 13 2 4 7 57,846 99.5% 2 116 99.7%
花泉地域 13,557 － － － － 13,290 98.0% － － 98.0%
大東地域 14,318 4 － 4 － 8,815 61.6% 1 51 61.9%
千厩地域 11,463 1 － 1 － 8,052 70.2% － － 70.2%

東山地域 6,939 3 － 3 － 5,970 86.0% 2 85 87.3%
室根地域 5,207 2 － 2 － 1,918 36.8% － － 36.8%
川崎地域 3,791 1 － 1 － 3,725 98.3% － － 98.3%
藤沢地域 8,334 5 1 4 － 7,968 95.6% － － 95.6%

水 道 施 設 数
現　　在

給水人口
（Ｂ）

水 道
普及率
Ｂ／Ａ

飲 料 水 供 給 施 設

年度
総数 上水道 簡易水道 専用水道

給水人口
（Ｃ）

(B+C)/A

人口普及率 水洗化率

D／A E／D 総水量 1日平均

平．25 125,014 1,726 1,490 41,581 30,879 33.3% 74.3% 327.3 3,231,089 8,852
26 123,445 1,727 1,540 43,370 31,722 35.1% 73.1% 339.3 3,315,083 9,082
27 121,735 2,020 1,584 43,897 33,456 36.1% 76.2% 347.0 3,445,744 9,440

（地域別）
一関地域 58,126 1,298.9 915.8 30,231 23,976 52.0% 79.3% 188.9 2,508,960 6,874
花泉地域 13,557 157.0 142.7 3,761 2,645 27.7% 70.3% 37.3 273,272 749
大東地域 14,318 156.9 154.7 3,616 2,634 25.3% 72.8% 44.5 276,806 758
千厩地域 11,463 83.7 55.7 1,316 367 11.5% 27.9% 12.3 45,834 126

東山地域 6,939 268.4 260.0 4,173 3,314 60.1% 79.4% 53.9 278,168 762
室根地域 5,207  －  －  －  － － －  －  －  －
川崎地域 3,791 55.0 55.0 800 520 21.1% 65.0% 10.1 62,704 172
藤沢地域 8,334  －  －  －  － － －  －  －  －

水洗化
人口（E）

下水道
管施設
総延長

有　収　水　量
年　度

行政区域
人口（A）

現在認可
面積（B）

現在処理
区域面積

（C）

現在処理
区域人口

（D）
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12.3 住宅関係 

12.3.1 住宅ストック 

(1) 持家率 

住宅の所有関係別戸数をみると、本市は持家

が 32,680 戸で 78.6％を占めます。県平均

68.9％と比べ、9.7 ポイント高い状況です。 

 

 
持家率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

国勢調査により持家率の推移をみると、基本

的には横ばいであり、大きな変化はありませ

ん。 

 
持家率の推移 

出典：平成 12 年、17 年、22 年、27 年国勢調査 

 

(2) 建て方・構造 

住宅の建て方、構造をみると、本市の住宅の

85.1％は戸建てです。持家 32,680 戸のうち、木造

戸建が 46.5％、防火木造戸建が 52.3％で 9 割以

上を占めます。借家でも 32.5％は戸建です。構造

も含めてみると、防火木造共同住宅 1～2 階建が

18.4％、RC 造共同住宅 1～2 階建が 16.6％、同 3

～5 階建が 14.5％であり、低層の借家が大半を占

めています。 

木造戸建の持家の比率について比較すると、本

市は 36.6％で県平均 25.6％よりも 11.0 ポイント

高いものの、他市と比較すると 2 番目に低い状況

です。 

 
木造戸建持家率（対住宅総数） 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 
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住宅の所有関係別建て方別構造別住宅数 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

(3) 住宅の所有関係 

民営借家は 6,810 戸 16.4％でうち木造が 4,260 戸です。住宅全体の中で木造民営借家が占める比率は

10.2％ですが、借家全体における比率は 49.1％であり、県平均よりも 2.3 ポイント高い状況です。借家

全体に占める公営借家の比率は 13.8％であり、県平均を 1 とすると 0.78 となります。公営借家はやや

少ないといえます。 
 

住宅の所有関係別戸数、比率 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

住宅
総数 木造 防火木造 RC造 鉄骨造 木造 防火木造 RC造 鉄骨造

総数 41,570 32,680 15,340 17,090 160 80 8,680 1,490 3,650 2,890 650
一戸建 35,360 32,510 15,200 17,090 120 80 2,820 1,050 1,710 40 20
長屋建 740 60 40 - 20 - 680 190 340 150 -
共同住宅 5,350 10 - - 10 - 5,170 240 1,600 2,700 630

1～2階建 3,820 10 - - 10 - 3,680 240 1,600 1,440 400
3～5階建 1,320 - - - - - 1,280 - - 1,260 20
6～10階建 210 - - - - - 210 - - - 210
11階建以上 - - - - - - - - - - -

総数 100.0% 100.0% 46.9% 52.3% 0.5% 0.2% 100.0% 17.2% 42.1% 33.3% 7.5%
一戸建 85.1% 99.5% 46.5% 52.3% 0.4% 0.2% 32.5% 12.1% 19.7% 0.5% 0.2%
長屋建 1.8% 0.2% 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 7.8% 2.2% 3.9% 1.7% 0.0%
共同住宅 12.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 59.6% 2.8% 18.4% 31.1% 7.3%

1～2階建 9.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 42.4% 2.8% 18.4% 16.6% 4.6%
3～5階建 3.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 14.7% 0.0% 0.0% 14.5% 0.2%
6～10階建 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 2.4%
11階建以上 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

持家 借家

総数 木造 非木造
一関市 41,570 32,680 8,680 1,200 6,810 4,260 2,550 670 1
北上市 34,690 23,560 10,860 720 9,470 6,680 2,790 640 1
奥州市 41,020 31,980 9,000 600 7,550 5,480 2,080 600 1
登米市 24,610 20,000 4,500 670 3,550 3,050 490 280 1
栗原市 22,450 19,200 2,980 890 1,950 1,350 590 140 1
岩手県 472,800 325,900 144,500 25,500 107,400 67,600 39,800 11,100 1
一関市 100.0% 78.6% 20.9% 2.9% 16.4% 10.2% 6.1% 1.6% 2
北上市 100.0% 67.9% 31.3% 2.1% 27.3% 19.3% 8.0% 1.8% 2
奥州市 100.0% 78.0% 21.9% 1.5% 18.4% 13.4% 5.1% 1.5% 2
登米市 100.0% 81.3% 18.3% 2.7% 14.4% 12.4% 2.0% 1.1% 2
栗原市 100.0% 85.5% 13.3% 4.0% 8.7% 6.0% 2.6% 0.6% 2
岩手県 100.0% 68.9% 30.6% 5.4% 22.7% 14.3% 8.4% 2.3% 2
一関市 1.14 0.68 0.54 0.72 0.72 0.73 0.69 3
北上市 0.99 1.02 0.38 1.20 1.35 0.96 0.79 3
奥州市 1.13 0.72 0.27 0.81 0.93 0.60 0.62 3
登米市 1.18 0.60 0.50 0.64 0.87 0.24 0.48 3
栗原市 1.24 0.43 0.74 0.38 0.42 0.31 0.27 3
岩手県 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 3
一関市 100.0% 13.8% 78.5% 49.1% 29.4% 7.7% 4
北上市 100.0% 6.6% 87.2% 61.5% 25.7% 5.9% 4
奥州市 100.0% 6.7% 83.9% 60.9% 23.1% 6.7% 4
登米市 100.0% 14.9% 78.9% 67.8% 10.9% 6.2% 4
栗原市 100.0% 29.9% 65.4% 45.3% 19.8% 4.7% 4
岩手県 100.0% 17.6% 74.3% 46.8% 27.5% 7.7% 4
一関市 0.78 1.06 1.05 1.07 1.00 5
北上市 0.38 1.17 1.31 0.93 0.77 5
奥州市 0.38 1.13 1.30 0.84 0.87 5
登米市 0.84 1.06 1.45 0.40 0.81 5
栗原市 1.69 0.88 0.97 0.72 0.61 5
岩手県 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 5
表区分1：実数、区分2：対住宅総数比率、区分3：岩手県比率＝1とした場合の各市町村比率の値

区分4：対借家総数比率、区分5：借家において岩手県比率＝1とした場合の各市町村比率の値

都市再生機構(UR)・公社借家は本市ではデータ上「－」なので省略

住宅の所有の関係「不詳」を含むため、表中の総数と内訳の合計は必ずしも一致しない

表

区

分
民営借家総数 持家

公営借家 給与住宅
借家
総数
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住宅の所有関係別に建築時期別戸数をみると、まず、住宅全体 41,570 戸の中で最も多いのは昭和 35

年以前の持家で 6,360 戸、15.3％を占めます。昭和 46 年～55 年、昭和 56 年～平成 2 年の持家もそれ

ぞれ 14.2％、14.6％を占めており、持家の割合が高くなっています。木造の耐用年数は 22 年ですので、

平成 2 年以前の木造住宅は耐用年数を超過しています。 

借家全体でみると、平成 3 年～12 年が 31.0％、平成 13 年～22 年が 25.9％を占めており、持家に比

べ築年数が新しい状況です。借家全体の中では平成 3 年～12 年の非木造民営借家が 14.2％を占めてい

ます。 

全体として持家は老朽化しており、借家はその程度が低いといえます。 

 

本市の住宅の所有関係別、建築時期別戸数、比率 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

 
 

総数 木造 非木造
住宅総数 41,570 32,680 8,680 1,200 6,810 4,260 2,550 670 1
昭和35年以前 6,800 6,360 440 140 300 300 - 10 1
昭和36年～45年 3,420 2,860 560 60 490 420 70 10 1
昭和46年～55年 7,090 5,900 1,190 370 670 650 30 150 1
昭和56年～平成2年 7,210 6,070 1,140 100 910 770 140 140 1
平成3年～12年 8,470 5,770 2,690 460 2,060 830 1,230 170 1
平成13年～22年 7,050 4,800 2,250 80 1,990 970 1,020 170 1
平成23年～25年9月 1,140 820 320 - 290 280 20 20 1
住宅総数 100.0% 78.6% 20.9% 2.9% 16.4% 10.2% 6.1% 1.6% 2
昭和35年以前 16.4% 15.3% 1.1% 0.3% 0.7% 0.7% 0.0% 0.0% 2
昭和36年～45年 8.2% 6.9% 1.3% 0.1% 1.2% 1.0% 0.2% 0.0% 2
昭和46年～55年 17.1% 14.2% 2.9% 0.9% 1.6% 1.6% 0.1% 0.4% 2
昭和56年～平成2年 17.3% 14.6% 2.7% 0.2% 2.2% 1.9% 0.3% 0.3% 2
平成3年～12年 20.4% 13.9% 6.5% 1.1% 5.0% 2.0% 3.0% 0.4% 2
平成13年～22年 17.0% 11.5% 5.4% 0.2% 4.8% 2.3% 2.5% 0.4% 2
平成23年～25年9月 2.7% 2.0% 0.8% 0.0% 0.7% 0.7% 0.0% 0.0% 2
住宅総数 100.0% 100.0% 13.8% 78.5% 49.1% 29.4% 7.7% 3
昭和35年以前 19.5% 5.1% 1.6% 3.5% 3.5% 0.0% 0.1% 3
昭和36年～45年 8.8% 6.5% 0.7% 5.6% 4.8% 0.8% 0.1% 3
昭和46年～55年 18.1% 13.7% 4.3% 7.7% 7.5% 0.3% 1.7% 3
昭和56年～平成2年 18.6% 13.1% 1.2% 10.5% 8.9% 1.6% 1.6% 3
平成3年～12年 17.7% 31.0% 5.3% 23.7% 9.6% 14.2% 2.0% 3
平成13年～22年 14.7% 25.9% 0.9% 22.9% 11.2% 11.8% 2.0% 3
平成23年～25年9月 2.5% 3.7% 0.0% 3.3% 3.2% 0.2% 0.2% 3
住宅総数 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 4
昭和35年以前 5.1% 11.7% 4.4% 7.0% 0.0% 1.5% 4
昭和36年～45年 6.5% 5.0% 7.2% 9.9% 2.7% 1.5% 4
昭和46年～55年 13.7% 30.8% 9.8% 15.3% 1.2% 22.4% 4
昭和56年～平成2年 13.1% 8.3% 13.4% 18.1% 5.5% 20.9% 4
平成3年～12年 31.0% 38.3% 30.2% 19.5% 48.2% 25.4% 4
平成13年～22年 25.9% 6.7% 29.2% 22.8% 40.0% 25.4% 4
平成23年～25年9月 3.7% 0.0% 4.3% 6.6% 0.8% 3.0% 4
表区分1：実数、区分2：対住宅総数比率、区分3：対持家総数、借家総数比率、区分4：対所有関係区分別比率

都市再生機構(UR)・公社借家はデータ上「－」なので省略

建築時期はデータ上では平成3年以後は5年単位の区分であるが、平成2年以前との比較のため、10年単位としている

住宅の所有の関係「不詳」を含むため、表中の総数と内訳の合計は必ずしも一致しない

総数
借家
総数

表
区
分

民営借家
給与住宅公営借家

持家
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(4) 住宅の面積 

本市の 1 住宅当たり延べ面積は 147.8 ㎡であり、県平均 122.6 ㎡よりも 25.2 ㎡広いです。１人当た

り居住室の畳数は本市は 16.3 畳で他とも大きな違いはなく、住宅面積に応じた世帯人員となっている

ことがわかります。 

 

１住宅当たり延べ面積(㎡)  

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

１人当たり居住室の畳数 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

住宅の所有関係別に１住宅当たり延べ面積を

みると、持家 171.8 ㎡、公営借家 66.2 ㎡、民営借

家 55.0 ㎡であり、持家は民営借家の 3.12 倍の面

積となります。 

住宅の所有関係別１住宅当たり延べ面積(㎡)  

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

持家と民営借家の１住宅当たり延べ面積をみると、本市と同様の傾向であり、持家は民営借家の 3 倍

程度の広さとなっています。 

 
持家と民営借家の１住宅当たり延べ面積(㎡)  

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 
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12.3.2 住宅と世帯 

(1) 家族類型と持家率 

平成 27 年の国勢調査により家族類型別の持家率をみると、通常、借家率が高い単独世帯においても

52.9％と半数以上が持家であり、持家における高齢単身世帯の増加がうかがえます。その他の家族類型

でも 70％を超過しており、都市部では低質な借家に住む傾向が強い「女親と子どもから成る世帯」でも

72.8％が持家です。 

 
家族類型別持家率 

17 の家族類型のうち住宅に住む世帯数が 1000 以上のもののみ抽出。（ ）は住宅に住む世帯数。持家率は対一般世帯数 
出典：平成 27 年国勢調査 
 

 

世帯年収 300～500 万円の夫婦と子どもから成

る世帯（夫婦のいずれかが家計を主に支える）の

持家率をみると、本市は 62.9％で県平均 63.7％と

大きな差異はありませんが、他市と比べると最も

低く、中堅所得のファミリー層がやや持家を取得

しにくい状況にあるといえます。 

 
世帯年収 300～500 万円の夫婦と子どもから成る世帯（夫婦

のいずれかが家計を主に支える）の持家率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

世帯年収 300 万円未満の一人親と子どもから

成る世帯（親が家計を主に支える）の持家率をみ

ると、本市は 65.3％で県平均 50.3％と比べ 15.0

ポイント高い状況です。他市と比べても同様の傾

向であり、「子どもの貧困」問題が指摘される一人

親世帯においても居住面は比較的恵まれている

状況にあるといえます。 

 
世帯年収 300 万円未満の一人親と子どもから成る世帯（親

が家計を主に支える）の持家率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 
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(2) 世帯人員と住宅の所有関係、居住室の畳数 

 

世帯人員別に持家世帯数、借家世帯数をみると、

主世帯4741,570世帯のうち持家の 2人世帯が最も多

く 10,000 世帯 24.1％を占めています。次いで持家

3 人、持家 4 人、持家 1 人であり、合計で 63.3％を

占めています。 

世帯人員別持家率をみると、1 人世帯で 51.9％、

2 人世帯でも 84.8％と高くなっています。 

世帯人員別持家世帯数、借家世帯数、持家率 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

1 人世帯、2 人世帯に限定して、持家率を比較す

ると、本市は県平均より 1 人世帯で 9.1 ポイント、

2 人世帯で 8.6 ポイント高くなっています。他市と

比べると 1 人世帯はやや低いですが、2 人世帯では

大きな違いはありません。 

 

 
1 人世帯、2 人世帯の持家率 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

 

  

                                                  
47  1 住宅に 1 世帯が住んでいる場合はその世帯を「主世帯」とし，1 住宅に 2 世帯以上住んでいる場合には，そのうちの主な世帯を

「主世帯」としている。 

総数 持家 借家 持家率
総数 41,570 32,680 8,680 78.6%

1人 8,480 4,400 3,920 51.9%
2人 11,790 10,000 1,780 84.8%
3人 8,470 7,050 1,380 83.2%
4人 5,940 4,820 1,120 81.1%
5人 3,300 2,920 380 88.5%
6人 2,050 1,950 100 95.1%

7人以上 1,530 1,530 - 100.0%
総数 100.0% 78.6% 20.9%

1人 20.4% 10.6% 9.4%
2人 28.4% 24.1% 4.3%
3人 20.4% 17.0% 3.3%
4人 14.3% 11.6% 2.7%
5人 7.9% 7.0% 0.9%
6人 4.9% 4.7% 0.2%

7人以上 3.7% 3.7% 0.0%
総数は主世帯

住宅の所有の関係「不詳」を含むため、表中の総数と内訳の合計は

必ずしも一致しない
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世帯人員別に居住室の畳数をみると、世帯数が最も多い持家 2 人世帯では 52.49 畳、一人あたり 26.25

畳です。世帯人員別に持家と借家の一人あたり居住室畳数の格差をみると、1人世帯では持家の 38.2％、

2 人世帯は 41.1％しかなく、人員と面積のミスマッチが生じているといえます。また、一人あたり居住

室畳数の世帯人員による格差をみると、1 人世帯を 1.00 とした場合、持家 3 人世帯 0.39、4 人世帯 0.31

となっており、やはりミスマッチが生じているといえます。 

 

世帯人員別住宅の所有関係別居住室の畳数 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 
 

(3) 高齢者のみ世帯の居住状況 

主世帯 41,570 世帯のうち高齢単身 3,620 世帯、高齢

夫婦 5,040 世帯で計 8,660 世帯となり、20.8％を占めま

す。 

持家率は 1 人世帯の高齢単身では 84.8％ですが、そ

れ以外の単身では 27.4％と大きな差があります。2 人世

帯では高齢夫婦が 96.0％、それ以外が 76.4％とそれほ

どの違いはありません。高齢者のみ世帯のほとんどは持

家に住んでいることがわかります。 

持家 1 人世帯のうち高齢単身は 69.8％、持家 2 人世

帯のうち高齢夫婦は 48.4％です。 

高齢者のみ世帯の住宅の所有関係 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

子の居住地別高齢者のみ

世帯数をみると、34.6％の世

帯で子が片道１時間未満に

居住しています。 

子の居住地別高齢者のみ世帯数 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

借家／持家
居住室畳数

総数 持家 借家

総数 47.79 - 54.89 - 21.06 - 38.4% - - -
1人 32.81 32.81 46.28 46.28 17.70 17.70 38.2% 1.00 1.00 1.00
2人 47.83 23.92 52.49 26.25 21.59 10.80 41.1% 0.73 0.57 0.61
3人 48.94 16.31 53.90 17.97 23.58 7.86 43.7% 0.50 0.39 0.44
4人 50.75 12.69 56.89 14.22 24.29 6.07 42.7% 0.39 0.31 0.34
5人 57.60 11.52 60.94 12.19 31.93 6.39 52.4% 0.35 0.26 0.36

6人以上 65.75 10.96 66.77 11.13 30.70 5.12 46.0% 0.33 0.24 0.29
6人以上は6人として一人あたりを計算

1人世帯を1としたときの

一人あたり居住室畳数
各世帯人員での

世帯あたり 一人あたり 世帯あたり 一人あたり 世帯あたり 一人あたり

総数
居住室畳数

持家
居住室畳数

借家
居住室畳数

総数 持家 借家 持家率
総数 41,570 32,680 8,680 78.6%

8,480 4,400 3,920 51.9%
高齢単身 3,620 3,070 550 84.8%
それ以外 4,860 1,330 3,370 27.4%

11,790 10,000 1,780 84.8%
高齢夫婦 5,040 4,840 170 96.0%
それ以外 6,750 5,160 1,610 76.4%

100.0% 100.0% 100.0%
高齢単身 42.7% 69.8% 14.0%
それ以外 57.3% 30.2% 86.0%

100.0% 100.0% 100.0%
高齢夫婦 42.7% 48.4% 9.6%
それ以外 57.3% 51.6% 90.4%

高齢夫婦とは夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦をいう

住宅の所有の関係「不詳」を含むため、表中の総数と内訳の合計は

必ずしも一致しない

1人

2人

1人

2人

総数 3,620 100.0% 5,040 100.0% 8,660 100.0%
子がいる 2,500 69.1% 4,280 84.9% 6,780 78.3%

一緒に住んでいる 20 0.6% 40 0.8% 60 0.7%
徒歩５分程度の場所に住んでいる 20 0.6% 290 5.8% 310 3.6%
片道15分未満の場所に住んでいる 320 8.8% 580 11.5% 900 10.4%
片道１時間未満の場所に住んでいる 710 19.6% 1,020 20.2% 1,730 20.0%
片道１時間以上の場所に住んでいる 1,440 39.8% 2,350 46.6% 3,790 43.8%

子はいない 990 27.3% 730 14.5% 1,720 19.9%
片道１時間未満計 1,070 29.6% 1,930 38.3% 3,000 34.6%
「一緒に住んでいる」には「同じ建物又は敷地内に住んでいる」場合も含む

子の居住地「不詳」を含むため、表中の総数と内訳の合計は必ずしも一致しない

高齢夫婦 計高齢単身
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(4) 高齢者がいる世帯の状況 

 

最高齢者の年齢が 65 歳以上の主世帯は

25,210 世帯であり、うち 68.6％には高齢者等の

ための設備があります。手すり設置率は 59.8％

であり、「またぎやすい高さの浴槽」は 33.6％、

「廊下などが車いすで通行可能な幅」は 27.1％

となっています。 

65 歳以上48の世帯における高齢者等のための設備設置状況 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

(5) 居住面積水準 

誘導居住面積水準49未満世帯の状況を型別にみると、都市居住型50の水準未満は 3,420 世帯で誘導居

住面積水準未満世帯全体の 34.2％、一般型51の水準未満は 6,570 世帯 65.8％を占め、一般型が多い状況

です。特に持家における一般型達成未満が多くなっています。 

住宅の所有関係別にみると、借家では民営借家が木造、非木造とも、約 70％が水準未満となっていま

す。また木造民営借家の水準未満 2,980 世帯のうち、57.7％が一般型の水準未満であり、戸建ての木造

民営借家が狭いことがわかります。 

 

住宅の所有関係別誘導居住面積水準未満世帯 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

                                                  
48 世帯内の最高齢者の年齢が 65 歳以上である世帯であり、高齢者のみ世帯に限定しない。以下同様。 
49 世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積に関す

る水準。 
都市の郊外及び都市部以外の一般地域における戸建住宅居住を想定した一般型誘導居住面積水準（(1) 単身者 55m2、(2) 2 人以上の

世帯 25m2×世帯人数＋25m2）と、都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定した都市居住型誘導居住面積水準（(1) 単身

者 40m2、(2) 2 人以上の世帯 20m2×世帯人数＋15m2）からなる。  
50 都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定したもの。 
51 都市の郊外及び都市部以外の一般地域における戸建住宅居住を想定したもの。 

最高齢者の年齢が65歳以上の主世帯 25,210 100.0%
高齢者等のための設備がある 17,300 68.6%

手すりがある 15,080 59.8%
玄関 3,140 12.5%
トイレ 9,510 37.7%
浴室 8,180 32.4%
脱衣所 1,930 7.7%
廊下 3,070 12.2%
階段 8,350 33.1%
居住室 600 2.4%
その他 490 1.9%

またぎやすい高さの浴槽 8,480 33.6%
廊下などが車いすで通行可能な幅 6,820 27.1%
段差のない屋内 5,420 21.5%
道路から玄関まで車いすで通行可能 3,890 15.4%

高齢者等のための設備はない 7,910 31.4%

対水準未満 対水準未満

世帯総数 世帯総数

主世帯総数 41,570 9,990 24.0% 3,420 34.2% 6,570 65.8% 1

持家 32,680 4,320 13.2% - 0.0% 4,320 100.0% 1

借家 8,680 5,670 65.3% 3,420 60.3% 2,250 39.7% 1

公営借家 1,200 570 47.5% 200 35.1% 380 66.7% 1

民営借家(木造) 4,260 2,980 70.0% 1,260 42.3% 1,720 57.7% 1

民営借家(非木造) 2,550 1,790 70.2% 1,740 97.2% 50 2.8% 1

給与住宅 670 320 47.8% 220 68.8% 100 31.3% 1

主世帯総数 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 2

持家 78.6% 43.2% 0.0% 65.8% 2

借家 20.9% 56.8% 100.0% 34.2% 2

公営借家 2.9% 5.7% 5.8% 5.8% 2

民営借家(木造) 10.2% 29.8% 36.8% 26.2% 2

民営借家(非木造) 6.1% 17.9% 50.9% 0.8% 2

給与住宅 1.6% 3.2% 6.4% 1.5% 2

表区分1：実数、対総数、対水準未満世帯総数、区分2：対主世帯総数

都市再生機構(UR)・公社の借家は省略

誘導居住面積水準
水準未満世帯

都市居住型
総数 対総数

総数
一般型

表

区

分
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世帯の型別にみると、量的に多いのが、夫婦と 25 歳以上の者 9,140 世帯 22.0％、高齢夫婦 5,020 世

帯 12.1％の 2 つの世帯型です。どちらもほとんど一般型であるため、やや狭く老朽化した戸建て持家に

長年住んでいる世帯と考えられます。 

また、夫婦と９歳未満の者の世帯（つまり子育て世帯）ではいずれも 60％以上が誘導居住水準未満と

なっており、特に都市居住型に多くなっています。主に民間借家に住む世帯と考えられます。 

 

世帯の型別別誘導居住面積水準未満世帯 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

 

 

 

 

  

対水準未満 対水準未満

世帯総数 世帯総数

主世帯総数 41,570 9,990 24.0% 3,420 34.2% 6,570 65.8% 1

65歳未満の単身 4,310 1,630 37.8% 1,320 81.0% 310 19.0% 1

　30歳未満の単身 800 360 45.0% 360 100.0% - 0.0% 1

　30～64歳の単身 3,510 1,270 36.2% 960 75.6% 310 24.4% 1

65歳以上の単身 3,620 300 8.3% 20 6.7% 280 93.3% 1

  うち75歳以上の単身 2,170 160 7.4% - 0.0% 160 100.0% 1

夫婦のみ 8,160 1,100 13.5% 330 30.0% 770 70.0% 1

　高齢夫婦 5,020 390 7.8% - 0.0% 390 100.0% 1

　高齢でない夫婦 3,140 710 22.6% 330 46.5% 380 53.5% 1

夫婦と３歳未満の者 440 280 63.6% 180 64.3% 110 39.3% 1

夫婦と３～５歳の者 820 550 67.1% 440 80.0% 100 18.2% 1

夫婦と６～９歳の者 690 440 63.8% 230 52.3% 210 47.7% 1

夫婦と10～17歳の者 1,940 880 45.4% 190 21.6% 690 78.4% 1

夫婦と18～24歳の者 780 310 39.7% 90 29.0% 230 74.2% 1

夫婦と25歳以上の者 9,140 1,600 17.5% 70 4.4% 1,540 96.3% 1

夫婦と18歳未満 1,340 340 25.4% - 0.0% 340 100.0% 1

及び65歳以上の者
その他 9,750 2,330 23.9% 330 14.2% 1,990 85.4% 1

主世帯総数 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 2

65歳未満の単身 10.4% 16.3% 38.6% 4.7% 2

　30歳未満の単身 1.9% 3.6% 10.5% 0.0% 2

　30～64歳の単身 8.4% 12.7% 28.1% 4.7% 2

65歳以上の単身 8.7% 3.0% 0.6% 4.3% 2

  うち75歳以上の単身 5.2% 1.6% 0.0% 2.4% 2

夫婦のみ 19.6% 11.0% 9.6% 11.7% 2

　高齢夫婦 12.1% 3.9% 0.0% 5.9% 2

　高齢でない夫婦 7.6% 7.1% 9.6% 5.8% 2

夫婦と３歳未満の者 1.1% 2.8% 5.3% 1.7% 2

夫婦と３～５歳の者 2.0% 5.5% 12.9% 1.5% 2

夫婦と６～９歳の者 1.7% 4.4% 6.7% 3.2% 2

夫婦と10～17歳の者 4.7% 8.8% 5.6% 10.5% 2

夫婦と18～24歳の者 1.9% 3.1% 2.6% 3.5% 2

夫婦と25歳以上の者 22.0% 16.0% 2.0% 23.4% 2

夫婦と18歳未満 3.2% 3.4% 0.0% 5.2% 2

及び65歳以上の者
その他 23.5% 23.3% 9.6% 30.3% 2

表区分1：実数、対総数、対水準未満世帯総数、区分2：対主世帯総数

表

区

分都市居住型 一般型
総数

誘導居住面積水準
水準未満世帯

総数 対総数
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借家（専用住宅）8,610 世帯のうち誘導居住面積水準未満世帯は 5,620 世帯、65.3％を占めています。

家賃別にみると家賃 4～6 万円の世帯が量的に多く 2,440 世帯です。年収別にみると 300 万円未満の

2,550 世帯が量的に多くなっています。未達成率が高いのは、家賃別にみると、0 円52、2～4 万円、4～

6 万円です。世帯年収別にみると 300～500 万円、500～700 万円です。 

 

借家の家賃別、世帯年収別誘導居住面積水準未満世帯 

 
出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 
 

12.3.3 住宅供給 

平成 26 年次の住宅着工統計において新設住宅の戸数をみると、本市の着工戸数は 465 戸です。利用

関係別の比率では持家が 59.6％、貸家が 31.6％を占め、個人による持家建設が中心といえます。建て方

別にみると戸建てが 66.5％を占めており、ほとんどは持家ですが、一部には戸建て貸家も建設されてい

ることがわかります。 

 

新設住宅の利用関係別戸数 

 
出典：平成 26 年次住宅着工統計 

新設住宅の建て方別戸数 

 
出典：平成 26 年次住宅着工統計 

 

  

                                                  
52 住宅・土地統計調査の集計表では、「0 円」の区分があるので、そのまま表記しています。なお、住宅・土地統計調査の調査票で

は、家賃の実数を記入することとなっており、集計上、記入されていないものを「0 円」としている可能性があります。 

総数 対総数 構成比
借家（専用住宅）総数 8,610 5,620 65.3% 100.0%
家賃 0円 810 560 69.1% 10.0%

～1万円 460 260 56.5% 4.6%
～2万円 640 340 53.1% 6.0%
～4万円 2,260 1,540 68.1% 27.4%
～6万円 3,580 2,440 68.2% 43.4%
～8万円 700 430 61.4% 7.7%
～10万円 70 20 28.6% 0.4%

世帯 ～300万円 4,110 2,550 62.0% 45.4%
年収 ～500万円 2,470 1,780 72.1% 31.7%

～700万円 1,020 740 72.5% 13.2%
～1000万円 420 230 54.8% 4.1%
1000万円～ 270 90 33.3% 1.6%

家賃は月額。家賃10万円以上はデータがないので省略

誘導居住面積水準
水準未満世帯総数

一関市 北上市 奥州市 登米市 栗原市 岩手県
計 465 584 573 455 250 8,226
持家 277 281 354 214 144 4,458
貸家 147 245 182 219 91 3,225
給与住宅 20 0 0 3 1 100
分譲住宅 21 58 37 19 14 443
計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
持家 59.6% 48.1% 61.8% 47.0% 57.6% 54.2%
貸家 31.6% 42.0% 31.8% 48.1% 36.4% 39.2%
給与住宅 4.3% 0.0% 0.0% 0.7% 0.4% 1.2%
分譲住宅 4.5% 9.9% 6.5% 4.2% 5.6% 5.4%

一関市 北上市 奥州市 登米市 栗原市 岩手県
計 465 584 573 455 250 8,226
一戸建 309 360 401 244 171 5,141
長屋建 46 170 132 184 79 1,656
共同住宅 110 54 40 27 0 1,429
計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
一戸建 66.5% 61.6% 70.0% 53.6% 68.4% 62.5%
長屋建 9.9% 29.1% 23.0% 40.4% 31.6% 20.1%
共同住宅 23.7% 9.2% 7.0% 5.9% 0.0% 17.4%
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住宅の規模別の比率をみると、木造貸家は 20～30 ㎡で 68.0％を占め、非木造貸家は 40～50 ㎡が

61.7％を占めています。ただし、これは確認申請の件数ベースの数値であるため、実際の非木造貸家の

住戸が 40～50 ㎡があるとはいえません。持家は木造、非木造ともに、100～120 ㎡、120～150 ㎡にピ

ークがあり、一般的な戸建持家を示していると思われます。 

 

 
新設住宅の規模別比率 

出典：平成 26 年次住宅着工統計 

 

 

新築の利用関係別推移をみると、平成 21 年

から平成 25 年までは持家が年 300 戸から 400

戸まで増えていますが、26 年以降はまた 300

戸程度で推移しています。貸家も平成 23 年、

24 年は年 160 戸程度に増えており、その時期

に沿岸部における東日本大震災の被災者が避

難したことによる持家需要・借家需要が発生し

たものと考えられます。 
 

利用関係別新築住宅の戸数の推移 

出典：平成 21 年から平成 28 年における建築動態調査 
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関連して公示地価の推移をみると、震災により住宅需要が一時期増加した可能性があるにも関わらず、

地価は一貫して横ばいまたは下落傾向にあります。特に一関-5（千厩町千厩字北方）が 17 年間で地価

が 52.4％下落、一関-6（千厩町千厩字石堂）が 46.2％下落するなど、千厩地区の下落幅が大きくなって

います。 

 

（一関-1）東山町長坂字西本町、（一関-2）東山町長坂字南山谷、（一関-3）新町、（一関-4）上坊、（一関-5）千厩町千厩字北方、（一関-

6）千厩町千厩字石堂 

公示地価の推移 

出典：国土交通省地価公示 
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12.4 市民アンケート調査結果 

12.4.1 調査概要 

調査目的：一関市住宅政策基本計画（第二次）の策定に向け、居住の質や魅力を高め、住み続けたく

なるための住宅政策を実現していくため、市民の考えや現状等についての意識調査を実施

しました。 

調査日程：平成 29 年 11 月 7 日～11 月 20 日 

調査対象：平成 29 年 10 月 6 日現在で一関市在住の方から無作為で抽出 

調査方法：アンケート調査（郵送による配布・回収） 

調査結果：アンケート配布世帯数：2,000 世帯 

アンケート回答世帯数：993 世帯（回収率：49.7％） 

 

12.4.2 単純集計 

(1) 現在の住まいについて 

（問 1）現住所の地域について 

回答者の約半数の現住所は「一関地域」となっています。次いで「大東地域」が 12.1％と多くなって

います。 

 

 

 

（問 2）現在住んでいる住宅について 

「持家（戸建・長屋建）」が最も多く、85.5％となっています。 

 

 

  

993

1. 一関地域 505

2. 花泉地域 103

3. 大東地域 120

4. 千厩地域 77

5. 東山地域 53

6. 室根地域 45

7. 川崎地域 28

8. 藤沢地域 60

無回答 2

全体

993

1.  持家（戸建・長屋建） 846

2. 分譲マンション 4

3.  民営賃貸住宅（戸建・長屋建） 32

4.  民営賃貸住宅（木造アパート） 30

5.  民営賃貸住宅（非木造アパート） 17

6. 市営住宅 20

7. 県営住宅 5

8.  給与住宅（社宅・官舎・公務員住宅等） 7

9. 独身寮・間借り・住み込みなど 5

10. その他 23

無回答 4

全体

持家

（戸建・長屋建）

85.5%

分譲マンション

0.4%

民営賃貸住宅

（戸建・長屋建）

3.2%

民営賃貸住宅

（木造アパート）

3.0%

民営賃貸住宅

（非木造アパー

ト）

1.7%
市営住宅

2.0%

県営住宅

0.5%

給与住宅

（社宅・官舎・公

務員住宅等）

0.7% 独身寮・間借り・

住み込みなど

0.5%
その他

2.3%
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（問 3）現住宅の延べ床面積について 

延べ床面積は「150 ㎡～200 ㎡未満」が最も多く、18.4％となっています。次いで、「200 ㎡以上」が

16.7％と多くなっています。 

 

 

（問 4）現住宅の築年数について 

築年数は「50 年以上」が最も多く、18.5％となっています。 

 
 

（問 5）現住所の地域を選んだ理由について 

現住所の地域を選んだ理由は「生まれたときから住んでいる」が最も多く、44.4％となっています。

次いで、「たまたま土地、住宅を見つけた」が 17.4％と多くなっています。 

 

 

  

993

1. ３０㎡未満 41

2. ３０㎡以上５０㎡未満 109

3. ５０㎡以上７５㎡未満 113

4. ７５㎡以上１００㎡未満 85

5. １００㎡以上１２５㎡未満 112

6. １２５㎡以上１５０㎡未満 121

7. １５０㎡以上２００㎡未満 165

8. ２００㎡以上 150

無回答 97

全体

３０㎡未満

4.6% ３０㎡以上

５０㎡未満

12.2%

５０㎡以上

７５㎡未満

12.6%

７５㎡以上

１００㎡未満

9.5%

１００㎡以上

１２５㎡未満

12.5%

１２５㎡以上

１５０㎡未満

13.5%

１５０㎡以上

２００㎡未満

18.4%

２００㎡以上

16.7%

993

1. １年未満 9

2. １年以上３年未満 12

3. ３年以上５年未満 21

4. ５年以上１０年未満 57

5. １０年以上１５年未満 81

6. １５年以上２０年未満 79

7. ２０年以上２５年未満 85

8. ２５年以上３０年未満 78

9. ３０年以上４０年未満 154

10. ４０年以上５０年未満 161

11. ５０年以上 181

12. 不明 62

無回答 13

全体
１年未満

0.9%

１年以上

３年未満

1.2%

３年以上

５年未満

2.1%
５年以上

１０年未満

5.8%

１０年以上

１５年未満

8.3%

１５年以上

２０年未満

8.1%

２０年以上

２５年未満

8.7%

２５年以上

３０年未満

8.0%

３０年以上

４０年未満

15.7%

４０年以上

５０年未満

16.4%

５０年以上

18.5%

不明

6.3%

993

1. 生まれたときから住んでいる 435

2. 住み慣れた土地で愛着がある 44

3. 実家や親族の家に近い 117

4. 友人等が住んでいる 6

5. 地域イメージがよいので住みたかった 25

6. 過去に訪れたことがあり住みたいと思った 8

7. たまたま土地、住宅を見つけた 170

8. 相続等で土地、住宅を入手した 55

9. その他 119

無回答 14

全体

生まれたときから

住んでいる

44.4%

住み慣れた土地で

愛着がある

4.5%

実家や親族の家に

近い

12.0%

友人等が住んでい

る

0.6%

地域イメージが

よいので住みた

かった

2.6%

過去に訪れたこと

があり住みたいと

思った

0.8%

たまたま土地、

住宅を見つけた

17.4%

相続等で土地、

住宅を入手した

5.6%

その他

12.2%
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(2) 現在の住まいやその周りの環境について 

（問 6）現住宅の満足度 

概ね満足傾向にありますが、「I 住宅の維持管理のしやすさ」、「L 高齢者などへの配慮」、「H 住宅のい

たみの少なさ」、「J 住宅の断熱性や気密性」、「K 冷暖房などの省エネルギー性」に対して「非常に不満

または多少不満」が多くなっています。 

 

 

 

 

  

全体
1.

満足

2.

まあ満足

3.

多少不満

4.

非常に不満
無回答

A 住宅の広さや間取り 993 314 375 197 48 59

B 収納の多さ、使いやすさ 993 198 378 285 65 67

C 台所、トイレ、浴室などの使いやすさ、広さ 993 258 392 213 71 59

D 地震時の住宅の安全性 993 175 324 313 118 63

E 台風時の住宅の安全性 993 177 372 289 88 67

F 火災に対する安全性 993 137 392 297 94 73

G 住宅の防犯性 993 110 382 320 108 73

H 住宅のいたみの少なさ 993 101 312 348 165 67

I 住宅の維持管理のしやすさ 993 102 346 328 139 78

J 住宅の断熱性や気密性 993 126 280 295 228 64

K 冷暖房などの省エネルギー性 993 93 281 343 206 70

L 高齢者などへの配慮 993 87 325 331 177 73

M 換気性能 993 149 443 238 90 73

N 居間など、主な居住室の採光 993 230 424 193 70 76

O 外部からの騒音に対する遮音性 993 209 404 227 77 76

P 上下階や隣戸の生活音などに対する遮音性 993 240 402 210 66 75

Q 外部からのプライバシーの確保 993 228 447 195 49 74

R 水害時の住宅の安全性 993 340 366 157 64 66

36.7%

33.6%

24.8%

25.1%

26.1%

27.6%

22.8%

16.2%

21.4%

19.1%

14.9%

18.8%

12.%

11.1%

9.5%

10.9%

13.6%

10.1%

39.5%

40.1%

48.6%

46.2%

43.8%

42.%

44.1%

48.2%

40.8%

40.2%

42.6%

34.8%

41.5%

37.8%

35.3%

33.7%

30.1%

30.4%

16.9%

21.1%

21.2%

21.%

22.9%

22.8%

24.8%

25.9%

30.8%

31.2%

32.3%

33.7%

34.8%

35.8%

36.%

37.6%

31.8%

37.2%

6.9%

5.1%

5.3%

7.6%

7.2%

7.6%

8.4%

9.8%

7.%

9.5%

10.2%

12.7%

11.7%

15.2%

19.2%

17.8%

24.5%

22.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R 水害時の住宅の安全性

A 住宅の広さや間取り

Q 外部からのプライバシーの確保

N 居間など、主な居住室の採光

P 上下階や隣戸の生活音などに対する遮音性

C 台所、トイレ、浴室などの使いやすさ、広さ

O 外部からの騒音に対する遮音性

M 換気性能

B 収納の多さ、使いやすさ

E 台風時の住宅の安全性

F 火災に対する安全性

D 地震時の住宅の安全性

G 住宅の防犯性

I 住宅の維持管理のしやすさ

L 高齢者などへの配慮

H 住宅のいたみの少なさ

J 住宅の断熱性や気密性

K 冷暖房などの省エネルギー性

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満



 

146 
 

（問 7）現住宅の総合的満足度 

現住宅の総合的満足度は、「満足」、「まあ満足」でそれぞれ 15.2％、49.4％となっており、約 6 割を

占めています。 

 

 

 

  

993

1. 満足 126

2. まあ満足 410

3. 多少不満 232

4. 非常に不満 62

無回答 163

全体

満足

15.2%

まあ満足

49.4%

多少不満

28.0%

非常に不満

7.5%
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（問 8）現住宅の周辺環境の満足度 

概ね満足傾向にありますが、「G 敷地やまわりのバリアフリー化の状況」、「I 子どもの遊び場、公園な

ど」に対して「非常に不満または多少不満」が多くなっています。 

 

 

 

  

全体
1.

満足

2.

まあ満足

3.

多少不満

4.

非常に不満
無回答

A 災害時の避難のしやすさ 993 214 464 189 55 71

B 水害・津波の受けにくさ 993 425 334 126 36 72

C 火災の延焼の防止 993 162 416 254 80 81

D 治安、犯罪発生の防止 993 144 469 248 47 85

E 騒音、大気汚染などの少なさ 993 268 467 142 39 77

F まわりの道路の歩行時の安全性 993 147 427 277 71 71

G 敷地やまわりのバリアフリー化の状況 993 99 361 349 93 91

H 敷地の広さや日当たり、風通しなど空間のゆとり 993 275 427 187 40 64

I 子どもの遊び場、公園など 993 90 326 318 158 101

J 緑、水辺などの自然とのふれあい 993 219 495 156 40 83

K まちなみ、景観 993 131 499 221 50 92

L 通勤、通学などの利便 993 154 377 241 132 89

M 日常の買物､医療・福祉・文化施設などの利便 993 128 370 277 145 73

N 福祉、介護などの生活支援サービスの状況 993 88 440 273 78 114

O 子育て支援サービスの状況 993 62 413 284 67 167

P 親、子、親せきなどの住宅との距離 993 110 513 204 64 102

Q 近隣の人たちやコミュニティとの関わり 993 128 577 170 39 79

R 子どもの教育環境 993 94 503 212 48 136

46.1%

29.3%

24.1%

14.%

29.6%

23.2%

14.5%

12.3%

11.%

15.9%

17.8%

15.9%

10.%

17.%

7.5%

13.9%

11.%

10.1%

36.3%

51.%

54.4%

63.1%

46.%

50.3%

55.4%

57.6%

58.7%

51.7%

45.6%

46.3%

50.1%

41.7%

50.%

40.2%

40.%

36.5%

13.7%

15.5%

17.1%

18.6%

20.1%

20.5%

24.5%

22.9%

24.7%

27.3%

27.9%

30.%

31.1%

26.7%

34.4%

30.1%

38.7%

35.7%

3.9%

4.3%

4.4%

4.3%

4.3%

6.%

5.5%

7.2%

5.6%

5.2%

8.8%

7.7%

8.9%

14.6%

8.1%

15.8%

10.3%

17.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

B 水害・津波の受けにくさ

E 騒音、大気汚染などの少なさ

J 緑、水辺などの自然とのふれあい

Q 近隣の人たちやコミュニティとの関わり

H 敷地の広さや日当たり、風通しなど空間のゆとり

A 災害時の避難のしやすさ

K まちなみ、景観

P 親、子、親せきなどの住宅との距離

R 子どもの教育環境

D 治安、犯罪発生の防止

C 火災の延焼の防止

F まわりの道路の歩行時の安全性

N 福祉、介護などの生活支援サービスの状況

L 通勤、通学などの利便

O 子育て支援サービスの状況

M 日常の買物､医療・福祉・文化施設などの利便

G 敷地やまわりのバリアフリー化の状況

I 子どもの遊び場、公園など

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満
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（問 9）周辺環境の総合的満足度 

周辺環境の総合的満足度は、「満足」、「まあ満足」でそれぞれ 11.0％、60.6％となっており、約 7 割

を占めています。 

 

 

 

(3) 現住宅への定住意向、転居意向について 

（問 10）現住宅への定住意向について 

定住意向は「（持家で）現状のまま住み続けたい」が最も多く、46.3％となっています。次いで「（持

家で）リフォームをして住み続けたい」が 25.2％と多くなっています。 

 

 

 

  

993

1. 満足 102

2. まあ満足 560

3. 多少不満 231

4. 非常に不満 31

無回答 69

全体

満足

11.0%

まあ満足

60.6%

多少不満

25.0%

非常に不満

3.4%

991

1. 転居したい 93

2.  （持家で）リフォームをして住み続けたい 242

3.  （持家で）建替えして住み続けたい 52

4.  （持家で）現状のまま住み続けたい 445

5.  （借家で）現状のまま住み続けたい 38

6. 未定 91

無回答 30

全体

転居したい

9.7%

（持家で）

リフォームをし

て住み続けたい

25.2%

（持家で）

建替えして住み

続けたい

5.4%

（持家で）

現状のまま住み

続けたい

46.3%

（借家で）

現状のまま住み

続けたい

4.0%

未定

9.5%
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(4) 転居意向について 

（問 11）転居意向の理由について（転居意向のみ）（複数回答） 

転居意向の理由は「高齢になっても住みやすい住宅がよいため」が最も多く、33.3％となっています。

次いで「現住宅が老朽化しているため」が 29.0％と多くなっています。 

 

 

 

  

93

1. 現住宅が狭いため 15

2. 現住宅が老朽化しているため 27

3. 家賃や住宅ローンの負担を軽くしたいため 15

4. 現在の住環境が良くないため 15

5. 住宅や庭などの維持管理が面倒だから 17

6. 結婚等による世帯分離や独立に対応するため 7

7. 子どもの誕生や成長などに備えるため 6

8. 就職、転職、転勤などに対応するため 7

9. 親族との同居に対応するため 8

10. 親族の家との距離を近くするため 3

11. 勤務先との距離を近くするため 5

12. 子育ての環境を良くするため 3

13. 学校等の教育環境を良くするため 4

14. 自然や公園などの憩いの環境を良くするため 2

15. 徒歩圏内の利便性を良くするため 9

16. 公共交通の利便性を良くするため 9

17. 家を相続するため 1

18. 高齢になっても住みやすい住宅がよいため 31

19. 資産を形成したいから（不動産を所有する） 3

20. 立ち退き要求、契約期限切れのため 2

21. 賃貸借契約の更新時期のため 2

22. その他 8

全体

1.1%
2.2%
2.2%
2.2%

3.2%
3.2%
3.2%

4.3%
5.4%

6.5%
7.5%
7.5%

8.6%
8.6%

9.7%
9.7%

16.1%
16.1%
16.1%

18.3%
29.0%

33.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

家を相続するため
自然や公園などの憩いの環境を良くするため

立ち退き要求、契約期限切れのため
賃貸借契約の更新時期のため

親族の家との距離を近くするため
子育ての環境を良くするため

資産を形成したいから（不動産を所有する）
学校等の教育環境を良くするため

勤務先との距離を近くするため
子どもの誕生や成長などに備えるため

結婚等による世帯分離や独立に対応するため
就職、転職、転勤などに対応するため

親族との同居に対応するため
その他

徒歩圏内の利便性を良くするため
公共交通の利便性を良くするため

現住宅が狭いため
家賃や住宅ローンの負担を軽くしたいため

現在の住環境が良くないため
住宅や庭などの維持管理が面倒だから

現住宅が老朽化しているため
高齢になっても住みやすい住宅がよいため
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（問 12）想定される転居の時期について（転居意向のみ） 

想定される転居の時期は約 7 割が「未定」となっています。次いで、「3 年以内」が 14.0％と多くな

っています。 

 

 

（問 13）想定される転居先の住宅について（転居意向のみ） 

想定される転居先の住宅は、「持家（新築限定）」が最も多く、19.8％となっています。次いで「持家

（築浅中古住宅）」が 13.2％と多くなっています。 

 
 

 

（問 14）想定される転居先の地域について（転居意向のみ） 

想定される転居先の地域は「市内（一関地域）」が最も多く、37.4％となっています。 

 
 

  

93

1. １年以内 7

2. ３年以内 13

3. ５年以内 5

4. 未定 68

全体

１年以内

7.5%

３年以内

14.0%

５年以内

5.4%

未定

73.1%

93

1.  持家（新築限定） 18

2.  持家（築浅中古住宅） 12

3.  持家（経年した中古住宅） 10

4. 分譲マンション 11

5.  民営賃貸住宅（戸建・長屋建） 7

6.  民営賃貸住宅（木造アパート） 3

7.  民営賃貸住宅（非木造アパート） 5

8. 市営住宅 11

9. 県営住宅 2

10.  給与住宅（社宅・官舎・公務員住宅等） 1

11. 独身寮・間借り・住み込みなど 0

12. その他 11

無回答 2

全体

持家

（新築限定）

19.8%

持家

（築浅中古住宅）

13.2%

持家

（経年した中古住

宅）

11.0%
分譲マンション

12.1%

民営賃貸住宅

（戸建・長屋建）

7.7%

民営賃貸住宅

（木造アパート）

3.3%

民営賃貸住宅

（非木造アパー

ト）

5.5%
市営住宅

12.1%

県営住宅

2.2%

給与住宅

（社宅・官舎・公

務員住宅等）

1.1%

その他

12.1%

93

1.  市内（一関地域） 34

2.  市内（花泉地域） 3

3.  市内（大東地域） 3

4.  市内（千厩地域） 6

5.  市内（東山地域） 2

6.  市内（室根地域） 1

7.  市内（川崎地域） 2

8.  市内（藤沢地域） 2

9. 県内他市町村 6

10. 宮城県 6

11. その他 7

12. 未定 19

無回答 2

全体
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(5) 持家のリフォーム意向について 

（問 15）必要とされるリフォーム工事について（持家リフォーム意向のみ）（複数回答） 

 必要とされるリフォーム工事は、「トイレ・浴室等の設備の改善を行いたい」が最も多く、42.6％と

なっています。次いで、「台所のリフォームを行いたい」、「高齢者等に配慮し、段差をなくす、手すりを

設置するなどしたい」がそれぞれ 32.6％と多くなっています。 

 

 

（問 16）具体的な工事の予定（持家リフォーム意向のみ） 

具体的な工事の予定は、「いずれ工事をしたいが、準備、検討には着手していない」が約 8 割を占めて

います。 

 

 
  

242

1. 増築・間取りの変更、収納スペースの改善・増加を行いたい 64

2. 高齢者等に配慮し、段差をなくす、手すりを設置するなどしたい 79

3. トイレ・浴室等の設備の改善を行いたい 103

4. 台所のリフォームを行いたい 79

5. 冷暖房設備、給湯・電気設備、太陽光発電設備を改善・設置したい 45

6. 断熱工事、結露防止工事、窓サッシの取替え等を行いたい 61

7. 防音、遮音工事を行いたい 2

8. 基礎・構造の補強を行いたい（耐震改修工事） 49

9.  内装の模様替えや改修をしたい（壁紙・天井・床の張替え、家具の交換など） 70

10. 屋根の葺き替え、屋根・外壁の塗り替えを行いたい 70

11. その他 6

無回答 6

全体

0.8%

2.5%

18.6%

20.2%

25.2%

26.4%

28.9%

28.9%

32.6%

32.6%

42.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

防音、遮音工事を行いたい

その他

冷暖房設備、給湯・電気設備、…

基礎・構造の補強を行いたい…

断熱工事、結露防止工事、窓サッシの取替え等を行いたい

増築・間取りの変更、収納スペースの改善・増加を行いたい

屋根の葺き替え、屋根・外壁の塗り替えを行いたい

内装の模様替えや改修をしたい…

高齢者等に配慮し、段差をなくす、…

台所のリフォームを行いたい

トイレ・浴室等の設備の改善を行いたい

242

1. 具体的な予定があり、資金の目処もついている 9

2.
具体的な予定はないが、資料収集等、

工事を行うための準備、検討している
27

3.
いずれ工事をしたいが、準備、検討には

着手していない
188

無回答 18

全体

具体的な予定があ

り、資金の目処も

ついている

4.0%

具体的な予定はな

いが、資料収集

等、工事を行うた

めの準備、検討し

ている

12.1%

いずれ工事をした

いが、準備、検討

には着手していな

い

83.9%
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（問 17）リフォーム工事を行う場合の相談先について（持家リフォーム意向のみ） 

リフォーム工事を行う場合の相談先は、「まだ決めていない」が最も多く、45.7％となっています。次

いで、「地元工務店等」が 41.6％と多くなっています。 

 

 

 

(6) 持家の建替え意向について 

（問 18）建替え時の重視する点について（持家建替え意向のみ） 

建替えにあたり重視する点は、「身体機能が低下しても快適に生活できるよう、バリアフリーにする

こと」が最も多く、40.0％となっています。 

 

 

  

242

1. 市役所 7

2. 地元工務店等 92

3. 大手ハウスメーカー 8

4. ケアマネージャー 1

5. その他 12

6. まだ決めていない 101

無回答 21

全体

市役所

3.2%

地元工務店等

41.6%

大手ハウス

メーカー

3.6%

ケアマネー

ジャー

0.5%

その他

5.4%

まだ決めてい

ない

45.7%

52

1. 親世帯（又は子世帯）が同居できること 7

2. 免震装置や基礎の強化等により、建築基準法以上の耐震性を確保すること 9

3. 太陽光発電装置の設置等により、初期投資をしても水光熱費を安くすること 1

4. 身体機能が低下しても快適に生活できるよう、バリアフリーにすること 20

5. 自然由来の素材を多く使い、伝統的な工法とすること 1

6. 国産材、県産材を多く使うこと 1

7. 面積や設備は必要最低限とし、できるだけ安くすること 7

8. その他 4

無回答 2

全体

親世帯（又は子世

帯）が同居できる

こと

14.0%

免震装置や基礎の

強化等により、建

築基準法以上の耐

震性を確保するこ

と

18.0%

太陽光発電装置の

設置等により、初

期投資をしても水

光熱費を安くする

こと

2.0%

身体機能が低下し

ても快適に生活で

きるよう、バリア

フリーにすること

40.0%

自然由来の素材を

多く使い、伝統的

な工法とすること

2.0%

国産材、県産材を

多く使うこと

2.0%

面積や設備は必要

最低限とし、でき

るだけ安くするこ

と

14.0%
その他

8.0%
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（問 19）設計の依頼先について（持家建替え意向のみ） 

設計の依頼先は「地元の工務店、建設会社」、「まだ決めていない」がそれぞれ 36.7％と多くなってい

ます。 

 

 

（問 20）設計者、施工者の決定について（持家建替え意向のみ） 

設計者、施工者の決定は、「日ごろの付き合い」が最も多く、42.9％となっています。 

 

(7) 持家の現状維持意向について 

（問 21）現状維持とする理由（持家現状維持意向のみ） 

現状維持とする理由は、「リフォーム・建替えが必要なほど老朽化・劣化していない」が最も多く、

37.6％となっています。 

  

52

1. 大手ハウスメーカー 7

2. 地元の工務店、建設会社 18

3. 地元の建築士 4

4. 地元以外の建築士 1

5. その他 1

6. まだ決めていない 18

無回答 3

全体

大手ハウス

メーカー

14.3%

地元の工務

店、建設会社

36.7%

地元の建築士

8.2%

地元以外の建

築士

2.0%

その他

2.0%

まだ決めてい

ない

36.7%

52

1. 日ごろの付き合い 21

2. 身近な人の紹介 10

3. インターネットや雑誌等で探す 5

4. その他 13

無回答 3

全体

日ごろの付き合

い

42.9%

身近な人の紹介

20.4%

インターネット

や雑誌等で探す

10.2%

その他

26.5%

445

1. リフォーム・建替えにかかる費用が負担できない 69

2.
リフォーム・建替えについて誰に相談したら

よいかわからない
2

3.
リフォーム・建替えをしても将来誰も住まない

かもしれない
58

4.
リフォーム・建替えをしなくても

何とかなると思う
61

5.
リフォーム・建替えにお金をかけるぐらいなら

別のことに使いたい
5

6. すでに充分なリフォームを実施している 66

7.
リフォーム・建替えが必要なほど

老朽化・劣化していない
157

無回答 27

全体
リフォーム・建替

えにかかる費用が

負担できない

16.5%

リフォーム・建替

えについて誰に相

談したらよいかわ

からない

0.5%

リフォーム・建替

えをしても将来誰

も住まないかもし

れない

13.9%

リフォーム・建替

えをしなくても何

とかなると思う

14.6%リフォーム・建替

えにお金をかける

ぐらいなら別のこ

とに使いたい

1.2%

すでに充分なリ

フォームを実施し

ている

15.8%

リフォーム・建替

えが必要なほど老

朽化・劣化してい

ない

37.6%
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(8) 今後の住まいの活用について 

（問 22）今の住宅に誰も住まない状況になった場合の住宅活用について 

住宅の活用方法は「子世帯が住んでもらいたい」が最も多く、29.2％となっています。次いで、「活用

方法は子世帯に決めてもらいたい」が 21.4％と多くなっています。 

 

 

（問 23）住宅の活用方法の阻害要因について（問 22「1．～6．」の回答者のみ） 

住宅の活用方法の阻害要因は「阻害要因は特にない」が最も多く、44.5％となっています。次いで、

「子世帯が遠方に住んでいること」が 28.0％と多くなっています。 

（問 24）利便性の高い、又はケアサービスが受けられる住宅、施設に転居する可能性について 

利便性の高い、又はケアサービスが受けられる住宅等への転居については、「将来転居するかもしれ

ないが当面は必要ないと考えている」が約 5 割を占めています。 

 

 

993

1. 子世帯が住んでもらいたい 272

2.
子世帯が住まなくてもよいが、

維持管理だけしてもらいたい
51

3. 誰かに貸したい 22

4. 誰かに売りたい 78

5.
住宅は解体して更地のままで子世帯で

所有してもらいたい
19

6. 活用方法は子世帯に決めてもらいたい 199

7. 遠い将来なので決めていない 182

8. 借家なので関係ない 107

無回答 63

全体
子世帯が住んでも

らいたい

29.2%

子世帯が住まなく

てもよいが、維持

管理だけしてもら

いたい

5.5%

誰かに貸したい

2.4%

誰かに売りたい

8.4%
住宅は解体して更

地のままで子世帯

で所有してもらい

たい

2.0%

活用方法は子世帯

に決めてもらいた

い

21.4%

遠い将来なので決

めていない

19.6%

借家なので関係な

い

11.5%

641

1. 子世帯が遠方に住んでいること 165

2. 子世帯が親の住宅の維持管理に関心がないこと 79

3. 借り手、買い手がいないように思えること 61

4.
住宅の維持管理や処分について

誰に頼んでいいかわからないこと
22

5. 阻害要因は特にない 262

無回答 52

全体

子世帯が遠方に住

んでいること

28.0%

子世帯が親の住宅

の維持管理に関心

がないこと

13.4%

借り手、買い手が

いないように思え

ること

10.4%

住宅の維持管理や

処分について誰に

頼んでいいかわか

らないこと

3.7%

阻害要因は特にな

い

44.5%

993

1. 以前転居を考えたが、資金等の問題で断念した 49

2.
以前転居を考え、資金面も問題なかったが、

よい転居先が見つからなかった
12

3.
将来転居するかもしれないが、

当面は必要ないと考えている
466

4. 当面、身体機能の低下は想定できない 347

無回答 119

全体

以前転居を考えた

が、資金等の問題

で断念した

5.6%

以前転居を考え、

資金面も問題な

かったが、よい転

居先が見つからな

かった

1.4%

将来転居するかも

しれないが、当面

は必要ないと考え

ている

53.3%

当面、身体機能の

低下は想定できな

い

39.7%
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(9) 子育て期、高齢期の住まいについて 

（問 25）子育て期の住環境として重視すべき点 

子育て期の住環境として重視すべき点は「小中学校等が徒歩圏内にあること」が最も多く、13.4％と

なっています。次いで、「周辺道路が歩行者にとって安全であること」が 11.5％と多くなっています。 

 

 
（問 26）高齢期の望ましい居住場所について 

高齢期に望ましい居住場所は、「徒歩圏での利便性のよい場所」が最も多く、44.5％となっています。

次いで、「多少不便でも、長年住んでいる場所」が 34.9％と多くなっています。 

 

 

  

993

1. 幼稚園、保育園等が徒歩圏内にあること 30

2. 小中学校等が徒歩圏内にあること 133

3. 塾や習い事等、教育環境が充実していること 24

4. 図書館等の公共施設が充実していること 16

5. 遊び場、公園等が近くにあること 25

6. 小児科など医療機関が近くにあること 88

7. 自然環境が豊かであること 97

8. 周辺道路が歩行者にとって安全であること 114

9. 犯罪等が少ないこと 108

10. 土地柄、地域イメージが良いこと 68

11. 親の通勤が短時間ですむこと 17

12. 周辺にも同世代の子どもが多いこと 76

13. 親世帯など子育てを支援する親族が近いこと 36

14. その他 18

無回答 143

全体

1.6%

1.7%

1.8%

2.4%

2.5%

3.0%

3.6%

6.8%

7.7%

8.9%

9.8%

10.9%

11.5%

13.4%

0% 5% 10% 15%

図書館等の公共施設が充実していること

親の通勤が短時間ですむこと

その他

塾や習い事等、教育環境が充実していること

遊び場、公園等が近くにあること

幼稚園、保育園等が徒歩圏内にあること

親世帯など子育てを支援する親族が近いこと

土地柄、地域イメージが良いこと

周辺にも同世代の子どもが多いこと

小児科など医療機関が近くにあること

自然環境が豊かであること

犯罪等が少ないこと

周辺道路が歩行者にとって安全であること

小中学校等が徒歩圏内にあること

993

1. 徒歩圏内での利便性のよい場所 417

2. 多少不便でも、長年住んでいる場所 327

3. 現状より不便でも自然の多い場所 18

4. そのときの所得に応じた利便性の場所 162

5. その他 14

無回答 55

全体

徒歩圏内での

利便性のよい

場所

44.5%
多少不便で

も、長年住ん

でいる場所

34.9%

現状より不便

でも自然の多

い場所

1.9%

そのときの所

得に応じた利

便性の場所

17.3%

その他

1.5%
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（問 27）住宅を中心として高齢者の暮らしを支える方針を阻害する要因について 

住宅を中心として高齢者の暮らしを支える方針を阻害する要因は「福祉・医療・介護サービスを受け

るための費用を負担できないこと」が最も多く、31.4％となっています。 

 

 

  

993

1. 自分の住宅が老朽化するので住み続けられないこと 98

2. 福祉・医療・介護サービスを受けるために移動時間がかかること 79

3. 福祉・医療・介護サービスを受けるために移動手段がないこと 65

4. 福祉・医療・介護サービスを受けるための費用を負担できないこと 312

5. 人口の少ない地域では、福祉・医療・介護サービスの担い手がいないこと 171

6. その他 17

7. 阻害要因は特にない 166

無回答 85

全体

1.7%

6.5%

8.0%

9.9%

16.7%

17.2%

31.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

その他

福祉・医療・介護サービスを受けるために

移動手段がないこと

福祉・医療・介護サービスを受けるために

移動時間がかかること

自分の住宅が老朽化するので

住み続けられないこと

阻害要因は特にない

人口の少ない地域では、福祉・医療・介護

サービスの担い手がいないこと

福祉・医療・介護サービスを受けるための

費用を負担できいなこと
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(10) 本市の住宅施策について 

（問 28）本市が取り組むべき住生活に関する施策について（複数回答） 

市が取り組むべき住生活に関する施策は「高齢者や障がい者が安心できる住宅・住環境づくりへの支

援」が最も多く、46.6％となっています。次いで「若者等の定住への支援」が 39.3％と多くなっていま

す。 

 

 

993

1. 子育てしやすい住宅・住環境づくりへの支援 253

2. 若者等の定住への支援 390

3. 多世帯同居への支援 81

4. 住宅の耐震診断・耐震改修への支援 96

5. 高齢者や障がい者が安心できる住宅・住環境づくりへの支援 463

6.
環境にやさしい住宅・住環境づくりへの支援

（太陽光発電、省エネルギー対策など）
114

7.
健康的な住まいづくりへの支援

（有害物質による健康への影響低減）
72

8. 空家の有効活用支援 224

9. 荒廃した空家の解体撤去 166

10. 地域に相応しい街並み、景観形成の支援 59

11. 防犯性の高い住宅・住環境づくりへの支援 55

12. 災害に強い住宅・住環境づくりへの支援 112

13. 安心して選択できる民間賃貸住宅の市場環境の整備 43

14. 多様な需要に対応した公的賃貸住宅の整備 73

15. 住まいに関する情報の提供 31

16. 住宅の建替えや改修への支援 256

17. その他 18

無回答 58

全体

1.8%

3.1%

4.3%

5.5%

5.9%

7.3%

7.4%

8.2%

9.7%

11.3%

11.5%

16.7%

22.6%

25.5%

25.8%

39.3%

46.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

その他

住まいに関する情報の提供

安心して選択できる民間賃貸住宅の

市場環境の整備

防犯性の高い住宅・住環境づくりへの支援

地域に相応しい街並み、景観形成の支援

健康的な住まいづくりへの支援

（有害物質による健康への影響低減）

多様な需要に対応した公的賃貸住宅の整備

多世帯同居への支援

住宅の耐震診断・耐震改修への支援

災害に強い住宅・住環境づくりへの支援

環境にやさしい住宅・住環境づくりへの支援

（太陽光発電、省エネルギー対策など）

荒廃した空家の解体撤去

空家の有効活用支援

子育てしやすい住宅・住環境づくりへの支援

住宅の建替えや改修への支援

若者等の定住への支援

高齢者や障がい者が安心できる

住宅・住環境づくりへの支援
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(11) 対象者の世帯について 

（問 30－A）世帯主の性別について 

世帯主の性別は男性が約 8 割を占めています。 

 

 

 

（問 30－B）世帯主の年齢について 

 世帯主の年齢は「75 歳以上」が最も多く、28.4％となっています。 

 
 

 

（問 30－C）世帯人数について 

 世帯人数は「2 人」が最も多く、30.7％となっています。 

 

 

 

993

1. 男性 753

2. 女性 208

無回答 32

全体

男性

78.4%

女性

21.6%

993

1. １９歳以下 0

2. ２０～２４歳 1

3. ２５～２９歳 9

4. ３０～３４歳 25

5. ３５～３９歳 20

6. ４０～４４歳 40

7. ４５～４９歳 52

8. ５０～５４歳 59

9. ５５～５９歳 82

10. ６０～６４歳 105

11. ６５～６９歳 175

12. ７０～７４歳 128

13. ７５歳以上 276

無回答 21

全体 ２０～２４歳

0.1%

２５～２９歳

0.9%

３０～３４歳

2.6%
３５～３９歳

2.1%

４０～４４歳

4.1%

４５～４９歳

5.3%

５０～５４歳

6.1%

５５～５９歳

8.4%

６０～６４歳

10.8%

６５～６９歳

18.0%

７０～７４歳

13.2%

７５歳以上

28.4%

993

1. １人 205

2. ２人 288

3. ３人 210

4. ４人 103

5. ５人 59

6. ６人以上 74

無回答 54

全体

１人

21.8%

２人

30.7%

３人

22.4%

４人

11.0%

５人

6.3%

６人以上

7.9%
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（問 30－D）世帯構成について 

 世帯構成は、「一人暮らし」が最も多く、21.2％となっています。次いで、「夫婦のみ」が 20.9％と多

くなっています。 

 

 

 

（問 30－E）昨年度の世帯全員の年収について 

 昨年度の世帯全員の年収は「200 万円以上 300 万円未満」が最も多く、22.1％となっています。 

 

（問 30－F）要介護者・身体障がい者の同居について 

 要介護者・身体障がい者が同居している世帯は 20.7％となっています。 

 

 

  

993

1. 一人暮らし 205

2. 夫婦のみ 202

3. 夫婦と子ども（長子が就学前） 17

4. 夫婦と子ども（長子が小学生） 21

5. 夫婦と子ども（長子が中学生） 9

6. 夫婦と子ども（長子が高校生） 23

7. 夫婦と子ども（長子が大学生以上） 151

8. 母親と子、または父親と子 118

9. ３世代 97

10. 夫婦と親のみ 56

11. その他 67

無回答 27

全体

一人暮らし

21.2%

夫婦のみ

20.9%

夫婦と子ども

（長子が就学前）

1.8%

夫婦と子ども

（長子が小学生）

2.2%

夫婦と子ども

（長子が中学生）

0.9%

夫婦と子ども

（長子が高校生）

2.4%

夫婦と子ども

（長子が大学生以

上）

15.6%

母親と子、または

父親と子

12.2%

３世代

10.0%

夫婦と親のみ

5.8%

その他

6.9%

993

1. １００万円未満 91

2. １００万円以上２００万円未満 144

3. ２００万円以上３００万円未満 205

4. ３００万円以上４００万円未満 133

5. ４００万円以上５００万円未満 92

6. ５００万円以上６００万円未満 87

7. ６００万円以上７００万円未満 47

8. ７００万円以上８００万円未満 41

9. ８００万円以上１０００万円未満 45

10. １０００万円以上１５００万円未満 26

11. １５００万円以上２０００万円未満 10

12. ２０００万円以上 5

無回答 67

全体

１００万円未満

9.8%

１００万円以上

２００万円未満

15.6%

２００万円以上

３００万円未満

22.1%
３００万円以上

４００万円未満

14.4%

４００万円以上

５００万円未満

9.9%

５００万円以上

６００万円未満

9.4%

６００万円以上

７００万円未満

5.1%

７００万円以上

８００万円未満

4.4%

８００万円以上

１０００万円未満

4.9%

１０００万円以上

１５００万円未満

2.8%

１５００万円以上

２０００万円未満

1.1%

２０００万円以上

0.5%

993

1. 同居している 194

2. 同居していない 741

無回答 58

全体

同居している

20.7%

同居していな

い

79.3%



 

160 
 

（問 30－G）65 歳以上 75 歳未満の高齢者の人数について 

 65 歳以上 75 歳未満の高齢者がいる世帯は約 3 割を占めています。 

 

 

 

（問 30－H）75 歳以上の高齢者の人数について 

 75 歳以上の高齢者のいる世帯は約 4 割を占めています。 

 

 

 

（問 30－I）自家用車の保有台数について 

 自家用車を 1 台以上保有している世帯は 89.6％となり、そのほとんどを占めています。 

 

 

 

993

1. ０人 620

2. １人 170

3. ２人 147

4. ３人 8

5. ４人以上 1

無回答 47

全体

０人

65.5%

１人

18.0%

２人

15.5%

３人

0.8%

４人以上

0.1%

993

1. ０人 575

2. １人 246

3. ２人 124

4. ３人 1

5. ４人以上 0

無回答 47

全体

０人

60.8%
１人

26.0%

２人

13.1%

３人

0.1%

993

1. ０台 97

2. １台 302

3. ２台 310

4. ３台以上 222

無回答 62

全体

０台

10.4%

１台

32.4%

２台

33.3%

３台以上

23.8%
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12.4.3 クロス集計 

集計内容 

(1) 現在の住まいやその周り

の環境について 

現住宅への満足度（現住宅の不満な点）×世帯構造53 

住環境への満足度（住環境への不満な点）×世帯構造 

(2) 現住宅への定住意向につ

いて 

現住宅への定住意向×世帯構造 

(3) 転居意向について 

 

「転居したい」理由×居住地域 

「転居したい」理由×世帯主の年齢 

想定される転居先の住宅形態×現住宅の種類 

想定される転居先の地域×居住地域 

(4) 持家のリフォーム意向に

ついて 

持家のリフォームに必要なこと×築年数 

持家のリフォームに必要なこと×世帯主の年齢 

(5) 持家の建替え意向につい

て 

持家の建替で重視されること×築年数 

持家の建替で重視されること×世帯主の年齢 

(6) 持家の現状維持意向につ

いて 

「現状維持とする」理由×居住地域 

「現状維持とする」理由×築年数 

「現状維持とする」理由×世帯主の年齢 

「現状維持とする」理由×世帯構造 

(7)子育て期・高齢期の住まい

について 

子育て期の住環境として重視すべきこと×世帯構造 

高齢期の居住場所について×世帯構造 

住宅を中心として高齢者の暮らしを支える上での阻害要因×世帯構造 

(8)本市の住宅施策について 取り組むべき住生活に関する施策×世帯構造 

 

(1) 世帯構造について 

クロス集計では、各項目を詳細に分析するために市民意向調査アンケート（問 30-B)世帯主の年齢と

(問 30-D)世帯構成をかけ合わせ、5 つの世帯に分類しています。 

 

  

 

                                                  
53 世帯構造は各項目を詳細に分析するため（問 30-B）世帯主の年齢と(問 30-D)世帯構成のかけ合わせにより、 
1.高齢者世帯（単身）…世帯主の年齢が 65 歳以上で世帯構成が一人暮らし。 
2.高齢者世帯（二人以上）…世帯主の年齢が 65 歳以上で世帯構成が夫婦のみ、もしくは夫婦と子（長子が高校生未満を含む）。 
3.一人暮らし世帯…世帯主の年齢が 65 歳未満で世帯構成が一人暮らし。 
4.子育て世帯…世帯主の年齢が 65 歳未満で世帯構成が夫婦と子（長子が高校生未満）。 
5.その他の世帯…上記 4 つの世帯以外の世帯 
として区分したもの。 

957

高齢者世帯

（単身）
世帯主の年齢が65歳以上で世帯構成が一人暮らし 139

高齢者世帯

（二人以上）

世帯主の年齢が65歳以上で世帯構成が夫婦のみ、もしくは

夫婦と子（長子が高校生未満を含む）
168

一人暮らし世帯 世帯主の年齢が65歳未満で世帯構成が一人暮らし 63

子育て世帯
世帯主の年齢が65歳未満で世帯構成が夫婦と子（長子が高

校生未満）
61

その他の世帯 上記4つの世帯以外の世帯 526

世帯構造
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高齢者世帯（単身）では世帯主の年齢が「75 歳以上」との回答が半数をこえています。 

 

 
世帯構造別の世帯主の年齢別比率 

 

(2) 現在の住まいと周辺環境について 

（問 6）現住宅の満足度 

現住宅の満足度と世帯構造別にみると、子育て世帯では「N 居間など、主な居住室の採光」との項目

に対して「満足」、「まあ満足」との回答が多くなっています。 

 

 
高齢者世帯（単身）（n=139） 

 

1 5

1

3

2

13

10

2

11

7

6

14

18

5

12

34

7

7

44

13

2

66

22

1

81

38

46

88

24

49

53

77

73

122

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者世帯

（単身）

高齢者世帯

（二人以上）

一人暮らし世帯

子育て世帯

その他の世帯

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75歳以上

42%

32%

27%

30%

28%

26%

20%

18%

20%

16%

18%

19%

11%

9%

9%

8%

9%

7%

33%

38%

43%

39%

37%

39%

44%

46%

42%

35%

29%

28%

35%

33%

33%

32%

28%

27%

21%

20%

21%

18%

30%

28%

27%

22%

30%

36%

40%

35%

38%

31%

34%

36%

30%

34%

4%

10%

9%

13%

4%

7%

9%

14%

8%

13%

12%

18%

17%

27%

25%

24%

33%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A 住宅の広さや間取り

C 台所、トイレ、浴室などの使いやすさ、広さ

P 上下階や隣戸の生活音などに対する遮音性

R 水害時の住宅の安全性

B 収納の多さ、使いやすさ

Q 外部からのプライバシーの確保

N 居間など、主な居住室の採光

M 換気性能

O 外部からの騒音に対する遮音性

F 火災に対する安全性

E 台風時の住宅の安全性

D 地震時の住宅の安全性

G 住宅の防犯性

L 高齢者などへの配慮

I 住宅の維持管理のしやすさ

H 住宅のいたみの少なさ

J 住宅の断熱性や気密性

K 冷暖房などの省エネルギー性

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満
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高齢者世帯（二人以上）（n=168） 

 

 
一人暮らし世帯（n=63） 

 

38%

44%

34%

36%

26%

26%

36%

32%

20%

26%

17%

20%

26%

17%

15%

13%

13%

16%

44%

36%

45%

42%

52%

49%

39%

41%

53%

40%

46%

41%

36%

41%

43%

39%

34%

30%

15%

17%

19%

21%

18%

23%

22%

19%

21%

27%

30%

32%

31%

32%

32%

35%

38%

36%

3%

4%

1%

1%

4%

2%

3%

7%

6%

7%

7%

6%

7%

10%

11%

13%

15%

18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A 住宅の広さや間取り

R 水害時の住宅の安全性

Q 外部からのプライバシーの確保

C 台所、トイレ、浴室などの使いやすさ、広さ

N 居間など、主な居住室の採光

B 収納の多さ、使いやすさ

P 上下階や隣戸の生活音などに対する遮音性

O 外部からの騒音に対する遮音性

M 換気性能

E 台風時の住宅の安全性

G 住宅の防犯性

F 火災に対する安全性

D 地震時の住宅の安全性

I 住宅の維持管理のしやすさ

H 住宅のいたみの少なさ

L 高齢者などへの配慮

K 冷暖房などの省エネルギー性

J 住宅の断熱性や気密性

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満

35%

24%

15%

29%

16%

21%

27%

13%

16%

13%

11%

13%

13%

14%

13%

11%

8%

11%

41%

48%

52%

37%

48%

41%

32%

45%

37%

38%

40%

35%

35%

30%

30%

31%

30%

24%

17%

21%

23%

25%

21%

30%

27%

27%

33%

37%

29%

35%

35%

43%

33%

36%

41%

38%

6%

8%

11%

10%

16%

8%

14%

15%

14%

13%

21%

16%

17%

13%

24%

21%

21%

27%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A 住宅の広さや間取り

R 水害時の住宅の安全性

Q 外部からのプライバシーの確保

B 収納の多さ、使いやすさ

P 上下階や隣戸の生活音などに対する遮音性

N 居間など、主な居住室の採光

C 台所、トイレ、浴室などの使いやすさ、広さ

M 換気性能

E 台風時の住宅の安全性

F 火災に対する安全性

I 住宅の維持管理のしやすさ

D 地震時の住宅の安全性

O 外部からの騒音に対する遮音性

G 住宅の防犯性

J 住宅の断熱性や気密性

L 高齢者などへの配慮

H 住宅のいたみの少なさ

K 冷暖房などの省エネルギー性

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満
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子育て世帯（n=61） 

 

 
その他の世帯（n=526） 

  

38%

20%

26%

25%

21%

21%

20%

25%

18%

23%

20%

13%

13%

16%

28%

8%

13%

20%

46%

60%

52%

52%

56%

54%

56%

48%

48%

43%

43%

49%

48%

44%

33%

51%

44%

36%

11%

15%

18%

16%

15%

20%

18%

22%

30%

28%

25%

26%

31%

31%

25%

31%

31%

30%

5%

5%

3%

7%

8%

5%

7%

5%

3%

7%

13%

11%

8%

8%

15%

10%

11%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N 居間など、主な居住室の採光

M 換気性能

R 水害時の住宅の安全性

E 台風時の住宅の安全性

F 火災に対する安全性

C 台所、トイレ、浴室などの使いやすさ、広さ

O 外部からの騒音に対する遮音性

P 上下階や隣戸の生活音などに対する遮音性

Q 外部からのプライバシーの確保

A 住宅の広さや間取り

D 地震時の住宅の安全性

K 冷暖房などの省エネルギー性

B 収納の多さ、使いやすさ

G 住宅の防犯性

J 住宅の断熱性や気密性

L 高齢者などへの配慮

I 住宅の維持管理のしやすさ

H 住宅のいたみの少なさ

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満

38%

23%

31%

25%

24%

24%

22%

14%

17%

18%

12%

10%

18%

9%

9%

8%

12%

9%

39%

51%

41%

46%

45%

43%

44%

46%

41%

40%

44%

43%

34%

38%

33%

34%

29%

29%

16%

19%

22%

21%

24%

24%

26%

29%

32%

34%

33%

35%

35%

38%

39%

37%

32%

39%

7%

6%

6%

9%

7%

8%

8%

10%

10%

9%

11%

13%

13%

15%

19%

21%

26%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R 水害時の住宅の安全性

Q 外部からのプライバシーの確保

A 住宅の広さや間取り

N 居間など、主な居住室の採光

P 上下階や隣戸の生活音などに対する遮音性

C 台所、トイレ、浴室などの使いやすさ、広さ

O 外部からの騒音に対する遮音性

M 換気性能

E 台風時の住宅の安全性

B 収納の多さ、使いやすさ

F 火災に対する安全性

G 住宅の防犯性

D 地震時の住宅の安全性

I 住宅の維持管理のしやすさ

H 住宅のいたみの少なさ

L 高齢者などへの配慮

J 住宅の断熱性や気密性

K 冷暖房などの省エネルギー性

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満
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（問 8）現住宅の周辺環境の満足度 

現住宅の周辺環境の満足度と世帯構造別にみると、一人暮らし世帯では「Q 近隣の人達やコミュニテ

ィとの関わり」との項目に対して「満足」、「まあ満足」との回答が多くなっています。 

また、子育て世帯では「I 子どもの遊び場、公園など」との項目に対して「非常に不満」、「多少不満」

が約 8 割と回答が多くなっています。 

 

 
高齢者世帯（単身）（n=139） 

 

 
高齢者世帯（二人以上）（n=168） 

 

  

37%

18%

26%

13%

31%

16%

14%

13%

23%

12%

17%

17%

11%

8%

7%

16%

18%

10%

41%

59%

51%

63%

44%

55%

52%

52%

42%

49%

45%

42%

48%

49%

49%

36%

34%

41%

16%

18%

15%

17%

20%

23%

26%

30%

24%

28%

28%

22%

32%

34%

31%

32%

29%

40%

5%

5%

8%

7%

5%

6%

7%

5%

11%

10%

11%

18%

8%

9%

14%

15%

20%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

B 水害・津波の受けにくさ

J 緑、水辺などの自然とのふれあい

H 敷地の広さや日当たり、風通しなど空間のゆとり

R 子どもの教育環境

E 騒音、大気汚染などの少なさ

Q 近隣の人たちやコミュニティとの関わり

F まわりの道路の歩行時の安全性

K まちなみ、景観

A 災害時の避難のしやすさ

P 親、子、親せきなどの住宅との距離

D 治安、犯罪発生の防止

L 通勤、通学などの利便

N 福祉、介護などの生活支援サービスの状況

O 子育て支援サービスの状況

I 子どもの遊び場、公園など

C 火災の延焼の防止

M 日常の買物､医療・福祉・文化施設などの利便

G 敷地やまわりのバリアフリー化の状況

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満

50%

34%

17%

36%

28%

27%

14%

12%

20%

15%

21%

12%

7%

9%

14%

16%

11%

13%

34%

48%

62%

44%

51%

52%

60%

58%

49%

54%

47%

53%

56%

50%

42%

40%

40%

35%

13%

15%

17%

18%

15%

17%

20%

27%

26%

24%

26%

26%

29%

30%

28%

39%

26%

36%

3%

3%

3%

3%

6%

5%

6%

3%

5%

7%

5%

9%

8%

10%

15%

5%

22%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

B 水害・津波の受けにくさ

E 騒音、大気汚染などの少なさ

Q 近隣の人たちやコミュニティとの関わり

H 敷地の広さや日当たり、風通しなど空間のゆとり

A 災害時の避難のしやすさ

J 緑、水辺などの自然とのふれあい

R 子どもの教育環境

D 治安、犯罪発生の防止

F まわりの道路の歩行時の安全性

K まちなみ、景観

C 火災の延焼の防止

P 親、子、親せきなどの住宅との距離

O 子育て支援サービスの状況

N 福祉、介護などの生活支援サービスの状況

L 通勤、通学などの利便

G 敷地やまわりのバリアフリー化の状況

M 日常の買物､医療・福祉・文化施設などの利便

I 子どもの遊び場、公園など

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満
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一人暮らし世帯（n=63） 

 

 
子育て世帯（n=61） 

 

  

8%

13%

27%

16%

19%

13%

21%

19%

13%

16%

11%

10%

16%

16%

10%

14%

11%

13%

74%

65%

50%

61%

57%

61%

52%

49%

55%

51%

55%

56%

49%

48%

53%

44%

47%

44%

10%

17%

21%

11%

19%

19%

17%

25%

21%

27%

29%

25%

19%

27%

27%

27%

27%

27%

8%

5%

2%

11%

5%

6%

10%

6%

11%

6%

5%

10%

16%

10%

10%

14%

15%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q 近隣の人たちやコミュニティとの関わり

R 子どもの教育環境

B 水害・津波の受けにくさ

P 親、子、親せきなどの住宅との距離

J 緑、水辺などの自然とのふれあい

K まちなみ、景観

E 騒音、大気汚染などの少なさ

H 敷地の広さや日当たり、風通しなど空間のゆとり

M 日常の買物､医療・福祉・文化施設などの利便

A 災害時の避難のしやすさ

O 子育て支援サービスの状況

C 火災の延焼の防止

L 通勤、通学などの利便

D 治安、犯罪発生の防止

N 福祉、介護などの生活支援サービスの状況

I 子どもの遊び場、公園など

F まわりの道路の歩行時の安全性

G 敷地やまわりのバリアフリー化の状況

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満

51%

11%

22%

22%

16%

26%

20%

16%

13%

8%

10%

17%

21%

8%

7%

2%

8%

8%

34%

72%

60%

58%

61%

46%

49%

49%

51%

54%

52%

45%

33%

44%

44%

46%

36%

13%

10%

11%

18%

17%

20%

21%

25%

26%

31%

34%

26%

23%

33%

43%

43%

39%

38%

43%

5%

5%

0%

3%

3%

7%

7%

8%

5%

3%

11%

15%

13%

5%

7%

14%

18%

36%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

B 水害・津波の受けにくさ

Q 近隣の人たちやコミュニティとの関わり

A 災害時の避難のしやすさ

P 親、子、親せきなどの住宅との距離

E 騒音、大気汚染などの少なさ

H 敷地の広さや日当たり、風通しなど空間のゆとり

C 火災の延焼の防止

J 緑、水辺などの自然とのふれあい

D 治安、犯罪発生の防止

K まちなみ、景観

R 子どもの教育環境

L 通勤、通学などの利便

M 日常の買物､医療・福祉・文化施設などの利便

N 福祉、介護などの生活支援サービスの状況

O 子育て支援サービスの状況

G 敷地やまわりのバリアフリー化の状況

F まわりの道路の歩行時の安全性

I 子どもの遊び場、公園など

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満
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その他の世帯（n=526） 

 

(3) 現住宅の定住居意向について 

（問 10）現住宅の定住居意向について 

 現住宅の定住意向と世帯構造をみると、二人以上の高齢者世帯で「（持家で）現状のまま住み続けた

い」が最も多く、56.8％となっています。単身世帯で「転居したい」が最も多く、25.8％となっていま

す。 

 

 
現住宅への定住意向×世帯構造 

 

  

48%

30%

26%

13%

30%

22%

15%

10%

16%

9%

17%

16%

9%

17%

7%

12%

10%

9%

35%

52%

54%

63%

46%

51%

56%

60%

52%

58%

46%

46%

51%

41%

48%

41%

38%

36%

14%

14%

16%

20%

21%

21%

23%

24%

27%

28%

29%

32%

31%

28%

36%

32%

40%

38%

4%

4%

4%

4%

3%

6%

6%

6%

4%

5%

9%

7%

9%

14%

9%

15%

11%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

B 水害・津波の受けにくさ

E 騒音、大気汚染などの少なさ

J 緑、水辺などの自然とのふれあい

Q 近隣の人たちやコミュニティとの関わり

H 敷地の広さや日当たり、風通しなど空間のゆとり

A 災害時の避難のしやすさ

K まちなみ、景観

P 親、子、親せきなどの住宅との距離

D 治安、犯罪発生の防止

R 子どもの教育環境

C 火災の延焼の防止

F まわりの道路の歩行時の安全性

N 福祉、介護などの生活支援サービスの状況

L 通勤、通学などの利便

O 子育て支援サービスの状況

M 日常の買物､医療・福祉・文化施設などの利便

G 敷地やまわりのバリアフリー化の状況

I 子どもの遊び場、公園など

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満

5.5%

6.2%

25.8%

23.0%

8.6%

17.2%

25.3%

11.3%

19.7%

29.6%

3.9%

3.1%

1.6%

3.3%

7.2%

54.7%

56.8%

22.6%

41.0%

45.3%

5.5%

2.5%

16.1%

2.7%

13.3%

6.2%

22.6%

13.1%

6.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者世帯(単身)

【１３９】

高齢者世帯(二人以上)

【１６８】

単身世帯

【６３】

子育て世帯

【６１】

その他世帯

【５２６】

転居したい （持家で）

リフォームをして住み続けたい

（持家で）

建替えして住み続けたい

（持家で）

現状のまま住み続けたい

（借家で）

現状のまま住み続けたい

未定
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(4) 転居意向について54 

（問 11）転居意向の理由について 

 現住宅を転居したい理由について居住地域別にみると、すべての地域において回答に顕著な違いはあ

りません。 

 
「転居したい」理由×居住地域 

 

現住宅を転居したい理由について世帯主の年齢別にみると 30 歳代では「現住宅が狭いため」、「結婚

等による世帯分離や独立に対応するため」との回答が多く、50 歳代～70 歳以上では「高齢になっても

住みやすい住宅がよいため」との回答が多い傾向となっています。 

 

「転居したい」理由×世帯主の年齢 

  

                                                  
54 標本数が少ないため本項目のグラフデータラベルは百分率表記ではなく回答数としている。 

1

4

4

5

1

1

1

5

5

11

4

3

1

5

4

2

1

2

3

6

3

5

9

3

4

2

1

1

2

1

1

1

2

3

2

1

3

3

1

2

1

2

1

1

1

1

1

1

3

1

1

1

1

1

1

1

4

1

4

5

1

2

3

9

11

6

1

1

1

1

1

1 1

2

3

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

現住宅が狭いため 現住宅が老朽化しているため 家賃や住宅ローンの負担を軽くしたいため

現在の住環境が良くないため 住宅や庭などの維持管理が面倒だから 結婚等による世帯分離や独立に対応するため

子どもの誕生や成長などに備えるため 就職、転職、転勤などに対応するため 親族との同居に対応するため

親族の家との距離を近くするため 勤務先との距離を近くするため 子育ての環境を良くするため

学校等の教育環境を良くするため 自然や公園などの憩いの環境を良くするため 徒歩圏内の利便性を良くするため

公共交通の利便性を良くするため 家を相続するため 高齢になっても住みやすい住宅がよいため

資産を形成したいから 立ち退き要求、契約期限切れのため 賃貸借契約の更新時期のため

その他
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（問 13）想定される転居先の住宅について 

 想定される転居先の住居形態と現住宅の種類をみると持家（戸建・長屋建）では「持家（新築限定）」、

「分譲マンション」との回答が多く、民営賃貸住宅（戸建・長屋建）では「持家（経年した中古住宅）」

との回答が多くなっています。 

 
想定される転居先の住宅形態×現住宅の種類 

 

（問 14）想定される転居先の地域について 

 想定される転居先の地域と居住地域をみると一関地域は「市内（一関地域）」との回答が多く、市内の

一関地域以外への転居の回答は少なくなっています。 

 
想定される転居先の地域×居住地域 

 

  

10

2

3

2

1

7

3

1

1

5

4

1

10

1

1

3

1

2

3 1

3

1

5

1

1

2

1

1

2

1 6

2

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

持家（戸建・長屋建）

分譲マンション

民営賃貸住宅（戸建・長屋建）

民営賃貸住宅（木造アパート）

民営賃貸住宅（非木造アパート）

市営住宅

県営住宅

給与住宅（社宅・官舎・公務員住宅等）

独身寮・間借り・住み込みなど

その他

持家（新築限定） 持家（築浅中古住宅） 持家（経年した中古住宅） 分譲マンション

民営賃貸住宅（戸建・長屋建） 民営賃貸住宅（木造アパート） 民営賃貸住宅（非木造アパート） 市営住宅

県営住宅 給与住宅（社宅・官舎・公務員住宅等） 独身寮・間借り・住み込みなど その他
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(5) 持家のリフォーム意向について55 

（問 15）必要とされるリフォーム工事について 

必要とされるリフォーム工事と築年数をみると、築年数が新しいほど「増築・間取りの変更、収納

スペースの改善・増加」との回答が多く、築年数が古いほど「高齢者等に配慮し、段差をなくす、手

すりを設置」との回答が多くなる傾向となっています。また 10 年未満では「冷暖房設備、給湯・電気

設備、太陽光発電設備を改善・設置」との回答も多くなっています。 

 
持家のリフォームに必要なこと×築年数 

 

 必要とされるリフォーム工事と世帯主の年齢をみると、年代が上がるに従い、「増築・間取りの変更、

収納スペースの改善・増加」との回答が減少傾向となり、「高齢者等に配慮し、段差をなくす、手すりを

設置」との回答が増加傾向となっています。 

 
持家のリフォームに必要なこと×世帯主の年齢 

 

  

                                                  
55 標本数が少ないため本項目のグラフデータラベルは百分率表記ではなく回答数としている。 
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11

16

13

11

8

1

5

13

19

15
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4

2

8

16

21

26

26

2

2

7

13

20

16

17

2

4

6

7

7

9
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2

4

9

17

13

13

4

1

1

1

3

4

11

19

11

2

9

9

14

14

18

3

1

11

16

9

18

12

1

1

2

2

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10年未満

10年以上20年未満

20年以上30年未満

30年以上40年未満

40年以上50年未満

50年以上

不明

増築・間取りの変更、収納スペースの改善・増加 高齢者等に配慮し、段差をなくす、手すりを設置
トイレ・浴室等の設備の改善 台所のリフォーム
冷暖房設備、給湯・電気設備、太陽光発電設備を改善・設置 断熱工事、結露防止工事、窓サッシの取替え等
防音、遮音工事 耐震改修工事
内装の模様替えや改修 屋根の葺き替え、屋根・外壁の塗り替え
その他

4

8

13

21

18

1

2

5

20

49

1

3

16

35

48

1

8

18

28

24

1

2

8

18

15

1

2

3

11

20

24

1

1

3

3

19

24

1

2

4

7

24

31

1

5

11

27

26

1

2

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

増築・間取りの変更、収納スペースの改善・増加 高齢者等に配慮し、段差をなくす、手すりを設置

トイレ・浴室等の設備の改善 台所のリフォーム

冷暖房設備、給湯・電気設備、太陽光発電設備を改善・設置 断熱工事、結露防止工事、窓サッシの取替え等

防音、遮音工事 耐震改修工事

内装の模様替えや改修 屋根の葺き替え、屋根・外壁の塗り替え

その他
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(6) 持家の建替え意向について56 

（問 18）建替え時の重視する点について 

持家の建替で重視されることと築年数をみると 50 年以上で「身体機能が低下しても快適に生活でき

るよう、バリアフリーにすること」との回答が多くなっています。 

 

持家の建替で重視されること×築年数 

 

持家の建替で重視されることと世帯主の年齢をみると 50 歳代～70 歳以上で「身体機能が低下しても

快適に生活できるよう、バリアフリーにすること」との回答が多くなる傾向となっています。 

 

持家の建替で重視されること×世帯主の年齢 

 

  

                                                  
56 標本数が少ないため本項目のグラフデータラベルは百分率表記ではなく回答数としている。 

1

2

2

1

1

2

4

3

1

1

2

3

4

8

2

1

1

1

3

3

1

2

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10年未満

10年以上20年未満

20年以上30年未満

30年以上40年未満

40年以上50年未満

50年以上

不明

親世帯（又は子世帯）が同居できること 建築基準法以上の耐震性を確保すること

太陽光発電装置の設置等により、水光熱費を安くすること 身体機能が低下しても快適に生活できるよう、バリアフリーにすること

自然由来の素材を多く使い、伝統的な工法とすること 国産材、県産材を多く使うこと

面積や設備は必要最低限とし、できるだけ安くすること その他

1

1

1

1

3

1

2

4

2

1

6

6

7

1

1

1

1

1

2

2

1

1

1

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

親世帯（又は子世帯）が同居できること 建築基準法以上の耐震性を確保すること

太陽光発電装置の設置等により、水光熱費を安くすること 身体機能が低下しても快適に生活できるよう、バリアフリーにすること

自然由来の素材を多く使い、伝統的な工法とすること 国産材、県産材を多く使うこと

面積や設備は必要最低限とし、できるだけ安くすること その他
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(7) 持家の現状維持意向について57 

（問 21）現状維持とする理由について 

持家を現状維持する理由と居住地域をみると、室根地域、川崎地域を除き、「老朽化・劣化していない」

との回答が多く、また、千厩地域では、「費用が負担できない」との回答が約 3 割となり、最も多くなっ

ています。 

 

「現状維持とする」理由×居住地域 

 

持家を現状維持する理由と築年数をみると、50 年以上は、「将来誰も住まないかもしれない」、「すで

にリフォームを実施している」との回答が他の築年数に比べ最も多くなっています。また、築年数が

不明では、「費用が負担できない」、「何とかなると思う」との回答が他の築年数に比べ最も多くなって

います。 

 

「現状維持とする」理由×築年数 

 

  

                                                  
57 標本数が少ないため本項目のグラフデータラベルは百分率表記ではなく回答数としている。 

2

7

13

11

17

10

9

1

1

2

3

13

6

12

18

3

6

8

7

11

10

13

6

1

1

1

1

1

6

8

7

12

10

21

2

43

55

27

13

9

9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10年未満

10年以上20年未満

20年以上30年未満

30年以上40年未満

40年以上50年未満

50年以上

不明

費用が負担できない 誰に相談したらよいかわからない 将来誰も住まないかもしれない 何とかなると思う

別のことにお金を使いたい すでにリフォームを実施している 老朽化・劣化していない



12. 参考資料 

173 
 

持家を現状維持する理由と世帯主の年齢をみると、30 歳代では「老朽化・劣化していない」との回

答が多く、60 歳代は「すでにリフォームを実施している」との回答が他の年代に比べ最も多くなって

います。 

 
「現状維持とする」理由×世帯主の年齢 

 

持家を現状維持する理由と世帯構成をみると、一人暮らし世帯では、「将来誰も住まないかもしれな

い」との回答が約 3 割で他の世帯構成に比べ最も多くなっています。また、母親と子、または父親と子

世帯では、「費用が負担できない」との回答が 3 割以上で他の世帯構成に比べ最も多くなっています。 

 
「現状維持とする」理由×世帯構成 

 

  

1

8

10

25

23

1

1

1

3

3

19

32

1

3

5

14

36

1

1

3

3

4

28

31

11

15

24

41

63

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

費用が負担できない 誰に相談したらよいかわからない 将来誰も住まないかもしれない 何とかなると思う

別のことにお金を使いたい すでにリフォームを実施している 老朽化・劣化していない

13

10

9

16

8

5

6

1

1

22

19

7

2

1

4

2

9

19

10

7

6

3

4

2

2

1

10

21

11

7

7

5

5

23

28

45

11

18

8

22

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一人暮らし

夫婦のみ

夫婦と子ども

母親と子、

または父親と子

３世代同居

夫婦と親のみ

その他

費用が負担できない 誰に相談したらよいかわからない 将来誰も住まないかもしれない 何とかなると思う

別のことにお金を使いたい すでにリフォームを実施している 老朽化・劣化していない
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(8) 子育て期・高齢期の住まいについて 

（問 25）子育て期の住環境として重視すべき点 

子育て期の住環境として重視すべき点と世帯構造をみると、高齢者世帯では「自然環境が豊かである

こと」との回答が多くなっています。一人暮らし世帯では、「周辺道路が歩行者にとって安全であるこ

と」との回答が最も多く、子育て世帯では、「小中学校等が徒歩圏内にあること」との回答が最も多くな

っています。 

 

 
高齢者世帯（単身）（n=139） 

 

 
高齢者世帯（二人以上）（n=168） 

  

0.0%

1.1%

2.1%

2.1%

3.2%

6.4%

6.4%

7.4%

8.5%

8.5%

11.7%

12.8%

12.8%

17.0%

0% 5% 10% 15% 20%

親の通勤が短時間ですむこと

遊び場、公園等が近くにあること

幼稚園、保育園等が徒歩圏内にあること

図書館等の公共施設が充実していること

塾や習い事等、教育環境が充実していること

周辺にも同世代の子どもが多いこと

その他

親世帯など子育てを支援する親族が近いこと

小中学校等が徒歩圏内にあること

土地柄、地域イメージが良いこと

小児科など医療機関が近くにあること

周辺道路が歩行者にとって安全であること

犯罪等が少ないこと

自然環境が豊かであること

0.7%

1.4%

2.2%

2.2%

2.9%

2.9%

5.8%

5.8%

6.5%

9.4%

13.8%

14.5%

15.9%

15.9%

0% 5% 10% 15% 20%

親の通勤が短時間ですむこと

図書館等の公共施設が充実していること

塾や習い事等、教育環境が充実していること

遊び場、公園等が近くにあること

親世帯など子育てを支援する親族が近いこと

その他

幼稚園、保育園等が徒歩圏内にあること

土地柄、地域イメージが良いこと

周辺にも同世代の子どもが多いこと

犯罪等が少ないこと

周辺道路が歩行者にとって安全であること

小児科など医療機関が近くにあること

小中学校等が徒歩圏内にあること

自然環境が豊かであること
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一人暮らし世帯（n=63） 

 

 
子育て世帯（n=61） 

 

 

 

その他の世帯（n=526）  

0.0%

0.0%

1.7%

3.3%

3.3%

5.0%

5.0%

5.0%

6.7%

8.3%

10.0%

11.7%

13.3%

26.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

幼稚園、保育園等が徒歩圏内にあること

親の通勤が短時間ですむこと

塾や習い事等、教育環境が充実していること

図書館等の公共施設が充実していること

遊び場、公園等が近くにあること

自然環境が豊かであること

周辺にも同世代の子どもが多いこと

親世帯など子育てを支援する親族が近いこと

その他

小児科など医療機関が近くにあること

犯罪等が少ないこと

土地柄、地域イメージが良いこと

小中学校等が徒歩圏内にあること

周辺道路が歩行者にとって安全であること

0.0%

1.7%

1.7%

3.3%

3.3%

3.3%

5.0%

6.7%

6.7%

8.3%

11.7%

11.7%

13.3% 23.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

その他

図書館等の公共施設が充実していること

親の通勤が短時間ですむこと

幼稚園、保育園等が徒歩圏内にあること

自然環境が豊かであること

親世帯など子育てを支援する親族が近いこと

土地柄、地域イメージが良いこと

塾や習い事等、教育環境が充実していること

小児科など医療機関が近くにあること

周辺にも同世代の子どもが多いこと

遊び場、公園等が近くにあること

犯罪等が少ないこと

周辺道路が歩行者にとって安全であること

小中学校等が徒歩圏内にあること

0.6%

1.5%

2.3%

2.7%

2.7%

3.8%

4.2%

8.6%

9.9%

10.7%

11.1%

11.3%

14.1%

16.4%

0% 5% 10% 15% 20%

その他

図書館等の公共施設が充実していること

遊び場、公園等が近くにあること

塾や習い事等、教育環境が充実していること

親の通勤が短時間ですむこと

幼稚園、保育園等が徒歩圏内にあること

親世帯など子育てを支援する親族が近いこと

土地柄、地域イメージが良いこと

小児科など医療機関が近くにあること

自然環境が豊かであること

周辺にも同世代の子どもが多いこと

周辺道路が歩行者にとって安全であること

犯罪等が少ないこと

小中学校等が徒歩圏内にあること
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（問 26）高齢期の望ましい居住場所について 

高齢期に望ましい居住場所と世帯構造別をみると、単身世帯では、「徒歩圏内での利便性のよい場所」

が最も多く、58.1％となっています。 

 

 
高齢期の居住場所について×世帯構造 

 

（問 27）住宅を中心として高齢者の暮らしを支える方針を阻害する要因について 

住宅を中心として高齢者の暮らしを支える方針を阻害する要因と世帯構造をみると、単身の高齢者世

帯は、「自宅の住宅が老朽化するので住み続けられないこと」との回答が他の世帯構造に比べ多くなっ

ています。子育て世帯では「福祉・医療・介護サービスを受けるための費用を負担できないこと」が最

も多く、40.7％となっています。 

 

 
住宅を中心として高齢者の暮らしを支える上での阻害要因×世帯構造 

 

  

45.5%

51.9%

58.1%

45.9%

40.4%

31.4%

33.1%

11.3%

21.3%

40.2%

2.5%

3.2%

1.6%

1.6%

19.0%

11.0%

25.8%

31.1%

16.5%

1.7%

0.6%

3.2%

1.6%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者世帯(単身)

【１３９】

高齢者世帯(二人以上)

【１６８】

単身世帯

【６３】

子育て世帯

【６１】

その他世帯

【５２６】

徒歩圏内での利便性のよい場所 多少不便でも、長年住んでいる場所

現状より不便でも自然の多い場所 そのときの所得に応じた利便性の場所

その他

15.2%

11.3%

10.5%

3.4%

10.4%

6.3%

13.9%

5.3%

3.4%

8.8%

6.3%

10.6%

7.0%

3.4%

6.8%

33.9%

27.2%

40.4%

40.7%

35.5%

11.6%

15.2%

24.6%

35.6%

19.4%

4.5%

2.6%

3.5%

3.4%

0.8%

22.3%

19.2%

8.8%

10.2%

18.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者世帯(単身)

【１３９】

高齢者世帯(二人以上)

【１６８】

単身世帯

【６３】

子育て世帯

【６１】

その他世帯

【５２６】

自分の住宅が老朽化するので住み続けられないこと
福祉・医療・介護サービスを受けるために移動時間がかかること
福祉・医療・介護サービスを受けるために移動手段がないこと
福祉・医療・介護サービスを受けるための費用を負担できないこと
人口の少ない地域では、福祉・医療・介護サービスの担い手がいないこと
その他
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(9) 本市の住宅施策について 

（問 28）本市が取り組むべき住生活に関する施策について 

 本市が取り組むべき住生活に関する施策と世帯構造別をみると、子育て世帯は「子育てしやすい住宅・

住環境づくりへの支援」が最も多く、59％となっています。二人以上の高齢者世帯は「若者等の定住へ

の支援」の割合が約５割となっています。 

 

 
高齢者世帯（単身）（n=139） 

 
高齢者世帯（二人以上）（n=168） 

 

3%

4%

4%

5%

6%

6%

8%

11%

11%

11%

12%

13%

18%

19%

22%

30%

53%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

地域に相応しい街並み、景観形成の支援

住まいに関する情報の提供

安心して選択できる民間賃貸住宅の

市場環境の整備

防犯性の高い住宅・住環境づくりへの支援

多世帯同居への支援

多様な需要に対応した公的賃貸住宅の整備

住宅の耐震診断・耐震改修への支援

環境にやさしい住宅・住環境づくりへの支援

（太陽光発電、省エネルギー対策など）

健康的な住まいづくりへの支援

（有害物質による健康への影響低減）

災害に強い住宅・住環境づくりへの支援

荒廃した空家の解体撤去

住宅の建替えや改修への支援

子育てしやすい住宅・住環境づくりへの支援

空家の有効活用支援

若者等の定住への支援

高齢者や障がい者が安心できる

住宅・住環境づくりへの支援

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

7%

8%

8%

10%

18%

20%

22%

26%

47%

51%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

住まいに関する情報の提供

防犯性の高い住宅・住環境づくりへの支援

安心して選択できる民間賃貸住宅の

市場環境の整備

多様な需要に対応した公的賃貸住宅の整備

住宅の耐震診断・耐震改修への支援

多世帯同居への支援

災害に強い住宅・住環境づくりへの支援

健康的な住まいづくりへの支援

（有害物質による健康への影響低減）

地域に相応しい街並み、景観形成の支援

環境にやさしい住宅・住環境づくりへの支援

（太陽光発電、省エネルギー対策など）

住宅の建替えや改修への支援

荒廃した空家の解体撤去

子育てしやすい住宅・住環境づくりへの支援

空家の有効活用支援

若者等の定住への支援

高齢者や障がい者が安心できる

住宅・住環境づくりへの支援
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一人暮らし世帯（n=63） 

 

 
子育て世帯（n=61） 

 

  

2%

3%

5%

6%

10%

10%

11%

13%

13%

14%

16%

16%

16%

21%

24%

27%

48%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

その他

多世帯同居への支援

健康的な住まいづくりへの支援

（有害物質による健康への影響低減）

地域に相応しい街並み、景観形成の支援

住宅の耐震診断・耐震改修への支援

防犯性の高い住宅・住環境づくりへの支援

環境にやさしい住宅・住環境づくりへの支援

（太陽光発電、省エネルギー対策など）

災害に強い住宅・住環境づくりへの支援

住まいに関する情報の提供

安心して選択できる民間賃貸住宅の

市場環境の整備

空家の有効活用支援

荒廃した空家の解体撤去

多様な需要に対応した公的賃貸住宅の整備

住宅の建替えや改修への支援

子育てしやすい住宅・住環境づくりへの支援

若者等の定住への支援

高齢者や障がい者が安心できる

住宅・住環境づくりへの支援

2%

2%

3%

3%

5%

7%

8%

10%

10%

11%

15%

20%

30%

30%

31%

39%

59%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

健康的な住まいづくりへの支援

（有害物質による健康への影響低減）

安心して選択できる民間賃貸住宅の

市場環境の整備

多世帯同居への支援

その他

多様な需要に対応した公的賃貸住宅の整備

住まいに関する情報の提供

住宅の耐震診断・耐震改修への支援

地域に相応しい街並み、景観形成の支援

災害に強い住宅・住環境づくりへの支援

防犯性の高い住宅・住環境づくりへの支援

環境にやさしい住宅・住環境づくりへの支援

（太陽光発電、省エネルギー対策など）

荒廃した空家の解体撤去

高齢者や障がい者が安心できる

住宅・住環境づくりへの支援

空家の有効活用支援

住宅の建替えや改修への支援

若者等の定住への支援

子育てしやすい住宅・住環境づくりへの支援
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その他の世帯（n=526） 

 

 

12.4.4 依頼文・調査票 

 

本アンケート調査の依頼文・調査票は次頁以降のとおりです。 

  

2%

2%

3%

5%

5%

7%

7%

10%

10%

12%

12%

17%

22%

26%

31%

40%

46%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

住まいに関する情報の提供

安心して選択できる民間賃貸住宅の

市場環境の整備

防犯性の高い住宅・住環境づくりへの支援

地域に相応しい街並み、景観形成の支援

健康的な住まいづくりへの支援

（有害物質による健康への影響低減）

多様な需要に対応した公的賃貸住宅の整備

多世帯同居への支援

住宅の耐震診断・耐震改修への支援

環境にやさしい住宅・住環境づくりへの支援

（太陽光発電、省エネルギー対策など）

災害に強い住宅・住環境づくりへの支援

荒廃した空家の解体撤去

空家の有効活用支援

子育てしやすい住宅・住環境づくりへの支援

住宅の建替えや改修への支援

若者等の定住への支援

高齢者や障がい者が安心できる

住宅・住環境づくりへの支援
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一関市 住まいに関するアンケート調査 

ご協力のお願い 
 

平成 29 年 11 月 

一関市 建設部 都市整備課 

拝啓 

時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

また平素は、一関市の行政にご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 

このアンケートは、市の住宅政策の基礎となる「住宅政策基本計画（第二次）」を策定するために、市

民の皆様の現住宅に対する評価や今後の居住意向等を調査するものです。皆様のご意見を市の住宅行政

に反映させていきたいと考えております。 

 

ご多忙のところ誠に恐れ入りますが、本アンケートの趣旨をご理解いただき、ご協力下さいますよう

お願い申し上げます。 

 

なお、本アンケートは平成 29 年 10 月 6 日時点の情報を基に無作為抽出した 2,000 人の方々へ送付

させていただいております。 

10 月 6 日以降に異動等が生じている場合はご容赦いただきますようお願いいたします。 

 

敬具 

 

ご記入頂いた調査票は同封の返信用封筒に入れ、11 月 20 日（月）までにポストへ投函し

てください。 

 

（記入方法） 
選択肢の数字に○をつける、または数字を記入してください。回答を一つだけ選ぶ設問と複数選ぶ設

問があります。世帯主の方、または世帯の主な生計を担う方が世帯を代表してお答えください。 
 
（いただいた回答の取り扱いについて) 
皆様からの回答は一関市が厳重に保管し、本調査の目的以外に使用いたしません。 
調査結果は全て統計的に処理し、集計結果として取り扱います。個人が特定される形で公表すること

はありません。 
 
（調査実施、調査票返送先） 
一関市 建設部 都市整備課 021-8501 岩手県一関市竹山町 7 番 2 号 電話：0191-21-2111（代表） 
 
（調査協力、調査内容問い合わせ先） 
（株）建設技術研究所 釜石復興推進事務所 担当：中島  電話：0193-55-4403 
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回答方法 問○ すべての方がお答えく ださ い

問○ 該当する方のみお答えく ださ い

1 現在のお住まいについておたずねし ます。

問1 現住所は次のどの地域にあたり ますか（ １ つ選んでく ださ い） 。

1. 一関地域 5. 東山地域

2. 花泉地域 6. 室根地域

3. 大東地域 7. 川崎地域

4. 千厩地域 8. 藤沢地域

問2 現在お住まいの住宅は次のどれにあたり ますか(１ つ選んでく ださ い） 。

1. 持家（ 戸建・ 長屋建） 6. 市営住宅

2. 分譲マンショ ン 7. 県営住宅

3. 民営賃貸住宅（ 戸建・ 長屋建） 8. 給与住宅（ 社宅・ 官舎・ 公務員住宅等）

4. 民営賃貸住宅（ 木造アパート ） 9. 独身寮・ 間借り ・ 住み込みなど

5. 民営賃貸住宅（ 非木造アパート ） 10. その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

問3 現住宅の延べ床面積をお答えく ださ い（ １ つ選んでく ださ い） 。

ただし 延べ床面積にはバルコ ニー部分の面積は除き ます。

また1坪＝約3.3㎡と し て計算し てく ださ い。

1. 30㎡未満 5. 100㎡以上125㎡未満

2. 30㎡以上50㎡未満 6. 125㎡以上150㎡未満

3. 50㎡以上75㎡未満 7. 150㎡以上200㎡未満

4. 75㎡以上100㎡未満 8. 200㎡以上

問4 現住宅は築何年ですか（ １ つ選んでく ださ い） 。

1. 1年未満 7. 20年以上25年未満

2. 1年以上3年未満 8. 25年以上30年未満

3. 3年以上5年未満 9. 30年以上40年未満

4. 5年以上10年未満 10. 40年以上50年未満

5. 10年以上15年未満 11. 50年以上

6. 15年以上20年未満 12. 不明

問5

1. 生まれたと き から 住んでいる 5. 地域イ メ ージがよいので住みたかっ た

2. 住み慣れた土地で愛着がある 6. 過去に訪れたこ と があり 住みたいと 思っ た

3. 実家や親族の家に近い 7. たまたま土地、 住宅を見つけた

4. 友人等が住んでいる 8. 相続等で土地、 住宅を入手し た

9. その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

現住所のある地域を 選んだき っ かけは何ですか（ １ つ選んでく ださ い） 。



 

182 
 

2 現在のお住まいやそのまわり の環境についておたずねし ます。

問6

問7 現住宅について総合的に評価し て下さ い（ １ つ選んでく ださ い） 。

問8

現住宅について、 どの程度満足し ていますか。 次のA～Rの各項目について、 それぞれ該当する番号１ つを選び、 ○をつ

けて下さ い。

現住宅のまわり の環境について、 どの程度満足し ていますか。 次のA～Rの各項目について、 それぞれ該当する番号１ つ

を 選び、 ○を つけて下さ い。

1. 満足 2. まあ満足 3. 多少不満 4. 非常に不満

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満

A 住宅の広さや間取り 1 2 3 4

B 収納の多さ、使いやすさ 1 2 3 4

C 台所、トイレ、浴室などの使いやすさ、広さ 1 2 3 4

D 地震時の住宅の安全性 1 2 3 4

E 台風時の住宅の安全性 1 2 3 4

F 火災に対する安全性 1 2 3 4

G 住宅の防犯性 1 2 3 4

H 住宅のいたみの少なさ 1 2 3 4

I 住宅の維持管理のしやすさ 1 2 3 4

J 住宅の断熱性や気密性 1 2 3 4

K 冷暖房などの省エネルギー性 1 2 3 4

L 高齢者などへの配慮 1 2 3 4

M 換気性能 1 2 3 4

N 居間など、主な居住室の採光 1 2 3 4

O 外部からの騒音に対する遮音性 1 2 3 4

P 上下階や隣戸の生活音などに対する遮音性 1 2 3 4

Q 外部からのプライバシーの確保 1 2 3 4

R 水害時の住宅の安全性 1 2 3 4

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満

A 災害時の避難のしやすさ 1 2 3 4

B 水害・津波の受けにくさ 1 2 3 4

C 火災の延焼の防止 1 2 3 4

D 治安、犯罪発生の防止 1 2 3 4

E 騒音、大気汚染などの少なさ 1 2 3 4

F まわりの道路の歩行時の安全性 1 2 3 4

G 敷地やまわりのバリアフリー化の状況 1 2 3 4

H 敷地の広さや日当たり、風通しなど空間のゆとり 1 2 3 4

I 子供の遊び場、公園など 1 2 3 4

J 緑、水辺などの自然とのふれあい 1 2 3 4

K まちなみ、景観 1 2 3 4

L 通勤、通学などの利便 1 2 3 4

M 日常の買物､医療・福祉・文化施設などの利便 1 2 3 4

N 福祉、介護などの生活支援サービスの状況 1 2 3 4

O 子育て支援サービスの状況 1 2 3 4

P 親、子、親せきなどの住宅との距離 1 2 3 4

Q 近隣の人たちやコミュニティとの関わり 1 2 3 4

R 子供の教育環境 1 2 3 4
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問9 現住宅のまわり の環境について総合的に評価し て下さ い（ １ つ選んでく ださ い） 。

3 現住宅への定住意向、 転居意向についておたずねし ます。

問10 今後も 現住宅に住み続ける予定ですか（ １ つ選んでく ださ い） 。

1. 転居し たい →次の質問へ進んでく ださ い

2. （ 持家で） リ フォ ームを し て住み続けたい →問15へ進んでく ださ い

3. （ 持家で） 建替えし て住み続けたい →問18へ進んでく ださ い

4. （ 持家で） 現状のまま住み続けたい →問21へ進んでく ださ い

5. （ 借家で） 現状のまま住み続けたい →問22へ進んでく ださ い

6. 未定 →問22へ進んでく ださ い

4 問10で「 1」 を選んだ方におたずねし ます（ 転居意向） 。

問11

1. 現住宅が狭いため 12. 子育ての環境を良く するため

2. 現住宅が老朽化し ているため 13. 学校等の教育環境を 良く するため

3. 家賃や住宅ローンの負担を 軽く し たいため 14. 自然や公園などの憩いの環境を 良く するため

4. 現在の住環境が良く ないため 15. 徒歩圏内の利便性を 良く するため

5. 住宅や庭などの維持管理が面倒だから 16. 公共交通の利便性を 良く するため

6. 結婚等による世帯分離や独立に対応するため 17. 家を相続するため

7. 子供の誕生や成長などに備えるため 18. 高齢になっ ても 住みやすい住宅がよいため

8. 就職、 転職、 転勤などに対応するため 19. 資産を形成し たいから （ 不動産を所有する）

9. 親族と の同居に対応するため 20. 立ち退き 要求、 契約期限切れのため

10. 親族の家と の距離を近く するため 21. 賃貸借契約の更新時期のため

11. 勤務先と の距離を近く するため 22. その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

問12

1. 1年以内 3. 5年以内

2. 3年以内 4. 未定

問13

1. 持家（ 新築限定） 7. 民営賃貸住宅（ 非木造アパート ）

2. 持家（ 築浅中古住宅） 8. 市営住宅

3. 持家（ 経年し た中古住宅） 9. 県営住宅

4. 分譲マンショ ン 10. 給与住宅（ 社宅・ 官舎・ 公務員住宅等）

5. 民営賃貸住宅（ 戸建・ 長屋建） 11. 独身寮・ 間借り ・ 住み込みなど

6. 民営賃貸住宅（ 木造アパート ） 12. その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

現住宅を 転居し たい理由は何ですか（ 主な理由を３ つ以内で選んでく ださ い） 。

転居の時期はいつごろ を 想定し ていますか（ １ つ選んでく ださ い） 。

転居先と し てどのよう な住宅を 想定し ていますか（ １ つ選んでく ださ い） 。

1. 満足 2. まあ満足 3. 多少不満 4. 非常に不満
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問14

1. 市内（ 一関地域） 7. 市内（ 川崎地域）

2. 市内（ 花泉地域） 8. 市内（ 藤沢地域）

3. 市内（ 大東地域） 9. 県内他市町村

4. 市内（ 千厩地域） 10. 宮城県

5. 市内（ 東山地域） 11. その他

6. 市内（ 室根地域） 12. 未定

→回答後は、 問22へ進んでく ださ い

5

問15

1. 増築・ 間取り の変更、 収納スペースの改善・ 増加を行いたい

2. 高齢者等に配慮し 、 段差を なく す、 手すり を 設置するなどし たい

3. ト イ レ・ 浴室等の設備の改善を行いたい

4. 台所のリ フォ ームを行いたい

5. 冷暖房設備、 給湯・ 電気設備、 太陽光発電設備を 改善・ 設置し たい

6. 断熱工事、 結露防止工事、 窓サッ シの取替え等を 行いたい

7. 防音、 遮音工事を行いたい

8. 基礎・ 構造の補強を行いたい（ 耐震改修工事）

9. 内装の模様替えや改修を し たい（ 壁紙・ 天井・ 床の張替え、 家具の交換など）

10. 屋根の葺き 替え、 屋根・ 外壁の塗り 替えを行いたい

11. その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

問16

1. 具体的な予定があり 、 資金の目処も ついている

2. 具体的な予定はないが、 資料収集等、 工事を 行う ための準備、 検討をし ている

3. いずれ工事をし たいが、 準備、 検討には着手し ていない

問17

1. 市役所 4. ケアマネージャ ー

2. 地元工務店等 5. その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

3. 大手ハウスメ ーカ ー 6. まだ決めていない

→回答後は、 問22へ進んでく ださ い

どのよう なリ フォ ームが必要だと 考えますか（ 該当する主なも の３ つまでに○をつけてく ださ い） 。

具体的なリ フォ ーム工事の予定はあり ますか（ １ つ選んでく ださ い） 。

リ フォ ーム工事を 行う 場合にまず相談する（ 相談し た） 先はどこ ですか（ １ つ選んでく ださ い） 。

転居先と し てどの地域を 想定し ていますか（ １ つ選んでく ださ い） 。

問10で「 2」 を選んだ方におたずねし ます（ 持家リ フォ ーム意向） 。
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6 問10で「 3」 を選んだ方におたずねし ます（ 持家建替え意向） 。

問18

1. 親世帯（ 又は子世帯） が同居でき るこ と

2. 免震装置や基礎の強化等により 、 建築基準法以上の耐震性を 確保するこ と

3. 太陽光発電装置の設置等により 、 初期投資を し ても 水光熱費を安く するこ と

4. 身体機能が低下し ても 快適に生活でき るよう 、 バリ アフ リ ーにするこ と

5. 自然由来の素材を多く 使い、 伝統的な工法と するこ と

6. 国産材、 県産材を多く 使う こ と

7. 面積や設備は必要最低限と し 、 でき るだけ安く するこ と

8. その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

問19

1. 大手ハウスメ ーカ ー 4. 地元以外の建築士

2. 地元の工務店、 建設会社 5. その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

3. 地元の建築士 6. まだ決めていない

問20

1. 日ごろ の付き 合い 3. イ ンタ ーネッ ト や雑誌等で探す

2. 身近な人の紹介 4. その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

→回答後は、 問22へ進んでく ださ い

7 問10で「 4」 を選んだ方におたずねし ます（ 持家現状維持意向） 。

問21

1. リ フォ ーム・ 建替えにかかる費用が負担でき ない

2. リ フォ ーム・ 建替えについて誰に相談し たら よいかわから ない

3. リ フォ ーム・ 建替えをし ても 将来誰も 住まないかも し れない

4. リ フォ ーム・ 建替えをし なく ても 何と かなると 思う

5. リ フォ ーム・ 建替えにお金をかけるぐ ら いなら 別のこ と に使いたい

6. すでに充分なリ フォ ームを実施し ている

7. リ フォ ーム・ 建替えが必要なほど老朽化・ 劣化し ていない

→回答後は、 問22へ進んでく ださ い

現状維持と する理由は何ですか（ １ つ選んでく ださ い） 。

設計者、 施工者をどう やっ て決めると 思いますか（ １ つ選んでく ださ い） 。

建替えにあたっ ては何を 重視し ますか（ １ つ選んでく ださ い） 。

設計は誰に依頼すると 思いますか（ １ つ選んでく ださ い） 。
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8 今後の住まいの活用についておたずねし ます。

問22

1. 子世帯が住んでも ら いたい

2. 子世帯が住まなく ても よいが、 維持管理だけし ても ら いたい

3. 誰かに貸し たい

4. 誰かに売り たい

5. 住宅は解体し て更地のままで子世帯で所有し ても ら いたい

6. 活用方法は子世帯に決めても ら いたい

7. 遠い将来なので決めていない →問24へ進んでく ださ い

8. 借家なので関係ない →問24へ進んでく ださ い

問23

1. 子世帯が遠方に住んでいるこ と

2. 子世帯が親の住宅の維持管理に関心がないこ と

3. 借り 手、 買い手がいないよう に思えるこ と

4. 住宅の維持管理や処分について誰に頼んでいいかわから ないこ と

5. 阻害要因は特にない

問24

1. 以前転居を 考えたが、 資金等の問題で断念し た

2. 以前転居を 考え、 資金面も 問題なかっ たが、 よい転居先が見つから なかっ た

3. 将来転居するかも し れないが、 当面は必要ないと 考えている

4. 当面、 身体機能の低下は想定でき ない

9 子育て期・ 高齢期の住まいについておたずねし ます。

問25 子育て期の住環境と し て何を重視すべき と 思いますか（ １ つ選んでく ださ い） 。

1. 幼稚園、 保育園等が徒歩圏内にあるこ と 8. 周辺道路が歩行者にと っ て安全であるこ と

2. 小中学校等が徒歩圏内にあるこ と 9. 犯罪等が少ないこ と

3. 塾や習い事等、 教育環境が充実し ているこ と 10. 土地柄、 地域イ メ ージが良いこ と

4. 図書館等の公共施設が充実し ているこ と 11. 親の通勤が短時間ですむこ と

5. 遊び場、 公園等が近く にあるこ と 12. 周辺にも 同世代の子供が多いこ と

6. 小児科など医療機関が近く にあるこ と 13. 親世帯など子育てを 支援する親族が近いこ と

7. 自然環境が豊かであるこ と 14. その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

今の住宅が誰も 住まない状況になっ た場合、 住宅をどのよう に活用し たら よいと 思いますか（ １ つ選んでく ださ い） 。

問22で「 1」 から 「 6」 を 選んだ方におたずねし ます。 選択し た活用方法について、 阻害要因があると し たら 何ですか

（ １ つ選んでく ださ い） 。

身体機能が低下し て現在の生活が続けら れない状況になる前に、 より 利便性の高い、 又は様々なケアサービスが受けら

れる住宅や施設に転居するこ と は考えら れますか（ １ つ選んでく ださ い） 。

→次の質問へ進んでください
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問26 高齢期に住む場所はどんなと こ ろ が望まし いと 思いますか（ １ つ選んでく ださ い） 。

1. 徒歩圏内での利便性のよい場所 4. そのと き の所得に応じ た利便性の場所

2. 多少不便でも 、 長年住んでいる場所 5. その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

3. 現状より 不便でも 自然の多い場所

問27

1. 自分の住宅が老朽化するので住み続けら れないこ と

2. 福祉・ 医療・ 介護サービスを受けるために移動時間がかかるこ と

3. 福祉・ 医療・ 介護サービスを受けるために移動手段がないこ と

4. 福祉・ 医療・ 介護サービスを受けるための費用を 負担でき なこ と

5. 人口の少ない地域では、 福祉・ 医療・ 介護サービスの担い手がいないこ と

6. その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

7. 阻害要因は特にない

10 本市の住宅施策についておたずねし ます。

問28

1. 子育てし やすい住宅・ 住環境づく り への支援 8. 空家の有効活用支援

2. 若者等の定住への支援 9. 荒廃し た空家の解体撤去

3. 多世帯同居への支援 10. 地域に相応し い街並み、 景観形成の支援

4. 住宅の耐震診断・ 耐震改修への支援 11. 防犯性の高い住宅・ 住環境づく り への支援

5. 高齢者や障がい者が安心でき る 12. 災害に強い住宅・ 住環境づく り への支援

　 住宅・ 住環境づく り への支援 13. 安心し て選択でき る民間賃貸住宅の

6. 環境にやさ し い住宅・ 住環境づく り への支援 　 市場環境の整備

　 （ 太陽光発電、 省エネルギー対策など） 14. 多様な需要に対応し た公的賃貸住宅の整備

7. 健康的な住まいづく り への支援 15. 住まいに関する情報の提供

　 （ 有害物質による健康への影響低減） 16. 住宅の建替えや改修への支援

17. その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

問29 本市の住宅行政や住宅事情について、 ご意見・ ご要望などを 自由にお書き く ださ い。

今後、 市が取り 組むべき 住生活に関する施策は何だと 思いますか（ ３ つ選んでく ださ い） 。

現在、 国では、 住宅を中心に地域の福祉・ 医療・ 介護サービスが連携し て、 高齢者の暮ら し を 支える方針です。 現在の

住まいの状況や健康状態を踏まえ、 実現にあたっ て何が阻害要因になると 思いますか（ １ つ選んでく ださ い） 。
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11 あなたの世帯についておたずねし ます。

問30

質問は以上です。 ご協力あり がと う ございまし た。

あなたの世帯について、 以下のA～Iの各項目であてはまるも のを選び、 ○または数字を記入し てく ださ い。

A 世帯主の性別 1. 男性 2. 女性

1. 19歳以下 6. 40～44歳 11. 65～69歳

2. 20～24歳 7. 45～49歳 12. 70～74歳

3. 25～29歳 8. 50～54歳 13. 75歳以上

4. 30～34歳 9. 55～59歳

5. 35～39歳 10. 60～64歳

C 世帯人数 人

1. 一人暮らし 7. 夫婦と子供

2. 夫婦のみ （長子が大学生以上）

3. 夫婦と子供（長子が就学前） 8. 母親と子、または父親と子

4. 夫婦と子供（長子が小学生） 9. ３世代

5. 夫婦と子供（長子が中学生） 10. 夫婦と親のみ

6. 夫婦と子供（長子が高校生） 11. その他（　　　　　　）

1. 100万円未満 7. 600万円以上700万円未満

2. 100万円以上200万円未満 8. 700万円以上800万円未満

3. 200万円以上300万円未満 9. 800万円以上1000万円未満

4. 300万円以上400万円未満 10. 1000万円以上1500万円未満

5. 400万円以上500万円未満 11. 1500万円以上2000万円未満

6. 500万円以上600万円未満 12. 2000万円以上

F 1. 同居している 2. 同居していない

G 人

H 人

I 台自家用車の保有台数

B 世帯主の年齢

D 世帯構成

E
昨年度の世帯全員
の年収（税込）

要介護者・身体障害者の有無

65歳以上75歳未満の高齢者の人数

75歳以上の高齢者の人数

該当しない場合は「０」と記
入してください
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12.5 その他関連資料 

 

住宅祭の歴史 

 

 

  

開催年度 開催⽇ 名   称 開催場所 備 考 ⼊場者数 出展者数

1 Ｓ58 9/17〜18 住宅増改築キャンペーン 千葉久デパート

2 59 8/2 住宅増改築キャンペーン 合同庁舎

60 未開催

61 未開催

3 62 9/4〜6 国際居住年パネル展 千葉久デパート

4 63 9/9〜11 岩⼿住宅フェア⼀関 千葉久デパート

5 Ｈ元 9/30〜10/2 ⼀関住宅フェア 千葉久デパート

6 2 10/5〜7 ⼀関住宅フェア 千葉久デパート

7 3 10/4〜6 ⼀関地⽅住宅フェア 千葉久デパート

8 4 10/24〜25 両磐地区住宅祭 ⼀関⽂化センター

9 5 10/16〜17 両磐地⽅住宅祭 世嬉の⼀

10 6 10/23〜24 両磐地⽅住宅祭 千厩農村環境改善センタ ー

11 7 10/7〜8 両磐地⽅住宅祭 アイドーム

12 8 9/28〜29 ⼀関地⽅住宅祭 アイドーム

13 9 9/20〜21 ⼀関地⽅住宅祭 ⼀関⽂化センター

14 10 11/28〜29 ⼀関地⽅住宅祭 ⼀関⽂化センター

15 11 9/18〜19 ⼀関地⽅住宅祭 ⼀関⽂化センター

16 12 10/21〜22 ⼀関地⽅住宅祭 ⼀関市総合体育館

17 13 10/20〜21 ⼀関地⽅住宅祭 ⼀関市総合体育館

18 14 10/5〜6 ⼀関地⽅住宅祭 ⼀関市総合体育館

19 15 10/25〜26 ⼀関地⽅住宅祭 ⼀関市総合体育館

20 16 10/2〜2 ⼀関地⽅住宅祭 ⼀関市総合体育館

17 未開催

18 未開催

21 19 10/3〜4 ⼀関地⽅住宅祭（エキシビジョン） ⼀関市総合体育館 建築⼠会⼀関⽀部

22 20 10/4〜5 住まい・まちづくりフェア ⼀関市総合体育館 県と共催

23 21 10/2〜3 住まい・まちづくりフェア ⼀関市総合体育館 県と共催 4,400 43

24 22 10/2〜3 住宅祭2010 ⼀関市総合体育館 5,500 52

25 23 10/17〜18 住宅祭2011 ⼀関市総合体育館 商⼯祭等と合同 23,000 44

26 24 10/18〜19 住宅祭2012 ⼀関市総合体育館 商⼯祭等と合同 39,000 47

27 25 10/19〜20 住宅祭2013 ⼀関市総合体育館 商⼯祭等と合同 32,000 43

28 26 10/18〜19 住宅祭2014 ⼀関市総合体育館 商⼯祭等と合同
63,000

（うちバルーン

20,000）

46

29 27 10/24〜25 住宅祭2015 ⼀関市総合体育館 農業祭と合同 6,300 43

30 28 10/29〜30 住宅祭2016 ⼀関市総合体育館 農業祭と合同 7,000 41

31 29 10/28〜29 住宅祭2017 ⼀関市総合体育館 農業祭と合同 7,800 44
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一関市住宅政策基本計画策定懇話会設置要綱 

 

平成 29 年８月 23 日 

一関市告示第 264 号 

 

（設置） 

第１ 住宅政策を総合的かつ計画的に推進するための指針となる一関市住宅政策基本計画(以下「基本

計画」という。)の策定に関して、広く意見を聴くため、一関市住宅政策基本計画策定懇話会(以下「懇

話会」という。)を置く。 

（所掌事項） 

第２ 懇話会は、次に掲げる事項を所掌する。 

⑴ 基本計画に関する事項について意見又は提言を述べること。 

⑵ 前号に掲げるもののほか、基本計画の策定に必要な事項に関すること。 

（組織) 

第３ 懇話会は、委員 15 人以内とし、知識経験を有する者のうちから市長が委嘱する。 

 （任期） 

第４ 委員の任期は、委員の委嘱の日から基本計画の策定が完了する日までとする。 

（会長及び副会長) 

第５ 懇話会に会長及び副会長 1 人を置き、委員の互選とする。 

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６ 懇話会は、市長が招集する。 

２ 懇話会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 懇話会は、必要に応じ、会議に委員以外の者の出席を求め、意見又は説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第７ 懇話会の庶務は、建設部都市整備課において処理する。 

（補則） 

第８ この告示に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、会長が懇話会に諮って定める。 
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一関市住宅政策基本計画策定懇話会委員名簿 

 

 

  

No 氏　 名 職　 等 備 考

1 　 三宅
み や け

　 諭
さとし

　 岩手大学農学部　 准教授 会長

2 　 菅原
す がわら

　 治道
はるみち

　 一般社団法人岩手県建設業協会一関支部　 副支部長

3 　 後藤
ご と う

　 一
はじめ

　 一般社団法人岩手県建設業協会千厩支部　 理事

4 　 菊池
き く ち

　 薫
かおる

　 一般社団法人岩手県建築士会一関支部　 副支部長 副会長

5 　 三浦
み う ら

　 昌
ま さ

喜
き

　 一般社団法人岩手県建築士会千厩支部　 支部長

6 　 鈴木
す ず き

　 東
あずま

　 一般社団法人岩手県宅地建物取引業協会一関支部　 支部長

7 　 水谷
みずたに

　 みさ え 　 一関商工会議所 会員

8 　 金野
こ ん の

　 昭子
し ょ う こ

　 社会福祉法人一関市社会福祉協議会　 総務課長

9 　 辻山
つ じやま

　 慶治
け い じ

　 一関市行政区長会連絡協議会　 副会長

10 　 金野
き ん の

　 久美
く み

　 ま ちづく り ス タ ッ フ バンク

11 　 鈴木
す ず き

　 貞
てい

志郎
し ろ う

　 県南広域振興局土木部一関土木センタ ー　 建築指導課長

12 　 那須
な す

　 勇
いさむ

　 一関市　 建設部長
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一関市住宅政策基本計画策定委員会設置規程 

 

平成 29 年８月 23 日 

一関市訓令第 33 号 

 

(設置) 

第１条 住宅政策を総合的かつ計画的に推進するための指針となる一関市住宅政策基本計画(以下「基

本計画」という。)の策定を目的として、一関市住宅政策基本計画策定委員会(以下「委員会」という。)

を置く。 

(所掌事務) 

第２条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

⑴ 基本計画の策定に関すること。 

⑵ 前号に掲げるもののほか、基本計画の策定に必要な事項に関すること。 

(組織) 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は建設部長を、副委員長は建設部都市整備課長をもって充てる。 

３ 委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

(委員長及び副委員長) 

第４条 委員長は、委員会を総理し、会議の議長となる。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

(会議) 

第５条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、必要に応じ、関係者に対して資料の提出、会議の出席、説明その他必要な協力を求める

ことができる。 

(庶務) 

第６条 委員会の庶務は、建設部都市整備課において処理する。 

(補則) 

第７条 この訓令に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って定

める。 

   附 則 

 この訓令は、平成29年８月23日から施行する。 

別表（第３条関係） 

市長公室政策企画課長 総務部財政課長 まちづくり推進部いきがいづくり課長 市民環境部生

活環境課長 保健福祉部長寿社会課長 保健福祉部子育て支援課長 商工労働部商業観光課長 

農林部政策推進監 消防本部防災課長 花泉支所建設水道課長 大東支所建設水道課長 千厩支

所建設水道課長 東山支所建設水道課長 室根支所建設水道課長 川崎支所建設水道課長 藤沢

支所建設水道課長 
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一関市住宅政策基本計画策定委員会委員名簿 

委員長 建設部長 

副委員長 建設部都市整備課長 

委員 市長公室政策企画課長 

 総務部財政課長 

 まちづくり推進部いきがいづくり課長 

 市民環境部生活環境課長 

 保健福祉部長寿社会課長 

 保健福祉部子育て支援課長 

 商工労働部商業観光課長 

 農林部政策推進監 

 消防本部防災課長 

 花泉支所建設水道課長 

 大東支所建設水道課長 

 千厩支所建設水道課長 
 東山支所建設水道課長 

 室根支所建設水道課長 

 川崎支所建設水道課長 

 藤沢支所建設水道課長 

 

 

一関市住宅政策基本計画策定スケジュール 

日付 内容 

平成 29 年 10 月 26 日 ～ 平成 29 年 12 月 7 日 宅地建物取引業者ヒアリング調査 

平成 29 年 11 月 7 日 ～ 平成 29 年 11 月 20 日 市民アンケート調査 

平成 29 年 12 月 19 日   空き家バンク利用者ヒアリング調査 

平成 29 年 12 月 19 日   第 1 回 一関市住宅政策基本計画策定委員会 

平成 29 年 12 月 22 日   第 1 回 一関市住宅政策基本計画策定懇話会 

平成 30 年 1 月 23 日   第 2 回 一関市住宅政策基本計画策定委員会 

平成 30 年 1 月 29 日   第 2 回 一関市住宅政策基本計画策定懇話会 

平成 30 年 2 月 16 日 ～ 平成 30 年 3 月 1 日 パブリックコメント 

平成 30 年 3 月 13 日 ～ 平成 30 年 3 月 16 日 第 3 回 一関市住宅政策基本計画策定委員会※ 

平成 30 年 3 月 16 日   第 3 回 一関市住宅政策基本計画策定懇話会 

※意見聴取のみ 
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